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はじめに 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロジェ

クトごとに当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される研究評価分科会を

研究評価委員会によって設置し、同分科会にて被評価対象プロジェクトの研究評価

を行い、評価報告書案を策定の上、研究評価委員会において確定している。 

 

本書は、「低炭素社会を実現する次世代パワーエレクトロニクスプロジェクト 

／次世代パワーエレクトロニクス技術開発(グリーンＩＴプロジェクト)」の事後

評価報告書であり、第３５回研究評価委員会において設置された「低炭素社会を実

現する次世代パワーエレクトロニクスプロジェクト／次世代パワーエレクトロニク

ス技術開発(グリーンＩＴプロジェクト)」（事後評価）研究評価分科会において評価

報告書案を策定し、第３８回研究評価委員会（平成２６年３月２７日）に諮り、確

定されたものである。 
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「低炭素社会を実現する次世代パワーエレクトロニクスプロジェクト 

／次世代パワーエレクトロニクス技術開発(グリーン IT プロジェクト)」 

 

事後評価分科会委員名簿 

 

 （平成２５年１１月現在） 
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分科 

会長 
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東北大学 電気通信研究所 情報デバイス研究部門 

教授 
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東京大学 先端科学技術研究センター 教授 
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長澤 弘幸 

東北大学 電気通信研究所 情報デバイス研究部門 

客員教授 

にいがき みのる 

新垣 実 
浜松ホトニクス株式会社 中央研究所 研究主幹 

ひろせ けいいち 

廣瀬 圭一 

株式会社 NTTファシリティーズ エネルギー事業本部 

技術部 担当部長 

敬称略、五十音順 
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審議経過 

 

● 第１回 分科会（平成２５年１１月２９日） 

公開セッション 

１．開会、分科会の設置、資料の確認 

２．分科会の公開について 

３．評価の実施方法と評価報告書の公開について 

４．プロジェクトの概要説明 

非公開セッション 

５．プロジェクトの詳細説明 

６．全体を通しての質疑 

７．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組み 

公開セッション 

８．まとめ・講評 

９．今後の予定、その他 

１０．閉会 

 

● 第３８回研究評価委員会（平成２６年３月２７日） 
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評価概要 

 

１．総論 

１）総合評価 

SiC パワーデバイスを用いた、省エネルギー、超小型パワーエレクトロニクスシ

ステムの開発・事業化は、社会からの要請の強い分野であり、本プロジェクトの推

進価値は極めて高い。SiC パワーデバイスの開発状況、市場動向、業界動向などに

鑑み、データセンター用サーバー電源および太陽光発電用パワーコンディショナを

目標システムとして取り上げたのは極めて適切であった。技術開発は当初設定した

目標あるいはそれ以上の成果が得られており高く評価できる。SiC デバイス単体の

性能のみならず、他の部品と組み合わせたシステムにおいて相乗的な優位性が示さ

れたことは、技術的な競争力の創出につながった。本プロジェクトの成果を活かす

ことで、これまでに蓄積されてきた日本のパワーエレクトロニクス技術の発展・強

化が期待できる。 

一方、コスト面での検討が全般的に不足している。既存システムに比較した場合

の、応用システムとしてのパフォーマンスメリットとコストメリットをより具体的

に示すべきである。実用化、事業化には応用分野ごとにターゲットコストを明確に

設定して、要求されるコストを如何に実現するかが重要である。また、SiC デバイ

スを用いたシステムの実用化には、「SiC ならでは」の市場を開拓することが重要で

ある。 

 

２）今後に対する提言 

本プロジェクトで得られたデータセンター用サーバー用電源、太陽光発電用パワ

ーコンディショナの各システムは、既存のシステムに比較してのコストを含むシス

テムメリットを明確にして、市場拡大を図って欲しい。インバータ、コンバータを

中心とする超小型電力変換装置の開発成果は、その特徴を最大に生かせる応用商品

分野の絞り込みと明確化を行い、具体的な市場開発を進めてほしい。モジュール化、

システム化することによるシステムメリットを出すことが SiC の実用化にはきわめ

て肝要である。中長期的には上位のレイヤーでの参入が本命になるので、戦略的プ

ロジェクト設計を願う。 

今後は価格低減や国際競争力強化のため、継続した技術開発が必要であるが、パ

ワーエレクトロニクスは日本がリードすべき産業分野なので、並行して進められて

いる大型のプロジェクトとの間で、技術交流や意見交換をもっと積極的に行ってい

ただきたい。 

なお、SiC パワーデバイスの潜在的なアプリケーションを掘り起こすことも重要

であり、そのためには SiC デバイスのメリットの積極的なプロモーションが必要で

ある。 本成果の公表に伴い、幅広いアプリケーションに対するフィールドテストを
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公募するなど、潜在的な需要の掘り起しを行っても良いのではないか。 

 

２．各論 

１）事業の位置付け・必要性について 

世界的なエネルギー需要の増大に対する省エネルギー施策の推進は、地球環境的

な喫緊の課題であり、特に電気エネルギーの利用効率向上と省エネ対策は急がれて

おり、本プロジェクトの位置づけは極めて重要である。SiC パワーデバイスの技術

成熟度に鑑み、比較的低電圧の 1kV 級デバイスの早期のシステム応用として、デー

タセンター向けサーバー電源と太陽光発電用パワーコンディショナを選択したのは、

極めてタイムリーで妥当である。いずれも民生用途に急速に広がりつつある分野で

あり、今後の事業発展も大きい。また、対象が新半導体 SiC を用いたシステム開発

であるため、材料、部品、デバイス、回路など多岐にわたる技術の結集が必要であ

り、さらに、SiC デバイスに関しては、いまだコスト的に採算が合わないため、民

間各社単独で取り組むのが困難な開発状況に対して、オールジャパン体制で技術開

発することは NEDO 事業として妥当である。 

 

２）研究開発マネジメントについて 

研究開発の対象と目標は緊急性かつ波及効果の高さと世界的な省エネルギーの要

望を鑑みると妥当であると考える。目標値は定量的であり、達成度が客観的に判断

しやすいものである。マーケットでのビジネス展開実績をもつ事業者が本プロジェ

クトに参加していることが、開発成果の実用・事業化展開を確かなものにしている。

第 1 研究センターは JFET、第 2 研究センターは MOSFET とデバイスを別け、第 3

研究センターは周辺技術の開発とそれぞれ役割分担を明確に別けた事業体制は極め

て妥当なやり方である。また、目標達成のためのスケジュールとリソースの配分は

適切であった。さらに当初の開発計画に対し、社会情勢の変化に応じた加速資金の

投入、組織再編・整理等、柔軟で効率的な運営をはかったことは評価できる。 

一方で、3 か所の研究センターの成果の相乗効果が明確ではなく、それぞれ 3 つ

の独立した開発が平行して進んでいたようにも見える。ノウハウの共有などが十分

にできたのかどうかを実例で示せるとよかった。また、加速資金によって成果が前

倒しで得られたが、技術的な先行度合いが事業化に及ぼすインパクトをより明確に

すべきである。また、低コスト化や信頼性評価に関して具体的な開発目標を設けて

いないが、次の段階では必要であろう。 

 

３）研究開発成果について 

研究開発成果は、いずれのテーマも最高水準であり、本プロジェクトの開発目標

を達成している。従来の Si デバイスに対する SiC の優位性が示されノウハウも蓄積

された。SiC デバイスを組み込んだシステムの利点を明確に示したことは、競争力

の強化につながる。参加企業の今後の事業展開、また市場の創造につながることが

報告されており、評価できる。ベンチマークもされており、投入された予算に見合



 

6 

った高い成果が得られている。デバイスから装置まで統合的に開発を実施し、また

ターゲットも多岐にわたることから、予算規模も妥当であると言える。成果の普及

については、論文発表、国際会議発表、展示会出展などで努力の跡が認められ、情

報発信は十分に行われている。 

一方、この成果を市場の拡大につなげるためには、更なる性能向上、低コスト化、

高信頼性が必要であり、今後とも各機関・各社が協力して開発事業を推進すること

が望まれる。また、知的財産の取扱いに関しては、ノウハウ開示の防止のため知財

の不出願も選択されたが、ノウハウは属人的なものであり、散逸したりする懸念が

ある。チーム間連携の一環としてのノウハウ共有化と知財との関係整理は、さらに

検討すべき課題である。 

 

４）実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

ポスト Si としての SiC の優位性を踏まえ、電源・パワーコンディショナの高効率

化が実現できており、産業上重要な開発項目にフォーカスされた開発である。得ら

れた成果は、今後のパワーエレクトロニクス市場ニーズに合致している。特に地下

鉄用インバータの実機検証などのインパクトは高く、実用化に近い技術に仕上がっ

ている。事業化段階にある企業や準備・検討段階にある企業とも、全体として順調

に前進している。 

 しかしながら、応用システムとしてのコスト面での検討については、ほとんど言

及がない。低コスト化と高信頼性が実証されなければ、現在のシリコン・パワーエ

レクトロニクスを代替するレベルに至らない。明確に応用分野を定めて開発をして

いるテーマは、実用化・事業化を強く意識してターゲットコストを明確に設定した

技術開発を行っていたが、明確な応用分野を定めていないテーマは、ターゲットコ

ストが曖昧であり、実用化・事業化に結びつけるのは困難あろう。なお、SiC デバ

イスの性能がもたらす恩恵を最大限に享受するアプリケーションを探索するととも

に、ボリュームゾーンとなる市場への展開も図るべきである。
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研究評価委員会におけるコメント 

 

第３８回研究評価委員会（平成２６年３月２７日開催）に諮り、本評価報告

書は確定された。研究評価委員会からのコメントは特になし。 
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研究評価委員会 

委員名簿（敬称略、五十音順） 

 

職 位 氏 名 所属、役職 

委員長 西村 吉雄 技術ジャーナリスト 

委員長

代理 
吉原 一紘 

オミクロンナノテクノロジージャパン株式会社 

最高顧問 

委員 

安宅 龍明 
独立行政法人産業技術総合研究所 つくばイノベーシ

ョンアリーナ推進本部 共用施設調整室 招聘研究員 

伊東 弘一 
学校法人早稲田大学 理工学術院 招聘研究員 

公立大学法人大阪府立大学 名誉教授 

稲葉 陽二 学校法人日本大学 法学部 教授 

小林 直人 学校法人早稲田大学 研究戦略センター 教授 

佐久間一郎 
国立大学法人東京大学大学院 工学系研究科 附属医

療福祉工学開発評価研究センター センター長／教授 

佐藤 了平 
国立大学法人大阪大学 産学連携本部 名誉教授／特

任教授 

菅野 純夫 
国立大学法人東京大学 大学院新領域創成科学研究科 
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第 1章 評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠

の下の「○」「●」「・」が付された箇条書きは、評価委員のコメントを原文の

まま、参考として掲載したものである。 
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１．プロジェクト全体に関する評価結果 

１．１ 総論 

１）総合評価 

SiCパワーデバイスを用いた、省エネルギー、超小型パワーエレクトロニクス

システムの開発・事業化は、社会からの要請の強い分野であり、本プロジェク

トの推進価値は極めて高い。SiCパワーデバイスの開発状況、市場動向、業界動

向などに鑑み、データセンター用サーバー電源および太陽光発電用パワーコン

ディショナを目標システムとして取り上げたのは極めて適切であった。技術開

発は当初設定した目標あるいはそれ以上の成果が得られており高く評価でき

る。SiCデバイス単体の性能のみならず、他の部品と組み合わせたシステムにお

いて相乗的な優位性が示されたことは、技術的な競争力の創出につながった。

本プロジェクトの成果を活かすことで、これまでに蓄積されてきた日本のパワ

ーエレクトロニクス技術の発展・強化が期待できる。 

一方、コスト面での検討が全般的に不足している。既存システムに比較した

場合の、応用システムとしてのパフォーマンスメリットとコストメリットをよ

り具体的に示すべきである。実用化、事業化には応用分野ごとにターゲットコ

ストを明確に設定して、要求されるコストを如何に実現するかが重要である。

また、SiCデバイスを用いたシステムの実用化には、「SiCならでは」の市場を

開拓することが重要である。 

 

〈主な肯定的意見〉 

○ 本プロジェクトの SiCパワーデバイスを用いた、省エネルギー、超小型パ

ワーエレクトロニクスシステムの開発、事業化は極めて社会からの要請の

強い分野であり、本プロジェクトの推進価値は極めて高い。 

○ 新規な技術開発の組み合わせが必要な事業であり、企業を含む多くの研究

機関の多岐にわたる協同が必要であり、NEDO事業としての価値が大きい。 

○ 現状の SiCパワーデバイスの開発状況、市場からの強い要求、業界動向な

どを鑑みて、データセンター用サーバー電源、および太陽光発電用パワー

コンディショナを目標システムとして取り上げたのは極めて適切であり、

また目標数値の設定も適切である。 

○ 技術開発は当初設定した目標あるいはそれ以上の成果が得られており高

く評価できる。今後、本プロジェクトの成果が更にブラッシュアップされ、

早期に実用化、事業化につながることを期待している。 

○ エネルギー消費量の急増、資源枯渇、地球温暖化という喫緊の問題に対し、

オンタイムで妥当な技術開発ターゲットを設定し、それらの目標値を達成

した点において、本開発の目的は十分に達成されたと考える。また、SiC
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デバイス単体の性能のみならず、他の部品と組み合わせたシステムにおい

て相乗的な優位性が示されたことは、技術的な競争力の創出につながった

と判断できる。 

○ 日本の産業技術政策における ITイノベーション、エネルギーイノベーシ

ョンの両プログラムの目的に沿った事業となっている。多岐にわたる開発

項目を民間企業単独で対処することは困難であり、また公共性の観点から

も日本のエネルギー政策にかかわる重要な事業であることから、本プロジ

ェクト推進組織としての NEDOの役割は大きい。 

○ 本プロジェクトの成果を活かすことで、これまでに蓄積されてきた日本の

パワーエレクトロニクス技術の発展・強化が期待できる。 

○ プロジェクト後の、参画した企業における事業化計画、マイルストーンも

おおむね明確である。 

○ 研究体制の構築、研究計画の推進、事業化計画のいずれにおいてもリーダ

ーのリーダーシップのもと優れたマネジメントが行われたと評価できる。 

○ 本プロジェクトで得られた成果は、今後の SiCパワーデバイスの高性能化

に伴うパワーエレクトロニクス産業分野の革新に大いに貢献すると考え

られる。  

○ SiCデバイスの実用化を見据え、シャープに絞り込んだ目標を設定したこ

と、また各プロジェクトが目標値をクリアしている点は高く評価できる。 

○ 本プロジェクトの成果の達成度という観点では、当初の目標をクリアして

おり、目標以上の高い技術開発が行われている。電力エネルギーの流れと

そこで必要とされるパワーエレクトロニクスの技術開発項目についてよ

く検討されており、プロジェクトのマネジメントも妥当である。 

○ 概ね高い目標設定が達成できるなど、当初の目的は概ねクリアでき、プロ

ジェクトとしての国家的意義、スケール感が十分に感じられる内容であっ

た。技術分野も盛業が期待できる IT分野、CO2削減のための再生エネル

ギー有効活用、また、それらの基礎・展開のための関連技術へのバランス

のよいプロジェクトに映った。 

 

〈主な問題点・改善すべき点〉 

● 今後の事業化につながるコスト面での検討が全般的に不足している。特に

既存システムに比較しての応用システムとしてのパフォーマンスメリッ

ト、コストメリットをより具体的、明確に示すべきである。 

● 本プロジェクトの目的は開発成果を実用化、事業化することにある。その

点ではコストがボトルネックになっていることは明らかなので、応用分野

ごとにターゲットコストを明確に設定して、要求されるコストを如何に実
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現するかが重要である。 

● どの開発項目も目標値を達成しているが、SiC実用化の問題はそこで終わ

らず、今後如何に Si を置き換えて行くか、如何に「SiC ならでは」の分

野を開拓していくかの見通しが非常に重要である。「いつまでに、どのよ

うな性能が、どのような価格帯で提供されれば使ってもらえるのか」とい

う分析が開始当初、中間評価、事後評価において逐次チェックされるべき

である。 

● NEDO のような複数拠点で展開される共同プロジェクトでは、複数の研究

開発が同一プロジェクトに参画することによってどのようなシナジー効

果が生まれたのか、そこが一番知りたいところであり、この点をより明確

に説明いただきたかった。 

● 本プロジェクトで得られた成果を実用化に活かすためには、更なる性能向

上の他に低コスト化や信頼性が求められる。必要な技術開発項目を整理し

て展開してほしい。 

● 市場が拡大するための必要条件（ウエハとデバイスのコストと歩留まり、

それらの供給体制）が揃ったとは言えず、パワーエレクトロニクスの上流

ビジネス（SiCウエハ、製造装置類）を加速するための積極的な働きかけ

が必要と考える。 

● 紙面、時間が限られていたのはやむを得ないが、成果の見せ方、値の妥当

性など表現の工夫や配慮が一部必要な箇所が見受けられた。また、成果に

ついては当初の目標をクリアしていることは理解できたが、他社、外国と

の比較について、具体的かつ定量的に見せる工夫が必要であろう。 

 

〈主なその他の意見〉 

・ パワーエレクトロニクスは日本がリードすべき産業分野であり、大型のプ

ロジェクトが並行して進められている。目標や技術開発項目の違い、情報

管理の課題等があるとは思われるものの、こちらのプロジェクトの間で、

技術交流や意見交換がもっと積極的に行われるべきであるように思える。 

・ パワー密度や損失などに対する技術的成果の意義は、それらがもたらすシ

ステムとしてのメリットや製品のライフタイムコストの定量的評価によっ

て検証されるべきであろう。 
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２）今後に対する提言 

本プロジェクトで得られたデータセンター用サーバー用電源、太陽光発電用

パワーコンディショナの各システムは、既存のシステムに比較してのコストを

含むシステムメリットを明確にして、市場拡大を図って欲しい。インバータ、

コンバータを中心とする超小型電力変換装置の開発成果は、その特徴を最大に

生かせる応用商品分野の絞り込みと明確化を行い、具体的な市場開発を進めて

ほしい。モジュール化、システム化することによるシステムメリットを出すこ

とが SiC の実用化にはきわめて肝要である。中長期的には上位のレイヤーでの

参入が本命になるので、戦略的プロジェクト設計を願う。 

今後は価格低減や国際競争力強化のため、継続した技術開発が必要であるが、

パワーエレクトロニクスは日本がリードすべき産業分野なので、並行して進め

られている大型のプロジェクトとの間で、技術交流や意見交換をもっと積極的

に行っていただきたい。 

なお、SiCパワーデバイスの潜在的なアプリケーションを掘り起こすことも重

要であり、そのためには SiC デバイスのメリットの積極的なプロモーションが

必要である。 本成果の公表に伴い、幅広いアプリケーションに対するフィール

ドテストを公募するなど、潜在的な需要の掘り起しを行っても良いのではない

か。 

 

〈主な今後に対する提言〉 

・ 本プロジェクトで得られたデータセンター用サーバー用電源、太陽光発電

用パワーコンディショナの各システムは、既存のシステムに比較してのコ

ストを含むシステムメリットを明確にして市場拡大を図って欲しい。 

・ インバータ、コンバータを中心とする超小型電力変換装置の開発成果は、

その特徴を最大に生かせる応用商品分野の絞り込みと明確化を行い、具体

的な市場開発を進めてほしい。 

・ 実施者にはすでによく認識されていることであるが、モジュール化、シス

テム化することによるシステムメリットを出すことが SiCの実用化にはき

わめて肝要である。中長期的には上位のレイヤーでの参入が本命になるの

で、今後とも、戦略的プロジェクト設計を願う。 

・ 我国の産業発展のためにも重要な取組みであり、今後は価格低減や国際競

争力強化のため、継続した技術開発が必要である。ただし、目標について

は、諸外国との競争激化も想定し、国家戦略的な観点でターゲットを決め

るべきであろう。また、外国との競合との関係に鑑み、類似、関連する国

内外の特許（先行研究なども含め）を整理し、例えば本 PJとの関連をわか

りやすく位置づけるなどすれば、成果が理解しやすくなる。 
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・ 知的財産の保護については、非公開とするのであれば、その内容が特許相

当に該当することが評価の段階でわかるようして頂きたい。 

・ パワーエレクトロニクスは日本がリードすべき産業分野であり、大型のプ

ロジェクトが並行して進められている。目標や技術開発項目の違い、情報

管理の課題等があるとは思われるものの、こちらのプロジェクトの間で、

技術交流や意見交換がもっと積極的に行われるべきであるように思える。  

・ 本プロジェクトは SiCパワーデバイスの市場応用の先鞭をつける重要な使

命を担い、十分にその役割を果たした。今後、さらに市場範囲を拡大する

ための応用システム開発に着目した次のプロジェクト事業の創設が望まれ

る。 

・ SiC基板の低価格化と SiC市場の立ち上がりは鶏と卵の関係である。前者

を待っていては、後者は起こらない。少しでも入り込めそうなものは多少

の利ザヤを無視してもよいから SiCを戦略的に投入していくことで SiCの

流通が高まり、SiC基板の低価格化を加速すると思われる。こうした市場

参入戦略そのものも、一つの重要な研究開発項目たりえると思う。 

・ 掲げた目標に対し、高いレベルでの達成度が確認できた。一方、本プロジ

ェクトを通して、さらなら将来展開のための課題が見えてきていると考え

られる。マネジメント組織として、大局的観点から、次のステップへの共

通課題とアクションアイテムの整理がなされることを期待したい。 

・ 日本のパワーエレクトロニクス技術をさらに発展させるために、組織を超

えて共有すべき技術と各組織毎の個別技術を切り分け、共有可能な技術開

発に関しては、NEDOのリーダーシップの基に、さらに推進することを期待

する。 

・ 顕在化している要求に基づいた市場の見通しは明確であるが、どのような

シナリオで市場が SiC デバイスによって置き換えられてゆくのか？SiC デ

バイスやこれを用いたシステムが自律的に成長する市場を構築するための

技術的・事業的な Criteriaをそれぞれのアプリケーションごとに明確にす

べきと考える。  

・ 今後の材料開発により、パワーエレクトロニクス材料として GaN と SiC の

すみ分けが必要となる。将来を見据えた明確なすみ分けを行い、これをも

とにデバイス技術開発が実施されるべきであると思われる。  

・ これまで我国では、技術開発で先行していても事業開発で諸外国に遅れを

とり、結局産業化にまで至らなかった事例が多数ある。今後は、技術開発

～事業開発～産業化までのトータルなプロジェクトを NEDO がリーダーシ

ップをとって実施してほしい。 
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〈主なその他の意見〉 

・ SiC パワーデバイスの潜在的なアプリケーションを掘り起こすことも重要

であり、そのためには SiC デバイスのメリットの積極的なプロモーション

が必要であろう。 本成果の公表に伴い、幅広いアプリケーションに対する

フィールドテストを公募するなど、潜在的な需要の掘り起しを行っても良

いのではないか。SiC デバイスユーザー側の認知が進むにつれて、上流側

のビジネス(ウエハ、装置）に対する品質向上や量産体制確立へのモティベ

ーションが増えることを期待する。 

・ 本プロジェクトにより開発された SiCデバイスでは、従来の Siデバイスと

は異なる評価、解析が必要となる。このような評価、解析機器についても

開発が必要ではないかと思われる。またこれらの周辺技術を含めた総合力

で我国の SiC技術の国際競争力を高め維持する施策を検討してはどうか。 

・ 状況によっては、国内だけでなく諸外国、海外の研究機関との連携も想定

した国際プロジェクト、国際共同研究も検討したらどうか。 
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１．２ 各論 

１）事業の位置付け・必要性について      

世界的なエネルギー需要の増大に対する省エネルギー施策の推進は、地球環

境的な喫緊の課題であり、特に電気エネルギーの利用効率向上と省エネ対策は

急がれており、本プロジェクトの位置づけは極めて重要である。SiCパワーデバ

イスの技術成熟度に鑑み、比較的低電圧の 1kV 級デバイスの早期のシステム応

用として、データセンター向けサーバー電源と太陽光発電用パワーコンディシ

ョナを選択したのは、極めてタイムリーで妥当である。いずれも民生用途に急

速に広がりつつある分野であり、今後の事業発展も大きい。また、対象が新半

導体 SiC を用いたシステム開発であるため、材料、部品、デバイス、回路など

多岐にわたる技術の結集が必要であり、さらに、SiCデバイスに関しては、いま

だコスト的に採算が合わないため、民間各社単独で取り組むのが困難な開発状

況に対して、オールジャパン体制で技術開発することは NEDO事業として妥当で

ある。 

 

〈主な肯定的意見〉 

○ 世界的なエネルギー需要の増大に対して省エネルギー施策の推進は、地球

環境的な喫緊の課題。特にその中で主要な位置を占める電気エネルギーの

利用効率向上と省エネ対策は急がれており、本プロジェクト事業の位置づ

けは極めて重要である。 

○ 急激に増大する情報通信分野でのエネルギー利用を鑑みて IT分野のサー

バー用電源に着目したのは極めて妥当である。 

○ SiCパワーデバイスの技術成熟度を鑑みて、まずは普及しつつある比較的

低電圧の 1kV級デバイスの早期のシステム応用としてデータセンター向

けサーバー用電源と太陽光発電用パワーコンディショナを目標として選

択したのは極めてタイムリーで妥当である。またいずれも民生用途に急速

に広がりつつある産業分野であり、今後の事業発展も大きい。 

○ 新半導体 SiCを用いたシステム応用を最終目標とするため、材料、部品、

デバイス、回路など多岐にわたる技術の結集による多分野の企業による協

業が必要で、NEDO事業として推進する妥当性は十分にある。 

○ パワーエレクトロニクス事業・開発を行う研究組織・企業において、解決

すべき共通課題は膨大かつ持続的な検討を要することから、各社単独で取

り組むのが困難な開発項目に対して NEDOが先頭に立って取り組むことに

より、国内パワーエレクトロニクス産業の国際競争力強化を推進していく

ことは、公共性の観点からも妥当である。 

○ いまだ、SiCデバイスに関しては、コスト的に採算が合わない状況である
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ため、民間のみで技術的な目標を達成することは困難であったと考える。

NEDOが主導したからこそ、SiCデバイスの成果をシステムとして統合的に

評価できたと考えられるので、開発に関しては適切な費用対効果が得られ

たと考える。 

○ グリーンイノベーションという点から、本プログラムで実施した SiCパワ

ーエレクトロニクスは我国産業にとって重要なテーマであり、高い国際競

争力を保持するためにオールジャパンで技術開発することは NEDO事業と

して妥当である。 

○ 急激に増大する情報通信分野でのエネルギー利用を鑑みて IT分野のサー

バー用電源に着目したのは極めて妥当である。 

○ 本プロジェクトで生じた成果は今後、SiCパワーデバイスの高性能化、高

出力化に伴う他の多くのエネルギー分野への進展による革新へ波及効果

をもたらし、SiCパワーエレクトロニクスによる省エネ革命の先鞭役とし

て極めて重要である。  

○ 世界的なグリーン IT化の流れの中にあって、NEDOの推進すべき、きわめ

て妥当な施策である。開発ターゲット（製品）をシャープに絞り込んだ点

も高く評価できる。 

○ 本技術開発は、日本の産業技術政策に合致した技術開発であり、基本的な

デバイス開発から回路、装置・機器開発まで一貫した開発の実施により高

い電力変換効率を達成する等、グリーンイノベーションの観点から成果を

あげていると言える。 

○ さらに、開発実施担当組織は、それぞれ事業展開戦略までスコープ内に入

れた開発を実施していることから、費用対効果の観点からも妥当である。 

○ 全般的に高いレベルの成果を生み出し、かつ体系的に複数者によるプロジ

ェクトとして推進され、結果として、諸外国と比べても遜色ないプロジェ

クトにまとまった点は評価に値する。 

 

〈主な問題点・改善すべき点〉 

● 内外の技術開発動向、国際競争力の状況に関する認識（事業原簿 I-18～

20）と当該プロジェクト戦略との関係をもう少し明示的に紹介いただきた

かった。 

● 太陽光発電用パワーコンディショナの開発は、当初「データセンターで使

う」と使用目的が規定されていた（I-8）が、後半ではこの目的が廃され

ている（I-21(ii)）。この点に関しては、太陽光発電用パワーコンディシ

ョナの立ち位置が少し曖昧になった印象がある。  
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２）研究開発マネジメントについて      

研究開発の対象と目標は緊急性かつ波及効果の高さと世界的な省エネルギー

の要望を鑑みると妥当であると考える。目標値は定量的であり、達成度が客観

的に判断しやすいものである。マーケットでのビジネス展開実績をもつ事業者

が本プロジェクトに参加していることが、開発成果の実用・事業化展開を確か

なものにしている。第 1研究センターは JFET、第 2研究センターは MOSFETとデ

バイスを別け、第 3 研究センターは周辺技術の開発とそれぞれ役割分担を明確

に別けた事業体制は極めて妥当なやり方である。また、目標達成のためのスケ

ジュールとリソースの配分は適切であった。さらに当初の開発計画に対し、社

会情勢の変化に応じた加速資金の投入、組織再編・整理等、柔軟で効率的な運

営をはかったことは評価できる。 

一方で、3か所の研究センターの成果の相乗効果が明確ではなく、それぞれ 3

つの独立した開発が平行して進んでいたようにも見える。ノウハウの共有など

が十分にできたのかどうかを実例で示せるとよかった。また、加速資金によっ

て成果が前倒しで得られたが、技術的な先行度合いが事業化に及ぼすインパク

トをより明確にすべきである。また、低コスト化や信頼性評価に関して具体的

な開発目標を設けていないが、次の段階では必要であろう。 

 

〈主な肯定的意見〉 

○ 研究開発の対象と目標は緊急性かつ波及効果の高さと世界的な省エネル

ギーの要望を鑑みると妥当であると考える。目標値は定量的であり、達成

度が客観的に判断しやすいものである。最適な実施者が選択され、目標達

成のためのスケジュールとリソースの配分は適切であったと判断する。 

○ 国内外の動向を分析し、タイムリーな開発項目に関しての研究・開発が実

施され、さらに、その達成目標とスケジュールが戦略的に設定されていた

ことは評価できる。また、実用化が実施可能、かつマーケットでのビジネ

ス展開実績をもつ事業者が本プロジェクトに参加していることが、開発成

果の実用・事業化展開を確かなものにすると考えられる。 

○ さらに当初の開発計画に対し、状況に応じた加速資金の投入、組織再編・

整理等、柔軟な運営をはかったことは評価できる。 

○ 第 1研究センターは JFET、第 2研究センターは MOSFETとデバイスを別け、

第 3研究センターは周辺技術の開発とそれぞれ役割分担を明確に別けた

事業体制は極めて妥当なやり方である。 

○ プロジェクトの途中から社会情勢の変化にあせて、体制を見直すなど、効

率的な運営に尽力していることが見受けられたことは評価に値する。また、

参画している企業の能力が十分に発揮されており、NEDOプロジェクトと
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しての意義が理解できる。 

○ 本プロジェクトの研究開発マネジメントに関しては総合的に極めて優れ

ていたと評価できる。特に計画、体制、実用化・事業化へ向けての施策、

情勢変化対応は高く評価できる。その結果、所期の目標をすべて達成し、

今後の産業界における実用化への展開を得られたことにつながった。 

○ 特に企業連合による FUPET、それぞれの目標応用システムに強い二大企業

の 3者をうまく切り分け、かつ連携させたマネジメントは傑出する。 

○ FUPETの取り組んできた様々な実装技術・回路の開発は大変基礎的で地味

な仕事であったが、その着実な積み上げが最終の目標値を大きく上回る超

小型インバータの開発につながった。研究テーマ設定、実行、技術者間・

企業間連携に関するマネジメントの努力と成功に敬意を表する。 

○ リーダー、サブリーダーのリーダーシップが十分に発揮されたゆえに、こ

れらの優れた結果が得られたものと評価する。  

○ 目標設定、研究計画に向けたマネジメントは妥当である。 

○ 事業の戦略及び開発目標は明確で、その数値目標、開発期間とも現実的で

妥当である。進捗状況の管理も適切になされている。 

○ 本プロジェクトでは、開発目標以上の高い技術開発が行われている。パワ

ーエレクトロニクスの技術開発項目についてよく検討されており、プロジ

ェクトのマネジメントも妥当である。 

 

〈主な問題点・改善すべき点〉 

● 3か所の研究センターの成果の相乗効果が明確ではなく、それぞれ 3つの

独立した開発が平行して進んでいたようにも見える。 

● 加速資金の投入によって技術成果が前倒しで得られたが、その結果として

どのように市場の立ち上がりが早められるのかが不明確である。技術的な

先行度合いが事業化に及ぼすインパクトをより明確にすべきではないか。  

● JFETと MOSFETでも共通する課題があるはずであるが、ノウハウの共有な

どが十分にできたのかどうかを実例で示せるとよかった。 

● 本プロジェクトでは低コスト化や信頼性評価に関して具体的な開発目標

を設けていないが、次の段階では必要である。また、成果の実用化につい

ては事業期間中も随時検討・見直しを行うことが望ましい。 

● サーバー電源、パワーコンディショナとしての目標値設定にもう一工夫あ

れば、より明確になった感がある。いずれも絶対効率だけをあげたため、

既存システムの数値が既に高く、目標数値としてそれほど変わらない印象

を与えた。また既存システムとの比較数値も表には挙がっていない。むし

ろ、エネルギー損失割合の削減数値を挙げたほうが省エネ効果をより強く
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訴えられたのではないか。 

● 電力変換器基盤技術のパワー密度の目標に対して、達成値が大幅にこれを

クリアできたのは高く評価できるが、逆に当初の目標設定が甘かったので

はとの印象が残る。 

● 上流（材料・デバイス開発側）と下流（モジュール・システムユーザ側）

の専門分野間の連携を強く意識して立案された（事業原簿 I-5）というこ

とであるが、これが当該プロジェクトにおいてどのように具現化されたか

が、説明不足であった。 

● 各チーム間の連携が十全に担保されているかが疑問として残った。各社の

開発において、これが NEDO プロジェクトとして行われることによって予

算面以外にどのようなシナジー効果があったのか、もう少し明示的にお示

しいただきたかった。 

● 2011 年度以降、2 つの研究センターがそれぞれ NEDO との共同研究を推進

したと理解できる。間接的に NEDO を介するとしても、それぞれの研究セ

ンターの技術成果を相補的に共有できる仕組みを設けたほうが、より高い

費用対効果を得ることができたのではないか。 

● SiC関連プロジェクトの第 1世代である太陽光発電パワーコンディショナ、

データセンター用サーバー電源としての目標が達成されたが、双方の開発

でどの程度の相補性があったのかが不明である。また、第 1世代の成果に

基づいて、第 2世代、第 3世代に受け継がれるべき技術やノウハウ、ある

いは新たな課題が必ずしも明確とは言えない。2011 年度以降は事業化を

意識した独立性のある共同研究に移行しているが、各研究拠点の技術的成

果がどのようにして共有化されていたのかが不明確である。 

● 加速資金によって賄われた熱設計・電気設計・機械設計の最適化は汎用性

のある技術といえるのか？もし汎用技術であるとすれば、それらの知見は

それぞれの研究センターを横断して共有されたのか疑問が残る。 

● ノウハウ開示の防止のため知財の不出願も選択されたが、ノウハウは属人

的なものであり、散逸したりする懸念がある。技術がコモディティ化する

ためにはあらゆる技術が標準化されて共有されるべきであり、その前提と

して、可能な限り多くの知的財産権が確保されるべきと考える。 

● 今回得られた成果を今後の事業に展開する際、費用対効果の関係を説明で

きていればよかったし、今後のターゲットや適用、市場規模が明確になっ

たと思われる。 

● 効率での評価以外にも体積や質量など、産業界でのニーズに合わせ、メリ

ットの見せ方を工夫したほうが良い。また、本技術開発で得られた成果を

活用した具体的・定量的なターゲットを幾つか示したほうがよいであろう。 
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〈主なその他の意見〉 

・ 本プロジェクトで達成された高い技術の実用化を支援して、確実に成長さ

せることが重要である。NEDOには今後も総合的なマネジメントを期待した

い。 

・ 本開発成果が本格的な事業のための技術として具現化するには、それぞれ

の開発項目の成果が統合され汎用的な技術リソースとなる仕組みが必要と

考える。 

・ 追加施策についての重要性は理解できるが、投下された費用の妥当性につ

いての説明があったほうが良いと感じた。 
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３）研究開発成果について       

研究開発成果は、いずれのテーマも最高水準であり、本プロジェクトの開発

目標を達成している。従来の Siデバイスに対する SiCの優位性が示されノウハ

ウも蓄積された。SiCデバイスを組み込んだシステムの利点を明確に示したこと

は、競争力の強化につながる。参加企業の今後の事業展開、また市場の創造に

つながることが報告されており、評価できる。ベンチマークもされており、投

入された予算に見合った高い成果が得られている。デバイスから装置まで統合

的に開発を実施し、またターゲットも多岐にわたることから、予算規模も妥当

であると言える。成果の普及については、論文発表、国際会議発表、展示会出

展などで努力の跡が認められ、情報発信は十分に行われている。 

一方、この成果を市場の拡大につなげるためには、更なる性能向上、低コス

ト化、高信頼性が必要であり、今後とも各機関・各社が協力して開発事業を推

進することが望まれる。また、知的財産の取扱いに関しては、ノウハウ開示の

防止のため知財の不出願も選択されたが、ノウハウは属人的なものであり、散

逸したりする懸念がある。チーム間連携の一環としてのノウハウ共有化と知財

との関係整理は、さらに検討すべき課題である。 

 

〈主な肯定的意見〉 

○ 3テーマとも、その研究開発成果は最高水準であり、本プロジェクトの開

発目標を達成している。特許の出願については企業の戦略によるところが

あるものの、国際会議・論文の学術発表も重要であり、総合して情報発信

は十分に行われている。 

○ 技術的な成果は目標を達成し、SiCデバイスならではのパフォーマンスを

示したと考える。明らかに、従来の Siデバイスに対する優位性は示され

たといえる。また、SiCデバイスならではのノウハウも蓄積されたと理解

する。単に SiCデバイスのパフォーマンスのみならず、これを組み込んだ

システム特有の課題や利点が顕在化したことは競争力の強化につながる

と考えられる。 

○ 研究開発の成果が、参加企業の今後の事業展開、また市場の創造につなが

ることが報告されており、評価できる。 

○ 技術開発は当初設定した目標あるいはそれ以上の成果が得られており高

く評価できる。ベンチマークもされており、投入された予算に見合った高

い成果が得られている。 

○ 開発項目毎に設定された目標値は十分にクリアされており、事業化を見据

えた開発により、実用化・市場拡大へのステップが着実に踏まれている。

他技術と比較して、総合的技術の観点から高い優位性が示されている。デ
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バイスから装置まで統合的に開発を実施し、またターゲットも多岐にわた

ることから、予算規模も妥当であると考えられる。特許化・対外発表・報

道発表も適切に実施してきたことは評価できる。 

○ 成果の普及についても論文発表、国際会議発表、展示会出展などの努力が

認められる。  

○ 成果はそれぞれ今後の実用化、事業化に展開できる内容、レベルとなって

いる。 

○ それぞれのテーマにおいてすべて目標値を達成している。その達成技術レ

ベルも世界的に見ても高いと判断できる。 

○ システム開発に至る基礎技術の開発においても着実な成果を積み上げて

いる。 

○ 第一、第二、第三研究センターそれぞれに目標値を上回る成果を挙げてい

る点は高く評価できる。 

 

〈主な問題点・改善すべき点〉 

● 各テーマの研究開発成果はトップクラスといえるが、これらの成果を市場

の拡大につなげるためには更なる性能向上及び低コスト化と高信頼性が

必要である。今後とも各機関・各社が協力して事業をさらに推進していく

ことが望まれる。 

● 知的財産の取扱いに関しては、容易発明は権利化し、ノウハウは秘匿する

と言う回答であった。一方、チーム間連携の一環としてノウハウを共有化

したとのコメントもあった。ノウハウ共有化と知財との関係整理は、さら

に検討すべき課題である。 

● ノウハウ開示の防止のため知財の不出願も選択されたが、ノウハウは属人

的なものであり、散逸したりする懸念がある。技術がコモディティ化する

ためにはあらゆる技術が標準化されて共有されるべきであり、その前提と

して、可能な限り多くの知的財産権が確保されるべきと考える。 

● 特許出願に関しては、数値としては件数が挙げられているが、プレゼンに

おいても特に取り上げての発表もなく、優れた特許出願が出来ているかど

うかの判断ができない。 

● 公的な資金を投入していることから、一般コンシューマへのわかりやすい

アピールがもう少しあってもよい。 

● 特許出願日から考えると、特許の公開日以前に開発成果の多くが発表され

たと判断できる。これら特許公開前の発表により知的財産権の範囲が制限

されることを懸念する。 

● 特許に関しては、いずれも「出願済み」という状況であり、その後の進展
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が明示されていないので、従来の発明に対してどの程度の新規性・進歩性

を有するものであるのかが判断できない。本来は、国内外の関連特許を徹

底して調査し、特許マップ（要素別表示、展開表示など）を作成したうえ

で特許出願の戦略を練るべきであったのではないか。 

● 特許出願数は投入された予算に対しては多少物足りないが、有効な特許が

出願されていれば問題ない。 

● 論文数、特許数については、評価が難しいが、投入された予算に見合った

ものかの判断がしにくい。無論件数だけで評価することは難しいが、何ら

かの目安があったほうがよいと感じた。 

 

〈主なその他の意見〉 

・ 特許よりもノウハウとして秘匿されている技術がどの程度あるのかが最終

的に国際競争力を高め維持する際に重要であると思われる。 
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４）実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて   

ポスト Siとしての SiCの優位性を踏まえ、電源・パワーコンディショナの高

効率化が実現できており、産業上重要な開発項目にフォーカスされた開発であ

る。得られた成果は、今後のパワーエレクトロニクス市場ニーズに合致してい

る。特に地下鉄用インバータの実機検証などのインパクトは高く、実用化に近

い技術に仕上がっている。事業化段階にある企業や準備・検討段階にある企業

とも、全体として順調に前進している。 

しかしながら、応用システムとしてのコスト面での検討については、ほとん

ど言及がない。低コスト化と高信頼性が実証されなければ、現在のシリコン・

パワーエレクトロニクスを代替するレベルに至らない。明確に応用分野を定め

て開発をしているテーマは、実用化・事業化を強く意識してターゲットコスト

を明確に設定した技術開発を行っていたが、明確な応用分野を定めていないテ

ーマは、ターゲットコストが曖昧であり、実用化・事業化に結びつけるのは困

難あろう。なお、SiCデバイスの性能がもたらす恩恵を最大限に享受するアプリ

ケーションを探索するとともに、ボリュームゾーンとなる市場への展開も図る

べきである。 

 

〈主な肯定的意見〉 

○ ポスト Siとしての SiCの優位性を踏まえ、電源・パワーコンディショナ

の高効率化が実現できており、産業上重要な開発項目にフォーカスされた

開発であるといえる。さらにベースとなる基盤技術を確固たるものにする

ことにより、応用展開先が広がることが期待できる。 

○ 得られた成果は、今後のパワーエレクトロニクス市場のニーズに合致した

ものである。量産化技術が確立され、新奇な市場展開が十分に期待できる。 

○ 地下鉄用インバータの実機検証などのインパクトは高く、実証結果もあり、

実用化に近い技術に仕上がっていると判断できる。また、省エネルギー化

へのインパクトも高く、信頼性が検証されればデータセンターのサーバー

用電源やパワーコンディショナへの展開は円滑に進むと考える。また、そ

れらの実証事例がさらなる需要を喚起すると考えられ市場拡大の上値余

地が大きいと考えられる。 

○ 実用化に向けた目標設定は明確であり、技術開発項目の検討も十分なされ

ている。現時点で事業化に向けて前向きな各社、また準備・検討段階にあ

る各社とも全体として順調に前進している。 

○ プロジェクト終了後の事業化、量産化が明確に示されている。 

○ 本プロジェクトで確立された SiCパワーデバイスを用いたサーバー用電

源、パワーコンディショナ、電力変換器基礎技術の実用化展開は、SiCパ
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ワーデバイスを用いた今後の更なる応用システム分野の拡大に大きく貢

献する。  

○ 事業展開力を有する企業が参加することで、開発段階から事業化がより強

く認識され、技術の普及・製品展開が加速すると考えられる。基盤技術開

発段階から、量産化への統合設計スキームを検討する等、実用化へのステ

ップが踏まれていることも評価できる。 

○ 明確に応用分野を定めて開発をしているテーマは、実用化・事業化を強く

意識してターゲットコストを明確に設定した技術開発を行っていた。極め

て妥当なやり方である。 

○ 市場ニーズや、技術成果の反映など今後の戦略や見通しが分かりやすく説

明されており、継続した技術開発プロジェクトの必要性を訴求することに

十分な内容である。 

 

〈主な問題点・改善すべき点〉 

● 事業化にあたってはコスト面での検討が不可欠であるが、十分でない。特

にパワーデバイスとしての価値検討以上に、応用システムとしてのコスト

面での検討も重要と考えられるが、ほとんど言及がない。 

● 性能向上により省エネ化、小型化が期待できる利点があるものの、低コス

ト化と高信頼性が実証されなければ、現在のシリコン・パワーエレクトロ

ニクスに取って代わるレベルまで至らない。これらの技術開発を支援して

いく必要がある。 

● 明確な応用分野を定めていないテーマは、ターゲットコストが曖昧であり、

技術開発成果を実用化・事業化に結びつけるのは困難であると感じた。残

念ながらそのようなテーマが見受けられた。 

● プロジェクトによって、明確な将来展望が感じられるものと感じられない

ものの差が出た。何がどこまでクリアされれば市場に入っていけるのか、

その分析が弱い印象があり、今後とも精査をお願いしたい。 

● 実施組織に応じて、低コスト化へのビジョン・スキームが異なることもあ

ったので、そのあたりも含めて次へのステップにむけて整理がなされるこ

とを期待したい。 

● SiC基板やデバイス製造技術（量産装置も含む）がコモディティ化する必

要があると考えられる。 

● 各社ともコスト高を今後の課題としてあげていただが、当初から想定され

ている課題であり、実証期間中の取組みや今後の具体的な施策案について、

成果報告の際に説明できるよう準備しておくべきであろう。 
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〈主なその他の意見〉 

・ SiC デバイスの性能からもたらされる恩恵を最大限に享受するアプリケー

ションを探索するとともに、ローエンド側の市場への展開も図るべきでは

ないか。 

・ SiC 基板のコストが高いことが問題となっている。代替基板の可能性検討

が必要かも知れない。 

・ プロジェクトの成果について、市場への展開状況や、同様な国家プロジェ

クトとの関連については、継続してウォッチングする仕組みや指標が必要

であろう。また、資料、および当日の説明では、技術的な成果のみの報告

であったが、波及効果としての人材育成（次世代の人材としての若手活用

など）の説明があったほうがよい。 
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２．評点結果 
２．１ プロジェクト全体 

 

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.7 A A B B A A A

２．研究開発マネジメントについて 2.3 B A B B B B A

３．研究開発成果について 3.0 A A A A A A A

４．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 
2.3 B A B B A B B

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

〈判定基準〉  

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて 
４．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当          →C
・見通しが不明        →D

2.3 

3.0 

2.3 

2.7 

0.0 1.0 2.0 3.0 

４．実用化・事業化に向けての見

通し及び取り組み

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

平均値 
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１．事業原簿 
次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 
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概要－1 

概 要 

作成日 平成 25 年 11 月 20 日 

プログラム（又は施策）名 
ＩＴイノベーションプログラム 

エネルギーイノベーションプログラム 
 

プロジェクト名 
次世代パワーエレク

トロニクス技術開発 
プロジェクト番号 P09004 

担当推進部/担当者 
電子・材料・ナノテクノロジー部 担当者氏名 主担当：柚須圭一郎 

                     副担当：井谷 司 

０.事業の概要 

 

SiC パワーエレクトロニクスの特色を生かした応用分野における優位性の

実証は、ＮＥＤＯプロジェクト他で既に試みられている。産業界からは各種応

用分野開拓や普及の視点に立って、電力利用高効率性はもとより、制御性、

信頼性、使い勝手の向上などへの幅広い期待と様々な要請が有る。一方、こ

れらの実現には、Si とは異なる特性のエレクトロニクスを活用するため、回

路設計、モジュール、変換器などに対する基盤技術の確立が必要である。ま

た、実際の応用に向けてノイズ対策や熱設計などの問題も解決する必要があ

る。本研究では、電源の各種システムへの組み込み応用を想定し、SiC パワー

エレクトロニクスの特色を極限まで引き出す技術開発に取り組む。具体的に

は、システム用電源の高効率性を目指して、SiC スイッチングデバイス開発、

回路設計、変換器を組み込んだシステム最適化を行う。また多様な応用に向

けて高効率性と変換器の高パワー密度小型・軽量性を、高キャリア周波数化

と高温実装で実現する。利用上問題になる高キャリア周波数化によるインバ

ータの電磁干渉対策などの研究を行う。また、プロジェクト推進に当たり、

デバイス、回路技術、変換器などの専門性の研究開発を深堀りするとともに、

各分野間の技術情報の共有、大学との共同実施で議論の補完を行う。それら

を通じて実用化や普及への多様なユーザの立場からの要請を斟酌し、ＳｉＣパワ

ーエレクトロニクスならではの特性の発現、システムのエネルギー効率向上、

高付加価値、高信頼性など実現する。 

 

Ⅰ.事業の位置付け・必要性に

ついて 

 

限られた資源やエネルギー源の有効利用、地球の温暖化問題の解決に向

け、電気エネルギーとしての利用への移行は課題解決に有力な手段の一つで

ある。電気エネルギー利用には、発電から消費に至るまでに電圧、電流、周

波数などを制御する多数のエネルギー変換器を経由する。総合的な効率は、

各変換器の効率の積で決まり、省エネルギーには低損失な変換器の開発と普

及が必要である。また、普及には各種応用機器システムに適した制御を行え

る使い勝手の良いパワーエレクトロニクスの開発が急務の課題である。この

要請への期待に応えるべく、ＳｉＣパワー半導体の実用化に我が国は長年取り

組んできた。モータへの応用を想定して、ＮＥＤＯでは平成２１年に「パワーエ

レクトロニクスインバータ基盤技術開発」を実施し、Ｓｉ半導体に比べた様々

な優位性を実証した。この成果が切っ掛けになり、インバータのみならず多

様なシステムへの組み込みが可能となるDC/DCコンバータなど各種変換器開

発の基盤技術が産業界から期待が高まってきた。 

一方、工場、事業所、家庭などのユビキタス情報化（ＩＴ）が進みＩＴ社会にお

ける電力の需要は急激な増加傾向にあり、この分野の省エネルギー（グリー

ンＩＴ）化が各国で取り組まれ始め、データセンタの省エネルギー化が取り上げ

られた。また、データセンタへのグリーンな電力の導入や温暖化対策として

自然エネルギーの有効利用への期待は高まり、発電システムの大規模化や普

及に備え高効率化を実現するＳｉＣパワーエレクトロニクスの導入に期待が集

まっている。このような分野へのＳｉＣの導入には、変換器をシステムに組み

込むための指標として、高効率性に加え、小型・軽量化、保守の簡素化に繋

がる高信頼性に向けた基盤技術開発への要請も高い。 

本プロジェクトは、平成２０年度に発足したエネルギーイノベーションとＩＴ

イノベーションプログラムの枠の中で立案され、ＳｉＣパワーエレクトロニク

スの実用化に必要な基盤技術の確立、具体的なシステムに適用して有効性の

実証と関連する課題の抽出ならびに解決策を明らかにすることで、我が国の

関連産業の競争力強化と省エネルギーに資することを目的とする。 
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Ⅱ. 研究開発マネジメントについて 

 

 

事

業

の

目

標 

平成２４年度までに、(i)データーセンタ用 2kW サーバ電源開発を行い、電力変換効率が 50%負荷で 94%

以上の効率を実証する。(ii)太陽光発電用３０ｋＷパワーコンディショナの開発を行い、定格出力時に   ９

8%以上の変換効率を実証する。(iii)パワーデバイス・電力基盤技術研究開発を行い、信頼性の高い高温

実装技術を開発する。その技術を用い、All SiC パワーモジュールを開発し、60kW/ℓの高パワー密度イ

ンバータの要素技術を開発する。 

事

業

の

計

画

内

容 

主な実施事項 H21fy H22fy H23fy H24fy  

①SiC パワーデバイス

を用いたデータセンタ

用サーバ電源技術開発 

  
 

  

②SiC パワーデバイス

を用いた太陽光発電用

パワーコンディショナ

技術開発発 

  

 

  

③次世代 SiC パワーデ

バイス・電力変換器基

盤技術開発 

  
 

  

開

発

予

算

（会

計

・勘

定） 

会計・勘定 H21fy H22fy H23fy H24fy 総額 

特別会計 920 492 219 115 1746 

加速予算 50 146 75 140 411 

総予算額 970 638 294 255 2157 

うち委託 970 638 244 105 2057 

うち助成 - - - - - 

うち共同研究 

(負担率 1/2) 
  50 50 100 

開

発

体

制 

経産省担当原課 商務情報政策局 情報通信機器課 

プロジェクトリーダー 
独立行政法人 産業技術総合研究所 先進パワーエレクトロニ

クス研究センター長 奥村 元 

研究 長 荒井 和雄（現在 推進室 技

委託先 

株式会社 日立製作所、三菱電機 株式会社、 独立行政法人 産

業技術総合研究所、 技術研究組合 次世代パワーエレクトロニ

クス研究開発機構 

 

情勢変化への対応 

前プロジェクトでＳｉＣパワーエレクトロニクスの有効性が示された結果、応用開拓

や普及への期待が世界で集まり、デバイス開発や変換器をシステムに組み込んだ研

究の競争が日米欧で激しくなってきた。一方、４年間と言う短期間で目標数値を達成

するために、(i)接合ＦＥＴ信頼性向上用プロセス装置、(ii)MOSFET 設計シミュレーショ

ンツール、(iii)高温実装技術と電磁干渉問題解決等の課題に対する実験装置の充実を

図るため、加速追加資金を 411 百万円投入した。その結果、成果の前倒しに繋げ、シ

ステムの効率向上、変換器の小型高パワー密度化で世界に先駆けた成果を達成し

た。 

 評価に関する事項 

事前評価 平成２０年度実施 担当部 電子・情報技術開発部 

事後評価 平成２５年度   事後評価実施 
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Ⅲ. 研究開発成果につ

いて 

【事業全体】 

オール SiC 変換器の開発に必用なスイッチングデバイスとして、接合 FET,MOSFET の

開発を行い、低オン抵抗化、高信頼性を備えたデバイス開発に成功した。これらを組

み込んだ、データーセンタ用ＩＴサバ―電源と太陽光発電用パワーコンディショナの

開発において、世界最高効率を達成。多様な応用を想定した各種変換器設計基盤技術

として、市販の接合 FET を使い、回路技術開発、高温実装、高キャリア―化により信

頼性の高パワー密度密変換器開発を試み 70kW/ℓ を達成。これらの開発を通じ、SiC パ

ワーエレクトロニクスの使い勝手を高め、付加価値の追究に必要な SiC パワーエレク

トロニクス基盤技術を確立した。 

【個別テーマ】 

①SiC パワーデバイスを用いたデータセンタ用サーバ電源技術開発 

(i) 接合 FET の開発 

耐圧：600V 以上、電流容量：40A 以上、オン抵抗率：2.1mΩ・cm2 のデバイスを開発

した。その性能とプロセスの高度化により十分な寿命が評価され信頼性においても

問題がないことを実証し、世界のトップクラスのデバイスを実現した。 

(ii) サーバ電源の開発 

2kW サーバー電源のプロットタイプを試作し、50%負荷で、95.10%の電力変換効率を実

証した。 

②SiC パワーデバイスを用いた太陽光発電用パワーコンディショナ技術開発 

(i) MOFET の開発 

耐圧：1200V 以上、電流容量：75A 以上。オン抵抗率：5mΩ・cm2のデバイスを開発し

た。MOS デバイスで共通の問題である SiC/SiO2界面の長期信頼性に関して、酸窒化

プロセスの開発により問題解決を図り、十分な寿命を確保した。世界のトップクラ

スのデバイスを実現した。 

(ii) パワーコンディショナの開発 

30kW 級の太陽光用のパワーコンディショナのプロットタイプを試作し、定格運転時の

変換効率として 98%以上を実証した。 

③次世代 SiC 電力変換器基盤技術開発 

(i) 高温実装技術 

高密度小型化インバータ開発するため、パワーデバイスを 200~250℃で動作させるこ

とを可能とする高温実装技術を開発する。SiC デバイス固定のためのダイアッタチ

用ハンダなどの材料開発、封止材料開発、各種熱疲労試験を実施し、-40~250℃の

ヒートサイクルにおいて、IEC 標準を超える性能特性を得た。これらを踏まえて、

更に高温での信頼性の高い両面接合技術を提案して、基本的性能評価を終えた。 

(ii) 高パワー密度インバータの設計製造技術 

変換器の普及に必要な、小型・軽量化のために接合温の高温化と高キャリア化による

変換器回路技術、温度と電気特性他の低損失化に影響する問題を解決する統合設計

技術を駆使して、変換器設計基盤技術を確立した。それに基づく、複数のインバー

タの試作を、性能評価、信頼性評価などを通じ、70kW/ℓの性能を達成した。また、

インバータ他の変換器として、DC/DC コンバータ、高周波化による変換器内の電源

トランスの小型化に必要な技術課題を解決し、DC/DC 変換器の高パワー密度化を達

成した。併わせて、高カキャリア変換器の EMC 解決のフィルター問題を解決した。

(iii) ウエハ、デバイス信頼性 

低オン抵抗と耐圧を両立するダブル UMOS 構造の開発と、エピ付ウエハの欠陥に関す

る評価は 21 年度で終了。 

投稿論文 
37 件 「査読付き」19 件、「その他」18 件、口頭発表：135 件（国際会

議：33 件） 

特  許 
「出願済」のべ 25 件、「登録」0件、「実施」0件（うち国際出願のべ国

5件(PCT)） 

Ⅳ. 実用化・事業化の

見通しについて 

本プロジェクトによって､SiC パワエレクトロニクスを２つのシステムに応用することで、Si では

達成できない電源の高効率性を実証した。また、市場で使われる技術としての高信頼性

の確立も達成し、実用化、事業化に向けた展開が出来る。また、電力変換器基盤技術の

成果によって、インバータ、DC/DC コンバータ、チョッパなの各種変換器の回路技術等に

基づく変換器設計指針の確立が出来た。併せて、普及に必要な、高効率な変換器の小

型化・軽量化のための、高温実装や高キャリア化の技術開発が達成でき、様々な応用を

想定したシステムメーカの製品開発戦略に貢献することが期待できる。 

デバイスに関して、ＳＢＤの販売計画中のメーカもある。 
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Ⅴ．基本計画に関する

事項 

 

作成時期 平成２１年３月 

変更履歴 

（１）平成２１年３月、「次世代パワーエレクトロニクス技術開発

（グリーンＩＴプロジェクト）」制定。 

（２）平成２３年１月、「低炭素社会を実現する新材料パワー半導

体プロジェクト」制定。 

（３）平成２３年３月、「低炭素社会を実現する新材料パワー半導

体プロジェクト」および「次世代パワーエレクトロニクス技

術開発（グリーンＩＴプロジェクト）」の基本計画の統合に伴

う改定。 

（４）平成２３年７月、独立行政法人新エネルギー・産業技術総

合開発機構法の改正に伴う改訂。 

（５）平成２４年３月、研究開発項目①（９）の追加による改定。

（６）平成２５年３月、事業項目「低炭素社会を実現する新材料

パワー半導体プロジェクト」根拠法変更に伴う改訂。 
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【プロジェクト用語集】 

用  語 説  明 

2 レベル 
2 段階の電圧をスイッチングすることにより電圧波形を出

力する制御方式で最も一般的に用いられる。 

3 レベル 

3 段階の電圧をスイッチングすることにより、電圧波形を出

力すること制御方式で、2 レベル制御に対して出力波形がよ

り正弦波に近くフィルタの小型化などにつながる。 

CTE 
coefficient of thermal expansion の略。線膨張率。温度の上昇

に対応して長さが変化する割合。 

DC/DC コンバータ 
入力側に直流電圧を加え、出力側の直流電圧を自由自在に変

えることができる回路。 

DUT Device Under Test の略。被試験デバイス。 

EMI フィルタ 

EMI は Electro Magnetic Interference の頭文字をとったもの

で、直略すると電磁妨害。EMI フィルタは、この電磁妨害を

解消するためのものであり、本報告では、SiC インバータか

ら発生するノイズを除去または低減する装置。 

IEC 規格 
国 際 電 気 標 準 会 議 （ International Electrotechnical

Commission：IEC）が制定する国際規格。 

IGBT 

絶縁ゲートバイポーラトランジスタ（絶縁ゲートバイポーラ

トランジスタ、Insulated Gate Bipolar Transistor、IGBT）は半

導体素子のひとつで、MOSFET をゲート部に組み込んだバイ

ポーラトランジスタである。電力制御の用途で使用される。

MOSFET 

MOSFET （ Metal-oxide-semiconductor field-effect

transistor）は、電界効果トランジスタ (FET) の一種である。

酸化膜下に電流を流すチャネルを形成し、酸化膜上の電極

（ゲート電極）の電位により流れる電流を制御することが出

来る。 

PWM 制御 

PWM とは Pulse Width Modulation の頭文字をとったもの。パ

ルス幅を長くしたり、短くしたりして、電流や電圧を制御す

る方式のことである。一定周期（キャリア周波数）でスイッチ

の ON/OFF を繰り返し、ON 状態の時間幅（ディーティー比）

を制御することで正弦波に近い波形を作成できる。 
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UMOSFET 

MOS ゲートが U 字に掘ったトレンチ側面に位置する

MOSFET。チャネル電流が縦方向に流れるため、チップ面積

に占めるチャネルの割合が小さく、セルを高密度化してオン

抵抗が低減できる。SiC-MOSFET は低いチャネル移動度によ

りチャネル抵抗が高いため、UMSOFET 構造によるオン抵抗

低減効果は大きい。 

アバランシェ降伏 

半導体中の電界強度が増大するとキャリアが雪崩のように

増倍し降伏すること。これは空乏層内に熱励起で発生した電

子が空乏層内で電界の力を受けて加速され、格子に散乱され

る過程で、価電子を次々と弾き飛ばして自由電子を作り出

し、雪崩のように電子が増えて、大きな電流が流れてしまう

現象である。 

インバータ 

直流電力(DC)を交流電力(AC)に変換する装置一般の総称。逆

変換装置とも言う。サーバ電源では絶縁トランス前段の直流

電力を交流電力に変換する DC/AC 変換回路(フルブリッジ)

部を指す。 

オン抵抗 

導通（オン）損失を決定する特性であり、SiC は絶縁破壊電界

が高いため、ドリフト層を薄膜高濃度化でき、Si に 

比べて大幅にオン抵抗低減が可能である。ドリフト抵抗の寄

与が小さい 600V、1200V クラスでは Si の IGBT や SJ、

GaN-HEMT と競合する。 

オン抵抗率 

パワーデバイスの特性を示す指標の一つで、オン状態での素

子内部の抵抗を単位面積当たりに換算した値。mΩ•cm2 とい

う単位が用いられることが多い。ドレイン電流とドレイン電

圧の関係が線形領域にある場合の電圧微分から求められる。

オン電圧 

パワーデバイスの特性を表す数値。ゲート‐ソース間にしき

い値以上の電圧（たとえば＋１５V）をかけてデバイスをオン

状態にし、ドレインに対してある電流（一般に定格電流）を流

したときの電圧降下を測定。この電圧降下を電流で割ったも

のをいう。単位はΩ。 

階調制御方式 

階調制御型インバータ方式では、インバータの出力電圧の変

化が非常に小さいく、出力波形が擬似正弦波であるため、後

段の平滑フィルタをなくすことが可能となる。 

界面準位 

異種材料の界面に存在し、電子や正孔を捕獲する準位のこ

と。SiC パワーデバイスでは、主に SiO2/SiC 界面の準位を指

す。 
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回路パラメータ抽出 

回路図に現れない寄生キャパシタンス、寄生インダクタンス

を、実際の回路配線パターンに基づき、電磁界解析技術を用

いて導出すこと。SiC パワーデバイスでは、スイッチング速

度が、Si パワーデバイスに比べて高速であるため、回路の過

渡応答特性を向上させるためには、寄生キャパシタンス、寄

生インダクタンスの低減が求められる。 

拡散バリア 

一般には、半導体集積回路等において、Cu、Al 等の金属イ

オンの拡散に対して有効なバリアのこと。ここでは、SiC パ

ワーデバイスを、回路基板に AuGe はんだを用いて接合する

際、酸化保護層として設けてある Ni の拡散に対して有効な

バリアを指す。 

活性化アニール 

イオン注入後は不純物原子は格子点にないため、アニールに

より格子点に置き換え活性化する必要がある。 アニールは、

結晶の損傷を回復させる目的と、結晶中のドナーあるいはア

クセプタとなるキャリアとして活性化させる目的がある。 

貫通刃状転位 

転位に付随する格子の歪みの方向と転位の方向が直交する

転位を刃状転位と呼ぶ。4H-SiC 結晶のＣ軸方向に沿って走

り、転位に付随する歪みの方向がＣ軸方向に対して垂直方向

を向いている転位を貫通刃状転位と呼ぶ。 

貫通らせん転位 

転位に付随する格子の歪みの方向と転位の方向が平行な転

位をらせん転位と呼ぶ。4H-SiC 結晶のＣ軸方向に沿って走

り、転位に付随する歪みの方向がＣ軸方向を向く転位を貫通

らせん転位と呼ぶ。 

還流用ダイオード 

インバータ回路において、還流モード動作の時に還流電流を

流すために必要なダイオードのこと。本文では接合 FET に逆

並列接続させた SiC ショットキーダイオードのことを指す。

帰還容量 

トランジスタに寄生している静電容量のひとつ。 入力容量

は Ciss、帰還容量は Crss 、出力容量は Coss と記号化され

ている。これらの容量が、MOSFET の使用周波数やスイッ

チング速度を制約する。 

寄生キャパシタンス 

キャパシタンスは電気回路の要素のひとつで、電流と電圧の

変化率との比。スイッチングなどで電圧（電位）の急激な変化

が生じたときに、浮遊キャパシタンスを介して意図しない経

路に電流が流れることがあり、ノイズ発生や誤動作の原因と

なる。低ノイズ電源にあっては浮遊キャパシタンスの管理が

重要になる。 
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基底面転位 

六方晶の結晶構造では、Ｃ軸に垂直な結晶格子の面を基底面

と呼んでいる。転位が基底面に沿って走っていて、転位に付

随する格子歪みの方向も基底面に沿っている転位を基底面

転位と呼ぶ。 

基板オフ角 

エピ膜の品質向上を目的として、基板表面がジャストの結晶

面から数度傾斜したオフ基板を用いてエピ成長を行われて

いる。よってトレンチの方向によっては対面するゲートの結

晶方位がオフ角度分異なり、ゲート特性が変わってしまう。

1 度以下のオフ基板を用いたエピ成長技術の開発が行われて

いる。 

キャパシタ 

電圧を保持する部品。用途として、スナバキャパシタ、フィ

ルタキャパシタ、平滑キャパシタなどがあり、スナバ―はス

イッチング時～数 100ns のサージ電圧を、フィルタ―は PWM

リップル～数 100μs の電圧変動を、平滑―は負荷変動～数

100ms の電圧変動を抑制する作用をする。 

キャリアの伝導度 

キャリアとは電子・正孔のことであり、伝導度とはキャリア

の流れやすさを言う。本文においては接合 FET のキャリア密

度とキャリア移動度の両方に起因する電気の流れやすさを

指す 

キャリア周波数 

PWM 制御方式において、パルス幅変調周期を決定する周波

数のこと。このキャリア周波数で、被変調波を変調する。こ

のキャリア周波数が高いほど、インバータ出力の電流波形が

正弦波により近づき、結果、モータの騒音も低下する。 

キャロット 

エピ膜成長時に現れる格子欠陥。基板中の貫通らせん転位

が、エピ膜成長中に幾つかの部分転位と積層欠陥に分解し形

成される。光学顕微鏡観察では一般的にニンジンの形をした

外形よりキャロットと呼ぶ。 

金属間化合物 

２種類以上の金属によって構成される化合物。接合部界面に

生成する金属間化合物は、一般に、堅く、かつ、脆く、接合

の信頼性の問題点となることが多い。本研究では、AuGe は

んだに Ni が拡散で Ni-Ge が粒状の金属間化合物となること、

及びこの反応の進行による Ni 酸化防止膜の消耗による信頼

性の低下の問題を取り上げた。 
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ゲート酸化膜保護 

エピ膜表面に現れる欠陥。エピ膜成長時に粒子状の 3C-SiC

結晶構造の粒子が表面に付着した後、4H-SiC の結晶構造の

エピ膜中に、ステップフロー成長により、尾をひくような

3C-SiC 構造の異常成長部が現れることがある。流星状の外

見からコメットと呼ぶ。 

高温接合材料 

電極接合を形成するための接合材料。ここでは、SiC の耐高

温動作特性を生かすため、動作温度 200〜250℃で溶けるこ

となく、回路動作可能な接合材料を指す。 

高温放置試験 
対象物に、一定の熱ストレスを与え、接合劣化、不純物析出、

金属間化合物生成などについて検証する試験。 

格子欠陥 

結晶中では構成原子は３次元的に規則正しくならんでいる。

この３次元構造に乱れが生じている部分を格子欠陥と総称す

る。歪みを伴う線状の格子欠陥を転位と呼ぶ。格子の積層の

順番に乱れを持つ面状の欠陥を積層欠陥と呼ぶ。 

高調波 
高調波とは、ある周波数成分をもつ波動に対して、その整数

倍の高次の周波数成分。 

誤点弧 

インバータ回路において、上下アームどちらか片方アームの

トランジスタをオフ状態からオン状態に遷移させた場合、本

来オフ状態であるはずの片側(対向)アームのゲート電位が急

激な(dv/dｔ)によって電位が上昇し、対向アームのトランジス

タが誤ってオン状態になってしまう現象。 

コメット 

エピ膜表面に現れる欠陥。エピ膜成長時に粒子状の 3C-SiC

の結晶構造のダウンフォールなどがエピ膜表面に付着した

後、ステップフローモードで成長している 4H-SiC の結晶構

造のエピ膜中に、尾をひくような 3C-SiC 構造の異常成長部

が現れ、流星のような外見が観察される欠陥をコメットと呼

んでいる。 

サージ電圧 
サージ電圧（surge voltage）とは、電気回路などに瞬間的に発

生するパルス状の電圧のことである。  

サーモビューアー 
物体が放射する赤外線の波長分布などを見て対象物の温度

を測定する機器。 

三角欠陥 

4H-SiC の結晶構造のエピ膜中に現れる欠陥。厚みのある三

角形状の 3Ｃ-SiC の結晶構造の領域が異常成長している部分

を三角欠陥と呼ぶ。 
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酸化保護膜 

酸化を防止するための材料表に形成する膜。ここでは、回路

基板の回路パターンに用いている Cu 回路板が、200〜250℃

で酸化するのを防止するため、めっきで形成した Ni 膜を指

す。 

しきい値 

トランジスタをオン状態にして所望の電流の流すために必

要なゲート印加電圧のこと。接合 FET においてはドレイン電

流 1mA/cm2を流すために必要なゲート印加電圧（約 1V)を指

す。 

上下アーム 

インバータ回路において高電位側電源にドレインが接続さ

れたトランジスタとそれに逆並列接続された還流ダイオー

ドのスイッチ群を上アームと言い、ソースが低電位側電源に

接続されたほうのスイッチ群を下アームと言う。上下アーム

とはこれらの上下スイッチ群をあわせた素子群を指す 

初期不良 
試験投入直後に、すでにそのデバイスが壊れている（正常に

作動しない）状態。 

ショックレー型積層

欠陥 

結晶格子面の積層の順番に乱れを持つ面状の格子欠陥を積

層欠陥と呼ぶ。積層欠陥の縁には部分転位とよばれる 1 次元

の格子欠陥が付随している。この部分転位に付随する格子の

歪みの方向が、積層欠陥面に平行なものをショックレー型積

層欠陥、平行ではないものをフランク型積層欠陥と呼び、そ

れぞれ形成原因や性質などが異なる。 

ショックレー型部分

転位 
ショックレー型積層欠陥の縁に付随する部分転位。 

ショットキーバリア

ダイオード 

ショットキーバリアダイオード (Schottky Barrier Diode: 

SBD)は金属と半導体との接合によって生じるショットキー

障壁を利用したダイオードである。PN 接合ダイオードに比

べると順方向の電圧降下が低く、スイッチング速度が速いと

いう特長を持つ。SiC を用いることで Si では出来なかった高

耐圧領域の SBD が実用化されるようになった。 

シンタ接合 

固相反応接合の 1 つ。有機物を添加したペースト状の材料

を、接合したい母材間に塗布し、所定の温度で熱処理するこ

とで、母材とシンタ材料を固相反応で接合する。接合温度は

シンタ材料の融点以下である。材料の粒径をサブミナノサイ

ズとして反応性をたかめ、固相反応が短時間で進むようにす

るなどの工夫がされている。 
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スイッチング周波数 

電力変換器の主スイッチングデバイスが一秒間にスイッチ

ングする回数。スイッチング周波数が高いほど、変換器の制

御精度や応答速度が良くなり、同時にフィルタ部品の小型化

に寄与する。反面、スイッチング毎にスイッチング損失が発

生するため、一般に高スイッチング周波数化は電力変換効率

を悪くする。 

スイッチング損失 電気回路の開閉にともなう電力の損失。 

スピードアップコン

デンサ 

ゲート電極を高速に充放電するために、接合 FET のゲート電

極に直列接続する小容量（～nF）のコンデンサ。通常はゲート

抵抗と並列接続して利用する。 

整流回路 

交流電力(AC)を直流電力(DC)に変換する装置一般の総称。順

変換装置とも言う。サーバ電源では入力である商用 200V の

AC 電力を DC 電力に変換する回路を指し、ダイオード 4 つ

による構成された回路を指す。 

接合 FET 

FET(Field Effect Transistor)の一種。n 型基板を用いた SiC で

は、電子をキャリアとして用いるユニポーラデバイスであ

る。本文では P 型のゲート電極と N 型のソース電極が冶金

学接合を有する意味で接合を有するトランジスタの意味で

用いている。 

遷移的液相焼結法 

固相反応接合の 1 つ。少なくとも１種類の低融点金属を含む

２種類以上の金属箔を逐次積層・昇温することにより、低融

点金属が液化により効率的に固相反応が進行し、合金化する

ことで接合を形成すること。最近では、電子デバイスの接合

に用いるため、ペースト状の材料についても研究もされてい

る。 

走査型電子顕微鏡

（SEM） 

加速して絞った電子を表面に入射させ表面から散乱された２

次電子を用いて、表面の凹凸、物質の異なりなどによる２次

電子放出率の差を利用してコントラストを画像化する顕微

鏡。 

ソフトスイッチング 

一般に、共振回路を利用して、主スイッチングデバイスの端

子電圧または電流を０にしてスイッチングさせる。スイッチ

ング損失やスイッチングサージなどスイッチングストレス

の低減に有効。零電圧ターンオン、零電圧ターンオフ、零電

流ターンオン、零電流ターンオフなどに分類され、さまざま

な回路方式が提案されている。 
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ターンオフ損失 

トランジスタをオン状態からオフ状態に遷移させたときに

発生する電力損失のこと。遷移状態ではドレイン電圧が印加

された状態とドレイン電流が流れる状態が存在し、これらに

よって電力損失が発生する。 

ターンオン損失 

トランジスタをオフ状態からオン状態に遷移させたときに

発生する電力損失のこと。遷移状態ではドレイン電圧が印加

された状態とドレイン電流が流れる状態が存在し、これらに

よって電力損失が発生する。 

ダイアタッチメント 
パワーデバイス（ダイ）を、セラミック基板などに固定する作

業。ダイボンディングともいう。 

ダイオード（SBD） 

電流を一方向にしか流さないデバイス。半導体の PN 接合の

整流作用を利用した PN ダイオードが一般である。 

金属と半導体のショットキー接合を用いたダイオードを

SBD（ショットキーバリアダイオード Schottky Barrier Diode)

と呼ぶ。 

ダイシェア 

ダイアタッチされた試験片を、専用ツールを用いて横から水

平方向に押し、これが破断された時の強度。 

はんだの接合強度の評価に用いる。 

ダウンフォール 

エピ膜表面に現れる欠陥。光学顕微鏡観察では粒子状のもの

が表面に観察される。エピ膜成長時に炉の内壁などに存在す

る 3C-構造の SiC の粒子がエピ膜表面に降って、付着するこ

とにより形成される欠陥。 

ダブルトレンチ構造 

トレンチゲート底の酸化膜を高電界から保護する構造とし

て、p ベース内にトレンチを形成し、その周囲に p 型領域を

形成した構造である。DMOSFET のように p 型領域から伸び

た空乏層によってゲートトレンチの酸化膜が保護できる。 

チャネル部 

MOSFET では、電界で流れるキャリアの量を制御し、オン・

オフのスイッチングを行なう。その際に半導体中でキャリア

が流れ、制御される部分をチャネルと言う。 

チョッパーダイオー

ド 

チョッパ回路に用いられるダイオードのこと。サーバ電源で

は力率変換回路(PFC: Power Factor Correction)部に用いら

れる Si チョッパダイオードのことである。 

チョッパ回路 

直流の電圧を変えるには専用の電気回路が必要であり、その

回路がチョッパ回路。また、チョッパ回路はいろんな電力変

換回路の中で最も簡単な回路であり、インバータ、高力率コ

ンバータ、DC/DC コンバータなど各種の電力変換回路に用

いられる。 
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電源効率 

電源回路における電力変換効率のこと。入力電力と出力電力

の比率で表され、1 に近づけば近づくほど電源回路における

変換効率が高く、変換時の損失が少ないことを示す。 

電子負荷 

電子デバイスを利用した負荷装置の総称。電源回路の評価に

は出力に負荷を接続する必要があるが、アナログ抵抗器では

直流電流値を制御できないため、トランジスタ等を電子負荷

として用いる。負荷の制御はトランジスタの制御電圧を所望

の値に設定することで可能となる。 

電子線誘起電流法

（EBIC） 

加速して絞った電子線を半導体デバイスに照射し、一次電子

線の連続的な非弾性散乱の過程で、. デバイス内部に電子正

孔対が生成される。EBIC は、試料内部の電界構造（半導体の

接合構造）と結晶中の少数キャリアのライフタイムが短くな

るような箇所に敏感で、転位や積層欠陥の位置も特定出来

る。 

電力変換器 
直流または交流の電力を入力とし、負荷が要求する電力に変

換する装置。 

透過型電子顕微鏡

（TEM） 

高圧の電子ビームを薄い試料に照射しその透過電子の干渉

コントラストから固体内部の物質の違い、原子の配列等に関

する情報を得る顕微鏡。原子の配列の乱れから欠陥に関する

情報が得られる。 

ト ラ ン ジ ス タ

（ MOSFET 、 JFET 、

IGBT） 

パワー半導体デバイスの種類。一般に、陽極端子（ドレイン

またはコレクタ）、陰極端子（ソースまたはエミッタ）、制御

端子（ゲートまたはベース）の３端子を持つ。制御端子への信

号によって、陽極端子と陰極端子の通電／遮断を切り替え

る。 

トレンチゲート 

チャネル密度を上げるゲート構造として有効であるが、SiC

では六方晶系の結晶構造に起因して、チャネル移動度や 

寿命などのゲート特性がトレンチ面の方位に依存する。ま

た、SiC は Si に比べて硬いためドライエッチおよびその後の

平滑処理が容易でなく、ゲート特性への影響が懸念される。

ノーマリ・オフ 
制御信号がないときに、オフになるように設計されたトラン

ジスタ。 
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パワーコンディショ

ナ 

 パワーコンディショナ（パワコン）は、太陽光発電システム

や家庭用燃料電池を利用際に用いられる。これらの電源は直

流で出力されるが、家庭用に利用する場合は 100V の交流に

変換しなければならない。パワコンは発電された電気を家庭

などの環境で使用できるように変換する機器であり、インバ

ータの一種である。 

パワーサイクル試験 

対象物を、周期的な電気動作環境下に置き、接合劣化、温

度差による熱機械疲労、配線およびワイヤの断線、総合動作

などについて検証する試験。 

パワーデバイス 

電力用半導体素子は、アナログ半導体に属する電力制御用の

半導体素子であり、一般的にはパワーデバイスとも呼ばれ

る。いわゆる弱電機器に使用されている半導体と比べ、高電

圧／大電流を扱え、整流ダイオード、パワートランジスタ（パ

ワーMOSFET、絶縁ゲートバイポーラトランジスタ (IGBT)）、

サイリスタ、等がある。 

はんだ接合 

母材を接合するために液層温度 450℃未満の溶加剤（はんだ）

を用いる接合技術のこと。はんだには、Sn をベースにした、

共晶系の材料が広く使用されており、共晶温度以上に温度を

上昇し溶解、液層による濡れ広がりを経て温度を下げること

で母材どうしを接合する。液相過程を経るので、均一で密度

が高い接合を実現できる。 

ヒステリシス 

ヒステリシス (Hysteresis) とは、ある状態が、現在加えられ

ている電圧・電流だけでなく、過去に加わった電圧・電流に

依存して変化すること。 

フィルタ 

フィルタとは、入力された電気信号に帯域制限をかけたり、

特定の周波数成分を取り出すための電気回路（または電子回

路）、つまりフィルタの役割をする電気回路のことを言う。

浮遊インダクタンス 

インダクタンスは電気回路の要素のひとつで、電圧と電流の

変化率との比。 

浮遊インダクタンスは、電流の変化を妨げる作用があり高速

スイッチングを阻害する。電力変換器の構成部品実装にあっ

ては電流が変化する経路の浮遊インダクタンスの低減が重

要になる。 
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フリップチップ接合 

実装基板上にチップを実装する方法の 1 つ。デバイス表面と

基板を電気的に接続する際、一般的なワイヤボンドではな

く、バンプや接合材料を用いて接合する。デバイスで発生す

る熱を基板に伝えやすく、大きな電流を流せるなど、パワー

エレクトロニクスに適した特徴をもつが、複数電極／デバイ

スの一括接合が難しなどの課題もある。 

ヤング率 

縦弾性係数とも呼ばれ、弾性範囲で単位ひずみあたり、どれ

だけ応力が必要かを示す物質固有の定数である。応力ｰひず

み曲線の直線部における傾きに相当し、物質の形状によらな

いばね定数と理解できる。 

有限要素法 

数学的には、解析的に解くことが難しい微分方程式の近似解

を数値的に計算する方法の一つ。構造力学や流体力学などの

様々な分野で使用されており、たとえば、複雑な形状・性質

を持つ物体を単純な小部分に分割することで近似し、全体の

挙動の予測などに用いられている。 

ユニポーラデバイス 

電子または正孔のいずれかを用いて電流を流すトランジス

タ。その両方をつかうバイポーラデバイスに対して、オン抵

抗が大きくなるものの、スイッチング損失が小さい特徴を持

つ。 

容量カップリング 

回路内に存在する容量（コンデンサ）の片方の電極の交流成

分エネルギーが、対向電極に伝達されること。本文では接合

FET のゲート信号がスピードアップコンデンサを経由して

ゲート電極に伝達されることを指す。 

リアクタ（平滑リア

クタ） 

電流を保持する部品。コンデンサと同様に、スイッチングサ

ージ抑制、PWM リップル抑制、負荷電流変動抑制などの用

途がある。一般に鉄心やアモルファスなどの磁性体を利用し

たものが多いが、それを用いない空芯リアクトルも使われ

る。 

リアクトル 

インダクタを利用した、受動素子である。インバータの入力

または出力側の交流回路に設置する。インバータの入力側の

交流回路に設置するリアクトルは、力率改善、および高調波

抑制に効果がある。インバータの出力側に設置するリアクト

ル：騒音低減およびサージ電圧抑制に効果がある。 
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リカバリ特性 

ダイオードの状態変化の特性。急激に順方向電圧を印加した

ときに阻止状態から導通状態に変化するフォワードリカパ

リと、急激に逆電流を流した時に導通状態から阻止状態に変

化するリバースリカバリがある。単にリカバリ特性と述べた

場合、後者のリバースリカバリ特性を意味する。 

力率改善回路 

電源回路等の力率（power factor）を 1 に近づけるための回路

の総称。力率とは有効電力を皮相電力で除算した値である。

本文ではトランジスタとチョッパダイオードから構成され

る回路を指す。 

リップル電流 直流の電流の中に含まれている脈動の成分のこと。 

リフロー 
セラミック基板（またはプリント基板）とパワーデバイスな

どの電子部品を半田実装する工程。 
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Ⅰ．事業の位置付け・必要性について 

1. NEDO の関与の必要性・制度への適合性 

1.1 NEDO が関与することの意義 

(1)省エネルギーへの取り組み 

近年、社会の発展とともにエネルギー需要は増加傾向にあるため、我が国では長年省

エネルギーへの多角的取り組みが精力的に行われ、最先端のレベルにあると認識されて

いる。このことは、産業競争力を高める上で不可欠な要素で、実際ＧＤＰの伸びにも拘

らず、産業セクターではエネルギー使用量の伸び幅は長年小さく収まっている。一方、

持続的発展の視点からは限られた資源やエネルギーの有効利用、温暖化防止といった地

球規模の問題への配慮もますます重要となってきている。そうした中で、社会の情報化

が進み、利便性の追究から家庭、事業所、運輸などなどの産業分野ではユビキタスＩＴ化

により、エネルギー消費増加傾向が続く。それらを司るＩＴ産業も含めると我が国の総電

力をＩＴ化が押し上げる傾向が続くとの予想の下で、対策や解決に取り組むことが喫緊の

課題の一つとなっている。 

その対策の一つとして、我が国が大きく依存する化石燃料を熱としてではなく、効率

や制御性の高い電気エネルギーの形での利用することが促進されている。また環境負荷

低減に向けて、太陽光・風力などの再生可能エネルギーの導入促進が計られている。電

気エネルギーの有効利用には、発電（創エネ）、送電（送エネ）、蓄電（蓄エネ）、配電など

の各分野で高効率性に対し技術革新が取り組まれている。末端までの配電には、多数の

電力変換器が組み込まれ、それぞれの段階で電力仕様（電圧、電流、周波数など）は異な

るものの、各変換器効率の積が最終的な電力有効利用率に影響する。効率の向上に向け

た技術開発は当然であるが、電力エネルギーの有効利用に向けた使い易さや信頼性など

を伴ったパワーエレクトロニクスの普及が益々必要で、さらにＩＴによる制御性向上、価

格などを含めて、ユーザの立場に立った技術革新も日々進んでいる。高度パワーエレク

トロニクスを支えるためには、デバイス、周辺材料・部品、回路、モジュール、変換器、

制御系、システム、系統との接続をカバーする広い裾野を持つ研究の展開が必要である。 

現在使われているパワー半導体デバイスは、ほとんどが Si（シリコン）を材料とするも

のである。Si パワーエレクトロニクスの分野に於いて、我が国の電機産業界はパワー用

Si ウエハに始まり、デバイス、変換器、システムなどに対して長年の開発歴史と実績が

有り、多様な応用分野でのパワーエレクトロニクス機器の技術、製品のレベルの高さと

世界シェアを確保している。今なお、Si パワーエレクトロニクスの性能は年々歳歳進歩

しているものの、電力利用効率向上と言う課題に限って見てみれば近年成熟カーブを描

き始めている。また、省エネの観点からは、個別機器の性能向上のみならず、パワーエ

レクトロニクスの普及・市場開拓に向けた低価格化、多様な品揃えへの施策も新たな課

題になっている。加えて、ＩＴ機器同様電力ネットワーク化が進み、ＩＴを駆使したエネル
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ギーマネジメントによる社会インフラとして高効率性の確保が必要とされ、様々な規模

の大きなシステムに対するパワーエレクトロニクスの新たな使われ方に繋がる研究開

発も要請され始めている。我が国の産業競争力の確保の点において、大きな基盤を確立

している Si パワーエレクトロニクスに対して、新たな市場拡大への技術革新に期待が

大きい。パワーエレクロトロニクスの多様な応用を考えると、原点に戻ったデバイスや

部品レベルからの性能向上に始まり、回路技術とモジュールや変換器、応用機器と接続

した段階でシステムレベルでのエネルギー利用最適化などが求められている。そうした

中で、新たなブレークスルーに繋がるSiとは異なる新しい半導体材料であるSiC，GaN，

ダイヤモンドなどに代表されるワイドバンドギャップ半導体の技術展開に期待が集ま

っている所以である。 

 

(2)ワイドバンドギャップ半導体への期待 

中でも代表的な SiC(炭化珪素)は、材料科学的特性から描かれるパワーエレクトロニ

クスへの可能性（Figure of Merit）に対し、Si パワー半導体に対する特色、優位性を引き

出す研究が長年なされてきた。パワーエレクトロニクスとしての注目点は、低損失性に

繋がる低オン抵抗とデバイスの高耐電圧とを両立させることが材料科学的に期待され、

実現され始めている。スイッチングに伴う損失も少ないため、Si よりも高い周波数での

動作に適し、電源を構成する周辺部品（キャパシタ、リアクトル）の小型化が期待できる。

さらに、Si 半導体として今のところ使用が難しい 200℃以上の高温でも動作可能で、変

換器熱設計マージンの広がりやパワーエレクトロニクス機器に必須な冷却系の簡素化

に期待が有る。これらの背景のもとに、長年のウエハ、デバイス等の研究開発成果を踏

まえて、新たな応用分野開拓に必要な回路技術や変換器、システムへの組み込み、それ

に必要な高信頼性などに対する研究展開が待ち望まれている。 

このような特性を実証する目的で実施された NEDO プロジェクト「パワエレインバー

タ基盤技術開発」 (2006～ 2008 年度 )では、SiC-SBD(Shottky Barrier Diode)及び

SiC-MOSFET(Metal-Oxide-Semiconductor Field-Effect Transistor)を開発するとともに、

それらを用いたインバータを試作し、SiC 化によってインバータの電力損失を 70%減少

させた。デバイスの発熱低減の特色を生かした熱設計により、変換器部品の最適配置設

計から変換器体積を 1/4 へと減じさせ、パワーエレクトロニクスにとって電力変換効率、

体積と言った重要指標が大幅に改善出来ることを世界に先駆け実証した。我が国は材料、

デバイスから変換器までの一貫研究を長年進めてきておりこの分野をリードするとこ

ろとなっている。 

残念ながら 2009 年時点では SiC の高い性能にも拘らず、デバイスコストが非常に高

いため、SiC パワーエレクトロニクスは産業界、市場では受け入れられなかった。しか

し、前記プロジェクトの成果が我が国での SiC 応用研究開発の必要性、促進の機運を盛

り上げ、技術のみならず価格を始め産業化や普及に必要な視点からの研究開発への必要
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性を産学官セクターに認識させたことはプロジェクトの重要な貢献であった。Si パワー

半導体に比較しての低損失性は電力利用効率向上をもたらすことは既に実証され始め

ているが、高耐圧化と低オン抵化、発熱低減と熱設計、高周波化と小型化、耐高温材料・

部品と実装技術など総合的にパワーエレクトロニクスとしての極限性能の追究が欧米

で始まっている。その結果、SiC 変換器の高性能化、多様な応用分野でシステムに組み

込んだ場合の利点、特色など、Si パワーエレクトロニクスに比較した付加価値を明らか

に出来、市場から大きく期待される段階になってきた。 

前プロジェクトでは、変換器の効率と小型化と言う付加価値を示した。一般的な議論

ではあるが、小型化は工業製品の生産性を高め軽量性やメンテナンスフリーなどをもた

らし、市場での低価格化を導く切っ掛けを与える。パワーエレクトロニクス機器として

普及への弾みになり、さらに高い生産性は価格への良い循環として影響を与え、SiC パ

ワーエレクトロニスクが内包する高価格に対する障壁を下げ、産業競争力に繋がる。 

 

(3)市場と普及のための SiC パワーエレクトロニクスの課題 

SiC パワーエレクトロニクスのポテンシャルは示されたが、本格な普及や市場の形成

にあたって、ウエハ、デバイスなどの価格問題に、重点的な取組がなされている（新材

料プロジェクト）。実用化、普及、産業化の観点で SiC パワーエレクトロニクスとして

の開発状況を整理してみる。スタート時点では、低電圧・小電流の SBD が普及しつつ

あったが、スイッチングデバイスである FET は信頼性など、開発要素を残していた。

また、JFET については、低しきい値電圧に起因する誤点弧と言った不安定性を回路的

に解決することが望まれていた。さらに JFET は大きなゲート電流に起因してドライブ

回路設計の自由度に制限が生じるため、早期に MOSFET 技術の確立が望まれた。この

ように、SiC パワースイッチング素子としての特性に対する期待は大きくても、その性

能を引き出す回路技術、それらに基づく変換器作製技術を含めた SiC パワーエレクトロ

ニクスとしての立ち上げ環境は未熟であった。 

未熟な状況の一つは、本プロジェクト開始後に耐圧 1200V 程度の JFET、MOSFET が

テスト的に市販され始めたが、Si デバイスのレベルから比べると本来の SiC デバイスと

しての性能は十分発揮されていなく、まさに端緒についた段階と言える。僅かに試作さ

れたデバイスもその入手コストは Si デバイスに比較して桁違いに高く、SiC 特性を評価

する回路研究や、変換器までを含めた研究を行える環境は限られていた。SiC パワーエ

レクトロニクスへの産業界からは関心は高かったものの、基礎的な成果の公表は少なか

った。一方、外販を含めた Si パワー半導体を扱う企業では、内製の SiC デバイス開発

を進め、応用研究開発を行っていたが、多くの企業からはシステムへの組み込みと言っ

た競争領域の研究成果の公表がほとんどなく、変換器を中心とする SiC パワーエレクト

ロニクスの実体の把握、応用への課題抽出、市場の開拓、普及に対する総合的戦略を産

学官全体で立て難い状況にあった。 
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そのため、シーズ研究の成果と市場が受け入れる評価ポイントとのマッチングを目指

した研究開発の必要性への要望機運が高まってきた。市場の期待は、SiC 材料特性(Figure 

of Merit)から想定並びに期待されるパワーエレクトロニクスとしての特性をデバイス、

回路レベルで極限まで引き出し、変換器を構成することで、SiC パワーエレクトロニク

スならではの付加価値を示し、更は信頼性の高い使いこなせる技術にまで高める事であ

る。 

                   

            
 

図Ⅰ .1.1-1  SiC材料科学から想定されるパワーエレクトロニクスの 

極限特性を引き出すための各研究領域の開発課題例。 

 

図Ⅰ.1.1-1 には現在期待される SiC パワーエレクトロニクスとしての開発課題を整理

した。(i)材料科学から想定される SiC パワーエレクトロニクスの Figure of Merit,(ii)デ

バイスとプロセス技術、(iii)回路技術、(iv)変換器、(v)システム・応用と言う各領域は主

たる学会活動のカバーする範囲に倣ったものである。しかし、SiC パワーエレクトロニ

クスの実現は、既存の回路図上の Si デバイスを単純に置き換えても性能を十分引き出

せないことは想像に難くなく、たとえ動作しても特性の最適化には実際に組み上げた

様々な回路で工夫が不可欠である。例えば、SiC 固有の高速スイッチング特性を生かす

ためには、付随してサージ電圧の発生や電磁干渉ノイズ(EMI)などの利用上の問題を引

き起こす可能性も高い。そのため、回路の浮遊容量をいかに低く抑えるかと言った Si

パワーエレクトロニクス用では満足出来ない回路技術への対策や、周辺部品開発、実装

技術の研究が不可欠であることが明らかになってきた。当然であるが、この様な情報は

SiC デバイスや回路を扱っ研究者集団によって初めてもたらされ、それに対してユーザ

側では「言われてみれば納得」と言う状況で、簡単に Si デバイスへの代替へと進める



Ⅰ- 5 

 

訳でもない。回路、変換器への取り組むべき課題や、デバイスへのフィードバックの必

要性などが具体的に明らかになり、現在は各分野の中で学会活動としてや産学連携の下

で応用分野も巻き込んで研究開発が鋭意進められている。技術的な問題のみならず市場

からの熱い期待は、さらに踏み込んで、「変換器を中心としたユーザ側が苦労なく使え

る SiC パワーエレクトロニクス技術」としての完成度への要望である。その意味で図

Ⅰ.1.1-2 に示す、ウエハ、デバイス研究と言ったシーズ開拓に基づく上流からの R＆D

に加え、応用側から見たシステム、変換器、実装、回路モジュール、デバイスへと言っ

たユーザ（下流）から遡る発想や視点、議論に裏付けられた R＆D が必要である。言い換

えれば、それぞれの専門分野間の連携を強く意識してこのプロジェクトは立案され、実

施体制のマネジメントがなされた。            

       
               

図Ⅰ.1.1-2 次世代パワエレクトロニクスプロジェクトの研究展開、実用化、市

場開拓を目指したマネジメントにおける、上流、下流（出口）との双方向視点。 

 

(4)SiC パワーエレクトロニクスの普及を目指して  

かつて、Si インバータを組み込んだハイエンド製品は高価格であった。にもかかわら

ず、エネルギー利用効率向上と、インバータの低価格化への努力が実り、現在は我が国

の白物家電から電鉄などの産業分野まで高い普及率でインバータ化が進んでいる。これ

は、インバータ導入の指標一つである省エネ効果が「ユーザの利点」として費用対効果

のレベルで分り易く理解され、インバータの普及に繋がり民生機器で世界に先駆けた高

い普及率を我が国は達成している。 

本プロジェクトの推進目的には、（１）「ユーザの利益」に繋がる Si パワーエレクトロ

ニクスを超えたエネルギー高効率利用を達成する先端研究は当然であるが、（２）「グリ

ーンイノベーション」と言う省エネルギーによる温暖化ガス抑制として「社会の利益」
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を引き出すことが要請されて居る。図Ⅰ.1.1-3 にユーザベネフィットとソーシャルベネ

フィットの関係を示した。個別機器への SiC パワーエレクトロニクス導入は、省エネを

通して温室効果ガス低減に寄与する小さな第一歩であるが、グローバルな温室効果ガス

削減への貢献は、市場での SiC パワーエレクトロニクスの普及率向上と言う大きな課題

への挑戦が必要である。このプロジェクトの成果は将来ソーシャルベネフィットへを引

き出す役割を担う。 

                   

           
図Ⅰ.1.1-3 SiCの個別機器への導入によりもたらされる利益 (ユーザベネフィッ

ト )から、次の段階としての実用化、応用分野開拓と普及の促進技術がもたらす

グローバルな社会的利益 (ソーシャルベネフィット )  

 

SiC パワーエレクトロニクスの Figure of Merit を描き、まず個別機器への導入でその

実力と利点を確認することがスタートラインである。プロジェクト開始当時の状況を簡

単にまとめると、(i)パワーデバイス作製可能な良質なウエハの不足、(ii)高品質デバイス

の入手困難さと桁違いの高価格、(iii)変換器作製など応用開発に繋がる研究開発はごく

限られた研究環境でしか実施出来ず、SiC パワーエレクトロニクスの実の姿への理解は

進んでなかった。つまり、「良さそうだけど高い」と言う状況では優れた研究開発成果

も費用対効果から市場での受け入障壁は高い。市場への普及には、性能は当然として費

用対効果が重要な因子の一つで有る。ところで、価格を決める要因は複雑で研究現場で

簡単に議論できるものではないが、各プロセス段階で歩留まり向上と言う流れが有り、

ウエハとデバイスについては各種欠陥による信頼性の相関は古くて新しいテーマで、主

として、高品質ウエハの大口径化、第２世代高耐圧用エピとデバイス開発は新材料プロ

ジェクトで研が展開がなされている。 

本プロジェクトは、図Ⅰ.1.1-4 に示すように、デバイスから応用への分野に重点を置
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き、SiC パワーエレクトロニクスを使いこなす回路技術、変換器開発、システム応用に

おけるトータルなエネルギー効率の追求などを特色として、ユーザの求める付加価値を

高めることで普及への貢献に重点を置いている。 

             
 

図Ⅰ .1.1-4 プロジェクトの展開における研究領域の重点と 

新材料プロジェクトと次世代パワーエレクトロニクスプロ 

ジェクトの連携関係。 

 

プロジェクト研究展開は、一般には図Ⅰ.1.1-4 に示すような、SiC ウエハ、エピタキ

シャル膜、デバイス、回路、変換器と言った要素技術開発とその成果の受け渡しと積み

上げの伝統的な研究開発のリニアモデルも有効であり必要であった。SiC の優れた特性

を生かした応用分野に対しで市場を開拓するためには、変換器やシステムに組み込んだ

パワーエレクトロニクスとしての特色や SiC ならでは付加価値をもつ特性のアッピー

ルが不可欠である。そのため、本プロジェクトでは第一世代（<1200V）に分類される耐

圧領域を対象に、主としてデバイス以降の回路、モジュール、変換器、それを組み込ん

だシステム並びに各開発段階の連携に重点を置いて研究課題設定を行った。なお、２１

年度のはウエハとエピにともなる欠陥の評価、低オン抵抗を目指した MOSFET の開発

も進め、図Ⅰ.1.1-4 の左の部分を担当した。このプロジェクトのカバーする耐圧領域は

Si パワーエレクトロニクスの市場として高いシェアを持つため、Si 分野の速い技術進

歩動向に対しても適切な情報収集し、市場育成の観点から SiC パワーエレクトロニクス

の優位性目指すこと、ユーザの動向にも常に配慮を行った。 

SiC パワーエレクトロニクスとしての最先端技術開発に重点を置きつつ、社会から省

エネに対する要請の高いシステム事例として、データセンタのグリーン化に基盤を置い

た。後述するようにデータセンタのエネルギー効率向上は社会的問題として重視され始
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め様々な取り組みがなされている。温暖化ガス低減へに SiC をＩＴ機器電源への応用はイ

ンパクトが大きいうえに、世界中で使われる製品の数が大きく SiC の普及と言う点でも

良い課題である。具体的には、 

１． データセンタ用サーバ電源へのSiC導入による高効率化 

２． データセンタで使う太陽光発電用パワーコンディショナへのSiC導

入による高効率化 

３． 各種応用に必要な高パワー密度SiCインバータ他変換器の設計基盤

技術確立 

の３テーマを取り上げた。 

上記３テーマは実際の展開の中では、ＰＦＣ回路、インバータのみならずチョッパ回路、

DC/DC コンバータ、パワーコンディショナと言った各種変換器開発、それらの高性能

化に必要な高周波化とリアクトル、高温実装技術、電磁干渉問題など多岐にわたる SiC

パワーエレクトロニクスに付随する課題を取り上げ、パワーエレクトロニクスとして

SiC デバイスを使いこなすシステムの問題や変換器設計基盤の確立に努めた。 

また、プロジェクトで得られる成果はいずれデータセンタの省エネの見地から、直流

配電や UPS で使われるエネルギ高効率変換器技術革新へ貢献をするものと期待され、

SiC パワーエレクトロニクスの特色の積極的アピールが可能である。さらに、本研究の

範囲外であるが、パワエレクトロニクスシステムは多くの場合系統との連携が不可欠で

ある。PFC は無効電力削減や太陽光発電電力を系統に戻す上ではリップル低減など、系

統への影響や擾乱がより少ないことが不可欠で、SiC パワーエレクトロニクスが大きな

利点をもたらす。 

 

(5)プロジェクトの社会的背景：グリーンイノベーション 

本プロジェクトは、平成 20 年度に発足したエネルギーイノベーションと IT イノベー

ションプログラムの枠組みの中で立案された。IT イノベーションプログラムのなかでグ

リーンＩＴが提唱された理由を簡単に整理しておく。情報機器のもたらす利便性や高度社

会の実現は、「人、コト、モノ」に関わるエネルギーの高効率な利用をもたらすの

で、”Green by IT”と言われている。一方、IT の駆使は大量の電力消費を伴う。以前

は、(i)機器コストそのものが高い時代、次いで(ii)インフラが高い時代の課題を技術革新

で乗り越えた結果、現在は(iii)データセンタでの運用コストが大きな問題になり、中で

も、電力代が運営上の大きな問題になっている。また、社会問題としても浮かび上がっ

てきた。ＩＴに関わる電力は日米でほぼ同様な傾向がみられ、総電力に対し現在はほぼ

数％を占める程度であるが、モバイル通信の普及、ユビキタスＩＴ化、高精細画像、動画、

更には M2M(Machine-to-Management)で通信量はうなぎ上りに増えると予想されてきた。

実際ここしばらくの電力使用量を分析するとこの傾向傾向が裏付けられている。また、

(i)情報機器は 24 時間トラフィックの流れ、変動に対して備えるという常時性が通常の
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パワエレ機器とは大きく異なる性格を持つ。(ii)システムの電力消費構成要素から、大き

な負荷変動が発生しても連動して大幅にシステムの電力消費が変わらない（演算素子の

消費電力は大きく変わる）、(iii)これらの機器の消費電力は概ねデータセンタ内での発熱

となり、それを冷却する空調システムが図 4 に示したように大幅な電力を消費する。そ

のため、(iv)トラフィックの増加に対応したインフラの拡充、増設トレンドにより、ＩＴ

分野における電力消費は総需要に対し、いずれ 2 桁代になると指摘され、同時に温暖化

ガスの排出セクターとしてのグリーンイノベーションへの取り組み義務が課せられて

きてきた。すなわち、個別機器のエネルギー有効利用達成だけでなく、情報化社会に必

要な「社会インフラ」のエネルギー高効率化が持続的発展の視点からの課題である。 

アメリカの事例であるが、データセンタでの電力消費の増加傾向について図Ⅰ.1.1-5

に示す。2025 年には、約 1000 億 kWh/年になると予想される。電力消費の内訳は約 35%

が主演算機器である CPU が占め、次いで約 20%がサーバ電源で消費されている。ＩＴ機器

の電力消電力はほとんどセンタ内での発熱に繋がり、図 4 で示される様にほぼ同量の空

調消費電力になるため、機器の省エネはデータセンタにとって 2 重の省エネに繋がる。 

この問題に対して、Si 半導体が支えるＣＰＵなどの低消費電力化、回路、システム技

術の進歩による省エネルギーへの取り組みがなされ、「グリーンＩＴ推進協議会」などの

活動が貢献している。データセンタ全体の消費電力の問題に対しては、プロジェクト立

案前には米国議会から省エネへの取り組みの勧告がなされた。このようなＩＴに関わる電

力消費問題の取り組みが”Green of IT”と言われ、エネルギー高効率利用の課題に対

する SiC の取り組みは時宜を得たものである。 

本プロジェクトでは、SiC パワーエレクトロニクスの出番として、データセンタで大

量に使われるサーバ電源の高効率化を目指した。また、データセンタで消費する電力の

グリーン化に対して、本プロジェクトでは、自然エネルギーの導入の促進のために、太

陽光発電システムに使われるパワーコンディショナの高効率化を追究する。 
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図Ⅰ .1.1-5 米国のデータセンタの消費電力とその内訳、並びに、空調設備

の電力消費に関する、実績と 2025 年までの予測データ。サーバ電力のうち、

CPUは 35%に対して、他の部分が 65%、又電源が 20%の消費割合を占める。こ

れら機器がデータセンタ内で熱源になるため、サーバの消費電力に匹敵する

電力が空調で消費される。 

 

(6)市場での付加価値を目指した SiC パワーエレクトロニクス 

前プロジェクトではインバータなどの変換器の効率向や小型化の特性を引き出した。

今後は多様な応用、しかも普及への展開を念頭に入れると、各種高性能変換器開発に加

え、組み込んだ製品の使いやすさや高付加価値への展開が必要である。一方、普及や信

頼性と言う視点から配慮すべき点として、Si パワーエレクトロニクスにはすでに 30 年

以上の歴史が有り、コスト、信頼性、多様な用途への品揃え、使いこなしと言った産業

界の要請を取り込んで工学知を結集させて対応してきた歴史的蓄積を基に、盤石な産業

基盤を構築している。 

これに対して SiC パワーエレクトロニクスは省エネルギーの視点を武器に切り込ん

できたが、 “SiC ならでは”の特色のみならず、産業界からは SiC を組み込んだ製品

の強い競争力という点で導入に対する費用対効果の問題が強い関心事である。 

本プロジェクトでは、第 1研究センターから第 3 研究センターまでの 3 拠点で主とし

てデバイス以降の下流に向けて、システム応用も含む研究展開を行った。 

１． SiCの特性を引き出す、信頼性の高い低損失スイッチングデバイス

の開発（第1、2、3研究センター）、 

２． 開発したデバイス並びに市販のデバイス特性を引き出す回路技術、

モジュール、変換器作製（第1、2、3研究センター） 
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３． システムでの SiCパワーエレクトロニクスのエネルギー高効率化

（第1，2研究センター） 

４． 各種変換器 （DC/AC、DC/DC、PFCなど ）高効率化、高機能化 （第 1、

2、3研究センター） 

５． 高温実装技術と高パワー密度変換器 (第3研究センター ) 

６． SiCパワーエレクトロニクスの高周波化に伴う EMI(第 3研究センタ

ー ) 

を追究する。 

図Ⅰ.1.1-5 に SiC パワーエレクトロニクスのもたらす付加価値について示した。SiC

デバイスの低損失性はエネルギー利用効率向上に直ちにつながる。また、低損失性は発

熱低減で、変換器の熱設計による部品配列の高密度化、抜熱がやり易くなるため、小型

化をもたらす。小型化は用いる材料を減らし、システムサイドに立てば、電鉄などで使

われる大型変換器なの小型化の場合は取り外しや点検のメンテナンスを容易にし、手間

などの間接経費節減にもつながる。熱の問題をシステムサイドから追究すれば冷却系の

簡略化にも繋がり、更に SiC の高温特性を生かすことで冷却の高効率化から、さらなる

軽量化・小型化の可能性もある。周波数の問題は、応用によって必要とする範囲の最適

化の設計が必要で、例えばモータを駆動するインバータでは 10kHz 程度で十分であるが、

電源では利用する周波数範囲も広く変換器の周辺部品であるキャパシタ、リアクトルを

小さくするので、電源体積の小型化をもたらし、併せて、周辺部品の低価格化に繋がる。

例えば、絶縁トランスを含むコンバータ(DC/DC 変換器)では、周波数に応じたトランス

の小型化が達成出来るため応用サイドから期待が大きい。 

 

             
図Ⅰ.1.1-6 SiCのFigure of Merit(青色 ) から予見と期待されるSiCパワーエ

レクトロニクス応用による “SiCならでは”のシステムレベルまで含めた

の付加価値 (黒 )と市場からの要請 (赤 )。 
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本プロジェクトでは、第 1、2 研究センターでは主として Si パワーエレクトロニクス

で稼働するシステム機器に SiC パワーエレクトロニクスを組み込んだの効率向上の追

究を行なった。導入に当たり付加価値が認められれば、サーバ電源やパワーコンシショ

ナの将来の普及台数の数からグローバルな省エネルギー、グリーンイノベーションへの

貢献は明らかである。第３研究センターでは各種変換器の小型化を目標とし、接合温度

（Ｔｊ）、高周波化に対する回路パラメータ、熱設計の最適化の下にエネルギーパワー密度

(kW/ℓ)の指標を追究しながら、多様な応用システムに組み込む場合の付加価値を満足す

る必要な設計指針を明らかにした。 

Si 素子を SiC に置き換えるとことでパワーエレクトロニクスに対する様々な優位性

を示してきたが、それだけでは市場拡大への期待は望めない。従来技術には信頼性など

の計り知れない基盤が長年確立されており、デバイスの一部置き換えによる思わぬ悪影

響が出ることは長年築いた製品実績に対して産業界にとっては好ましくない。その克服

には SiC ならではの特色ある特性の引き出しとそれを活用した応用分野の開拓、ユーザ

側の費用対効果と言う大きな課題への挑戦が必要である。そのためには、効率向上は当

然の出発点として、小型・軽量化、信頼性とメンテナンス簡素化、冷却系の簡素化と言

ったパワエレとしての付加価値の追究とそのような仕様に向けた設計基盤の確立、使い

こなす技術、費用対効果などへの挑戦が本プロジェクトの普及に対する潜在的な目標で

ある。 

以上から、本プロジェクトを NEDO が実施することが適切である理由をまとめると、

次の通りとなる。 

政策的には、我が国の国家的課題に対する取り組みであって、SiC パワーエレクトロ

ニクスは、資源枯渇、地球温暖化問題解決への大きな貢献が期待されている。特に、近

年急増している IT 産業の電力消費に対して何らかの対策が求められているが、パワー

エレクトロクスの技術開発は、それに対して直接的な効果をもたらすものである。また、

エネルギー有効利用の政策のもとで、SiC パワーエレクトロニクスは自然エネルギーの

有効利用にむけても貢献できる。近く ZB(ゼタバイト)オーダに及ぶ世界の情報容量を蓄

積し続けるデータセンタに用いられる IT 電源は、今後も増加の一途を辿ることは不可

避であり、IT 電源用 SiC パワーエレクトロニクスの省エネルギー効果は世界規模で絶大

である。自然エネルギーの代表格である太陽光発電用パワーコンディショナに用いられ

る SiC パワーエレクトロニクスも社会インフラとして直接的な寄与をする。また電力変

換器基盤技術の確立は、SiC パワーエレクトロニクスの応用分野に対する汎用的な変換

器設計技術につながる。 

次に、電子デバイス・電子機器産業は我が国の基幹産業であり、SiC パワーエレクト

ロニクス分野の技術開発の推進は、当該産業分野の国際競争力向上に大きな効果を発揮

すると期待されている。現状、パワエレ半導体デバイス関連の国内企業群が国際的に大
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きな存在感を有する状況で、本プロジェクトの成果は、あらゆる電力利用機器の商品性

拡大に貢献するため、既存の電機産業以外の産業競争力強化にも大きな波及効果が期待

される。 

一方、SiC パワーエレクトロニクスの本格事業化には、コストと信頼性という２大リ

スク要因を取り除き、スムーズに研究開発と産業化の間に存在する「死の谷」を越える

ための工夫が必要である。本プロジェクトで対象とするパワーエレクトロクス機器のよ

うに、スイッチングデバイスのみならずリアクトル・キャパシタ・浮遊容量を最少にす

る配線基板、高温実装等、数多くの要素部品、技術のすり合せを要するシステムでは、

さまざまな部品のまったく新しいサプライチェーンを確立する必要がある。需要側・供

給側の利害に既存の関係が影響しがちな個別企業の活動に任せず、事業化に向けたトリ

ガーとしての公的資金の投入は有効と考えられる。 

さらに、国外では、CREE 社が米国の国家プロジェクト DARPA 等の支援を受けて技

術力を高めている。また独 Infineon 社は低耐圧 SBD を起点に小規模ながらデバイス事

業を充実しつつある。このような国外状況から技術面で我が国の優位性を維持・向上す

るだけでなく、国内の関心を誘起し、電機産業にとどまらず多種にわたる国内関連企業

の SiC パワーエクトロニクスの研究開発投資への意欲を不断に高めていくことが重要

である。 

以上のような理由から､本技術開発は、NEDO が関与して各企業等の連携のもとに進

めることの意義が大きいものと考える。 

なお、経済産業省によって平成 21 年に策定された同省「ナノテク・部材イノベーシ

ョンプログラム」の中では、「あらゆる分野に対して高度化あるいは不連続な革新（ジ

ャンプアップ）をもたらすナノテクノロジー及び革新的部材技術を確立するとともに、

その実用化や市場化を促進することで、我が国産業の国際競争力の維持・強化や解決困

難な社会的課題の克服等を可能とする」ことを目的に取り組むと規定されている。また、

「IT イノベーションプログラム」の中では、「情報化の進展に伴うエネルギー消費量の

増大等の課題にも考慮しつつ、その基盤となる情報通信機器・デバイス等の情報通信技

術を開発し、実社会への利用を促進する」ことを目的に取り組むと規定されている。こ

のように、本技術開発は同省の政策にも合致した内容となっている。 

 

1.2 実施の効果（費用対効果） 

(1)市場創出効果 

既に、パワーエレクトロニクス機器はさまざまな電力応用分野で使われている。図

Ⅰ.1.2-1 に示すように、情報家電の電源回路や照明・冷蔵庫・家庭用エアコンのインバ

ータといった家電分野から、データセンタや一般オフィスのサーバ電源・空調機器など

の事業用機器、各種製造業・農業・鉱業等で使われる産業動力機器用のインバータ、電

車・エレベータ等の輸送機器、太陽光発電や風力発電など再生可能エネルギーのパワー
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コンディショナなどで利用されている。さらに、HV（Hybrid Vehicle）･PHV(Plug-in Hybrid 

Vehicle)･EV(Electric Vehicle)といった巨大市場も見込まれ、カバーする範囲が拡大しつ

つある。さらに、SiC の潜在能力を極限まで引き出した高耐圧デバイスの実現により、

送配電系統への適用も可能になると言われている。SiC パワーデバイス技術の確立によ

って、これらすべての分野のエネルギー利用効率の向上が期待される。コスト・信頼性・

耐圧などの課題が解決されれば、これまでの Si デバイスのほとんどが置き換えられる

可能性が有る。 

パワー半導体の世界市場規模は 2010 年に 142 億米ドル(80 円/USD 換算で 1 兆円超)、

2020 年には 400 億米ドル(80 円/USD 換算で 3 兆円超)に成長するとの予測がある[1]。 

SiC パワー半導体は、2001 年に市販が開始された SiC-SBD が、ノート PC 用の AC ア

ダプタの小型化や、サーバ用電源の高効率化などに貢献していると言われている。

SiC-FET については、小容量のデバイスが市販され始めているが、Si デバイスに比べて

高価であることから、現時点では実質的な市場は形成されていないとみられる。 

パワー半導体市場全体に占める SiC デバイスの割合は、2010 年には約 0.5%と小さい

が、今後、年率 30～40 %と Si 半導体を大幅にしのぐ高い成長率が見込まれる。すでに、

ダイオードの分野は年率 50%以上の勢いで生産を増やし、特に Si-IGBT とのハイブリッ

ド技術を市場に送り出している。将来、スイッチングデバイスも含めて全パワーエレク

トロニクス半導体市場の 5 割程度が SiC デバイスによって占められるとすれば、2020

年までに SiC パワー半導体デバイスによって１兆円規模の市場が形成されるものと期待

される。 

このような予測通りに SiC デバイス市場が成長するためには、デバイスの低価格化が

必須である。SiC ウエハの大口径は一枚あたりのチップ数の観点からも、プロセス装置

図Ⅰ.1.2-1 SiC パワーエレクトロニクスの適用が期待される分野の例 
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の入手の面からも、本格普及の最低条件と言われている。大口径 6 インチの高品質 SiC

ウエハの量産化技術の確立を目標の一つとして、NEDO は「低炭素社会を実現する新材

料パワー半導体プロジェクト」を、平成 22 年度から実施中である。 

SiC パワー半導体デバイスを搭載する機器の市場は、デバイス市場に対して桁違いに

大きい。平成 22 年度の我が国の電子部品・電気機器・情報機器産業の製品出荷額は 44

兆円であり、関係する企業の従業員数は合計 115 万人に上る[2]。これらの分野すべて

に、SiC パワーエレクトロニクスが貢献する可能性がある。SiC パワーエレクトロニク

ス機器は、既存の製品分野の Si 半導体を置き換えるのに加えて、次世代自動車、太陽

光発電用(PV)パワーコンディショナー等、新用途への展開が期待されており、多くの新

製品分野に対する貢献が望まれている。本事業によって、参画企業群の技術開発が推進

されて魅力ある製品創出が可能となり、SiC デバイス応用機器の市場が順調に成長する

きっかけになることが期待できる。 

本事業の事業規模は、表Ⅰ.1.2-1 の通り、平成 21 年度の事業開始から最終年度の平

成 24 年度の４年間で 2１億 5 千万円強、となっている。このような大規模なプロジェク

トであるが、SiC パワーエレクトロニクスとして、変換器の開発、SiC ならではの応用、

普及、市場の開拓は、低炭素社会の実現など社会目的の重要性に照らして妥当と考えて

いる。 

 

表Ⅰ .1.2-1 本プロジェクトの事業規模（NEDO負担額）年度推移。平成 21 年度～

23 年度は実績額、24 年度は予算額。単位：百万円。 

会計・勘定 H21fy H22fy H23fy H24fy 総額 

特別会計 920 492 219 115 1746 

加速予算 50 146 75 140 411 

総予算額 970 638 294 255 2157 

うち委託 970 638 244 105 2057 

うち助成 - - - - - 

うち共同研究 

(負担率 1/2) 

  50 50 100 

 

加速実績は、下記のとおりである 

 

平成 21 年度 

デバイスシミュレータ導入によるデバイス開発加速（FUPET 第 2 研究センター（現

三菱電機）、平成 22 年 2 月、50 百万円） 

平成 22 年度 

消耗品費等の増額による電力変換器パワー密度増大（FUPET 第 3 研究センター（現
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FUPET 研究センター）、平成 22 年 6 月、66 百万円） 

洗浄技術装置導入によりデバイス開発加速（第１センター（現日立製作所）、平成 22

年 11 月、80 百万円） 

平成 23 年度 

消耗品費等の増額による電力変換器のＥＭＩノイズ解決（FUPET 研究センター、平

成 23 年 6 月、75 百万円） 

平成 24 年度 

消耗品費等の増額による電力変換器パワー密度増大（FUPET 研究センター、平成

24 年 4 月、140 百万円） 

 

(2)省エネルギー効果 

Si インバータを SiC インバータに置き換えることによって、70%の損失低減が可能で

ある[4]。この低減率を仮定し、EV・PHV・HV、IT 機器関連、産業用動力機器のインバ

ータ化促進の３種類を試算すると、すべてが Si デバイスであった場合に比べて、図

Ⅰ.1.2-2 に示す省エネ効果が予測されている[5]。2030 年にパワー半導体のうち 80～

100%を SiC デバイスが占めれば、我が国だけで原油換算年間 5000 万 kL 以上の高い省エ

ネ効果を示す。この省エネ効果を CO2排出量に換算すると 10 百万 t/年となり、我が国

全体の CO2排出量の 1%程度に相当する。 
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図Ⅰ.1.2-2 我が国のインバータ SiC 化による省エネ効果予測[5] 

２０３０年までのSiCデバイス化の省エネ効果予測
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2. 事業の背景・目的・位置づけ 

2.1 事業の背景 

(1)産業的背景 

SiC ウエハメーカー 

現時点では、SiC デバイスの市場が限定的であるため、SiC ウエハの世界市場規模は

約 50 億円程度である。このうち米国 CREE 社が 50%以上のシェアを占め、II-VI 社（米国）・

SiCrystal（独）と続く。我が国では、唯一新日鐵が系列会社の新日鉄マテリアルズ㈱を通

して市販を開始しているが、シェアは小さく、約 2%に過ぎない(2009 年)。このほか国

内メーカーとしては、昭和電工が SiC エピタキシャル膜成長事業を行っている。 

このような状況から、我が国において、大口径・高品質 SiC ウエハを安定的に供給す

る体制を整えることが、ウエハ以降のデバイスメーカー・機器メーカーの製品開発およ

び製造基盤確立に不可欠であると考えられる。そのために、大口径・高品質の SiC ウエ

ハ量産技術の確立を主目標とする｢低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェ

クト｣が平成 22 年度から発足している。 

デバイスメーカー 

現在使用されているパワーデバイスのほとんどは Si デバイスであるが、その世界市

場における日本メーカーのシェアは 2009 年に 30%と、存在感を有している。しかし、

パワーデバイス全体の世界市場シェア上位５社は国外企業（STMicroelectronics(伊・仏)、

Texas Instruments (米)、InfineonTechnologies(独)、Fairchild Semiconductor (米)、Vishay

（米））に占められている。国内企業では、6 位に東芝、8 位に三菱電機、12 位にルネサ

ステクノロジ、14 位に富士電機、16 位にロームの５社が位置している。これら国内上

位５社の占めるシェアは 15%であるものの、パワー半導体デバイス市場は、CPU やメモ

リのような国際的寡占状態にはなく、世界的にも各企業が数％ずつのシェアを分け合っ

ている。Si デバイスは、IGBT や GTO と言ったパワー半導体が製造されてきたが、最近

IGBT の低耐圧向け製品は発展途上国でも開発され始め、早晩価格競争に巻き込まれる

恐れもある。このような市場構成の中、今後の企業戦略によっては勢力図が大きく変化

する可能性もあり SiC パワー半導体の市場投入はそのきっかけとなりうる。それゆえ回

路技術や、変換器、その制御を含めてモジュールをブラックボックス化することで SiC

ならではの応用や製造技術に対する付加価値を高める研究開発の必要性を戦略的に考

える時期である。 

我が国パワーデバイス企業の世界シェアは長期的には漸減傾向にあり、メモリや液晶

パネルのようなシェア低下を避けるために舵を切る岐路にある。各社とも、その切り札

として SiC デバイスを見ている。 

プロジェクト開始時点である 2008 年の SiC デバイスの各社事業化状況は次のとおり

である。Siemens 系の InfineonTechnologies 社が 2001 年に SiC-SBD を製品化した後、Si

デバイスに比べれば事業規模は小さいものの、着実に事業を進めている。このほか、
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STMicroelectronics 社、CREE 社が SBD 中心に事業を行っている。これらの耐圧は 600

～1200V 級であり民生用（AC アダプター、LＥD バックライト電源、サーバ電源等）が主

用途である。 

プロジェクト発足時点に市場投入され始めた JFETは SiCED,Semisouthが先行して販

売してきたが、ドライブ電流が大きいため用途は限定的とみられる。また、最近になっ

て、米国 Semisouth 社はノーマリオフの JFET の生産を中止しノーマリオンにのみ業務

を集約し始め、デバイスユーザ側にとっては厳しい環境となっている。更には会社経営

状況からデバイスの製造さえも危ぶまれている。一方、国内では、プロジェクト実施中

に、ローム㈱が 1200V・20A 級の MOSFET 量産開始を 2010 年 12 月にアナウンスした。

三菱電機は 2012年に 1200V級の MOSFETを適用したパワーモジュールを発表している。

富士電機も 2012 年に SiC-SBD を使用した産業用インバータを報道発表した。国外では

CREE 社が耐圧 1200V 級の MOSFET を 2011 年 1 月に発表し、次世代デバイスの発表も

最近行われている。このように、1200V 級のデバイスに関しては、我が国においてもい

くつかの企業が事業化に取り組みつつあり、デバイス製造の歩留まり向上・信頼性向

上・コスト低減を加速する必要がある。 

 

周辺部品メーカ 

SiC パワーエレクトロニクスはデバイスの動作原理や回路において基本的な差はな

いものの、材料固有の周波数特性において差異が顕著である。応用に合わせて、その特

性を引き出すためには高周波回路を動作させる周辺デバイスの開発も追随しなければ

ならない。これまで未着手領域である材料、部品に関して一部のメーカでキャパシタや

リアクトルの研究の端緒についたばかりである。更に部品としての開発は今後 SiC パワ

ーエレクトロニクス分野との連携で進める必要がある。 

また、SiC の特性の一つに、高温で動作可能である。過大な負荷に対する接合温度の

許容値は、Si パワーデバイスに比べると高く、２００℃以上に及ぶが、この特性を活用

するためにはデバイス実装技術の開発が必要である。実装材料そのものの耐高温特性の

開発はもちろんであるが、パワーエレクトロニクス特有幅広い温度範囲でのヒートサイ

クルによる、変換器内の異種材料の組み合わせの伸び縮み、材料の変質・変形、大電流

の通電などの問題や影響を調べることと、信頼性確立のためにそのソリューションが求

められる。 

 

技術的基盤 

SiC デバイスに関して、欧州・米国・日本のそれぞれで、長期間にわたり研究開発が

進められてきた。日本でも、SiC の基礎研究が先駆的に行われてきた。 

国際的なコミュニティとして、交互に隔年で開催される”International Conference on 

Silicon Carbide and Related Materials(ICSCRM)”と”European Conference on Silicon 
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Carbide and Related Materials(ECSCRM)”があるが、報告件数のうち１／３程度が我が国

の機関によるもので、存在感を示している。 

我が国では、本プロジェクト以前より NEDO を中心に数次の国家プロジェクトを行っ

てきており、前記の成果にも、国家プロジェクトが大きく貢献している。直近では、す

でに述べたように NEDO プロジェクト「パワーエレクトロニクスインバータ基盤技術開

発」（2006 年～2008 年）において、SiC ウエハ品質向上から電源機器設計技術に至る広

い範囲の技術高度化を行い、Si-SBD と Si-MOSFET を使用したインバータを試作し、

Si-IGBT の場合に比べて電力損失を 70%も低減できることを実証した。この成果はグリ

ーン IT アワードを受賞し、広く認知されるところとなった。 

国外でも、SiC デバイス関連の研究開発には多額の公的資金が投入されている。例え

ば、米国では米国科学財団(NSF)・DARPA・エネルギー省(DOE)が公的資金を投入してい

る。NSF の資金による研究開発プログラムの例としてノースカロライナ州立大学が中心

となる FREEDM(the Future Renewable Electric Energy Delivery and Management Systems 

Center)がある。FREEDM は年間 4 百万 USD 規模の活動で、SiC や GaN などの最先端デ

バイスを使用したシステム開発などを行っている。DARPA によるプロジェクトには、

CREE 社・General Electri 社などが参加しており、空母・潜水艦など小型化が要求され

る用途への適用を念頭に開発を進めている。現時点では、例えば DOE から、送配電系

統への適用（高電圧）を目的として CREE 社が 5.2 百万 USD/3 年の、Genesic Corp.は 2.5 

百万 USD/2 年の補助金を得ている。このほか米国では Naval Research Lab.など軍関係

の研究機関などが SiC の研究を活発に行っている。 

 

2.2 事業の目的 

我が国は、いくつかのキー技術を先行的に開発してきたが、DARPA や DOE の集中投資

によって成長した米国に対して、現時点では必ずしも優位に無い。欧州も基盤的技術開

発で実績を有し、Infineon の SBD 中心に着実に SiC 事業を展開し、Si-IGBT とのハイブリ

ッド路線を強力に進め、太陽光発電のパワーコンディショナを中心に SBD の販売を年６

０％強の勢いで売り上げをのばし始めている。また、最近では、JFET を市場に投入し始

めている。この様な状況の中で、我が国は、民生分野を中心とする大規模市場の成長に

遅れないよう、積極的な展開が必要で、そのためには、(i) SiC パワーエレクトロニクス

ならではの応用が最初はスタートすると思われるが、価格が有る範囲に収まれば(ii)順次 

Si パワーエレクトロニクスの置き換え。(iii)さらなる応用の開拓に対する積極的な戦略が

求められる。言わずもがなであるが、前者では SiC パワーエレクトロニクスでは引き出せ

ない特性、後者ではビジネスの拡大に伴う価格、信頼性、使い勝手、品揃えなどのユー

ザからの観点の厳しい競争である。前者には、SiC パワーエレクトロニクスとしての Figure 

of merit を引き出し、SiC ならではの特性や付加価値の創出とシステムとしての最適化を

図る視点が不可欠である。後者では、製品の中で従来技術を置き換えに見合った費用対
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効果が市場からの厳しい評価軸である。 

 

（具体的な課題） 

本プロジェクトで取り上げる社会インフラに関連するシステムは、 

 

(i) データセンタＩＴ機器用高効率電源技術開発 

(ii) 太陽光発電システム用のパワーコンディショナ技術開発 

を取り上げる。 

これらの機器は、グリーンＩＴ化の対象の機器として捉えれれ、今後のＩＴ化や、自然全

エネルギーの利用と言う社会からの強い要請に対して規模の拡大が見込まれる。規模市

場の成長に伴い、今後のマスの大きな民生品への SiC デバイス搭載は EV・PHV・HV へ

の適用であると見ているが、そのためには、デバイスの高い信頼性と低価格とをさらに

両立する必要がある。このためには、高品質かつ大口径なウエハを安定して供給できる

体制、デバイスの信頼性に影響するキラー欠陥の除去を実現することが必須要件である。

そのため、 

(iii) ウエハの評価と低オン抵抗構造デバイスの研究課題 

を取り上げる。 

また、各種応用を想定するうえで、変換器の付加価値を高めるために、kW/ℓをパラメ

タにした高密度変換器の基盤技術として、 

(iv) 次世代電力変換器基盤技術開発をとりあげる。 

 

これらの成果が EV、HEV などの新しい分野への本格展開に繋がる SiC デバイス普及の

トリガーになると考えている。 

本プロジェクトのカバーする範囲を含め、今後の SiC パワーエレクトロニクスの展開を

模式的に図Ⅰ.2.2-1 に示す。地球温暖化抑制、省エネ等の社会的課題解決に向けた期待と、

これまでに蓄積した技術発展の成果が背景となって、今、まさに SiC パワーエレクトロニ

クス本格展開の入口にさしかかっている。世界規模の電子デバイス関連企業群が駆動母

体として存在することが我が国の特長であることは言うまでもない。さらに、使用電圧

100～200V では、データサーバや太陽光発電パワーコンディショナ、エアコンや家電製品

など、様々な低耐圧パワーエレクトロクスの守備範囲が広がっており、それら製品を得

意とする装置産業が我が国には豊富である。 

このような展望の中で、SiC 関連事業の本格的な成長が可能となるように、SiC の具体

的応用によりシステムの効率向上の実証と今後の応用される機器に対して変換器の設計

基盤技術をまとめることをプロジェクトは一つの目的としている。これによって、ＩＴ産業

の急成長による電力需要急増という課題解決に寄与することが、本プロジェクトの社会

的な目的である。 
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2.3 事業の位置付け 

図Ⅰ.2.3-1 に、本事業の関連プロジェクトの中での位置付けを示す。同図において、青

の網かけを施した部分が本プロジェクトである。本プロジェクトは、600～1200V のクラ

スの耐圧のデバイスの特性向上を図るとともに、それを用いた高効率電力変換機器の設

計技術開発を中心とした開発を担っている。SiC パワエレの研究開発がスタートして時点

で、SiC の Figure of merit を引き出すためには、この電圧範囲でデバイスの耐圧、電流、

オン抵抗低減、スイッチング特性へ生かす立場から着実に R＆D を進めなければならない。

Figure of Merit の一つであるＥに関しては、第一世代の開発をターゲットとする。しかも、

Si パワーエレクトロニクスの市場の 75%はこの第一世代の領域である。盤石な基盤を築い

てきた領域に対して SiC のパワーエレクトロニクスに切り込むことは、技術において勝る

ことは当然として、導入による Si パワエレのユーザが利点を感じることである。今まで

省エネの利点を掲げてきたが、システム的な発想からすると、システムとしての省エネ

であり、そのために軽量、小型、低価格、メンテナンスフリーなどの多様な付加価値を

アッピールできる R＆D の展開、製造側からは生産性への魅力が必要である。 

図Ⅰ.2.2-1 SiC パワーエレクトロニクスの本格普及に向けた展開の模式図 
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図Ⅰ.2.3-1 本事業の関連プロジェクトの中での位置づけ 
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Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

1. 事業の目標 

1.1 事業の目標 

本研究開発全体の目標は、地球温暖化の問題は、世界全体で取り組むべき重要課題で

あり、経済・社会活動と地球環境の調和を実現するためには、画期的な技術革新が求め

られる。一方、ＩＴ化に伴い、いつでも、どこでも、何にでもコンピュータがつながり、ネ

ットワークを流れるデータはうなぎ上りに増え、データセンタを始めＩＴ関連設備の電力需

要は近年増え、やがて、世界でも日本でもＩＴ関連の電力が総需要に対する比率が増えると

懸念され始めている。 

上記の目標達成に向けて、平成 21 年度よりデータセンタやその電源としての分散型太

陽光発電システムにおける交流・直流変換器など電力制御に用いられるパワーデバイス

を従来の Si に変わり、より低損失なシリコンカーバイド(SiC)を用いたものとする技術開

発を行うとともに、システムレベルでの検証を行う。そのため、SiC の物性科学的に期待

される Figure of Merit と前プロジェクトで実証された SiC の特性を引き出した変換器をＩ

Ｔ関連の応用分野に適用し、SiC パワーエレクトロニクス基盤の確立、省エネルギーに果

たす役割とグリーンＩＴへの貢献の確立である。 

これにより電源で発生するエネルギー損失を飛躍的に削減する技術を平成 24 年度まで

に確立し、我が国の関連産業の国際競争力強化と省エネルギーに貢献することを目的にＩ

Ｔイノベーションプログラム及びエネルギーイノベーションプログラムの一環として実

施する。 

このため、基本計画において、研究開発項目(1)～(3)を設定して、平成 21 年度から委託

事業を開始した。平成 21 年度から 24 年度にかけて重点化が必要となる研究開発項目に

関して、単年度ベースの加速資金を投入した。(4)デバイスシュミレータ(21 年度)、(5)変

換器パワー密度増大(22 年度)、(6)デバイス開発(22 年度)、(7)EMI ノイズ(23 年度)、(8)変換

器パワー密度増大(24 年度)を実施した。 

(1)～(3)及び(4)～(8)対応関係は以下のとおりである。 

デバイスシュミレータ(22 年度)は研究開発項目(2)に対する加速的位置づけであり、低オ

ン抵抗ＭＯＳＦＥＴの開発進める中、オン抵抗と耐圧の最適化を満足するデバイス構造のシ

ミュレーションを行いデバイス開発を加速する目的で実施する。 

変換器パワー密度増大(22 年度)、EMI ノイズ対策(23 年度)、変換器パワー密度増大(24

年度) は研究開発項目(3)に対する加速的位置づけであり、高エネルギー密度変換器の基

礎開発を加速する目的で実施する。また、高エネルギー密度変換器の EMI ノイズの解決

と、高温実装における材料のヒートサイクル下における劣化問題解決を加速する目的で

実施する。高エネルギー密度変換器の高周波化によるリアクトルなどの小型化と、高温

実装、3 次元実装の問題解決のための両面実装の基礎研究を加速する目的で実施する。 
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研究開発項目(3)の中では、研究開発項目③(1)「電力変換用 SiC パワースイッチング基

盤技術「が取り上げられているが、産業技術政策動向を勘案して見直しを行った結果、

平成 21 年度をもって終了することとする。 
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1.2 研究開発項目毎の詳細な目標 

1.2.1 SiC パワーデバイスを用いたデータセンタ用サーバ電源技術開発 

近年のＩＴ技術の進展によりＩＴ機器が消費する電力も膨大な量が見込まれている。米国

でデータセンタの電力消費が急増しているが、メモリベンダであるマイクロン社によれ

ば、その内約 20%はサーバ電源で電力損失として失われており、米国環境保護省公開デ

ータと合わせて鑑みると、2025 年には約 1000 億 kWh/年になると予想される。サーバ電

源での電力損失は発熱となるため、空調の消費電力への影響も大きい。このままデータ

センタの増設が続けば、我が国においても、米国と同様に、多くの電力がサーバ電源で

失われることになる。 

 

 

 

こうした背景の下、省エネルギー化・地球温暖化解消の観点から、データセンタ用サ

ーバ電源に代表される数 kW 級電源機器の電力損失の大幅低減と機器小型化の実現が

必須課題となっているが、従来の Si パワーデバイスを用いた電源の効率改善は限界に

近づいている(図Ⅱ.1.2.1-1)ため、その実現には電源機器への SiC パワーデバイスの適用

が有効である。そこで、次世代省エネデバイスとして期待される SiC パワーデバイスを

適用し、さらに高効率の電源を開発することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ.1.2.1-1 サーバ電源の電力効率特性(プロジェクト開始時) 

 

電力容量が数 kW 級のデータセンタ用電源の省エネルギー化に向け、SiC パワーデバ

イスの高性能化技術開発を行い、それらの開発により得られた高性能デバイスを電源機

器用電力変換器へ適用して電力変換技術の開発を行う。加えて、上記電源のプロトタイ

プを試作し、その低損失、高効率特性を実証する。SiC パワーデバイス開発においては、



Ⅱ- 4 

 

SiC スイッチングデバイス、SiC ダイオードの高性能化、スイッチング特性改善、そし

て信頼性向上等の技術開発を実施する。サーバ電源開発においては、電源機器に適した

駆動方式、高効率化、高信頼性化等に関わる技術開発を行う。 

サーバ電源の構成ブロック図と回路図を図Ⅱ.1.2.1-2、図Ⅱ.1.2.1-3 に示す。力率改善

回路(PFC: power factor correction)部と DC/AC インバータ部に SiC パワーデバイスを適

用する。1000 億 kWh/年の電力損失が、既存の Si MOSFET とダイオードを搭載した効率

90%の電源で発生すると仮定すると、SiC スイッチングデバイスと SiC ダイオードに置換

え、効率を 90.5%に改善することで、50 億 kWh/年の電力削減効果がある。すなわち、SiC

スイッチングデバイスと SiC ダイオードの適用により効率を 0.5%改善出来れば年間 280

万 t の CO2を削減出来ると試算される。 CO2削減量は、排出係数を 0.000559t- CO2/kWh

として試算した。 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ.1.2.1-2 サーバ電源の構成ブロック図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ.1.2.1-3 サーバ電源の構成回路図 

 

 

 

1.2.1.1 SiC 接合 FET 及びショットキーバリアダイオードの開発 

(1) SiC 接合 FET の開発  

[最終目標(平成 24 年度)]  

耐圧 600V、定格電流 40A、特性オン抵抗 2.5mΩ･cm2以下(室温環境下)のノーマリ

ドライブ
回路

ドライブ
回路

インバータPFC

SW素子

Diode

トランス

SW素子
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オフ型 SiC 接合 FET の開発と、実質寿命 10 年を有する Si パワーデバイスに準じた

信頼性試験を実施する。 

[目標設定の根拠]  

サーバ電源の効率目標を達成するためには、従来、サーバ電源に使われていた Si 

MOSFET の導通損失を半減することが必要との試算に基づいて、導通損失半減に必

要な特性オン抵抗をスイッチングデバイス開発の第 1 の目標とした。SiC 接合 FET

の目標値は、AC 入力 200V、DC 出力 12V、電力容量 2kW のサーバ電源への適用のた

め耐圧 600V、電流 40A のノーマリオフ型とし、Si-MOSFET で最も低損失な Super 

Junction MOSFETをデバイス競合技術と考え、その特性オン抵抗が現状で20mΩ･cm2

であることから、将来の見込まれる特性改善後に対しても十分な優位性を保つ値と

した。また、サーバ用電源では、まず、信頼性の確保が求められる。データセンタ

で電源回路が停止あるいは故障するとデータ処理が停止するだけでなく、場合によ

ってはデータ自体の消失を招くことがあり、高信頼の電源とすることがきわめて重

要である。そこで、SiC パワーデバイス実用化のために不可欠な Si パワーデバイス

に準じた信頼性試験の実施を第 2 の目標とした。表Ⅱ.1.2.1.1-1 に平成 21 年 8 月時点

の耐圧 600V SiC スイッチングデバイスのベンチマークを示す。 

 

 

 

 

 

表Ⅱ.1.2.1.1-1 耐圧 600V SiC スイッチングデバイスのベンチマーク 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) SiC ショットキーバリアダイオードの開発 

[最終目標(平成 24 年度)]  

 耐圧 600V、定格電流 40A の SiC ショットキーバリアダイオードの開発と、実質

寿命 10 年を有する Si パワーデバイスに準じた信頼性試験を実施する。 

耐圧 600V

機関

FUPET第一研究センター
A社

（DMOS）
現状 目標

電流
12A

（2並列で24A）
40A 20A

オン抵抗
3.3mΩ･cm2

（2並列）
< 2.5mΩ･cm2 5mΩ･cm2

電流密度 375A/cm2 － －

チップ 2.5mm x 2.5mm － 2.4mm x 4.8mm

備考 － 開発中



Ⅱ- 6 

 

[目標設定の根拠]  

電源内の DC/DC コンバータ部では、ショットキーバリアダイオードは接合 FET

と並列に用いられるので、耐圧、定格電流共に、接合 FET と規格を揃えた。電源内

の PFC 部にも、DC/DC コンバータ部と同じダイオードを適用することが出来る。

また、SiC パワーデバイス実用化のために不可欠な Si パワーデバイスに準じた信頼

性試験の実施を目標とした。表Ⅱ.1.2.1.1-2 に平成 21 年 8 月時点の耐圧 600V SiC ス

イッチングデバイスのベンチマークを示す。 

 

表Ⅱ.1.2.1.1-2 耐圧600V SiCダイオードのベンチマーク 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2.1.2 サーバ用回路・電源システムの開発 

(1) 高速駆動回路技術 

[最終目標(平成 24 年度)]  

耐圧 600V、定格電流 40A ノーマリオフ型 SiC 接合 FET を用いて、高速にスイッ

チング可能な、ソース側の配線の接続方式を検討する。目標は、最適化した接続方

式にて、ターンオン時間 100ns 以下、ターンオフ時間 100ns 以下を実現するゲート

駆動回路を構築する。 

[目標設定の根拠] 

サーバ電源の効率目標を達成するためには、従来、サーバ電源に使われていた Si 

MOSFET のスイッチング損失を 1/2 に低減することが必要との試算に基づいて、従

来の Si-MOSFET のスイッチング速度を高速化し、100ns 以下のスイッチング特性を

実現することを高速駆動回路技術の第 1 の目標とした。上記 1.2.1.1 にて示した SiC

接合 FET の定格、耐圧 600V、電流 40A のノーマリオフ型に対し、現行のサーバ電

源にて搭載されている Super Junction MOSFET や IGBT モジュールをデバイス競合

技術と考え、そのスイッチング特性が 120ns～430ns 程度であることから、将来の見

込まれる特性改善後に対しても十分な優位性を値とした。表Ⅱ.1.2.1.2-1 に平成 21 年

8 月時点の耐圧 600V SiC スイッチングデバイスのベンチマークを示す。 

耐圧 600V

機関

FUPET第一研究センター

B社 C社

現状 目標

電流 20A 40A 10A 10A

オン電圧 1.6V < 2.0V 1.5V 1.2-1.5V

チップ 2.0mm x 2.0mm － 不明 1.6mm x 1.6mm(1)

備考 － ウェハ出荷開始 受注生産(2)

（1）：推定値
（2）：2009年にホームページから削除

(1): 推定値 

(2): 平成 21 年にホームページから削除 
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表Ⅱ.1.2.1.2-1 耐圧 600V スイッチング素子のベンチマーク 

耐圧 600V 

デバイス SiC-JFET Si-MOSFET Si-IGBT 

機関 
FUPET 第一研究センター

C 社 
目標 

電流 40A 40A 50A 

ターンオン時

間 

< 100ns 120ns 240ns 

ターンオフ時

間 

< 100ns 200ns 430ns 

 

(2) サーバ電源システム開発 

[最終目標(平成 24 年度)]  

電力容量が 2kW級のサーバ電源のプロトタイプを試作し、その電力変換効率が 50%

負荷で 94%以上であることを実証する。 

 

[目標設定の根拠]  

 

表Ⅱ.1.2.1.2-2 サーバ電源の電力効率基準 
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図Ⅱ.1.2.1.2-1 電力効率基準値の推移(サーバ電源) 

 

本研究開発の目的はSiCデバイスを適用することにより、データセンタの消費電力

を低減すると共に、CO2削減に寄与することである。80PLUSでは2011年には92%の

効率(GOLD規格)の実現が求められており、その達成が第一であるが、これを上回り、

さらに今後制定されるであろう上位規格をクリアするとともに、Siデバイスでは達

成が困難と推定される94%以上を目標値に設定した。 
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1.2.2 SiC パワーデバイスを用いた太陽光発電用パワーコンディショナ技術開発 

本研究開発項目の詳細な数値目標を以下に説明する。まず、パワーコンディショナの

数値目標及びその根拠を説明し、その後必要とされる MOSFET の数値目標を説明する。 

1.2.2.1 パワーコンディショナの開発 

電力容量が数 10kW 級の太陽光発電システム用パワーコンディショナの高効率化に

向けて、高速スイッチング技術、高キャリア周波数化技術、フィルタの最適化技術、

電磁環境適合化技術などの電力変換技術の研究開発を行う。さらに 30ｋW 級の太陽光

発電用パワーコンディショナのプロトタイプを試作し、定格運転時にその効率が 98％

以上である低損失性、高効率化を実証する。 

またその性能を実現するために必要なパワーデバイスの高性能化を行う。具体的に

は、ダイオードに SiC-ショットキーバリアダイオード、スイッチングデバイスに

SiC-MOSFET を選択し、その大容量化、低オン抵抗化、しきい値制御などの高性能化

技術を開発し、SiC-MOSFET において、耐圧：1200 V 以上、電流容量：75A 以上、

オン抵抗率：5 mΩ･cm2 以下(室温環境下)を達成する。 

加えて現在、高い信頼性を実現している Si パワーデバイスに対し実施されている各

種信頼性基礎評価試験を、本プロジェクトで開発した SiC パワーデバイスに対して行

う。 

[目標設定の根拠]  

資源・エネルギーの限られた状況で社会の持続的発展を目指すために、エレクトロ

ニクス分野における省エネ、更には電力エネルギーの高効率利用を可能とするパワー

エレクトロニクス技術が世の中の大きな関心を集めつつある。 

経済産業省・ＮＥＤＯにおいても、平成 20 年度よりグリーン IT プロジェクトがスタ

ートし、この問題への取り組みが活発化している。また、社会全体としても CO2排出

削減への要請は極めて大きく、エネルギー源として化石燃料への依存度を減らすため

に、自然エネルギー(太陽光、風力等)の導入が喫緊の課題である。 

これらの問題に対処するためには、自然エネルギー設備・施設に向けたパワーエレ

クトロニクスの革新、即ち、使いやすい高機能･低損失電力変換器の開発が必須となる。 
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太陽光発電システムでより多くの電力を得るためには、光エネルギーを直流の電気

エネルギーに変換(発電)する太陽電池セルの効率向上とともに、発電した直流電力を

交流電力に変換するパワーコンディショナの効率向上が必要である。そのため太陽光

発電用パワーコンディショナの市場における競争軸は効率となっており、国内外で効

率改善に向けた研究開発が活発化している。Si デバイスを用いた太陽光発電用パワー

コンディショナにおいては、Si パワーデバイスの大幅な性能改善が期待されないこと

から、回路方式の改善による効率向上が進められている。その中で従来主流であった

PWM(Pulse Width Modulation)方式に対し新規回路方式である階調制御方式を用いるこ

とで効率 97.5％(100ｋW、3 相、480V)が達成されている。 

一方、SiC デバイスの低損失特性

を活かした太陽光発電用パワーコン

ディショナ効率改善検討は、ドイツ

のフラウンフォーファ研究所が着手

しており、PWM 方式で 97.5％(7ｋW、

3 相、400V)を達成している。表

Ⅱ.1.2.2-1 に太陽光発電用パワコ

ンのベンチマークを示す。 

開発する太陽光発電用パワーコン

ディショナは、今後世界的に設置が

拡大すると期待される産業、公共シ

ステムなどの大規模システムを想定

した 400V、3 相仕様とする。また基

本構成として DC/DC コンバータ、ト

ランスを含まない構成とする。 

太陽光パワーコンディショナは高

精度で安定な正弦波交流出力が要求

表Ⅱ.1.2.2-1 太陽光発電用パワコンのベンチマーク 

出力（kW)

効
率

（
％

）

95

96

97

98

1 10 100

European Efficiency

99

100

出力（kW)

効
率

（
％

）

95

96

97

98

1 10 100

European Efficiency

99

100

マルチレベル

PWM（2レベル）

SiC

図Ⅱ.1.2.2-1 プロジェクトで実現を

予定しているパワーコンディショナ

の性能比較(効率と出力) 
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されるため、変換器そのものの低損失化のみならず正弦波交流出力に必要なフィルタ

における損失と、それと密接に関係する変換機の損失とをあわせた最適化技術開発が

必須である。 

上記の技術開発で得られた技術成果を基に、実際に太陽光発電用パワーコンディシ

ョナのプロトタイプを試作し、その運転時の特性を評価することで、その低損失、高

効率特性を実証する。本プロジェクトで実現を予定しているパワーコンディショナの

性能比較(効率と出力)を図に示す。Si を用いたパワーコンディショナにおいてマルチ

レベルでしか実現できなかった97%以上の高効率をPWM(2レベル)で実現できることに

なる。 

 

1.2.2.2 SiC－MOSFET の開発 

太陽光発電用パワーコンディショナ技術開発と並行して、太陽光発電用パワーコン

ディショナの効率目標達成に必要な SiC デバイス開発を以下のように実施する。 

適用する SiC パワーデバイスについては、ダイオードに SiC-ショットキーバリアダ

イオード、スイッチングデバイスには、そのゲート駆動回路として基本的には従来の

Si-IGBT と同様な回路構成が適用可能であり、またノーマリオフが実現しやすく実用

化に有利であることから、SiC-MOSFET を選択する。デバイス耐圧は、AC400V 系の

太陽光発電システムを想定していることから、SiC-MOSFET、ショットキーバリアダ

イオードともに 1200V を選択する。表Ⅱ.1.2.2-2 に 10ｋW 級以上のインバータへの適用

検討が可能な容量を有する SiC-MOSFET のベンチマークを示す。 

パワーコンディショナの変換効率向上のためには更なるオン抵抗低減が不可欠であ

るため、デバイスの最終目標値としてオン抵抗を 40%近く低減することとした。 

 

  

表Ⅱ.1.2.2-2 大容量 SiC-MOSFET のベンチマーク 
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1.2.3 次世代 SiC パワーデバイス・電力変換器基盤技術開発 

プロジェクト開始時点で、量や性能を問わなければ SiC ダイオードの入手は可能であ

ったが、スイッチングデバイスはまだ市場にはほとんど出回って無かった。SiC パワー

レクトロニクス用のスイッチングデバイスには、JFET,MOSFET が提案されそれぞれ特

徴がある。前者の開発は先行し市販品の入手は一部可能であったが性能などは開発段階

であり、後者は入手が不可能な状況であった。 

本プロジェクトでは、性能やユーザの使い勝手の良さから期待の大きいＭＯＳＦＥＴを

ターゲットにして、低オン抵抗と耐圧性の両方を満足する課題を設定した。デバイスシ

ミュレーション技術を駆使して構造を検討し、作製手法のプロセス技術の開発を行った。

ＭＯＳ特性やデバイスの信頼性には SiO2/SiC 界面特性の制御が極めて重要であることが

知られること、又高温の過酷な環境での使用も視野に入れ、高性能特性引き出せる酸化

手法、表面安定化プロセス、電極材料などの信頼性評価手法の開拓などを手掛けた。 

SiC パワーデバイス特性向上の課題に加え、デバイスの信頼性には未解決の問題が有

り、しかも何が影響するかなどはほとんど明らかでない。SiC パワーエレクトロニクス

の普及の観点からはデバイス作製の歩留りや信頼性向上が不可欠で、デバイスレベルの

ウエハ品質まで遡り、デバイス特性と欠陥等との相関の解明が重要課題である。ウエハ

の品質は、インゴットに含まれる結晶欠陥、ウエハ切り出し時、研磨やエピ成長時で発

生する新たな欠陥の増加と言った問題が有る。本プロジェクトでは、(i)エピウエハの反

り、(ii)欠陥の自動計測手法の開発、(iii)エピ膜形成時に導入される欠陥と作製法との関係

の 3 課題についてターゲットを定めて、メーカの異なる購入エピウエハについて系統的

に調べた。 

一方、市場で入手し得るスイッチングデバイスＪＦＥＴを用いて高効率変換器開発を目

指し、関連する課題を取り上げた。SiC デバイスの特性から予想される低損失性は変換

器の熱問題の負担を軽くし、変換器の高パワー密度化に貢献が可能である。このことは、

変換器の小型化、軽量化と言う普及の観点で重要である。さらに、一般に Si デバイス

を用いた変換器では冷却系が大きな体積を占めることから、SiC の Figure of Merit から

期待される特性として、積極的に接合温度(Ｔｊ)を高めることで冷却器の効率を高め、高

パワー密度化への路線も追究した。Ｔｊには 200℃以上を想定して、Si デバイスのモジュ

ールに比べると経験のない苛酷な環境で使われる材料の高温対策、実装、両面実装など

の問題を取り上げた。 

 

1.2.3.1 電力変換器 SiC スイッチングデバイス基盤技術 

(1)低オン抵抗を有する高速スイッチングデバイス 

[最終目標]  

新構造素子／新プロセスを用いて、革新的電力変換器に必要となる超低オン抵抗を

有する高速スイッチングデバイスを(600 ～ 1200 V)の範囲のいずれかの耐圧で且つデ
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バイス温度 200 ℃において RonA/VB
2 ≦4.0 mΩcm2 /(kV)2 (RonA: 特性オン抵抗、VB: 

耐圧)、電流容量 10 A 以上)を開発する。 

 

[目標設定の根拠]  

材料科学から予想される SiC デバイスの特色を生かし、パワーエレクトロニクスとし

ての特性を引きだすポイントは、MOS デバイスの低オン抵抗と耐圧の両立である。こ

れらの最適化はデバイス構造に大きく依存する。オン抵抗と耐圧のトレードオフの要

件を満足するためには、酸化絶縁膜の破壊を導く電界集中を避ける構造の設計が不可

欠である。また、きわめて小さなチップを用いたデバイス特性の公表が始まったが実

用段階には程遠く、本研究では電源機器用に必要な 10A 級のデバイスを想定し、さら

に SiCの高温特性を生かす用途も視野に入れ、接合温度(Ｔｊ)を 200℃まで範囲を広げた。

その結果学会等で公表されているデバイスに比べ高いスペックになっている。 

 

(2) 電力変換用 SiC デバイスのトータル性能の信頼性 

[最終目標]  

デバイス温度 200 ～250 ℃において実用化に耐える電極･配線のエレクトロマイグ

レーション寿命、ゲート酸化膜の寿命、破壊耐量等に関する高信頼化技術を開発する

とともにデバイスとしての信頼性評価技術を確立する。 

 

[目標設定の根拠]  

SiC デバイスの省エネ特性は当然のこととして、普及においては Si デバイスでは不

可能な苛酷な使用を想定した。接合温度(Ｔｊ)200℃のデバイスを実現するには、プロセス

開発と過酷な環境での利用に必要なデバイス周辺技術の開発が未踏領域である。MOS

界面の安定性を確立するための酸化プロセスや作製したデバイスが過酷な利用環境に

おける耐量性の問題を実用化のためにクリアすべき課題と考えた。 
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1.2.3.2 高温動作電力変換器設計試作技術 

これまで電力変換器が利用されていない領域に電力変換器の導入・普及を図る事が、

省エネルギー化の推進の上で非常に重要である。しかし、現状の Si パワー半導体を利

用した電力変換器では、その設備体格の大きさやコスト(初期導入コストおよびメンテ

ナンスコスト)の大きさから、電力変換器が導入される領域は限定的となっているのが

実情である。そこで、電力変換器の広範囲の導入・普及を進める重要な技術として、

出力パワー密度(kW/ℓ：電力変換器の単位体積あたりの出力)性能の向上を取り上げた。 

高出力パワー密度化は、小形・軽量化を意味しており、そのためには損失の削減に

よる部品の充填、冷却部品の体積削減、高速スイッチング技術による周辺受動部品の

小型化などの手段がある。これらの手段に対応する上で、SiC が持つ低損失性や高速

スイッチング性は、非常に魅力が大きい。また、高出力パワー密度化は、部品の小形

化、部品点数の削減、輸送コストの削減にもなるため、低コスト化にもつながる。 

素子損失低減や高速スイッチングによる高出力パワー密度化の努力は、従来の Si パ

ワー半導体の場合においても追求されてきているが、SiC パワー半導体の場合には、

これらの手段に加え、動作時における素子の接合温度の高温化という手段が利用でき

る。これは、素子の高温動作化により、外気温と素子の間での温度差がより大きくな

り、より大きな放熱効果が得られるためである。この結果、放熱部品の削減が可能と

なるので、より一層の高出力パワー密度化(小形・軽量化)が期待される。また、液冷

式冷却方式から強制空冷方式、あるいは強制空冷方式から自然空冷方式といった冷却

方式の変更も可能となり、従来の Si パワー半導体を利用する電力変換器に比べ、より

一層の高信頼化(メンテナンスフリー化)が図られる。 

以上より、本研究開発では出力パワー密度を指標として、SiC 素子の高温実装技術、

高温動作電力変換器の設計・製作技術の開発を進め、試作電力変換器による出力パワ

ー密度性能の検証を行う事とした。これらの技術開発の結果として、Si パワー半導体

を用いた従来型の電力変換器に対して小形軽量化および低コスト化が進展するため、

電力変換器の導入・普及を通じた省エネルギー化がより進展する事になる。 

 

(1)高温動作を可能とする高温実装 

［最終目標(平成 24 年度)］ 

次世代パワー素子を接合温度(外部環境温度に素子の自己発熱による温度上昇分を加

えた温度)200～250℃で動作させる事を可能とする高温実装技術を開発する。 

 

［目標設定の根拠］ 

本開発項目では、SiC 電力変換器の高出力パワー密度化のための重要基盤技術である

接合温度 200～250℃に対応する実装技術の開発を目標に定めた。この値は、現状の Si

パワー素子で用いられている接合温度領域(最大 150～175℃)を大きく超える値である。 
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この素子温度の目標値の設定に際しては、以下の技術的な条件を考慮した。 

・入手可能と予想される SiC 素子 

SiC 素子の技術は完成されている段階ではなく、本事業期間中においても、その性能

向上が十分に期待できる状況であった。また、実装技術の検証を行うためには、多数

のサンプルを用いた要素試験が必要である。したがって、本開発項目において利用す

る SiC 素子は、最先端の性能を立証するチャンピオンデータ品というよりも、性能が揃

っているとともに、ある程度まとまった数量が供給される品である必要がある。 

・素子と配線金属との接合の高温信頼性 

SiC 素子と配線金属との間の接合には、想定される接合温度に長時間耐えることがで

きる材料を用いなければならない。耐高温性を有する接合材料の種類は限られており、

AuSn(融点約 280℃)、AuGe(融点約 360℃)などが、ある程度の接合信頼性の実績を有す

る候補材料であった。 

・絶縁封止材の高温信頼性 

半導体チップを覆うための絶縁封止材は、電力変換器の実現に必須であるが、この

材料も想定される接合温度に長時間耐える必要がある。さらに、絶縁封止材は、半導

体チップ、絶縁基板、配線金属といった周辺部材との密着性や絶縁性能を-40℃から最

大接合温度の範囲で維持するとともに、周辺部材が持つ熱膨張係数の違いに起因する

熱応力にも耐える必要がある。こうした条件に対応できそうな材料は極めて限定的で

あり、250℃レベルが見通せる状況であった。 

・Si パワー素子の高温動作化の動向 

現状の Si パワー素子で用いられている接合温度は最大で 150～175℃の領域である。

Si パワー素子の場合においても、高温動作により電力変換器の高出力パワー密度化の

可能性がある。しかし、Si パワー素子の場合は、接合温度が 200℃付近を超えると、そ

の特性が急速に悪くなると予測された。そこで、Si パワー素子では達成が困難なレベ

ルの高パワー密度化を狙う事を念頭に、接合温度は 200℃以上を目標にした。 

以上の状況から、高温実装技術の開発目標として、接合温度 200～250℃の領域が設

定された。 

この温度領域(接合温度 200〜250℃)における実装技術の実現に必要な技術開発の課

題としては、以下の項目が挙げられる。 

・高温実装材料(ダイボンド材料、配線材料、絶縁材料) 

実装に用いられる材料は、使用される高温(200〜250℃)環境に耐える必要があり、こ

の温度環境での材料単体での高温(250℃)安定性、温度サイクル(-40～+250℃)に対する

安定性が不可欠である。よって、材料単体で、これらの条件に耐えるかどうかを評価

する必要がある。 

・材料の相性問題(熱応力、熱変形、化学反応) 

実装を行った場合、異なる材料(半導体、接合材、金属、セラミクス、樹脂等)が一体
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化される。各材料の線膨張率が異なるので、温度の変化により、接触界面には熱応力

や変形が発生する。また、異種材料の接触面での不要な化学反応(冶金学的反応を含む)

が進行しないようにする必要がある。よって、材料を組み合わせた際に問題が発生し

ないことを確認・評価するための試験やシミュレーション技術が必要である。 

・モジュール設計技術(回路設計・組立技術) 

モジュールの設計を行う際には、回路の性能を損う事のない部品配置の検討を行う

ためのシミュレーション技術が必要である。 

 

(2)高パワー密度インバータ 

［最終年度(平成 24 年度)］ 

素子の高温動作条件を取り入れた 25～30kW/ℓ級の出力パワー密度(電力変換器の出

力パワーを、SiC パワー素子、周辺回路素子、フィルタ、ヒートシンクから成る構成体

の総体積で除した値)を持つ電力変換器の試作検証(なお、上記の目標値は、その後の研

究開発の進展による前倒し達成があった事から、平成 22 年度に 40 KW/ℓに、平成 23

年度に 60 KW/ℓに、それぞれ引き上げられた。) 

［目標設定の根拠］ 

本開発項目では、SiC 電力変換器の出力パワー密度の向上を開発目標とし、事業開始

段階の目標として、25～30KW/ℓ級の出力パワー密度を設定した。この値は、目標設定

時においてSiパワー素子を利用している電力変換器が有する値の 10倍以上という高い

目標値である。 

この出力パワー密度の目標値の設定に際しては、以下の技術的な条件を考慮した。 

・高温実装技術の適用効果 

前項の高温実装技術(接合温度 200～250℃に対応)の進展予測と、過去の NEDO プロジ

ェクト(「パワーエレクトロニクスインバータ基盤技術開発」2006～2008 年度)における

検討結果から、高温実装技術の導入で 150℃の接合温度を 200℃に向上できれば、出力

パワー密度が 1.2 倍程度向上することが予想された。 

・SiC 変換器の試作実績 

過去の NEDO プロジェクト(「パワーエレクトロニクスインバータ基盤技術開発」2006

～2008 年度)における検討結果から、SiC 素子の低損失性を利用することで約 10KW/ℓ

の出力パワー密度が期待できることが予想された。 

・出力パワー密度のトレンド 

過去の変換器の高出力パワー密度化のトレンド(H.Ohashi 他 IEICE Trans. commun., 

E87-B, 2004)における最先端の研究開発ラインから、2012 年段階での推定値が、25～

30KW/ℓ付近と予想された。 

・SiC パワー素子の高速動作化 

SiC 素子は高速動作が可能であることから、スイッチング周波数を増加させることが
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できる。スイッチング周波数の増加により、フィルタ等の周辺受動部品の削減が可能

となる。スイッチング周波数を約 3 倍に増加することで、周辺部品の体積が 1/3 近く

にまで削減できることが期待された。 

・SiC パワー素子の性能向上 

変換器の試作を行うためには、性能が揃っているとともに、ある程度まとまった数

量が供給される品を利用する必要がある。こうした性能・数量の要求を満たすであろ

う SiC 素子においても、本事業期間中におけるその性能向上が十分に期待できる状況で

あった。仮に、素子損失が NEDO プロジェクト(「パワーエレクトロニクスインバータ

基盤技術開発」2006～2008 年度)の 65％程度にまで低減されれば、冷却体(ヒートシン

ク)体積の半減が期待できると見積もられた。 

以上の状況を勘案し、出力パワー密度の目標値として、25～30KW/ℓが設定された。 

この出力パワー密度の実現に必要な技術開発の課題としては、以下の項目が挙げられ

る。 

・素子温度の選択 

高温実装技術の導入で冷却部品体積の削減が期待されるが、素子温度の上昇は、素

子の損失増加を招く負の側面も持っている。このため、素子温度には最適値があると

考えられるので、その温度の選択を左右する要因を分析するとともに、素子温度の選

択方法を見出す必要があった。 

・高速スイッチング技術 

電力変換器の中で、インダクタやコンデンサといった受動部品の体積も大きい。こ

れら部品の小形化を推進するためには、SiC 素子の高速スイッチング技術を確立する必

要がある。具体的には、スイッチングに伴う過渡振動現象の抑制、誤動作防止、EMI

対策等の技術開発が必要であった。 
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2.事業の計画内容 

2.1 研究開発の内容 

2.1.1 SiC パワーデバイスを用いたデータセンタ用のサーバ電源開発 

2.1.1.1 SiC 接合 FET 及びショットキーバリアダイオードの開発 

表Ⅱ.2.1.1.1-1 に研究開発スケジュールを示し、以下内容について説明する。 

(1) SiC 接合 FET の開発 

SiC 接合 FET をサーバ電源に適用した場合のデバイス特性上の課題摘出に加え、

デバイス大電流化時のプロセス上の課題明確化が目的である。そこで平成 21 年度は、

これまで自社研究で開発を進めてきた従来のトレンチゲート構造を用いて 20A 単一

チップを開発するとともに、比較のため 10A チップ 2 並列デバイスを開発する。特

性目標は、耐圧 600V、オン電圧 1V＠20A(2 並列の場合は 10A/個)、特性オン抵抗

3.5mΩ･cm2である。 

デバイス作製において、従来、接合 FET やダイオードの層間絶縁膜は、活性化ア

ニール後に SiC 基板表面を酸化し、一旦この熱酸化膜を除去し、その後、再度、熱

酸化膜を形成し、上層にプラズマ CVD SiO2膜を積層して形成していた。犠牲酸化や

熱酸化膜の形成には Si プロセス用の酸化装置を用い、ドライ酸化で、酸化温度は装

置の上限である 1100℃としていた。このようにして層間絶縁膜を形成したデバイス

の特性試験を行うと、試験中に耐圧等の逆方向特性が変動する場合があった。1100℃

で形成した熱酸化膜／SiC 界面には、伝導帯から 0.1eV のところで、1013 cm-2 eV-1 以

上の界面準位が存在する。特性変動は、この準位への電荷の出入りの影響と推定さ

れる。比較的低温で形成した熱酸化膜／SiC 界面の界面順位の悪影響は、MOSFET

ではよく知られたことであり、1300℃以上の高温熱酸化によるゲート絶縁膜形成や

熱酸化後のゲート絶縁膜／SiC 界面に対する窒化処理といった対策が講じられてき

た。接合 FET やダイオードの層間絶縁膜においても、デバイスの信頼性を向上させ

るためには、熱酸化膜／SiC 界面の界面準位を MOSFET と同様の手法で低減する必

要がある。このため、SiC 基板に対して 1300℃以上の高温酸化と、酸化後の窒化処

理を施すことの出来る酸化装置を新たに導入し、接合 FET やダイオードの層間絶縁

膜形成に適用する。界面準位を 5×1012 cm-2 eV-1以下まで低減することで、特性変動

を防止する。 

平成 22 年度は、平成 21 年度に開発した 600V/20A 接合 FET を用いて、ブロッキ

ング試験や連続通電試験を実施し、耐量・信頼性の基本データを取得する。また、

ノーマリオフ接合 FET で問題となっている低閾値電圧を改善するため、デバイス構

造およびパッケージ構成を検討する。特性目標は閾値電圧 3.5V 以上である。大電流

化のためチップ面積を大きくするとゲート抵抗が大きくなるため、21 年度に、その

影響を検討し、レイアウトの工夫によるゲート抵抗の低減を実施する。 

平成 23 年度は、40A 接合 FET 向けに、さらなるゲート抵抗低減に向け、レイアウ
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トを改善する。20A/40A 接合 FET を電源検討用に試作する。また、ブロッキング試

験や連続通電試験を実施し、耐量・信頼性と言った信頼性に関するデータを取得し、

Si 同等の信頼性を実証する。接合 FET の開発については、加速資金を導入し 23 年

度に最終目標を達成する。 

平成 24 年度は、開発した接合 FET を多数個試作し、サーバ用回路・電源システ

ム技術の検討用に供給する。 

 

(2) SiC ショットキーバリアダイオードの開発 

これまで自社研究にて、耐圧 600V、電流 10A のショットキーバリアダイオードを

開発済である。平成 21 年度は従来技術を用いて、電流容量 20A のショットキーバリ

アダイオードを開発する。特性目標は、オン電圧 2.0V＠20A である。 

平成 22 年度は、平成 21 年度に開発した 600V/20A ダイオードを用いて、ブロッ

キング試験や連続通電試験を実施し、耐量・信頼性の基本データを取得する。 

平成23年度は、20A/40Aショットキーバリアダイオードを電源検討用に試作する。

また、ブロッキング試験や連続通電試験を実施し、耐量・信頼性の信頼性データを

取得し、Si 同等の信頼性を実証する。ショットキーバリアダイオードの開発につい

ては、加速資金を導入し 23 年度に最終目標を達成する。 

平成 24 年度は、開発したショットキーバリアダイオードを多数個試作し、サーバ

用回路・電源システム技術の検討用に供給する。 

 

 

2.1.1.2 サーバ用回路・電源システム技術の開発 

(1) 高速駆動回路技術 

接合 FET は閾値電圧 Vth が約 1.5V と低く、かつ駆動最大ゲート電圧も 2.5V-3.0V

と低いため、高速なスイッチング動作が得られない、さらにはノイズに対して弱い

などの点が問題である。 

平成 21 年度は、接合 FET を駆動するための回路基礎検討を実施する。600V/40A(接

合 FET デバイスは、10A 素子を 4 並列以上接続で対応)素子を用いて、高速にスイッ

チング可能な、ソース側の配線の接続方式を検討する。目標は、最適化した接続方

式にて、ターンオン時間 100ns 以下、ターンオフ時間 100ns 以下を実現するゲート

駆動回路を構築する。 

平成 22 年度は、21 年度に開発する高速スイッチングゲート駆動回路を用い、

600V/40A(接合 FET デバイスは、20A 素子を 2 並列以上接続で対応)素子を用いて、

スイッチング速度を検証し、スイッチング損失を評価する。 
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(2) サーバ電源システム開発 

平成 21 年度は、サーバ用電源システムで、目標効率 94％以上を達成し、かつ高

信頼な動作を実現するための技術課題を抽出する。接合FETは閾値電圧Vthが約1.5V

と低く、オン時のゲート電圧(2.5V-3.0V)と閾値電圧との差が小さく、反対アームの

dv/dt に対する誤オフ耐量が低いと考えられる。また、オフ時においても、反対アー

ムの dv/dt に対する誤オン耐量が低いと考えられる。平成 21 年度は、閾値電圧

Vth(1.5V)に対する、誤オンや誤オフの dv/dt 耐量を明確化し、オンゲート電圧やオ

フゲート電圧の設計指針を立てる。 

平成 22 年度は、SiC デバイスを適用した電源回路の設計, 試作, 評価検証が目標

であり、21 年度の研究で得られた成果を元に実験用電源回路を作製し、誤動作に対

する信頼性と効率を評価する。また、サーバ用電源の効率評価装置を導入し、PFC

回路部や DC/DC 回路部の各ユニットの効率評価を計測できるように効率評価装置

を立ち上げる。 

平成 23 年度は、20A 接合 FET と 20A ショットキーバリアダイオードを用いて PFC

回路部、DC/DC 回路部を部分試作し、これらの回路の動作確認と最適化調整を行う。

この結果に基づいてサーバ向け電源回路を試作し、平成 22 年度に立ちあげる効率評

価装置を用いて、93％の電源効率を検証する。 

平成 24 年度は、23 年度に開発する 40A 接合 FET と 40A ショットキーバリアダイ

オードを PFC 回路部、DC/DC 回路部に適用して、電力容量が 2 kW 級のサーバ電源

のプロトタイプを試作し、その電力変換効率が 50%負荷で 94 % 以上であることを実

証する。 

表Ⅱ.2.1.1.1-1 研究開発スケジュール 
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2.1.2 SiC パワーデバイスを用いた太陽光発電用パワーコンディショナ技術開発 

本節では、パワーコンディショナ技術開発の年度毎の開発内容を説明する。まず、パ

ワーコンディショナについて説明し、その後 MOSFET について説明する。 

2.1.2.1 パワーコンディショナの開発 

本研究開発項目では、SiC パワー半導体デバイスやそれを用いた機器の特性向上と

適用範囲の拡大のため、SiC パワー半導体デバイスを用いた電力変換器の実証を早期

に実現することが緊急の課題である。 

そのため本事業において、以下の開発を行う。 

①電力容量が数 10kW 級の太陽光発電システム用の電源の高効率化に向けて、高速

スイッチング技術、高キャリア周波数化技術、フィルタの最適化技術、電磁環境適合

化技術などの電力変換技術を開発する。 

以上の技術を開発するために、平成 21 年度から 24 年度の 4 年間に行う実施内容を

以下に示す。また、そのときのスケジュールを図Ⅱ.2.1.2.1-1 に示す。 

【H21 年度】 

太陽光発電用パワーコンディショナの高効率化に向けて、スイッチング損失低減

に大きな効果のある高速スイッチング技術の基礎検討を行う。具体的には高速スイ

ッチング時に発生するサージ電圧抑制のために、低インダクタンス構造を持つ主回

路構造を検討し、実験用プロトタイプを作製する。さらに SiC-MOSFET を高速駆動

するための高速ゲート駆動回路方式を検討し、試作する。これらの試作した主回路、

ゲート駆動回路を用いて、実際に SiC-MOSFET 及びショットキーバリアダイオード

のスイッチング動作試験を実施し、様々なスイッチング特性データを取得する。続

いて得られたスイッチング特性データをもとに、太陽光発電用パワーコンディショ

ナ用の主回路方式の基礎検討を実施する。2 レベル、3 レベルなどの複数の主回路方

式を検討し、それに対し、標準的なフィルタの特性データと上記実験で取得した

SiC-MOSFET のスイッチング特性、静特性から、パワーコンディショナとしての動

作条件における損失をシミュレーションにより計算し、それにより各回路方式の課

題を抽出する。 

また、フィルタの小型化に効果が期待される高キャリア周波数駆動については、

スイッチング時のデッドタイム短縮に向けた検討を行い、デッドタイム 1μsec 以下

を実現する駆動方式を確立する。加えて、フィルタを含まない変換器部単独で、キ

ャリア周波数 50ｋHz での動作を検証する。 

【H22 年度】 

フィルタの最適設計手法開発として、各種のコア材、巻き線形状でのフィルタの

損失特性、周波数特性の精密評価を実施する。続いて、21 年度に実施した主回路方

式による損失推定に、前記評価検討において得られたフィルタの損失データを適用

し、変換器とフィルタを含めた総合損失推定技術の高度化を図る。さらにフィルタ
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を含んだ系での試験を行う。続いて、これらのデータ、知見を統合することにより、

太陽光発電用パワーコンディショナの高効率を実現する主回路方式の最適化設計を

行う。以上の検討結果をもとに、数ｋW 級の太陽光発電用パワーコンディショナのミ

ニモデルを設計、試作する。 

太陽光発電用パワーコンディショナの特性を評価するための評価設備を導入し、

上記ミニモデルの動作試験を実施し、効率評価を行う。これにより、高効率太陽光

発電用パワーコンディショナ実現への課題抽出を実施するとともに、最終目標達成

への技術的な見通しを明らかにする。 

【H23 年度】 

太陽光発電用パワーコンディショナ開発では、H22 年度に試作したミニモデルを

用いた試験結果を元に 30kW 級太陽光発電用パワーコンディショナのプロトタイプ

による目標達成に向けて設計検討を行う。 H22 年度に導入したパワコン評価設備

によりプロトタイプの動作試験を実施し、損失・効率評価を実施する。得られた損

失をベースに H22 年度に検討を行った損失推定技術と組み合わせて、損失を詳細に

解析する。 

【H24 年度】 

太陽光発電用パワーコンディショナ開発では、H23 年度の結果を元に最終目標達

成に向けて三相交流を対象に 30ｋＷ級太陽光発電用パワーコンディショナのプロト

タイプを試作し、定格出力時に 98％以上のシステム効率をもつことを実証する。 

 

2.1.2.2 SiC－MOSFET の開発 

そのため本事業において、SiC-MOSFET として以下の開発を行う。 

①パワーコンディショナの効率改善に必要なパワーデバイスの高性能化を行う。具

体的には、ダイオードに SiC-ショットキーバリアダイオード、スイッチングデバイス

に SiC-MOSFET を選択し、その低オン抵抗化等の高性能化技術を開発する。 

以上の技術を開発するために、平成 21 年度から 24 年度の 4 年間に行う実施内容を

以下に示す。 

【H21 年度】 

パワーコンディショナ開発に必要な SiC-MOSFET、及び SBD を試作、供給するた

めに、平成 21 年度当時として品質が安定している 3 インチ SiC ウェハを用いたプロ

セスを構築する。そのためにイオン注入機の 3 インチステージなどの設備を導入す

る。また、大電流デバイスのオンウェハ評価、連続通電評価などのデバイス評価設

備を導入し、デバイスチップの信頼性基礎評価を含めた評価環境の整備を行う。ま

た、SiC パワーデバイスのデバイス設計高度化の準備をあわせて行なう。 

【H22 年度】 

ゲート酸化膜形成時の窒化プロセスの高度化を図り、低オン抵抗化を進める。さ
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らにこれらのデバイスを変換器試作に供給する。また、SiC パワーデバイスのデバ

イス設計高度化を行なう。デバイスの信頼性の基礎評価も実施する。 

【H23 年度】 

H22 年度に開発した低オン抵抗化構造 MOSFET の技術を用い試作検証 30ｋＷ級パ

ワコンに向けた特性と容量を兼ね備えた MOSFET を実現する。 

【H24 年度】 

H23 年度に開発した低オン抵抗化構造 MOSFET をもとに最終目標である耐圧：

1200 V 以上、電流容量：75A 以上、オン抵抗率：5 mΩ･cm2 以下(室温環境下)を達

成し上記のパワーコンディショナプロトタイプの効率向上に用いる。 

本研究開発項目の開発スケジュールを図Ⅱ.2.1.2.1-1 に示す。平成 21 年度の加速資

金を利用して、デバイスの性能向上に向け 3D シミュレーションソフトウエアを導入

する。本シミュレータを用いることで SiC デバイス加速の前倒しが可能となりパワ

コンの開発を推進することが出来る。 

 

 

  図Ⅱ.2.1.2.1-1 開発スケジュール 
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2.1.3 次世代 SiC パワーデバイス・電力変換器基盤技術開発 

2.1.3.1 電力変換器 SiC スイッチングデバイス基盤技術 

(1)低オン抵抗を有する高速スイッチングデバイス 

スイッチングデバイスには複数のデバイス構造(ＪＦＥＴ，ＭＯＳＦＥＴなど)が提案され

ているが、使いやすさ、制御性の高い MOS 構造への期待が高い。本プロジェクトで

は第一世代の耐圧領域を対象とするので、1200V 程度以下が研究対象領域になる。

この領域は Si パワーエレクトロニクスの市場が非常に大きく、性能面で SiC デバイ

スの低オン抵抗を限界まで小さくすることが求められる。そのために、耐圧、オン

抵抗などのデバイス構造パラメータの最適化を図るシミュレーション手法を駆使す

る。 

ＵＭＯＳ構造を採用することで低オン抵抗特性を引き出すことを目指す。一方、

UMOS 構造は電界集中による耐圧は低くなることが予想され。デバイスシミュレー

ションを駆使し最適構造の検討を行う。また、ＵＭＯＳ構造の作製には新たなプロセ

ス技術も合わせて開発する必要がある。 

 

 

(2) 電力変換用 SiC デバイスのトータル性能の信頼性 

MOS 構造のデバイス特性や信頼性に影響を与える要因の一つは、SiC/SiO2ヘテロ

界面の安定性である。安定性や信頼性は酸化膜の作製手法に依存し、多くの研究成

果が学会等で発表されているが、必ずしも統一的な解釈や見解が出ているわけでな

い。そのため、酸化手法の検討とデバイスの特性や信頼性に関わる界面の評価手法

を駆使した研究を行う。また苛酷な使用や高温環境での使用が想定されるため、電

極・配線のエレクトロマイグレーション寿命、破壊耐量に関する信頼性評価が必要

である。200℃程度の温度環境は Si デバイスでは未踏の領域で高い温度環境にさら

されることや負荷変動に伴う接合温度の変動を冷熱サイクルなどを通じてシミュレ

ーションし、現象の把握や問題解決に繋げて信頼性の確保が重要である。そのため

に信頼性評価設備を整備して系統的評価を試みる研究を行う。 

 

2.1.3.2 高温動作電力変換器設計試作技術 

(1)高温高信頼化基盤技術 

省エネルギー化の推進には、電力変換器の高効率化と並んで、その普及拡大が重

要であることが、素子協調査報告書(「電力使用機器の消費電力量に関する現状と近

未来の動向調査」2009 年 3 月)等で指摘されている。電力変換器の普及拡大の阻害要

因のひとつとして、電力変換器の設備体格が大きく、設置に制約を生じる事が挙げ

られる。すなわち、電力変換器の普及拡大には、小形・軽量化を進める事が重要で

ある。また、小形・軽量化の進展は、部品の小形化や点数削減、輸送コスト削減な
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どを通じた低コスト化にもつながる。 

また、過去の NEDO プロジェクト(「パワーエレクトロニクスインバータ基盤技術

開発」2006～2008 年度)における検討結果のひとつとして、低損失素子の高温動作化

が電力変換器の出力パワー密度(電力変換既出力をその体積で除した小形・軽量化を

示す指標)の向上に有効であるという結果が得られている(図Ⅱ. . .3.2-1)。この図は、

600V 耐圧の SiC-MOSFET を利用した三相インバータ(スイッチング周波数 20kHz)の

場合における SiC 素子の特性オン抵抗 RonS と接合温度(100～200℃)が、冷却体(ヒー

トシンク)のみを考慮に入れた際の出力パワー密度に与える影響を示したものであ

る。この解析結果から、低損失の素子を高い接合温度で利用する事が、電力変換器

の高出力パワー密度化に有効である事が読み取れる。(パワー素子の高温動作化によ

り、素子のオン抵抗増大に伴う素子損失の増加を招くが、冷却体の温度上昇に伴う

外気との熱交換効率の向上効果が現れるため、結果として冷却体の体積は小さくな

る。このため、出力パワー密度が大きくなる。) 

 

 

図Ⅱ.2.1.3.2-1 高温動作化による出力パワー密度の向上 

 

以上に基づき、SiC 素子の接合温度の高温化による電力変換器の高出力パワー密

度化技術が研究開発課題として設定される。 

SiC 素子の接合温度の高温化による電力変換器の高出力パワー密度化技術の研究

開発の線表を示す(図Ⅱ.2.1.3.2-2)。 

パワー素子の高温動作化により、電力変換器の高出力パワー密度化が図られるが、

その達成度はパワー素子の接合温度に影響される。また、パワー素子と共に利用さ
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れる接合材(ハンダ等)、絶縁封止材などの材料の選択、熱応力対策もパワー素子の接

合温度の条件に大きく左右される。従来の Si パワー素子で用いられている接合温度

は、最大でも 150～175℃の温度領域である。SiC パワー素子単体は、Si パワー素子

に比べて、高い接合温度での動作が可能であるが、この性質を利用した電力変換器

を実現するためには、周辺材料も含めた検討が必要である。そこで、本研究開発で

は、以下の検討を行う事とする。 

・実装シミュレーション技術 

200～250℃という高い接合温度で素子を使おうとする場合、構成材料の物性値

や高温時の素子特性の把握が重要である。しかし、この温度領域のデータが不

足している状況である。このため、本技術開発の初期段階においては、高温環

境における材料特性の把握等を進めるとともに、得られたデータに基づいた実

装シミュレーション技術を開発する。これにより、実装時の状況を事前把握す

る事が可能となる。そして、高信頼高温実装技術の確立をめざし、実装シミュ

レーションの活用による構造面での改善を図る。 

・接合の高温信頼性確保 

実装に使われる半導体チップ、接合材、配線金属、基板、樹脂等の各種材料の

長期信頼性を確保する必要があることから、それらの評価(単体評価だけでなく、

組合せ評価を含む)を行い、劣化原因の明確化や劣化機構の解明を進める。そし

て、超寿命化に向けた対策を明らかにする。なお、信頼性向上にあたっては、

前述の実装シミュレーション技術との連携を取りながら進め、最終段階では、

250℃-1000 時間の高温耐久性を持つ実装技術を開発する。 

・電力変換器の統合設計技術 

本技術開発では、電力変換器の高出力パワー密度化を目標にしている。高出力

パワー密度化を達成するための手段としては、パワー半導体の高温動作を可能

とする高温実装技術と高速スイッチング技術が挙げられる。こうした電力変換

器の設計には、種々の設計パラメータ(例えば、素子温度、スイッチング速度、

スイッチング周波数、回路レイアウトなど)を決める必要がある。しかし、各設

計パラメータの間には、トレードオフ関係があるなどするため、電気的、熱的、

機械構造的な設計のバランスをとる必要がある。そこで、本技術開発では、電

気・熱・機械構造の各シミュレーションの併用とそれらに基づく部品配置や配

線方式の改善、高速スイッチングに伴い問題が顕在化してくる EMI やサージ現

象への対策などを進め、設計の高度化を図る。 

以上の検討結果を踏まえ、最終年度において、200～250℃に対応する高温実装技

術を適用した電力変換器の設計・試作を行い、出力パワー密度密度性能として、25

～30KW/ℓの達成を目指す事とする。 
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注 1：出力パワー密度の目標設定は、目標の前倒し達成(平成 22 および 23 年度)に伴う加速

費の投入があったことから、2 度に渡って引き上げられている。 

注 2：平成 23 年度の加速費投入に際しては、新規構造(両面冷却構造)の試作・検証が最終目

標に追加されている。 

注 3：出力パワー密度は基本計画においては W/cm3を用いているため本研究計画線表も同

様に用いたが、本文中では実際の扱うパワーに合わせて KW/ℓを用いた。 

図Ⅱ.2.1.3.2-2 研究計画線表 

 

 

(3)高温実装基盤技術 

現在のパワーモジュールでは、パワー素子の配線にワイヤボンドを利用する事が

一般的である。SiC パワー素子では、Si パワー素子に比べ、耐高温性、高速動作性、

高耐圧性、高電流密度性の点で、有利な物性値を有しているが、高温条件下におい

ても大きな電流密度を維持する要求に対しては、ワイヤボンドによる電流供給限界

や信頼性への懸念が生じる。これに対し、パワー素子両面の電極に基板接合を形成

する両面接合が実現できれば、ワイヤボンディングを排することが可能となり、高

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

高温実
装技術

実装評価

実装シミュレーション

統合設
計技術

高温動作

変換器設計

試作器
による
検証

高温動作変換器の

性能実証

目標

当初目標
25～30W/cm３級

要素モデル試験

25～30W/cm３級

変換器の試作・検証

加速費（22年度）
最終目標引き上げ （目標前倒し達成） 40W/cm３級

加速費（23年度）
変形観測装置導入 設計・評価精度の向上

最終目標再引き上げ （目標前倒し達成） 60W/cm３級

新構造モジュールの
追加

（新規構造の提案）
両面冷却構造モ

ジュールの試作・検証

変換器の
設計条件
明確化

実装シミュレーション
（要素モデル中心）

実装シミュレーション
（最終器に向けた解析）

環境整備

装置準備

設計精度の向上
設計法の整備
（高温動作対応）

試設計 最終設計

実装技術高信頼化
（1000h超への見通し）

実装技術高信頼化
（ 250℃-1000ｈ級）

高温環境のデータ
蓄積（250℃-300ｈ級）

基礎設計
（回路方式等）

予備検証試験 要素モデル試験 試作・検証試験

200～250℃の高温
実装技術への対応

試作器による検証
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温での電流供給に大きな改善が図られるとともに、放熱の点でも有利となる。また、

両面接合構造は、ワイヤのルーピングのための空間も削減される点や、短配線化を

通じたインダクタンスの低減の点でも魅力が大きい。また、ワイヤボンドに限らず、

材料を高温環境で利用する場合には、材料自身の劣化(例えば、酸化や化学的あるい

は冶金学的反応)などの懸念も存在するので、材料面からの信頼性評価も必要である。 

こうした状況から、200～250℃のデバイス温度に対応可能な部品・材料等に対する

試験評価(高温放置試験や熱サイクル試験等による材料評価)を進めるとともに、次世

代型の実装構造として、両面接合方式によるモジュールを目指した開発を行う。 

接合材料に関しては、AuGe 高温はんだの接合特性の評価を行い、劣化機構の解明

を進めた。その結果、W 拡散バリアの導入による劣化抑制を提案し、その効果を確

認した。また、劣化機構の解明を通じ、接合の寿命予測を行う手法を見出す事に成

功し、必要な寿命を確保するための電極の仕様を明確化した。また、CuSn や Au ペ

ーストによる接合形成に関する検討を進め、両面接合方式のモジュール構造の実現

に目途をつけた。(なお、CuSn や Au ペースト等の材料の適用は、近傍への受動素子

の設置や、更なる積層化を可能とするので、パワーモジュールの三次元高密度実装

につなげることが出来る有用な技術である。) 

これらの技術を利用した両面接合方式の構造の実現は、放熱性能向上(チップの両

面からの抜熱が可能)や配線インダクタンスの低減といった効果をもたらす。そこで、

こうした観点から、三次元回路における回路パラメータの抽出を目的に、電磁界解

析シミュレーションを活用した三次元回路技術の開発も進める。 

 

(4)統合設計技術 

設計段階から実装構造の挙動を把握する事ができるよう、高性能な熱／機械のシ

ミュレーション技術の確立を目的として検討を進める。材料単体の熱的／機械的な

物性パラメータの把握、複合部品の実効的物性パラメータの把握、実変形(弾性変形、

塑性変形)観測を通じたシミュレーションの精度向上を図る観点からデータの蓄積

を図る。また、これらの解析技術に基づき、熱応力緩和を考慮した実装構造の提案

を行う。 

また、高速スイッチング時に問題となってくるスイッチングサージの問題につい

て、その発生機構の明確化を行うとともに、回路条件とスイッチング速度の関係か

ら決まるサージ抑制条件を導出した。そして、サージの抑制効果を実験的に確認し

た。これにより、素子の高速スイッチングに伴う問題が解決できるとともに、回路

設計面での指針が示される。 

電力変換器の設計における種々の設計パラメータ(例えば、素子温度、スイッチン

グ速度、スイッチング周波数、回路レイアウトなど)の決定に際しては、設計パラメ

ータ間のトレードオフ関係を考慮に入れた最適化が必要である。そこで、前 NEDO
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プロジェクト(「パワーエレクトロニクスインバータ基盤技術開発」2006～2008 年度)

において開発された統合設計法で利用する設計データベースに接合温度の条件を追

加し、拡張を行った。具体的には、接合温度が異なる場合の素子の挙動をデータベ

ースに取り込み、対応可能な接合温度の条件を拡張する。また、冷却部品の選定に

ついての検討幅を広げるために、冷却系の設計パラメータである冷却風速のデータ

を取り込むための拡充を行う。これにより、高温動作電力変換器の設計パラメータ

の決定を容易に行えるようになる。 
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2.2 研究開発の実施体制 

本研究開発は、NEDO 技術開発機構が、単独ないし複数の原則、本邦の企業、研究組合、

公益法人等の研究機関(原則、本邦の企業等で日本国内に研究開発拠点を有していること。

なお、国外の企業等(大学、研究機関を含む)の特別の研究開発能力、研究施設等の活用ま

たは国際標準獲得の観点から国外企業等との連携が必要な部分を、国外企業等との連携

により実施することができる。)から公募によって研究開発実施者を選定後、共同研究契

約等を締結する研究体を構築し、委託して実施する。H21 年度に採択された機関は技術研

究組合次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構(以下、FUPET)と独立行政法人産業技

術総合開発機構(以下、産総研)である。 

共同研究開発に参加する各研究開発グループの有する研究開発ポテンシャルの最大限

の活用により効率的な研究開発の推進を図る観点から、研究体には NEDO 技術開発機構

が委託先決定後に委嘱する研究開発責任者(プロジェクトリーダ、以下 PL)を置き、その

下に研究者を可能な限り結集して効果的な研究開発を実施する。上記要件の下、本プロ

ジェクトの管理･運営に関しては、技術的な指導・適切な予算の執行・効率化を意識した

研究開発項目の組み換え等に指導力の発揮を期待し、PL 及びサブプロジェクトリーダ(以

下、SPL)を設置した。PL は、独立行政法人 産業技術総合研究所 先進パワーエレクト

ロニクス研究センター長 奥村元氏に、SPL は独立行政法人 産業技術総合研究所 先

進パワーエレクトロニクス研究センター 清水肇氏に委嘱した。H22 年度にスタートした

｢低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト｣との分担を明確にすべく、研

究開発項目①として｢低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト｣を設置し

実質的リーダとして奥村元氏を位置づけると共に、研究開発項目②として｢次世代パワー

エレクトロニクス技術開発(グリーンＩＴプロジェクト)｣を設置し実質的リーダとして清水

肇氏を位置づけた。実施体制の概念を図Ⅱ.2.2-1 に示す。 
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図Ⅱ.2.2-1 平成 24 年度のプロジェクト実施体制 

 

2.3 研究開発の運営管理 

研究開発全体の管理・執行に責任と決定権を有する NEDO 技術開発機構は、経済産業

省及び PL と密接な関係を維持しつつ、プログラムの目的及び目標、並びに本研究開発の

目的及び目標に照らして適切な運営管理を実施する。また、必要に応じて、外部有識者

の意見を運営管理に反映させる。具体的には、年 2 回開催する NEDO 定期ヒアリングほ

か、随時のコミュニケーションを通して運営管理に NEDO の意思を反映させる。 
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3.情勢変化への対応 

H22 年度より、次世代 SiC パワーエレクトロニクスを効果的に開発するために産業の上

流にあたる材料開発に重点を置いた｢低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェ

クト｣を新たにスタートさせた。これにより材料開発からデバイス／モジュール開発をカバ

ーする｢低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト｣と、デバイス／モジュー

ル開発からパワーインバーター／コンディショナー開発をカバーする本プロジェクト｢次

世代パワーエレクトロニクス技術開発(グリーンＩＴプロジェクト)｣の役割分担がより明確に

なりシナジー効果による効率的な技術開発が可能となった。 

一方、情勢変化に対応してより効率的な技術開発を行うために実施体制の変更も積極的

に行ってきた(図Ⅱ.3-1 参照)。H21 年度に委託した産総研は、独立行政法人への委託を見直

す方針と、既にあるつくば集中研への委託を一括管理とすべく H22 年度に FUPET への委託

として一本化した。これにより事務処理の簡素化が図れると共により効率的な分室、集中

研間の情報交換が可能となった。さらに研究開発項目(1)と(2)の技術開発度が成熟した H23

年度にはデータセンタ用サーバ電源の事業化を担う日立製作所が開発項目(1)を共同研究と

して担当し、太陽光発電用パワーコンディショナの事業化を担う三菱電機が開発項目(2)を

共同研究として担当した。両開発項目に共通する高パワー密度のモジュール開発を目的と

した基盤技術は引き続き FUPET が担当した。 

 

 
図Ⅱ.3-1 プロジェクト実施体制の変遷 

NEDO

(1)国分寺分室

(2)伊丹分室

(3)つくば集中研

ＦＵＰＥＴ

委託

NEDO

委託

（再委託・共同実施先は省略）

NEDO

平成２1年度 平成２２年度 平成２３・２４年度

産総研

(3) ＦＵＰＥＴ
研究センター

(2) 三菱電機

(1) 日立製作所
ＦＵＰＥＴ

(1)国分寺分室

(2)伊丹分室

(3)つくば集中研

委託

共同
研究

委託

共同
研究
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NEDO は情勢変化に応じた技術開発マネジメントを常に意識している。技術開発の進展

に対応した予算の追加配分もその一つである。平成 21 年度に加速資金を投入して、研究開

発項目(2)「SiC パワーデバイスを用いた太陽光発電用パワーコンディショナ技術開発」の

事業内容「スイッチング損失低減に大きな効果のある高速スイッチング技術の基礎検討」

において、三次元のデバイスシミュレーターを用いた MOSFET デバイス内の脆弱点の推定、

及び強化のための設計支援を行った。この措置により当初目標よりトータル損失を更に低

減した世界最高の低損失電力変換機器を持つ太陽光発電用パワーコンディショナを実現す

ることが出来た。H22 年度には、SiC パワーFET 高温実装および MOSFET 高度化技術のた

め、及び世界最高パワー密度の大電力インバータ開発用のデバイス信頼性向上開発設備の

ために、それぞれ加速資金を投入した。前者の措置によって当初目標のパワー密度を大幅

に向上させた 40kW/ℓに目処がついた。また後者の対応によって JFET デバイス開発の一年

前倒しが可能となった。H23 年度には次世代 SiC 電力変換器基盤技術開発に係る EMC 問題

を解決するために、ノイズ原因をつきとめて大幅に低減するとともに、微小変形の測定を

試作にフィードバックして設計技術を高度化させることに加速資金を投入し、SiC 電力変

換器の革新的な設計方針を国外に先駆けて具体化し特許出願を行った。以上のように、本

プロジェクトでは各研究開発項目の重要局面においてタイムリーな加速資金投入を実施し

た結果当初計画以上の成果を上げるに至った。 
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Ⅲ．研究開発成果について 

1. 事業全体の成果 

目標に対する成果、目標の達成度を表Ⅲ.1-1 に示す。 

表Ⅲ.1-1 全体成果のまとめ 

目  標 研究開発成果 達成度 

(1)SiC パワーデバイスを用いたデータセンタ用サーバ電源技術開発 

耐圧：600V 以上、電流容量：40A 以上、

オン抵抗率：2.5mΩ･cm2 以下（室温環

境下）の SiC スイッチングデバイスを

開発する。また、電力容量が 2kW 級の

サーバ電源のプロトタイプを試作し、

その電力変換効率が 50％負荷で 94％

以上であることを実証する。 

耐圧：740V、電流容量：40A、オン抵
抗率：2.1mΩ･cm2（室温環境下）の SiC
接合 FET を開発した。 
2kW サーバ電源のプロトタイプを試
作し、50％負荷で 95.10％の電力変換
効率を実証した。 
 

 

達成 

(2)SiC パワーデバイスを用いた太陽光発電用パワーコンディショナ技術開発 

耐圧：1200V 以上、電流容量：75A 以

上、オン抵抗率：5mΩ･cm2以下（室温

環境下）の SiC スイッチングデバイス

を開発する。この SiC スイッチングデ

バイス技術を用いて、太陽光発電用パ

ワーコンディショナ技術を開発して、

電力容量が 30kW 級の太陽光発電用パ

ワーコンディショナのプロトタイプを

試作し、これが定格出力時に 98％以上

のシステム効率をもつことを実証す

る。 

 

低オン抵抗化技術の開発を行い、特性
オン抵抗率 5mΩ･cm2 かつ大面積（有
効面積 5mm□）MOSFET を試作し 75A
通電を実証した。 
30kW 級の太陽光発電用パワーコンデ
ィショナのプロトタイプを試作し定
格運転時の変換効率 98％以上（ピー
ク効率 98.88%）を実証した。 

 

達成 

(3)次世代 SiC パワーデバイス・電力変換器基盤技術開発 

次世代パワーデバイスをデバイス温度

（注１）200～250℃で動作させることを

可能とする高温実装技術を開発する。

また、デバイス温度 250℃という高温

動作デバイス条件を取り入れた高出力

パワー密度変換器の統合設計技術の適

用により、60kW/ℓ 級の出力パワー密

度（注 2）を持つ革新的電力変換器の動

作検証が可能なレベルの要素技術を確

立する。  

 

 

Au-Ge、Zn-Alダイアタッチ、絶縁基
板、Alワイヤボンド及び封止材を開
発。これらで+250℃-3000 時間放置、
-40～+250℃-3000 サイクルを実証し
た。 
Alワイヤボンドのパワーサイクル試
験（⊿Tj=165℃）において、2 万サイク
ル超の高信頼を実証した。 
上記技術を用いた All-SiC パワーモジ
ュールを開発。これを用いた三相イン
バータを試作し、モータ実負荷動作に
て有効性を確認した。同３次試作にお
いて、70kW/ℓ（25kW，0.34ℓ）を実証し
た。 

 

達成 
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注：項番は、基本計画の研究開発項目番号 

 

 

（注１）外部環境温度にデバイス自己発

熱による温度上昇分を加えた温度をデ

バイス温度と定義する。以後に記載さ

れるデバイス温度は全て同定義であ

る。  

 

（注 2）出力パワーを SiC パワーデバイ

ス・周辺回路素子・フィルタ・ヒート

シンクから成る構成体の総体積により

除算したものを出力パワー密度と定義

する。 
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2. 研究開発項目毎の成果 

2.1 SiC パワーデバイスを用いたデータセンタ用サーバ電源技術開発 

本章では SiC パワーデバイスを用いたデータセンタ用サーバ電源技術について各項目

を詳細に説明する。はじめに SiC 接合 FET およびショットキーバリアダイオードについ

て、次にサーバ用回路・電源システム技術の詳細について述べる。 

 

 

2.1.1 SiC 接合 FET およびショットキーバリアダイオードの開発 

本項では、まずサーバ電源搭載に向けた 600V, 40A の大容量 SiC 接合 FET 開発の課

題について述べる。次にこの課題を解決するチャネルプロファイル技術、チップレイア

ウト技術、界面準位低減プロセス構築結果について述べる。開発した技術を適用しオン

抵抗 2.1mΩ･cm2 の実証結果や信頼性評価結果について説明する。続いて SiC ショット

キーバリアダイオードの試作結果について述べる。具体的には、これまで自社で開発し

てきた 10A ダイオードプロセスに、SiC 接合 FET 開発のために構築した大容量向け共通

プロセス技術を適用し、4mm□チップのダイオードを試作した結果について述べる。 

 

 

 

2.1.1.1 600V, 40A, SiC 接合 FET の開発 

SiC 素子を大容量化するためには、チップ面積を大きくすることが最も効果的であ

る。しかしながら SiC 基板には多数の欠陥が含まれており、安易な大面積化はチップ

歩留まりを極端に低下させてしまう。したがって素子構造を工夫して特性オン抵抗(m

Ω･cm2)を低減し、チップ面積増加を最小限に抑える技術が重要となる。接合 FET の特

性オン抵抗を低減するためには、そのチャネル構造を微細化、即ち単位面積当たりに

含まれるユニットセル(接合 FET 一つのチャネル)を縮小することが必須である。ここ

でユニットセルを縮小することは、接合 FET のソース幅(図Ⅲ.2.1.1.1-1 の p+gate 間で

挟まれた距離)を狭くすることである。ソース幅を狭くすると、単位面積当たりの素子

数が増えるため、特性オン抵抗が低減できる。その一方、ソース幅を狭くするため、

微細化した接合 FET の特性はソース幅の加工寸法誤差の影響を受けやすくなる。例え

ばソース幅が設計寸法よりも狭くなると、オン抵抗が増加してしまう。したがってソ

ース幅を狭くした場合においても、特性オン抵抗が増加しないようにチャネル領域の

不純物濃度を高くする必要がある。しかし安易にチャネル領域の不純物濃度を高くす

ると、チャネル領域の一部で高電界が生じ耐圧が低下する懸念もある。このため、微

細チャネル構造を有する接合 FET のオン抵抗低減と耐圧確保が一つ目の課題となる。 
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大容量化のためには、特性オン抵抗を低減できたとしてもある程度のチップサイズ

拡大は避けられない。大面積化した場合の二つ目の課題は、ゲート配線抵抗の低減で

ある。接合 FET はゲートソース間に寄生ダイオードを有するため、2.5V 程度のゲート

電圧を印加するとゲートソース間に順方向のリーク電流が流れる。したがって、大面

積化によってゲート配線抵抗が増加すると、ゲートリーク電流起因による電圧効果が

生じる。接合 FET のオン抵抗はそのゲートソース間電圧に強く依存するため、ゲート

電圧が降下するとオン抵抗が低下してしまう恐れがある。 

三つ目の課題は、接合 FET のしきい値制御である。接合 FET は空乏層幅で制御され

るため、そのしきい値は約 1V であり、一般的な SiMOSFET のしきい値（約 2～6 V）と

比較して低い。回路技術の部分で後述するが、しきい値が低いとインバータ動作時に

誤点弧が発生する、動作マージンが確保できない等の問題が生じるためしきい値の制

御が重要である。 

最後の課題は、Si 素子同等の信頼性の確保である。SiC は様々な結晶欠陥を含むた

め、層間絶縁膜との界面に界面準位が存在する。この界面準位には電荷の出入りがあ

るとされ、接合 FETやダイオードを長時間通電させたときに耐圧低下等の原因となる。

このため Si 素子同等の信頼性(長時間の通電/耐圧状態後も特性変動なし)を確保する

ためには、界面準位を低減するプロセス技術の構築が不可欠である。 

以上説明したように、SiC 接合 FET を大容量化するためには四つの大きな課題があ

る。以下この四つの課題の解決方法を検討し、その効果を説明する。 

 

 

 

 

 

(1) 微細チャネル接合 FET のオン抵抗低減と高耐圧化の両立 

図Ⅲ.2.1.1.1-1 に今回試作した接合 FET の断面概略図を示す。接合 FET の構造は、

これまで自社で開発してきた、トレンチ部に形成した p+gate でドリフト領域を挟み

込んだ縦型トレンチ接合 FET である。本プロジェクトではこの構造をベースに、オ

ン抵抗低減のため局所的にチャネル領域の不純物濃度を高めた急峻局所プロファイ

ルを開発した。これによりチャネル領域のキャリアの伝導度が高められ、ソース幅

を微細化した場合においてもオン抵抗の低減が可能となる。また局所的に不純物濃

度を高めているため、高電界が発生しやすい箇所の電解集中が避けられ耐圧確保が

可能となる。さらに、P+gate とドリフト層の濃度勾配が急峻となるため、チャネル

領域内の静電ポテンシャルが過剰に低下せず、高耐圧化が実現できる。図Ⅲ.2.1.1.1-2

に試作した 40 A 接合 FET のチップ外観を示す。 
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図Ⅲ.2.1.1.1-1 試作した接合 FET の断面概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.1.1.1-2 試作した 40A 接合 FET               図Ⅲ.2.1.1.1-3 耐圧特性 

 

 

図Ⅲ.2.1.1.1-3 に耐圧特性の測定結果を示す。局所的な高電界領域の抑制とチャネ

ル領域の濃度勾配急峻化に効果によって、耐圧を 600V から 740V まで高耐圧化でき

た。なおオン抵抗低減の効果は、急峻局所プロファイルに加え、ゲート配線抵抗の

低減効果も含まれるため、次の項目で説明する。 

 

(2) ゲート配線抵抗の低減 

図Ⅲ.2.1.1.1-4 に従来の 40A 接合 FET と新たに試作したゲートパッド最適配置を実

施したチップレイアウトを示す。自社開発してきた小容量接合 FET はワイヤボンデ

ィングの容易性やゲート配線抵抗値がオン抵抗に与える影響が小さいと判断し、図
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の従来 40A 接合 FET と同様にゲートパッドをチップ端部に配置していた。一方、本

プロジェクトで開発した 40A 接合 FET はチップサイズが大きく、ワイヤリングの観

点からはゲートパッド配置の自由度が増す、また検討の結果、ゲート配線長の遠近

端差が大きくゲート配線抵抗値が大きくなりオン抵抗に与える影響が増加すること

が分かった。そこでゲートパッドの配置をチップ端部からチップ中央へ配置するこ

とで、ゲートパッドから遠端の接合 FET ユニットセルのゲート電極まで距離が短く

なりゲート配線抵抗が低減できる。試算ではゲート抵抗を約 1/4 に低減できる。こ

の結果、ゲートリーク電流起因の電圧降下が少なくなる。またゲートパッドから接

合 FET セルのゲート電極までの遠近端差が少なくなる効果もあり、スイッチング時

に多数のユニットセルが同時にオン及びオフし、スイッチ速度を高速化される効果

も期待できる。 

 

 

(a) チップ端配置          (b) チップ中央配置 

図Ⅲ.2.1.1.1-4 接合 FET のゲートパッド中央配置化 

 

ゲートパッド中央配置化と前述した急峻局所プロファイルを併用することで、特

性オン抵抗を従来の 3.5mΩ･cm2 程度の値から 2.1mΩ･cm2 に低減できることを確認

した。 
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(3) SiC 接合 FET のしきい値制御 

接合 FET のしきい値は約 1V と低いため、インバータ動作時に誤点弧が発生する、

動作マージンが確保できない等の問題が生じる。そこで接合 FET のゲート電極に外

付けダイオードを直列に接続するダイオード型しきい値制御方式を考案した。図

Ⅲ.2.1.1.1-5 に本方式の概略回路図を、図Ⅲ.2.1.1.1-6 にしきい値を制御した効果を示

すしきい値特性を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.1.1.1-5 提案しきい値制御方式   図Ⅲ.2.1.1.1-6 しきい値特性測定結果 

 

図Ⅲ.2.1.1.1-6 に示したように、開発した接合 FET 素子のしきい値は 1V であるの

に対し、ダイオード D1 を直列 4段接続した場合の実効的なしきい値は 3.9Vとなる。

本方式を用いれば、接合 FET のしきい値が低いというデメリットを補うことができ

る可能性がある。なお、この方法は直列接続するダイオードの段数で所望のしきい

値を制御できる利点がある半面、多段にダイオードを接続するため実装面積が増加

するというデメリットもある。このため、サーバ電源への実装方法や接合 FET のゲ

ート駆動電圧設計等に鑑み適用/非適用を選択する必要がある。 

 

(4) SiC 接合 FET の信頼性確保 

SiC は様々な結晶欠陥を含むため、層間絶縁膜との界面に界面準位が存在する。

この界面準位には電荷の出入りがあるとされ、接合 FET やダイオードを長時間通電

させたときに耐圧低下等の原因となる。このため Si 素子同等の信頼性(長時間の通電

/耐圧状態後も特性変動なし)を確保するためには、界面準位を低減するプロセス技

術の構築が不可欠である。そこで SiC/層間絶縁膜の界面準位を低減するためにパッ

シベーション膜形成装置を導入した。 
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図Ⅲ.2.1.1.1-7 Si 面キャパシタによる界面準位の測定結果 

 

本装置を用いれば層間絶縁膜形成後に窒化処理を施すことができる。窒化処理を

施すことで、SiC/層間絶縁膜に存在する界面準位を低減できる。図Ⅲ.2.1.1.1-7 に本

装置を用いて作製した Si 面キャパシタにおける界面準位の測定結果を示す。測定の

結果、界面準位を一桁低減できることが分かった。なお本装置による界面準位低減

効果によって、接合 FET のゲートソース境界側面の界面準位起因のゲートリークも

削減できる。図Ⅲ.2.1.1.1-8 に本装置適用前後のゲートリーク特性を示した。w/o 

SON(Surface Oxynitridation) のサンプルは表面酸窒化を実施しなかったサンプル、

w/ SON は表面酸窒化を施したサンプルである。図から分かるように、ゲートリー

ク電流を約一桁低減できることが明らかになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.1.1.1-8 順方向ゲート電流のゲート電圧依存性 

1010

1011

1012

1013

界
面

準
位

密
度

(/cm2eV)

従来の
ドライ酸化SiO2膜

新装置による
N2O酸化SiO2膜

1桁改善

1.0 1.5 2.0 2.5
10-6

Gate voltage VG (V)

G
a

te
 c

ur
re

n
t I

G
(A

)

10-5

10-4

10-3

10-2

10-1

x 0.09 w/ SON

w/o SON

Ta = 25oC

1.0 1.5 2.0 2.5
10-6

Gate voltage VG (V)

G
a

te
 c

ur
re

n
t I

G
(A

)

10-5

10-4

10-3

10-2

10-1

x 0.09 w/ SON

w/o SON

Ta = 25oC



Ⅲ- 9 

 

以上のように、本装置を用いれば界面準位低減による信頼性確保が可能となる。

そこで接合 FET の高温逆バイアス試験、高温通電試験、負荷短絡試験を実施し、Si

同等の性能が得られるか評価した。評価結果を表Ⅲ.2.1.1.1-1 に示す。表Ⅲ.2.1.1.1-1

の結果から分かるように、導入したパッシベーション膜形成装置を適用して接合

FET を試作することで、Si 素子同等の信頼性確保が可能であることを実証できた。 

 

表Ⅲ.2.1.1.1-1 SiC 接合 FET の信頼性評価結果 

 

 

  

 

 

試験項目 判定 判断基準 評価結果 サンプル数 評価条件
高温逆バイアス ○ 3 ドレイン電圧VDS = + 600V, Ta = 150℃, 300hr

高温ゲート正バイアス ○ 5 ゲート電圧VGS = + 2.5V, Ta = 150℃, 1000hr
高温ゲート負バイアス ○ 5 ゲート電圧VGS = - 2.5V, Ta = 150℃, 1000hr

負荷短絡 ○ 破壊時間 > 20 usec 200 ～700 usec 2 ゲートパルス幅 10～1000us, VG = 3.5 V

長時間経過後の
特性変動の有無

特性変動無し
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2.1.1.2 600V, 40A, SiC ショットキーバリアダイオードの開発 

次にサーバ電源用に開発した 600V, 40A SiC ショットキーバリアダイオードについ

て説明する。今回試作したダイオードについては、これまで自社で開発してきた 10A

ショットキーバリアダイオード技術をベースにしている。図Ⅲ.2.1.1.2-1 にショットキ

ーバリアダイオードの概略構造図を示す。SiC 基板上にエピ層を形成し、ストライプ

状に p+領域を形成するジャンクションバリア型ショットキーバリアダイオードであ

る。サーバ電源向けに 40A の大容量ダイオードを開発するにあたり、大容量接合 FET

開発のために構築した共通プロセス技術を 40A ショットキーバリアダイオードにも適

用した。図Ⅲ.2.1.1.2-2 に試作した 600V 40A ダイオードのチップ外観を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.1.1.2-1 ショットキーバリアダイオードの概略構造図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.1.1.2-2 試作した 600V 40A ショットキーバリアダイオード 
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図Ⅲ.2.1.1.2-3 に試作した 40A ショットキーバリアダイオードの順方向電流電圧特

性を示す。測定の結果、オン電圧 VF = 1.5 V@IF = 40A であり、目標オン電圧 2.0V 以

下を実証できた。また耐圧特性を図Ⅲ.2.1.1.2-4 に示す。得られた耐圧は目標耐圧 600 V

を超える 950 V であり、サーバ電源搭載に十分なオン電圧と耐圧を確保できることが

実証できた。また接合 FET と同様に信頼性試験を実施した。表Ⅲ.2.1.1.2-1 に評価結果

を示す。この表から分かるように、本プロジェクトで構築した高信頼性プロセス技術

を用いることで、Si 同等の信頼性を確保することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.1.1.2-3 順方向電流電圧特性 ( Ta = 25℃) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.1.1.2-4 耐圧測定結果 (Ta = 25℃) 

 

 

表Ⅲ.2.1.1.2-1 ショットキーバリアダイオードの信頼性評価結果 

 

 

 

VF=1.5V＠IF=40A

950 V

試験項目 判定 判断基準 評価結果 サンプル数 評価条件
高温逆バイアス ○ 5 ドレイン電圧VAK = + 600V, Ta = 150℃, 1000hr
高温順方向通電 ○ 2 DC 40A, Ta = 150℃, 1000hr

IFSMサージ ○ 定格以上の電流耐量 定格の9倍 1 周期 50Hz(10ms)パルス印加

長時間経過後の
特性変動の有無

特性変動無し
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2.1.1.3 加速資金による研究成果前倒しの効果 

本プロジェクトは、SiC デバイス開発を H24 年度に完了する予定であった。一方で

米国の Semisouth 社やドイツのインフィニオン社らが H23 年度に接合 FET やショット

キーバリアダイオードの製品化をアナウンスし始めたため、本プロジェクトにおいて

も SiC 素子開発を加速する必要があると判断し、そのためのプロセス装置を導入した。 

本装置の導入により、SiC 素子開発を H23 年度に完了することができた。表Ⅲ.2.1.1.3-1

に当初の SiC 素子開発と加速資金導入による研究成果前倒しの結果を示した。 

 

 

 

 

表Ⅲ.2.1.1.3-1 加速資金導入による SiC 素子開発前倒しの効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加速資金導入

年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度
600V 接合FET 4月　　　　　　　　　　 3月 4月　　　　　　　　　　 3月 4月　　　　　　　　　　 3月 4月　　　　　　　　　　 3月
　　　開発目標

電流容量(A) 10 A 2並列 20 A 20 A 40 A
オン抵抗率(mΩ・cm2) ≦3.5 ≦3.5 ≦2.5 ≦2.5

信頼性試験 Si同等性能

　　　開発実績

試作チップ

電流容量(A) 10 A 2並列 20 A 40 A
オン抵抗率(mΩ・cm2) 3.3 2.5 2.1

信頼性試験 ━ Si同等性能確認 追加項目確認

600V ショットキーダイオード
　　　開発目標

電流容量(A) 20 40 40 40
オン電圧(V) 2.0 2.0 2.0 2.0
信頼性試験 Si同等性能

　　　開発実績

試作チップ

電流容量(A) 20 40
オン電圧(V) 1.6V@20A 1.5V@40A
信頼性試験 ━ Si同等性能確認 追加項目確認
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2.1.2 サーバ用回路・電源システム技術の開発 

本項では、開発した SiC 接合 FET 及びショットキーバリアダイオードを用いた高効率

サーバ用電源回路向けの高速駆動回路技術と電源システム技術の詳細を説明する。はじ

めに高速駆動回路技術であるスピードアップコンデンサ併用ソース端子分割方式とそ

の実証結果を説明する。次に、開発した SiC 接合 FET と高速駆動回路技術をサーバ電源

に適用する際の設計項目、即ち接合 FET の要求仕様と駆動速度高速化のためのゲート電

圧設計結果について説明する。また今回の試作電源に搭載した動作マージン補償回路に

ついて説明する。さらに、電源効率を評価するための測定系と高効率化に関する対策案

について記載する。最後に、2kW プロトタイプ電源の効率評価結果について述べる。 

 

 

 

 

2.1.2.1 高速駆動回路技術 

前章でも述べた通り、開発した SiC 接合 FET 特性オン抵抗は 2.5mΩ･cm2以下と小さ

いものの、しきい値が約 1 V と接合 FET オン時のゲート電圧 VGS(～2.5 V)との差が小

さい。さらに、チャネルオン抵抗 RDS(on)のゲート電圧依存性も大きく、ゲートソー

ス間電圧 VGS がスイッチング動作時に発生するノイズの影響を受けると、そのオン抵

抗が変動し電源回路の損失増加の要因ともなり得る。そこで、SiC 接合 FET を従来の

パワースイッチ素子の駆動方式を流用して駆動した場合において、スイッチングノイ

ズが発生するメカニズムを解析し、そのノイズを抑えてスイッチング時間を高速化す

る方法を検討した。 

 

 

 

 

 

(1) SiC 接合 FET の駆動方法の課題 

図Ⅲ.2.1.2.1-1 は SiC 接合 FET を一般的なパワースイッチ素子の駆動方法を用いて

スイッチングさせた場合の動作波形を示している。同左図に示すように、ゲートド

ライバ回路(Gate Driver)はソース端子 S の電位を基準に所望のゲート電位 VGを出力

する。ゲート端子 G の電位の立ち上がり立ち下がりは、ゲートドライバの出力電流

や外付けゲート抵抗 RG、スイッチ素子の入力容量等に依存する。したがって、ゲー

ト駆動時間を高速化するには、ゲート端子に発生するノイズを抑えつつ、ゲート抵

抗を低く設定することが通常の Si 素子では効果的である。なお、例えばスイッチ素
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子をディスクリートパッケージに実装する際には、図に示すような寄生インダクタ

ンス LSが生じる。この寄生インダクタンスによってサージ電圧 VLが発生するが、通

常の Si 素子ではゲート電圧 VGが高く(例えば 15 V 程度)設定できるため、そのサー

ジ電圧 VLを差し引いても、実効的なゲートソース電圧 VGSを十分に確保できる。一

方 SiC 接合 FET はゲートソース間に順方向寄生ダイオードが存在するため、ゲート

電位 VGは最大 3 V が設定上限値である。この理由は、3V 以上の高いゲート電位 VG

を印加すると、接合 FET の寄生ダイオードが完全にオンするため、1 A 以上のゲー

トリーク電流が流れてしまう。その結果、電源回路の損失を増加させてしまうため

である。このためソース端子 S に接続される寄生インダクタンス LSが存在すると、

同右図の波形のようにサージ電圧 VLが発生し、実効的なゲートソース間電圧 VGSが

低下する。特に SiC 接合 FET に場合は、この影響が大きい。また SiC 接合 FET はそ

の構造上入力容量 Ciss が大きく、ゲート電圧 VGSを完全にオン電圧に遷移するため

に必要なゲート電荷 Qg も大きいので、スイッチング速度を高速化することが難しい。

以上のように、一般的なスイッチ素子の駆動方式を流用して SiC 接合 FET を駆動す

る場合には、(i) ソース端子 S の寄生インダクタンス LSを低減する、(ii) SiC 接合 FET

の入力容量 Ciss を高速充放電する、以上の 2 点が高速駆動のポイントである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.1.2.1-1 従来駆動方法を用いて SiC 接合 FET を駆動した時のスイッチング波形 

 

 

(2) スピードアップコンデンサ併用ソース端子分割方式 

前述の二つの課題を解決するために、スピードアップコンデンサ併用ソース端子

分割方式を考案した。図Ⅲ.2.1.2.1-2、図Ⅲ.2.1.2.1-3 にその方法と効果の概略を示す。

説明の簡単化のために、まずソース端子分割方式について図Ⅲ.2.1.2.1-2 を用いて説

明する。ソース端子分割方式は、同左図に示すようにソース端子 S を S1 と S2 に分
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割し、ソース端子 S1 を主回路電流 IDが流れる接地側へ接続し、ソース端子 S2 を主

回路電流 IDが流れないゲートドライバ回路のソース電位側へ接続する。ゲートドラ

イバ側には主回路電流 IDが流れないので、寄生インダクタンス LS2に起因するサージ

電圧 vLは非常に小さい。このため同右図の波形に示したように、サージ電圧が小さ

いため SiC 接合 FET を高速駆動するために必要な実効的なゲートソース電圧 VGSが

十分に確保できる。言い換えれば、スイッチ時間 tr’を短くできる。次に提案したソ

ース端子分割方式に、さらなる高速化のためのスピードアップコンデンサを併用し

た方式について説明する。図Ⅲ.2.1.2.1-3 にその概略を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.1.2.1-2 ソース端子分割方式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.1.2.1-3 スピードアップコンデンサ併用ソース端子分割方式 

 

今回提案する併用方式は同左図に示したように、スピードアップコンデンサ CSP

を外付けゲート抵抗 RGと並列接続する方式である。スピードアップコンデンサ CSP
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の役割はゲート抵抗RGを介してSiC接合 FETに入力されるゲートドライバの出力電

流を補うように、コンデンサ CSPに蓄積した電荷を接合 FET の入出力容量 Ciss に高

速充電することが可能となる。コンデンサ CSPに蓄積された電荷を接合 FET のゲー

ト電荷 Qg の充放電に利用することができるため、入出力容量 Ciss の高速充放電が

可能となる。したがって、同右図のスイッチ波形に示したように、所謂テラス電位

期間が短縮され、スイッチ時間 tr’’が、ソース端子分割方式だけを用いた場合よりも

さらに短縮できる。 

なお提案したスピードアップコンデンサ併用ソース端子分割方式は、ソース端子

を物理的に分割するため一般的なディスクリートパッケージである TO-247 や

TO-220 を用いて SiC 接合 FET を実装することはできない。そのため本方式の駆動

方式を実現するために、4 ピンのパッケージを新たに試作した。図Ⅲ.2.1.2.1-4 にそ

の外観を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.1.2.1-4 試作した 4pin 対応パッケージに実装した 40A  SiC 接合 FET と 

40A  SiC ショットキーバリアダイオード 

 

試作したパッケージの端子配置は、左からゲート G、ドレイン D、ソース S、セン

ス Se である。ソース端子 S は主回路電流 IDが流れる接地側へ接続し、センス端子

Seはスイッチング電流 IDが流れないゲートドライバ側へ接続する。またSiC接合FET

と各端子は 125 m のアルミワイヤを超音波接合して接続した。なお同図に示した

パッケージは DCDC 回路用であり、還流用ダイオードである SiC ショットキーバリ

アダイオード SBD を集積実装した例である。以上のようなパッケージを利用して提

案回路方式の実証実験を実施した。 
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(3) スイッチング速度の実証実験 

図Ⅲ.2.1.2.1-5 に従来のソース端子共通方式(Common source terminal)とソース端子

分割方式(Separated source terminal)を用いた場合のスイッチング波形を示す。なお

スイッチング回路は誘導負荷と、下アームのスイッチ素子と還流ダイオードから構

成した単発スイッチング回路である。主回路電圧 VDSは 300V、電流は 40 A の条件

でスイッチングさせた。また両方式ともにスピードアップコンデンサ CSP 100 nF、

外付けゲート抵抗 RG 100Ωを SiC 接合 FET のゲート電極にそれぞれ接続している。

スイッチング時間 ton、toff はそれぞれスイッチング電流の立ち上がり 10%～90%、お

よび立下り 90%～10%をプローブして算出した。 

図から分かるように、ソース端子共通方式のスイッチング時間は ton 73.4 ns、toff 

39.5 ns、ターンオン損失は 1.8 mJ/pulse、ターンオフ損失は 0.97 mJ/pulse であっ

た。一方、提案したソース端子分割方式のスイッチング時間は ton 48.4 ns、toff 35.3 

ns、ターンオン損失は 0.76 mJ/pulse、ターンオフ損失は 0.91 mJ/pulse であった。

この結果から、提案方式のソース端子分割方式を用いれば、駆動速度高速化とスイ

ッチング損失低減の両立の効果を得られることが分かった。またターンオン側のゲ

ートソース電圧 VGSのスイッチング波形をみると、VGSの立ち上がりの高速化が見て

取れる一方、ターンオフ側の VGS の立下りはさほど違いが見られない。このため、

ターンオンとターンオフにおいてスイッチング時間高速化の効果に差が生じたと考

えられる。 

 

 

 

図Ⅲ.2.1.2.1-5 スイッチング速度の測定結果 
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図Ⅲ.2.1.2.1-6 は、スピードアップコンデンサ併用ソース端子分割方式を用いた場

合の、ターンオン時のスイッチング時間 tr とターンオン損失 Eon のスピードアップ

コンデンサ容量値 CSP 依存性である。パラメータは外付けゲート抵抗 RG 値である。

容量値 1 nF においてゲート抵抗 RGを小さくすると、スイッチング時間 tr およびス

イッチング損失 Eon が低減することがわかる。これはコンデンサ容量値が比較的小

さく、スイッチング速度がゲート抵抗 RGの値に依存しているためと考えられる。ま

た、ゲート抵抗 RGが 4.7Ωと小さい場合は、スイッチング速度 tr は容量値 CSPにあ

まり依存しない。ゲート抵抗 RG が小さいと、CSP の容量カップリング効果が小さく

なるためである。なおゲート抵抗 RGが小さいと、スイッチングノイズが大きくなり

動作が不安定になるため、ゲート抵抗 RGはスイッチング損失が増加しない範囲で大

きくすることが望ましい。そこで今回は図Ⅲ.2.1.2.1-6 の結果から、ゲート抵抗 RG 100

Ω、スピードアップコンデンサ値 CSP100 nF と設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.1.2.1-6 ターンオン時間 tr とターンオン損失 Eon の CSP依存性 

（VDS = 300 V, ID = 40 A, Ta = RT） 

 

なお表Ⅲ.2.1.2.1-1 に本方式による高速化の経過を示した。平成 21 年度にソース端

子分割方式を考案し、スイッチ速度高速化とゲート電圧跳ね上がりによる誤点弧防

止の効果を確認した。初年度は 10 A 接合 FET を 7 並列、100 ns のスイッチング速

度であったが、回路定数最適化や集積パッケージ開発の結果、最終的には 50 ns 以

下のスイッチング速度が得られた。目標を大きく上回る高速化の結果、PFC 部の回

路簡素化に寄与し損失低減に貢献できた。 

 

表Ⅲ.2.1.2.1-1 スイッチング高速化の経過 
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ソース端子分割方式を適用
年度 目標 H21 H22 H23 H24

ターンオン速度 (ns) < 100 86 55 48 ━
ターンオフ速度 (ns) < 100 51 55 35 ━

ターンオン損失(mJ/pulse) 0.87 0.38 0.76
ターンオフ損失(mJ/pulse) 3.64 1.53 0.91

評価条件
接合FET容量 (A) 40 10 40 40 ━

並列度 1 7 1 1 ━
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2.1.2.2 サーバ電源システム開発 

本段落では、開発した SiC 接合 FET と高速駆動回路技術をサーバ電源に適用する際

の設計項目、即ち接合 FET の要求仕様と駆動速度高速化のためのゲート電圧設計結果

について説明する。また今回の試作電源に搭載した動作マージン補償回路について説

明する。さらに、電源効率を評価するための測定系と高効率化に関する様々な対策案

について記載する。最後に、2kW プロトタイプ電源の効率評価結果について述べる。 

 

(1) サーバ電源回路システム 

はじめにサーバ電源の概要を説明する。図Ⅲ.2.1.2.2-1 は、サーバ電源のブロック

図を示している。サーバ電源(Server power supply)の役割は、入力電源 AC 200 V を

負荷である DC 12V 175A (2kW)に変換して CPU ボード(Blade)に供給することである。

その構成は、ノイズ除去用のラインフィルタ、AC/DC 変換用の整流ダイオード回路、

DC 200V を 360V に変換する力率改善回路 PFC、DC 360V を AC 360 V に変換する

インバータ回路、AC360 V を AC 12V に降圧するトランス Transformer、及び降圧さ

れた AC 電圧を DC 変換する整流回路から構成される。一般的なサーバ電源では、

PFC 回路とインバータ回路にシリコン MOSFET 素子が適用されている。SiC 素子を

適用する場合は、図Ⅲ.2.1.2.2-2 に示したように PFC 回路とインバータ回路において

ハッチングされた素子が好適である。PFC 回路においては主スイッチとチョッパー

ダイオード、インバータ回路においては主スイッチと還流用のダイオードがその候

補である。 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.1.2.2-1 サーバ電源ブロック図 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.1.2.2-2 力率改善回路 PFC とインバータ回路 DCDC 
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これらの素子に開発した SiC 素子を適用するにあたり、現状のサーバ電源に搭載

されているパワー素子の特性値を列記し、素子要求特性を表Ⅲ.2.1.2.2-1 に抽出した。

なお、SiC ショットキーバリアダイオードはスイッチ素子と定格電流を合わせるこ

と、オン電圧が Si ダイオードと比較して低いことが重要優先項目である。サーバ電

源搭載に関しては、上記二つの項目を満たす SiC ショットキーバリアダイオードが

デバイス開発にて完了しているため、本段落ではこれ以降 SiC 接合 FET に関する設

計検討結果について述べる。 

 

表Ⅲ.2.1.2.2-1 サーバ電源に搭載されるパワー素子特性値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スイッチ素子の要求仕様を表Ⅲ.2.1.2.2-1 に示した。要求仕様の根拠はⅡ章で記載

した通りであるが、サーバ電源に従来搭載されていた SiMOS 素子特性をベースに、

損失削減効果の高い項目である特性オン抵抗は 2.5 mΩ･cm2以下(オン抵抗：～30 m

Ω)、スイッチング時間 ton、toff は Si 素子比 1/2、電流容量や信頼性等は Si 素子同

等とした。PFC 用途向けのダイオードについても同様に、導通損失低減のためオン

電圧< 2.0 V@IF = 10A、電流容量や信頼性等は Si 素子同等とした。なお表には本プ

ロジェクトで開発した SiC 接合 FET と SiC ショットキーバリアダイオードの特性値

を他社のデバイス特性と併記した。 

 

スイッチ素子（ノーマリオフ型） Si SJMOS 要求仕様 SiC MOSFET
機関 C社 ━ 本PJ Semisouth*6 Cree*7

量産時期(予定含) 量産済 ━ T.B.D '10 '10
耐圧BVDSS (V) 600 > 600 600 1200 1200

抵抗率 (mΩ・cm2) 不明 < 2.5 2.1 97.1 141.2

ダイサイズ (mm2) 不明 ━ 4.4 x 4.4 4.9 x 2.2 4.1 x 4.1

オン抵抗 RDS
*1(mΩ) 68 ～ 30 25 50 80

電流容量(A) 40 ～ 40 40 30 33
ton, toff(ns) 120, 200 < 60, <100 48, 35

しきい値VGS(th)
*2(V) 4 Si同等 1 1 2.5

ゲート順方向電流IGFWD 
*3(mA)  ～ 20 480 ━

ゲート電圧 VGSS 
*4(V) -5/+20

素子動作温度max (℃) > 200

容量特性 Ciss/Coss/Crss *5(pF) 3900/9200/280 6650/499/449 1420/206/194 2000/236/22

信頼性 ━ Si同等
酸化膜信頼性課題
しきい値変動 > 1 V

ゲート駆動回路 ━ 既存駆動回路流用 既存駆動回路流用

*0 JFET/MOSはカタログ値。RohmはId-VdグラフからID=20A, VGS=20Vの値を読み取り *3 IG@VGS=3 V, Ta = 25℃

*1 JFETはVG=3.0 V, VDS=1V, Ta = 25℃条件のID値を記載。MOSは文献値を抜粋 *4 JFETは推奨値

*2 JFETはVGS@ID = 1mA/cm2. Ta = 25℃, MOSはVDS =10V, ID = 1mA,文献値を抜粋 *7 Cree CMF20120Dデータシートを抜粋

*5 JFET VDS = 100V, VGS = 0V, f = 1MHz

*6 Semisouth はSJEC120R050データシート値抜粋

ダイオード（PFC用途） Si PiND 要求仕様
機関 D社 ━ 本PJ E社

量産時期(予定含) 量産済 ━ T.B.D 10
耐圧BVDSS (V) 600 > 600 600 1200

オン電圧@IF = 10A (V) 3.2 < 2.0 1.1 1.3
電流容量(A) 10 ～40 40 50

ダイサイズ (mm2) 不明 ━ 4.0 x 4.0 4.0 x 8.2
trr(ns) 30 < 30 ━

素子動作温度max (℃) 150
信頼性 ━

Si同等
> 200
Si同等

SiC JFET

SiC SBD

大電流駆動回路が必要

━

±30 
150

Si同等

(-15/+3)
> 200
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(2) SiC 接合 FET 高速駆動のための駆動電圧設計 

本段落では、前述した SiC 接合 FET をサーバ電源に搭載する際の課題と対策につ

いて検討結果を述べる。前述したように SiC 接合 FET はしきい値が約 1V 程度と低

くゲート駆動電圧の変動によりその特性が大きく左右される。本研究ではこれを解

決するために前述したスピードアップコンデンサ併用ソース端子分割方式を提案し

た。サーバ電源に SiC 接合 FET を搭載するに当たっては、スイッチ速度の高速化、

スイッチ素子の導通損失の低減が必要であり、このため上記提案方式は必須である。

上記提案方式の重要設計項目はゲート駆動電圧である。オン電圧を高く設定すると、

導通損失は低減できるが接合 FET の順方向ゲート電流が急激に増加するため、かえ

って損失を増加させてしまう恐れがある。また、オフ電圧を深く(負方向に高く)設定

すると、インバータ回路における誤点弧防止及び高速駆動に効果がある一方、過渡

的なノイズが発生し、接合 FET のゲート電極に過剰に深い電圧が印加され、接合 FET

を破壊する恐れがある。そこで、接合 FET のゲート駆動(オン・オフ)電圧を以下の

検討をもとに設計した。オン電圧は、接合 FET のオン抵抗低減による損失削減効果

と、ゲート電流によるゲート損失増加の影響を両方考慮して、電源回路の損失が最

小になるようなゲートオン電圧とした。(図Ⅲ.2.1.2.2-3) オフ電圧は、上下アームに

SiC 接合 FET を配置した単発スイッチング試験回路(図Ⅲ.2.1.2.2-4)を構築し、ゲート

抵抗 RG を変更してスイッチング速度とゲート電圧ノイズ波形を観測し、開発した

SiC接合FETのゲートソース間逆方向耐圧内(-15 V程度)に抑えられる電圧値とした。

以下、ゲートオン電圧の検討結果について説明する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.1.2.2-3 PFC 回路とインバータ回路における損失のゲート電圧依存性(試算) 
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図Ⅲ.2.1.2.2-3 は、ゲートオン電圧の検討結果である。横軸はゲート電圧 VGS、縦

軸は損失である。図から分かるようにゲート電圧 VGS を高くすると導通損失は減少

する。しかしながらゲート電圧を高くするとゲート電流起因のゲート損失は増加す

る。このため導通損失とゲート損失の和は下に凸の形となる。この計算値から、ゲ

ート電圧 VGSの設計中心は 2.3 V とし、最小は 2.1 V、最大 2.5 V と設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.1.2.2-4 単発スイッチング試験回路 

 

  

 

 

 

 

 

(3) インバータ回路における動作マージン補償回路 

次にインバータ回路に SiC 接合 FET を適用する際の動作マージンに関する課題に

ついて検討した。図Ⅲ.2.1.2.2-5 に動作マージン補償回路の配置図を、図Ⅲ.2.1.2.2-6

にその動作原理を示した。一般的にインバータ回路は、上下アームスイッチが同時

にオンしないようにデッドタイムが設けられている。また SiMOSFET はしきい値電

圧が比較的高い。このため図Ⅲ.2.1.2.2-6 の SiMOSFET の場合のように上アームスイ

ッチ(A)と下アームスイッチ(B)のゲートソース電圧 VGS が、オンオフの境界領域に

ある場合でも誤オンする恐れはない。しかしながら SiC 接合 FET はしきい値が 1V

程度と低いため、図Ⅲ.2.1.2.2-6 の SiC JFET の場合に示したようにデッドタイム期

間に上アームスイッチ(A)が誤オンする恐れがある。そこでこのような誤オン動作が

生じないよう、(i)ターンオフ動作を高速化する、(ii)ゲートオフ電圧レベルを適切に
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制御し、ターンオンタイミングを調整する、以上の 2 項目を満たすようなマージン

補償回路をインバータ回路に組み込んだ。これにより SiC 接合 FET を用いた場合に

おいても誤オン動作せず確実にデッドタイムを確保することが可能となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.1.2.2-5 動作マージン補償回路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.1.2.2-6 動作マージン補償回路の動作原理 

 

既存
駆動回路

インバータ
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SiC JFET
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動作ﾏｰｼﾞﾝ
補償回路

既存
駆動回路

SiC JFET

SiC JFET

PFC

Cap.
VGS (A)

VGS (B)

従来のスイッチング動作

デッドタイム確保回路適用時のスイッチング動作

ON          ON          →→ OFFOFFA

B OFF         OFF         →→ ONON

ON          ON          →→ OFFOFFA

B OFF      OFF      →→ ONON

Vth

Vthが低く、デッドタイムの確保が困難

Vth

・オフを高速化
・負電圧駆動し、オンタイミングを制御する

ことによりデッドタイムの確保を実現

デッドタイム中の誤オンなし

ON          ON          →→ OFFOFFA

B OFF         OFF         →→ ONON

Vth
0V 0V

Si-MOSFETの場合 SiC-JFETの場合

0V

デッドタイム中の誤オンなし デッドタイム中の誤オンあり
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(4) サーバ電源効率評価システム及びサーバ電源の変換効率改善の検討 

本段落では、これまで提案した回路や設計定数を適用して試作したサーバ電源の

評価システム構築と電源効率改善の検討結果について述べる。提案方式を用いるこ

とで負荷率 50%での電源効率を 95.10%まで改善することが実証できた。 

図Ⅲ.2.1.2.2-7 に構築したサーバ電源評価システムを示す。入力用の 230 V AC 電

源と測定対象物であるサーバ電源、サーバ電源の負荷として電子負荷を利用し、変

換効率は電力メータを用いて評価するものである。また図Ⅲ.2.1.2.2-8 に試作したサ

ーバ電源の外観を示した。図ではインバータ回路 DCDC に SiC 接合 FET を搭載した

例を示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.1.2.2-7 サーバ電源の電源効率評価系  図Ⅲ.2.1.2.2-8 試作したサーバ電源        

                      

 

今回試作した電源に搭載されている主な技術は下記の通りである。 

 

・ スピードアップコンデンサ併用ソース端子分割方式 

－スピードアップコンデンサとゲート抵抗の最適化 

－損失削減と高速駆動時間両立するゲートオンオフ電圧設計 

・ 動作マージン補償回路 

・ 接合 FET とショットキーバリアダイオードの集積パッケージ技術 

 

また、高効率化の追加検討を実施し、SiC 接合 FET のゲートパッド最適配置、プロ

セス改善によるゲートリーク電流削減、主回路電源電圧や接合 FET の駆動電圧の最

適化、スイッチング高速化に伴う不要回路削除等を実施した。以上のような施策を

盛り込み、電源効率を評価した。 

 

電子負荷

入力
AC電源

効率測定用
電力メータ

Sever power 
supply

SiC JFET

DCDC, 2次側回路
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開発した技術を適用し、負荷率 50%において効率 95.10% (2kW 電源)を達成した。

また、負荷率 50%以下では、従来の Si-MOSFET を用いた機種よりも 2%の効率向上を

実現した。低負荷率での効率向上もサーバ電源にとって重要である。大規模データ

センタでは、負荷が小さい時間帯は、複数の電源のうち、一部を止めることにより、

効率の低い低負荷率での電源稼働を避ける制御も実施されているが、低負荷率にお

ける個々の電源の効率向上も強く求められている。 
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2.1.3 まとめ 

本項では、開発した SiC 接合 FET 及びショットキーバリアダイオードを用いた高効率

サーバ用電源回路向けの高速駆動回路技術と電源システム技術の成果について評価す

る。 

 

(1) 目標の達成度 

はじめに、目標の達成度について述べる。表Ⅲ.2.1.3-1 に開発した SiC 接合 FET と

競合他社技術の比較を示す。本プロジェクトにて開発したノーマリオフ接合 FET のオ

ン抵抗は、Semisouth 社や Infineon 社と比較しても低く、世界 No.1 のオン抵抗(<30 m

Ω)を達成できた。また製品化済みの SiCMOSFET の特性オン抵抗、電流容量よりも優

れた性能を有する点、Si 素子同等の信頼性を有する点に鑑みれば、本プロジェクトで

開発した SiC 接合 FET 素子は、その開発当初の目標である、耐圧 600 V、電流容量 40 

A、特性オン抵抗 2.5mΩ･cm2以下、実質寿命 10 年を有する信頼性試験の実施、を大

きく上回ることができたと言える。 

 

表Ⅲ.2.1.3-1 開発した SiC 接合 FET と競合他社技術の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次にサーバ電源回路向け技術の成果について述べる。前項で述べたように本プロジ

ェクトでは、高速駆動回路技術として、スピードアップ併用ソース端子分割方式を提

案した。考案した回路技術を用いてスイッチング速度 100 ns 以下を実証し、その後

の回路定数最適化等によりターンオン速度 48 ns、ターンオフ速度 35 ns を実証した。

図Ⅲ.2.1.3-1 に開発したサーバ電源と、Si 素子を用いた従来電源の変換効率をプロッ

トした。開発した回路技術を適用し 2012 年 3 月には変換効率 93.01%を得た。また当

初目標であった 100 ns を上回るスイッチング高速化の結果、PFC 回路部等の回路簡

素化が可能となった。また主回路電源電圧最適化や、効率測定点の見直し等を実施し

た結果、最終的な変換効率は 95.10%(2kW 電源、負荷率 50%)となった。当初目標であっ

た変換効率 94%を約 1%上回ることができた。さらに 80plus で公開されているサーバ電

源の変換効率と比較しても、2kW 級のサーバ電源では最高クラスの効率を達成した。 

ノーマリオン

機関 本PJ Semisouth Infineon Cree CMF20120D ローム SCH2080KE

耐圧BVDSS (V) 600 1200 1200 1200 1200

ダイサイズ (mm2) 4.4 x 4.4 4.87 x 2.17 不明 4.1 x 4.1 4 x 4 (推定)

オン抵抗 RDS(mΩ) <30 50 35 80 80

抵抗率 (mΩ・cm
2
) 2.1 4.0 不明 9.4 ～9(推定)

電流容量(A) 40 30 30 33 35

しきい値VGS(off)
 (V) 1 1 -5 3.8 typ. 1.6 min/4.0 max

ゲート電圧 VGSS (V) -19V / 0V -5 V/+ 25 V -6 V/+ 22 V

信頼性 Si同等を実証

ゲート駆動回路 カスコード型にしてSiMOSを駆動

SiC素子
ノーマリオフ ノーマリオフ

問題なしと推定

MOSFETJFET

小面積でも酸化膜信頼性が問題
しきい値変動 > 1 V、欠陥起因歩留低

Si MOSの駆動回路を流用可能

-15 V/+3 V

高速駆動回路を開発



Ⅲ- 27 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.1.3-1 開発したサーバ電源の変換効率と他社電源効率の比較 

(80plus のデータは 2012 年 10 月 24 日時点) 

 

 

(2) 成果の意義 

近年のＩＴ技術の進展によりＩＴ機器が消費する電力も膨大な量が見込まれている。米

国でデータセンタの電力消費が急増しているが、その内約 20%はサーバ電源で電力損

失として失われており、2025 年には、約 1000 億 kWh/年になると予想される。損失が

大きいのは、サーバ電源の台数が多く、多くが、原則的に 24 時間、365 日、連続運転

されており、稼働率が高いためである。本プロジェクトにて開発した技術をサーバ電

源に適用し、1000 億 kWh/年の電力損失が効率 90%の電源で発生すると仮定すると，

効率を 90.5%と 0.5％改善することで、50 億 kWh/年の電力削減効果がある。排出係数

を 0.000559t-CO2/kWh と仮定すれば、変換効率を 0.5%改善出来れば、年間 280 万 t の

CO2 を削減出来ると試算できる。このように、本プロジェクトの技術によって地球温

暖化防止に貢献できる点を鑑みれば、社会的な意義が高いと言える。また、SiC パワ

ーデバイスの低抵抗化・高信頼化技術を確立できた点、高性能な SiC 素子の特長を最

大限活用する駆動回路技術や電源システム技術の基本方式が確立できた点を鑑みれ

ば、パワーエレクトロニクス技術発展に寄与した点で意義が高いと言える。 
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2.2 SiC パワーデバイスを用いた太陽光発電用パワーコンディショナ技術開発 

本節では研究開発項目について開発内容の説明を行う。まず SiC-MOSFET の開発の説

明を行い、その後パワーコンディショナの説明を行う。 

2.2.1 SiC－MOSFET の開発 

本節では、最終目標である耐圧：1200 V 以上、電流容量：75A 以上、オン抵抗率：5 

mΩ･cm2 以下の MOSFET を実現するための技術開発内容を説明する。 

SiC を用いたパワーデバイスにおいて、600V 以上のスイッチングデバイスでは接合

FET と MOSFET が製品化に向けた開発が進められている。 

MOSFET は酸化膜上にゲート電極を配置しゲート電極に印加する電圧により、酸化膜

下のチャネル部の電流を制御する事が出来る。この構造は Si のパワーデバイスである

IGBT 等にも用いられており、電圧制御が可能な事から制御回路系の負荷が小さくて済

み制御性がよい利点を持つ。このため、高速制御などに向いていると考えられる。 

このように優れた特性を持つ MOSFET であるが、課題としてはチャネル部の低抵抗化

を含めた素子としても低抵抗化と酸化膜の信頼性の確保が上げられる。本プロジェクト

においては、以上の二点の課題に関して改善を試みた内容について以下に示す。 

 

2.2.1.1 低抵抗化の検証 

SiC-MOSFET の断面模式図を図Ⅲ.2.2.1.1-1 に示す。図Ⅲ.2.2.1.1-1 の左上はセルの断

面を示しており、右側にフロント面の写真を示している。 図Ⅲ.2.2.1.1-1 のように、

MOSFET は四角形のユニットセルの多重並列配置からなる。 

MOSFET はプレーナ型と呼ばれるタイプであり、n 型ドリフト層の上部に p+層を形

成し酸化膜を挟んでポリシリコンゲート電極を配置しチャネルを形成している。 

右側写真中の四角い部分

がソースコンタクトと呼ば

れる部分でありソース電極

と n+及び p+層との電気的な

接続を取っている。 

次に本プロジェクトで作

製した MOSFET の基本プロ

セスを以下に説明する。 

今回のプロセスにおいて、

デバイスの作製には、オフ角

が 4 度の 4H 型ポリタイプに

よる n型 SiCエピウェハを用

いた。サイズは 3 インチであ

る。基板の厚みは 300μm 程度であるが、その上部に形成されるエピ層の厚さおよび

 

MOS界面特性の向上
デバイス構造
（短チャネル長/セルピッチ）

低オン抵抗化
TGE:3.3mΩ・cm2

SiC-MOSFETの断面模式図

p+ p+

n+SiC基板

ドレイン電極

n+ n+
ポリSiゲート

ソース電極

酸化膜 MOS界面処理技術
（窒化熱処理技術）

セルピッチ（LFP)

JFET長（LJFET)
チャネル長（Lch)

ソースコンタクト

図Ⅲ.2.2.1.1-1 SiC-MOSFET の断面模式図 
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ドーピング濃度については、1.2kV の印加電圧でリーク電流が十分に抑えられるように

設定した。 

MOSFET の p 型ウエル領域、n 型ソース領域は、それぞれ Al、N イオンをボックス

形状で注入することにより形成した。注入元素の活性化は Ar 雰囲気での高温・短時間

アニールにより行った。ゲート酸化膜は水蒸気/酸素雰囲気での熱酸化及び後述の酸窒

化処理を施して形成し、ゲート電極には n 型ポリシリコンを使用した。層間絶縁膜を

堆積してコンタクトホールを形成した後、低抵抗のコンタクト合金層を形成して、ワ

イヤボンディングが可能な厚膜Al層をソース電極として堆積させた。裏面については、

コンタクト合金層を形成した後、半田によるダイボンドが可能なドレイン電極を堆積

させた。 

耐圧を得るための終端については、低濃度の Al イオン注入による JTE（Junction 

Termination Extension）構造を採用し、安定なアバランシェ降伏を示すように数値計算

によって最適化した。表面の保護膜にはポリイミド膜を用いた。 

注入不純物の活性化アニールはシャトル形の誘導加熱炉を用い、Ar 雰囲気中 1700℃

の処理をした。本手法によれば、2×1018 cm-3程度に Al 注入された p 型層の活性化率

として 85%となることを確認している。 

以上の構造及びプロセスのMOSFETのオン抵抗を低減するために次の二項目の開発

を行った。 

①チャネル部分の抵抗値低減 

②構造パラメータの最適化 

以下にその内容について説明する。 

チャネル部の抵抗値低減 

SiC-MOSFET のオン抵抗は、チャネル部の抵抗値が大半を占める。この抵抗は、チ

ャネル部の移動度に強く依存する。移動度は界面準位により制限されているためチャ

ネル部分（MOS 部分）の界面処理技術の開発を行った。具体的にはゲート熱酸化膜形成

図Ⅲ.2.2.1.1-2 ゲート形成方法 

熱酸化 酸窒化

SiC

SiO2

SiC

SiO2
X X X X X X X X X X X X

界面準位

X X X X
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後の窒化熱処理に於いて、NO を N2で希釈することで移動度を改善する窒化熱処理技

術である。この技術によりチャネル部の移動度を改善でき MOSFET の低オン抵抗化が

実現できた。図Ⅲ.2.2.1.1-2 に窒化熱処理技術の原理を示す。通常の熱酸化により形成

した MOS 界面には界面準位が多数存在しチャネル抵抗が高いままになっていた。今回

の窒化熱処理技術により、界面準位の低減が可能となりチャネル抵抗の低減が可能と

なる。 

図Ⅲ.2.2.1.1-3 に NO アニールにおける界面反応モデルを示している。NO アニールの

過程により O2が発生することで図中の①N の形成と②O2による N の除外の反応が並

列して進行することになる。移動度の向上には、NO の熱分解抑制により、NO 濃度に

対する O2 濃度( [ O2 ] / [ NO ] )を低減（反応②を抑制）し、窒化処理の効果を向上

することが重要である。このためには、NO に N2を混合することで、N2濃度を上げ図

中の反応式に示される NO の熱分解を抑制することが有効である。 

 

これらの観点から処理を最適化するために横型 MOS を用いて界面処理技術の高度

化試験を実施した。そのときの結果を図に示す。図Ⅲ.2.2.1.1-4 において横軸は、アニ

ールガス中の[NO]比を示している。図のように比率が 0.1 近傍で移動度は極大値を取

ることが分かる。すなわち、NO 比率を 100%から 10%に下げることにより、チャネル

移動度が増加した。これは、 [ O2 ] / [ NO ] の値が低減した為と考えられる。NO

比率が 10%以下である場合には、チャネル移動度が低下したが、これは、窒化処理時

間が不充分である可能性があると考えている。 

 

② N removal ( by O2 )① N incorporation ( by NO )

NO

SiC

SiO2

O2

SiC

SiO2

NOアニールにおける界面反応モデル

2NO  → N2 +  O2

O2発生により、①と②の反応が同時に進んでいる

N N N

NO

N NN

O2

N N

図Ⅲ.2.2.1.1-3 NO アニールにおける界面反応モデル 
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以上のように窒化熱処理技術によりチ

ャネル部の特性の大幅な向上を実現する

ことが出来た。 

MOSFET 構造の最適化 

MOSFET は、個々が MOSFET として動

作するユニットセルを多数、並列に接続

することにより作られており、オン時の

抵抗の低減にはこのユニットセルの各サ

イズの縮小が有効である。 

そこでユニットセルの微細化について、

MOSFET の特性とユニットセルの構造パ

ラメータとの関係を三次元デバイスシミ

ュレータなどにより系統的に調べ、

SiC-MOSFET の低抵抗化検討を実施した。 

具体的には、図Ⅲ.2.2.1.1-1中のJFET長、

チャネル長、セルピッチを最適化することにより MOSFET として更なる低抵抗化を実

現している。 

このために用いた TEG（Test Element Group）の写真を図Ⅲ.2.2.1.1-5 に示す。TEG は

チップサイズ 0.5mm□（活性領域 0.2mm2）である。TEG として 4H-SiC(0001)基板上に 1.2 

図Ⅲ.2.2.1.1-4 [NO]/([NO]+ [N2])と移動度の関係 

0.5 mm

活性領域：0.2 mm2

Source

Gate

図Ⅲ.2.2.1.1-5 TEG 写真 
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kV 耐圧仕様(ドリフト層の不純物濃度(ND-NA) 1e16 cm-3、膜厚 12 μm)の縦型 MOSFET 

を作製した。p-well コンタクト領域は Al の高温注入によって形成し、ゲート酸化膜

はパイロジェニックウェット酸化と NO を用いたポスト窒化プロセスによって形成し

た。ソース/ドレイン間耐圧として 1.2 kV を保持しつつチャネル特性を改善するよう

p-well の注入 Al 分布を構造設計し、MOSFET のユニットセルにおけるセルピッチや

チャネル長、隣接 p-well 間隔(JFET 長)を変化させた素子(有効領域 0.2mm2)の静特性評

価を室温で行った。 

図Ⅲ.2.2.1.1-6 にチャネル長(Lch)に対するオン抵抗率(Ron,sp＠ドレイン電流密度 100 

A/cm2)を示す。短チャネル長化によってほぼ比例関係を保って減少する。 

また、セルピッチ(LFP)縮小によるチャネル幅密度の増加によっても低オン抵抗化が

図られた。これらのトレンドから見積もられたチャネル移動度は 22 cm2/V･sec であ

った。図Ⅲ.2.2.1.1-7 に JFET 長(LJFET)依存性を示す。 

TEG を用いて最適化したときの MOSFET 特性を左図に示す。ゲート電圧を 15V とし

たときのオン抵抗率とチャネル長（LCH）、JFET 長（LJFET）の関係及び最適化した構造での

室温でのオン抵抗率が示されている。 

図中の●はセルピッチ 22μm、チ

ャネル長 0.7μm の構造の JFET長依

存性を示しており、△はセルピッチ

7μm、チャネル長 0.3μm の場合の

JFET 長依存性を示している。いず

れもオン抵抗率の JFET 長依存性は

顕著ではない。セルピッチを 7μm

とした場合にはオン抵抗率として

3.3mΩ･cm2が得られる事が分かる。 

JFET 部は、裏面のドレイン電極

から表面のソース電極へ電流が流

れる際の経路に位置し、比較的大き

な抵抗値をもつ p 型ウエル領域の

間隙部分である。過去の知見におい

て JFET 部の間隔が 3μｍ以下で

JFET の間隔と共に急激にオン抵抗

率は増加する。これは p 型ウエルと

n 型ドリフト層との間の pn 接合部

に形成される空乏層が、およそ 2.5μｍの p 型ウエル間隔において電流経路を塞ぐこと

による。p 型ウエル領域の間隙部分の導電性と耐圧あるいはゲート酸化膜信頼性との

間にはトレードオフの関係があり p 型ウエル間隔の最適値を探す必要がある。 

図Ⅲ.2.2.1.1-6 TEG 試作

SiC-MOSFET のオン抵抗率と   

チャネル長の関係    
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一方で、JFET 長縮小によってチャネル幅密度が増加してチャネル抵抗は低減する

方向に動く。今回の素子ではそれらがおおよそバランスされ、JFET 長のオン抵抗に

与える影響は小さいことが図に示されている。 

図Ⅲ.2.2.1.1-7 に微細化された素子における室温での IDS-VDS 特性を示す。ソース/ド

レイン間耐圧として 1.2 kV を保持しつつ、ゲート電圧(Vgs)15 V でオン抵抗率 3.3 m

Ω･cm2 が得られた。 
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図Ⅲ.2.2.1.1-8 TEG 試作 SiC-MOSFET の IV 特性 

Vgs=15V

図Ⅲ.2.2.1.1-7 TEG 試作 SiC-MOSFET の IV 特性 
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図Ⅲ.2.2.1.1-7(右)は、セルピッチ 7μm でチャネル長 0.3μm のときに実現した 3.3m

Ω･cm2のオン抵抗率を持つ MOSFET の IV 特性を示している。このときのゲート電圧

は 0 から 20V までを 4V 刻みで測定している。 

この素子の逆バイアス時のリーク電流特性を図Ⅲ.2.2.1.1-8 に示す。図は室温時の特

性を示しているが、アバランシェ電圧は 1500V 以上が得られている。アバランシェ電

圧は素子動作時の温度依存性を持つが通常の使用範囲において 10%程度の変化と見込

まれている。従って、1200V 素子として十分な耐圧を持つことが検証されている。 

大容量 MOSFET の開発 

次にパワーコンディショナに適用する大容量の MOSFET について説明する。 

現状の SiC デバイスについては、特に高温を必要とする作製プロセス技術が開発途

上にあること、結晶欠陥が多いなど SiC ウェハの品質が不十分であること、などの理

由により 1 チップ当たりの面積を大きくすることができず、概ね 10A 級以下の電流容

量をもつものに限られていた。 

パワーデバイスではさらに大きな電流を必要とする場合が多いため、大電流容量化

が SiC デバイスの課題であった。 

次に、上述の技術をパワーコンディショナ向けデバイスに展開し試作した MOSFET

について説明する。 

右図Ⅲ.2.2.1.1-9 はパワーコンディショナに適用した MOSFET を示している。素子サ

イズは 5.77×5.72mmであり活性領域の

面積は 0.251cm2 である。図Ⅲ.2.2.1.1-9

に示している MOSFET のチャネル長、

セルピッチ、JFET 長を以下に示す。 

 

活性領域：  0.251m2 

チャネル長： 0.5μm 

セルピッチ： 10μm 

JFET 長：   2.6μm  

 

次に MOSFET の電気特性を説明する。 

図Ⅲ.2.2.1.1-10 は室温での IV 特性を

示しており、ゲート電圧を 0V から 20V

まで 5V刻みとしており、それに伴って特性が向上している事が分かる。現在のSi-IGBT

が通常ゲート電圧 15Vで駆動しているためゲート電圧 15V 時の特性抵抗値を評価した。

図に示されるように、ゲート電圧を 15V とし、75A（300A/cm2の電流密度）を通電した

ときのドレイン電圧は 1.5V であった。この結果と素子の有効面積から 300A/cm2のオ

ン抵抗率を評価した結果 5mΩ･cm2を実現している。 

5.77mm

5.72m
m

ゲート電極

ソース電極

図Ⅲ.2.2.1.1-9 パワコン向け大容量 MOSFET 
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素子のアバランシェ電圧は下図に示されるように 1600V 以上あり、1200V 定格デバ

イスとして十分な耐圧を持つことが示されている。 
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図Ⅲ.2.2.1.1-10 大容量 MOSFET の IV 特性(a)及び逆特性(b) 
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2.2.1.2 信頼性基礎評価 

次に MOSFET の信頼性基礎評価

試験結果について説明する。前記

のように MOSFET は、電圧により

電流値を制御できるため制御回路

側への負荷が小さく、回路構成の

簡便化、制御回路の低損失化が可

能となる。また、制御性にも優れ

ておりスイッチング損失低減に向

けた高速駆動が可能であるなど優

れたデバイスである。 

一方でパワーデバイスとして機

器に搭載するためには酸化膜の信

頼性を確立する必要があった。 

基礎評価試験として、酸化膜の

信頼性に関してMOSキャパシタ及

び MOSFET を用いた TDDB(time 

dependent dielectric breakdown)を

実施した。 

MOS キャパシタは、n 型エピ上

に酸化膜を形成し作製している。

素子サイズは 300μm□である。ゲ

ート酸化膜の形成条件は前述の窒

化熱処理と同じ工程を用いている。

また、TDDB の試験前に電流電圧特

性を測定し絶縁破壊電界強度は

10MV/cm以上あることを検証して

いる。 

右図Ⅲ.2.2.1.2-1 に評価結果を示

している。上図は破壊電荷量（QBD）

のワイブルプロットを示している。

評価時のストレス電界は 8.5、9.0、

9.5 MV/cm であり、素子温度は 25、

85,150℃である。 

図Ⅲ.2.2.1.2-1（上）に示されるよ

300μm□ MOSキャパシタ

破壊電荷量 (QBD)のワイブルプロット
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-4

-3

-2

-1

0

1

2
9.0MV/cm,25℃
9.5MV/cm,25℃
9.0MV/cm,85℃
8.0MV/cm,150℃
8.5MV/cm,150℃
9.0MV/cm,150℃

10 -3 10 -2 10 -1 10 0 10 1 10 2 10 3

QBD (C/cm2)

ln
ln

(1
/
(1

-
F
))

4 5 6 7 8 9 10

破壊時間の電界強度依存性

300μm□ MOSキャパシタ

100
years 

100 

103 

106 

109 

1012 

1015 

Electric field (MV/cm) 

t B
D
(6

3
%
) 

(s
) 

150℃

4 5 6 7 8 9 104 5 6 7 8 9 10

破壊時間の電界強度依存性

300μm□ MOSキャパシタ

100
years 

100 

103 

106 

109 

1012 

1015 

Electric field (MV/cm) 

t B
D
(6

3
%
) 

(s
) 

150℃

図Ⅲ.2.2.1.2-1 破壊電荷量と破壊時間の電界強度依存性
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うに、累積故障率（縦軸）が QBD 値に殆ど依存しない事が分かる。このことは、良質な

酸化膜が形成されておりプロセス起因による不良等、初期不良が殆ど発生していない

事を示している。 

図の電界、素子温度の依存性を見ると電界強度及び素子温度が高くなるにつれて

QBD値が小さくなっていく事が分かる。例えば、素子温度 150℃、電界強度 8MV/cm 時

の QBDは、今回試作した酸化膜において 1C/cm2程度が確保できている事が分かる。 

下図Ⅲ.2.2.1.2-1 は、ワイブルプロットより求めた 63%破壊時間（tBD）と酸化膜の印加

電界強度の関係を示している。図において素子温度は 150℃である。図に示されるよ

うに、実験時の電界強度より得られた結果の外挿を破線で示している。電界強度とし

て 6MV/cm の時に 63%破壊時間として 100 年程度が確保できている事が分かる。 

通常の MOSFET の動作時の電界強度は 4MV/cm 以下であるため、MOS キャパシタ

の TDDB 評価から、ゲー

ト酸化膜として十分長

い寿命を確保できてい

ることが分かる。 

次に MOSFET を用い

た TDDB 評価結果を示

す。実際の MOSFET の

プロセスでは前述の

MOS キャパシタ作製プ

ロセスよりも複雑な工

程を通る。この影響を評

価するために MOSFET

を用いた試験を行った。

このときの試験では

3mm□の MOSFET を用

い て い る 。 評 価 は

7,7.5,8 MV/cm の電界

を酸化膜に印加するよ

うにゲート電圧を設定しワイブルプロットより寿命を求めている。測定時の素子温度

は 150℃である。評価結果を図Ⅲ.2.2.1.2-2 に示す。図に示されるように電界強度とし

て 5MV/cm で 100 年程度の寿命になると考えられる。従って、4MV/cm の電界強度の

場合でも 100 年を超える寿命が得られることを示しており MOSFET として十分長い寿

命を有すると考えられる。 
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図Ⅲ.2.2.1.2-2 3mm□MOSFET の TDDB 試験結果 
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2.2.1.3 成果の評価 

本項では、開発した SiC－MOSFET の成果について評価する 

(1) 目標の達成度 

はじめに、目標の達成度について述べる。本研究開発項目における MOSFET の最

終目標値は、 

素子耐圧：1200V以上 

オン抵抗値：5mΩ･cm2 

電流容量：75A 以上 

である。 

開発された MOSFET の順方向特性及び逆方向特性を図Ⅲ.2.2.1.1-10 に示している。

図に示されるように、素子耐圧、オン抵抗値及び電流容量のいずれも最終目標値を

達成している。 

また、SiC-MOSFET では酸化膜の信頼性が不安視されているが、今回の開発で得

られた MOSFET を用いた信頼性基礎評価では、図Ⅲ.2.2.1.2-1 及び 2.2.1.2-2 に示され

るように十分な信頼性を持つことが示されている。 

(2) 成果の意義 

SiC デバイスをパワエレ機器に用いることでエネルギーのロスを低減し CO2 削減

に有効性は各種の報告書に示されている。課題となっていたのは、必要とされる低

抵抗化と製品展開時の信頼性の確保である。使い勝手の良い MOSFET は、酸化膜形

成時のチャネル部に発生する界面準位の影響による移動度の低下とそれに伴う抵抗

値の増加と電圧印加時の酸化膜寿命に難があった。 

しかしながら、今回の開発によりチャネル部の移動度を大幅に改善する酸窒化処

理技術を確立することにより移動度を大幅に改善し製品展開に十分な低抵抗特性を

得ることができた。また、酸化膜の寿命に関しても実使用上問題のない長寿命を実

現することが出来た。このように、本開発により MOSFET の性能を大幅に改善でき

たことは省エネ技術の発展に大きく寄与したと考えられる。 
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2.2.2 パワーコンディショナの開発 

続いてパワーコンディショナの開発内容を説明する。内容は、高速駆動系、高キャリ

ア周波数駆動、フィルタの損失低減とパワーコンディショナの高効率化である。SiC デ

バイスの適用として従来のプロジェクトではモーター駆動に主眼をおいて技術開発を

行ってきた。今回のプロジェクトでは、太陽光パワコンなど再生可能エネルギーを商用

周波数のエネルギーに高効率で変換する場合に必要となる技術開発を行う。 

2.2.2.1 高速駆動 

電力変換器の損失は

素子抵抗に依存する導

通損とスイッチング時

に発生するスイッチン

グ損の二種類の和であ

る。 

スイッチング損失は、

スイッチング時の電圧

と電流の積の積分であ

るために短時間でスイ

ッチングすればするほ

ど損失低減が可能とな

る 。 SiC-MOSFET は

Si-IGBT に対して高速の駆動が可能であるためスイッチング損失の低減には適したデ

バイスである。 

上述のようにスイッチング時間を短縮することにより低減が可能である一方で、図

Ⅲ .2.2.2.1-1 に

示されるよう

に回路電流の

変化と回路の

寄生インダク

タンスの影響

によりサージ

電圧が発生す

る。このサージ

電圧が素子耐

圧を超えると

素子破壊に至

るためにスイ

図Ⅲ.2.2.2.1-1 スイッチング時の電圧波形 
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図Ⅲ.2.2.2.1-2 低ｲﾝﾀﾞｸﾀﾝｽ主回路構造によるｻｰｼﾞ電圧抑制と損失低減
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ッチング時間には寄生インダクタンスによって定まる下限がある。 

したがって、スイッチング時間を更に短縮し損失低減を実現するためには主回路の

低インダクタンス化のための技術開発が必須である。 

今回主回路インダクタンスを 10nH 程度に低減した回路構成を用いてスイッチング

試験を実施した。低インダクタンス化により図Ⅲ.2.2.2.1-2 に示されるようにサージ電

圧が従来構造に対して大幅に低減することが可能となり、結果としてスイッチング損

失の大幅な低減が可能となった。 

このときに用いた駆動回路の波形を示す。図Ⅲ.2.2.2.1-3 には従来駆動回路の場合の

波形及び新しく開発した駆動回路によるゲート電圧波形を示している。 

図のように今回開発した回路によりに 10ns 程度のゲート電圧の立ち上がり時間を

実現している。通常のインバータ回路では、制御回路の信号をより線を用いてゲート

電極に接続している。このためより線部分のインダクタンスの影響により信号が鈍っ

てしまい十分な速度を実現する事が出来ない。今回の制御回路はより線の代わりに

FPC（Flexible printed circuits）を用いて低インダクタンス化を実現している。 

高速でスイッチングした場合には、MOSFET の帰還容量の影響によりドライバ回路

へ dV/dt に起因したノイズが侵入する。今回の回路では、ノイズ対策として、ノイズ

クランプダイオードによる低減とスイッチングノイズが電源ラインを経由して入力信

号系に流れ込まないようにするフィルタを装着している。この結果として、スイッチ

ング試験や駆動試験においてノイズによる誤動作は抑制されている。 
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図Ⅲ.2.2.2.1-3 試作駆動回路のゲート駆動波形 
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この駆動回路を用いたときの MOSFET のスイッチング波形を図Ⅲ.2.2.2.1-4 に示す。

図において赤線は IGBT を用いたときの波形を示している。図に示されるように、 

ターンオン時に、 

 電圧立ち下がり時間：19ns  電流立上り時間：5ns 

ターンオフ時に 

 電圧立ち上がり時間：24ns  電流立上り時間：38ns 

の立ち上がり時間を実現できている。また IGBT に対して遙かに高速でスイッチン

グを行っているにも関わらずスイッチング時のサージ電圧は IGBT の場合に比べて大

幅に低減できており、図に示されるように殆ど無視できる程度であることがわかる。 

今回の試験により、回路の寄生インダクタンスを低減することでスイッチング時間

を従来より更に短縮する素子駆動が可能となり、この結果として、ON/OFF 損失の大

幅低減が可能であることが示された。 

また、駆動回路系にノイズ対策を施す事で安定動作が可能である事も検証できた。 

SiC デバイスの特徴の一つは、IGBT に比べて高速の動作が可能になる事にある。そ

の特長を生かすためには、主回路構造の低インダクタンス化技術、駆動回路の高速化

及び外部ノイズに対する耐性を向上する技術等が必要となるが、上述のように今回の

プロジェクト開発を行う事が出来た。これらの成果は、太陽光パワーコンディショナ

以外のパワエレ分野に適用が可能である。 
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図Ⅲ.2.2.2.1-4 高速駆動回路を用いたスイッ
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2.2.2.2 高キャリア周波数駆動 

Ⅲ.2 次に SiC デバイスの特長である高速動作に関連して高キャリア周波数駆動に関

する技術開発結果について説明する。再生可能エネルギーなどの電力を商用周波数の

電力に変換する場合の電力変換器の一般的な構造を図に示す。電力変換器は IGBT 等

のようなスイッチング素子から構成されている。スイッチング素子は外部の制御信号

により回路に流れる電流の ON/OFF を制御する機能を持っている。このため変換器の

出力波形は滑らかな正弦波ではなく矩形波の列になる場合が殆どである。このような

変換器 フィルタ

負荷負荷

正弦波出力

図Ⅲ.2.2.2.2-1 変換器とフィルタ配置 
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…
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図Ⅲ.2.2.2.2-2 デッドタイムとスイッチングの関係 
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出力波形から正弦波だけを取り出すためにはフィルタ回路が必要となる。この結果と

して電力変換器は、図Ⅲ.2.2.2.2-1 のように変換器部とフィルタから構成されている。

フィルタは変換器出力から高調波成分を除去するために必要であるが、フィルタサイ

ズ・重量・コストなどの要因のため小型化・低コスト化・低損失化が求められている。 

このためには、高キャリア周波数動作が有効であるが、Si デバイスでは 15kHz 程度

が限界にある。これは、Si デバイスである IGBT の動作速度が遅い事に起因する。動

作速度が遅い事はスイッチング時の損失が大きくなる事に繋がる。このため、キャリ

ア周波数を上げた場合Siデバイスではスイッチング損失が非常に大きくなってしまい、

キャリア周波数に上限があった。このためスイッチング損失の小さい SiC デバイスへ

の期待が大きい。高キャリア周波数化することにより商用周波数に対する高調波成分

が低減される事になりフィルタ類の小型軽量化が可能となる。 

以上のように電力変換器の設計ではキャリア周波数増による損失増とフィルタ類減

による低損失化のトレードオフ最適化が必要となる。 

また、フィルタの小型化に効果が期待される高キャリア周波数駆動については、ス

イッチング時のデッドタイム短縮が必要となる。図 2.2.2.2-2 にその様子を示す。デッ

ドタイムは、交互に ON/OFF する上下のスイッチング素子において両方の素子が OFF

状態になっている時間を示す。これは、回路の誤動作などにより上下の素子が同時に

ON 状態となり短絡状態に陥る事を防ぐ目的で設定されている。 

デッドタイム期間中の電流は還流ダイオードに流れる事となり損失の増大に繋がる。

デッドタイムの短縮を実現するためには、外部環境が変化した場合（例えば、環境温度

や外部擾乱など）でも駆動回路の発生する制御信号のタイミングに揺らぎがないよう

にしなければならない。 

本プロジェクトではデッドタイム短縮に向けた検討を行い、デッドタイム 1μsec 以

下を実現する駆動方式を確立した。加えて、フィルタを含まない変換器部単独で、キ

ャリア周波数 50ｋHz での動作を検証したので以下に示す。 
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デッドタイム（Tｄ）を短縮した駆動回路について検討を行った。通常の回路系では、

キャリア周波数 10～15kHz、デッドタイム 3μs 程度で駆動しているが、今回の試作で

は 50kHz 駆動をおこなう。このために、ゲートタイミングのばらつき低減技術により

デッドタイムの低減を行った。ドライバ回路は前述の高速ドライブ回路を用い絶縁カ

プラと組み合わせることにより電気絶縁部の高速化を行った。 

フルブリッジ回路構成にてデッドタイムとスイッチング損失の関係を測定した結果

を図Ⅲ.2.2.2.2-3 に示す。デッドタイムが短くなると上下の MOSFET が同時に ON にな

る状態が発生しスイッチング損失が増加する。この点からデッドタイムの下限を設定

した。図に示されるようにデッドタイムが 100ns 以下になると損失が急激に増加する

ことが分かる。したがって今回の試作では 0.5μs のデッドタイムでインバータ動作を

試みた。 

図Ⅲ.2.2.2.2-4 のチョッパー回路を用いてキャリア周波数 50kHz での動作検証を行っ

た。測定の結果を下図に示す。図に示されるようにチョッパー回路を用いた安定動作

をキャリア周波数 50kHz で確認できている。 
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図Ⅲ.2.2.2.2-3 デッドタイムとスイッチング損失の関係 
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上下の MOSFET のゲート電圧波形が図に示されている。片側の MOSFET が ON した

際に逆側のゲート電圧に跳ね上がりが発生するが図から約 8V である事が分かる。こ

のことよりスイッチングノイズにより上下が同時にオン状態になる不具合が発生せず

安定に動作している事が分かる。 

 

 

図Ⅲ.2.2.2.2-4 高キャリア周波数動作の検証 
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2.2.2.3 フィルタ設計 

前述のように太陽光パワー

コンディショナにおいてフィ

ルタの損失は大きな割合を占

めている。通常のパワーコン

バータの場合約 1%の損失がフ

ィルタ部分で発生している。

パワーコンディショナの変換

効率を改善するためには電力

変換部の損失のみならずフィ

ルタ部分の損失も低減する必

要がある。 

今回のプロジェクトでは、

フィルタ構成の最適化を行う

目的でフィルタの損失評価系を構築した。 

フィルタの損失は、銅損

と鉄損に大別できる。銅損

はコイル部に流れる電流の

抵抗損失と渦電流損失に分

類でき、鉄損はコア部分に

流れる渦電流による損失と

コア材料によるヒステリシ

ス損失に分類される。ヒス

テ リ シ ス 損 失 は 、 図

Ⅲ.2.2.2.3-1 の斜線部面積×

周波数（Fc）に相当する。高

キャリア周波数化はヒステ

リシス損失を増加させる影

響がある。一方で、高キャ

リア周波数にする事により

リップル電流が低減される。

このために、図の斜線部面

積が縮小し損失を低減する

効果を持つ。このような効

果もあるため、ヒステリシ

ス損低減のためには、コア材料の選定、リアクトルサイズの最適化設計が必要になる。 

ΔB

ΔH∝リップル電流

H

低Fc

高Fc

図Ⅲ.2.2.2.3-1 フィルタ部のヒステリシス損失 
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表Ⅲ.2.2.2.3-1 コア材料と鉄損 

図Ⅲ.2.2..2.3-2 材料の損失 
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渦電流損の低減には、フィルタ構造／コア材料／巻線形状最適化を行わなければな

らない。 

今回のフィルタ設計において鉄損低減のため材料損失の異なるコア材料を用いて損

失低減を試みた。図Ⅲ.2.2.2.3-2 にその結果を示す。表Ⅲ.2.2.2.3-1 に示されるように材

料 A はコアの鉄損が非常に大きい材料であり、B は少ない材料である。二つの材料を

用いて同様の計上のリアクトルを作製して損失の評価を行った結果を図に示している。

図に示されるように両方の材料でリアクトルとしての損失はほぼ同じレベルである事

が分かる。 

リアクトルの損失が材料に依存しない原因を究明するために損失の発生箇所を可視

化できる装置を試作した。 

図Ⅲ.2.2.2.3-3 に構成を示している。図中のリアクトルがフィルタに相当している。 

今回構築した測定系はフィルタ部分の発熱をサーモビューアで取り込み温度分布よ

り発熱部分の可視化を行えるようにしている。この装置を用いることでコイルに流れ

る渦電流分布を可視化出来、巻線及びリアクトルを構成しているコアのギャップ間隔

を最適化することで渦電流損を低減する構造を実現することができる。 

リアクトルに通電する高周波のリップル電流を模擬するために SiC-MOSFETを用い

て電源を構成している。 

 

図Ⅲ.2.2.2.3-4 に評価結果の一例を示している。左上図は初期状態の巻線形状を用い

たときの渦電流損失分布を示している。図中の赤い部位がコイルと電界が鎖交して渦

電流損失を発生している部位に相当する。図に示されるようにコイル温度は 46.5℃ま

で上昇している事が分かる。 

 

リアクトル

鉄損評価用単相インバータ

サーモビュアー
フィルタ発熱箇所同定

パワーメータ
リアクトル損失測定

SiC-MOSFET
SiC-SBD

図Ⅲ.2.2.2.3-3 フィルタの損失評価系 
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この部分の巻線方式およびコアのエアギャップ間隔を最適化することにより右図の

ように渦電流損を低減することが可能となる。この場合、コイルの発熱による温度は

28.7℃と初期の値に対して大幅に改善している事が分かる。 

右下図（ｃ）は 20kHz の交流を印加したときの直流母線電圧と損失の関係を示してい

る。初期に比べて巻き線の改善により損失を 1/3 に低減できている事が示されている。 
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ギャップ部
巻線温度
28.7℃

コア位置

最適化

エアギャップ

ギャップ部
巻線温度
28.7℃

巻線形状（初期状態）

コア位置

エアギャップ

初期 ギャップ部
巻線温度
46.5℃

20kHz
コア材C図Ⅲ.2.2.2.3-4 フィルタの最適化によ

る損失低減 

(a) 初期巻線形状 

(b) 最適化後 

(c) 損失低減効果 

(a) (b) 

(c) 
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2.2.2.4 ミニモデル設計 

パワーコンディショナの設計手順を以下に示す。まず、SiC-MOSFET 及び SBD を組

み合わせた仮モジュールを作製し導通損失及びスイッチング損失評価を行った。その

結果を基に 2 レベル及びマルチレベルの主回路構成を用いた時の電力変換効率の推定

を行った。 

その結果、2 レベル回路構成において定格出力時の電力変換効率を 98%まで高めるこ

とが出来ることが分かった。しかしながら、中間出力時の電力変換効率が非常に劣化

した。太陽光パワーコンディショナの場合パネルの最大出力に応じて電力変換器を設

計する事になるが、通常の動作状態においてパネルが最大出力を出す場合はまれであ

る。このためパワーコンディショナとして高効率を実現するためには低出力時の効率

を高効率化する必要がある。このため、本プロジェクトにおけるパワーコンディショ

ナの主回路構成としては 3 レベル回路方式で 30kW パワーコンディショナを検討する

ことにした。本回路では中性点部のデバイスにも電流が流れるため、Si-IGBT の様に

低電流域の損失の大きいデバイスより SiC-MOSFETの様に低電流域で導通損失の小さ

いデバイスが適している。 

 

DC入力
720V

フィルタ

3レベルインバータ
SiC-MOSFET/SBD

3レベルインバータ

フィルタ
キャパシタ

フィルタリアクトル

SiC-MOSFET
モジュール

出力電力
Pout

図Ⅲ.2.2.2.4-1 ミニモデルインバータ外観図と主回路構成 
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また、数ｋW 級のミニモデルを先行して試作し動作させる事で中性点接地方式の主回

路構造の課題を抽出し 30kW 級パワーコンディショナに展開する事とした。 

図Ⅲ.2.2.2.4-1 に試作したミニモデルの回路構成及び外観図を示している。 

下図は上述のモジュールを連続動作させたときの入力電圧、フィルタ前後の電圧波

形を示している。入力電圧は GND に対して 720V となっている。中性点の電位はその

1/2 になっている。図Ⅲ.2.2.2.4-2 に示されるように安定した動作を示している。 

また、中央部に変換器の出力端での電圧波形を示しているがパルス高さ 360V のパ

ルス列である事が分かる。このパルス列をフィルタにより高調波成分が除去され正弦

波出力が得られている事が三段目の図に示されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.2.2.4-2 ミニモデルインバータ動作波形 

720VInput 
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下図Ⅲ.2.2.2.4-3 は、このときの動作結果を用いて損失を評価し、その結果を基に

30kW パワーコンディショナの想定電力変換効率を算出したグラフである。図に示され

るように、定格出力時の変換効率として 98.5%以上が得られている。 

 

30kWに換算した想定効率

95.0%

95.5%

96.0%

96.5%

97.0%

97.5%

98.0%

98.5%

99.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

出力電力 [W]

損
失

 [
W

]

図Ⅲ.2.2.2.4-3 ミニモデル評価結果を元に 30kWパワコン動作時の電力変換効率推定 
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2.2.2.5 ３０ｋＷ級パワーコンディショナの試作と動作検証 

ミニモデルの結果を基に 30kW 級のパワーコンディショナの設計試作評価を行った

ので以下に結果を説明する。 

図Ⅲ.2.2.2.5-1 に 30kW 級の 3 相パワーコンディショナの外観写真と主回路構成を示

す。 

上図は外観を示しておりゲートドライバ回路と SiC-MOSFETモジュール及びコンデ

ンサ基板が示されている。下図は、主回路構成を示している。ミニモデルと同じ中性

30kWプロトタイプの外観

SiC-MOSFET
モジュール

ゲートドライバ
コンデンサ基板

主回路構成

コンデンサ基板 SiC-MOSFET
モジュール

D
C
電
源

主回路構成

コンデンサ基板 SiC-MOSFET
モジュール

D
C
電
源

図Ⅲ.2.2.2.5-1 3 レベルインバータ外観図と主回路構成 
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点接地方式の 3 レベルの回路構成をしている。 

図Ⅲ.2.2.2.5-2 に三相インバータ動作を行ったときの入力電圧、フィルタ通過前後の

電圧波形を示す。ミニモデルと同様にフィルタの効果により出力電圧波形は高調波成

分を除去され正弦波出力が得られていることが分かる。 

 

 

 

 

 

この回路構成を用いたときの電力変換効率の測定結果を図Ⅲ.2.2.2.5-3 に示す。 

3 レベルインバータの場合の電力変換効率は定格出力時で 98.5%以上、ピーク値

98.88%を実現していることが分かる。一方で 2 レベルインバータ動作時の試算値は図

中の青線で示されている。定格出力時に 98.09%が予想されているが負荷率の低下と共

に変換効率が急速に劣化し 50%負荷時で 97%に劣化する。3 レベル構成では 50%負荷時

でも 98.5%の効率を実現できると共に 25%負荷時でも 98%の変換効率を実現している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中性点電位

入力電圧

360V

720V
入力電圧

出力電圧
(フィルタ通過前)

出力電圧
(フィルタ通過後)GND

GND

GND

U相 V相 W相

U相 V相 W相

図Ⅲ.2.2.2.5-2 3 レベルインバータ動作時の波形 
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2.2.2.6 成果の評価 

本項では、開発したパワーコンディショナの成果について評価する 

(1) 目標の達成度 

はじめに、目標の達成度について述べる。本研究開発項目におけるパワーコンデ

ィショナの最終目標値は、 

三相交流 30ｋＷ級太陽光パワーコンディショナのプロトタイプを試作し、定格出

力時に 98％以上の電力変換効率を実証 

である。 

SiC-MOSFET を用いて開発した 30kW パワーコンディショナのプロトタイプの電

力変換効率を図Ⅲ.2.2.2.5-3 に示している。図に示されるように、100%の定格出力時

に 98%以上の変換効率を実現していることが示されている。また、ピークの電力変

換効率は 98.88％に達しており最終目標値を大きく上回る成果を実現している。 

(2) 成果の意義 

SiC デバイスをパワエレ機器に用いることでエネルギーのロスを低減し CO2 削減

に有効性は各種の報告書に示されている。課題となっていたのは、Si-IGBT と異な

る構造を持つ SiC-MOSFET を使いこなす技術の開発である。特に、MOSFET は IGBT

と異なり高速のスイッチングが可能である。この特長を活かすために、従来の駆動

回路の高速化が求められると共にスイッチング時のサージ電圧の発生を抑制するた

めに主回路部分のインダクタンスを低減する必要がある。 

今回の駆動回路及び主回路構成の低インダクタンス化の開発により高速の駆動及

びサージ電圧の低減を実現することが出来た。 

図Ⅲ.2.2.2.5-3 3 レベルインバータ動作時の電力変換効率 
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また、SiC デバイスの特徴である高周波駆動に関しても、キャリア周波数 50kHz、

デッドタイム 500ns で駆動できる回路を試作し安定動作を実証した。この成果は、

シリコンより高い周波数領域でフィルタ回路の小型化低コスト化及びパワーコンデ

ィショナを初めとする電力変換器の静音性向上に展開することが出来る。 

パワーコンディショナを 2 レベル制御から 3 レベル制御にすることにより低出力

時の変換効率を向上することが出来る。SiC-MOSFET をスイッチング回路に用いる

と、Si-IGBT に対して低出力時の損失が更に小さいため、3 レベル化の効果がより顕

著となる。このため、パワーコンディショナとしても従来の Si デバイスでは実現で

きなかった高い電力変換効率を実証したことは、SiC デバイスの製品展開にむけて

大きく寄与したと考えられる。 
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2.3 次世代 SiC パワーデバイス・電力変換器基盤技術開発 

2.3.1 電力変換器用ＳｉＣスイッチングデバイス基盤技術 

2.3.1.1 ＩＴ機器電源用ＳｉＣパワーＭＯＳＦＥＴの低オン抵抗化技術 

図Ⅲ .2.3.1.1-1に示すように従来型の UMOS構造を有する SiC-MOSFETを試作し

て DMOS 構造の MOSFET と比較してオン抵抗の優位性を確認した。しかし、当初

から懸念された通り、耐圧は低くなり 300V 程度であった。この理由は、図

Ⅲ .2.3.1.1-2 にデバイスシミュレーションの結果を示すように U 字の底の酸化膜に

電界が集中するためである。そこで、デバイスシミュレーションを用いて新規構

造を検討した。従来の UMOS 構造の他にもう一つ U 字構造(ダブル UMOS 構造(図

Ⅲ .2.3.1.1-3))を設け、周囲にｐ型領域を埋め込むことにより、PN 接合から延びた

空乏層によって UMOS ゲート酸化膜が高電界から遮蔽され､一方､そのことによる

オン抵抗の上昇は小さいので高耐圧化と低オン抵抗化の両立が図れる。また、オ

ン抵抗低減にはトレンチ形状をチャネル密度が高い六角形等にすることが有効だ

が、MOS ゲートの動作がトレンチ面により不均一となり、デバイス信頼性の低下

が懸念されていた。これは一般的な SiC ウエハが（0001）面から傾斜していること

で、トレンチ側壁の結晶方位がトレンチ方向によって異なっているためである。

この問題に対し結晶方位の傾斜角度が小さい微傾斜基板にトレンチを形成すれば

トレンチ面間の特性が均一化できることを明らかにした。2009 年の SiC 国際会議

で あ る International Conference on Silicon Carbide and Related Materials 

2009(ICSCRM2009)の招待講演で世界中の研究者から注目を集め、デバイス設計と

作製技術力の高さを示すことができた意義は大きかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.3.1.1-1 従来型の UMOSFET の上面からの光学写真（左） 

と電流―電圧特性（右） 

G S 

100um
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2.3.1.2 電力変換用 SiC デバイスのトータル性能の信頼性 

ゲート酸化膜の信頼性寿命、電極・配線のエレクトロマイグレーション寿命、

破壊耐量に関する信頼性評価のための設備を整備して評価を試み基本的な評価プ

ロセスを構築することを目標にして研究を行った。 

図Ⅲ .2.3.1.2-1に示すように NH3アニールによりリーク電流の立ち上がり電圧が

高くなることがわかり、ゲート酸化膜の信頼性が向上することを突き止めた。し

かし、図Ⅲ .2.3.1.2-2 に示す様に界面準位密度とフラットバンドシフトが大きく、

今後界面化学的、デバイス物理的な詳細研究が必要である。 

配線・電極のエレクトロマイグレーション試験のためのコンタクト構造を検討

して TEG を完成した。破壊耐量については、図Ⅲ .2.3.1.2-3 と図Ⅲ .2.3.1.2-4 に示

すようにアバランシェ耐量を 200℃で測定する評価システムを構築して、実際に

耐量を測定した。今後は、SiC-MOSFET のトータルでの信頼性向上に大きく寄与

すると考えられ、スイッチングデバイスの普及に役割を果たした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.3.1.1-2 従来型 UMOSFET の電界分布 

U 字底の SiO2 膜の電界が赤く示されており 

高いことが分かる。 

図Ⅲ.2.3.1.1-3 新規提案（ダブルトレン

チ）UMOSFET の電界分布 

従来型と比較して U 字底の SiO2 膜 

にかかる電界が小さい。 
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 図Ⅲ.2.3.1.2-3 破壊耐量測定システム 

図Ⅲ .2.3.1.2-1 リーク電流の立ち上

がり電界に対する NH3 アニールの

効果 

図Ⅲ.2.3.1.2-2 界面準位密度（Dit）に

対する NH3 アニールの効果。Dit

は水素アニールよりも高い。
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図Ⅲ.2.3.1.2-4 アバランシェ耐量測定結果
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2.3.1.3 高品質ウエハ評価・管理技術 

パワーエレクトロニクスの発展には、まず SiC パワーデバイス特性向上を目指すが、

普及の視点ではデバイスの信頼性を高めることが課題である。ウエハに起因する部分

が大きいが未解決の問題が有り、しかも何が影響するかなど、定性的にも定量的にも

ほとんど明らかでない。SiC デバイス作製の歩留りや信頼性向上を目指し、ウエハ品

質まで遡り、デバイス特性と欠陥等との相関の解明が重要課題である。ウエハの品質

は、インゴットに含まれる結晶欠陥、ウエハ切り出し時、研磨やエピ成長時で発生す

る新たな欠陥の増加と言った問題が多数有る。本プロジェクトでは、(a)エピウエハの

反り、(b)欠陥の自動計測手法の開発、(c)エピ膜形成時に導入される欠陥と作製法との

関係の３課題についてターゲトを定めて、メーカの異なる購入エピウエハについて系

統的に調べた。 

(a) ウエハ大口径化に向けての問題点の調査 

同一ウエハを用いエピ膜成長前後の形状変化をトロペル社製のウエハ平面度測定装

置で測定したソリの値を図Ⅲ.2.3.1.3-1 に示す。この図でソリの値が正の場合ウエハ表

面は凹状にそっている。測定結果は、大部分のウエハでエピ膜成長によりソリ値がマ

イナス側へシフトし次第に凸状に変化していく傾向を示している。本測定は 10μm の

エピ膜の厚みの状態だが、エピ膜の厚みの増加や、ウエハ口径の拡大により、凸状へ

の変化はさらに強調される傾向にある。高耐圧デバイス開発に向けて解決すべき課題

である 

図Ⅲ.2.3.1.3-1  エピ膜成長前後のウエハのソリのプロット   

2 インチベアウエハに 10μm のエピ膜成長を行った。ウエ

ハは A 社および C 社の 2 種類。エピ膜成長は B 社、C 社、

D 社の三社が行ったものを計測した。 
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ウエハの変形をもたらす要因として以下の項目が既に議論されている。 

 

(i)エピ膜と基盤の窒素濃度の違いに起因する格子定数差による弾性変形による可

能性 

Jacobsonら[1]は 4H-SiCに窒素を微量添加した場合の格子定数の変化を理論的に算

出し、エピ膜と基板の窒素濃度の違いに起因する格子定数の違いによるミスフィット

歪みの値を計算している。計算結果では、60-90μm 程度のエピ膜成長では、エピ膜と

基板との界面に界面転位が導入されることを予測している。エピ膜の厚さが薄い場合、

界面転位は導入されず、エピ膜つきウエハには弾性的な変形をもたらすことが予測さ

れる。このことより、図Ⅲ.2.3.1.3-1 の変化はエピ膜と基板の格子定数の差による弾性

的な変形と推察される。 

 

(ii)エピ膜成長中の熱歪みによる塑性変形による可能性 

Ｘ線トポグラフでエピ膜中の転位構造を観察すると、１−３μm 程度のエピ膜の膜厚に

おいても、すでにエピ膜と基板との界面に界面転位が発生していることが一般に観察

される。この原因について、土田ら[2]、Zhang ら[3]はエピ膜成長時の高温で温度の

不均一性に起因する塑性変形が原因であることを指摘している。この、界面転位の導

入による塑性変形により、エピ膜成長後にウエハが変形している可能性も推察される。 

以上の可能性より、エピ膜成長後のウエハの変形は、ウエハ内部に歪みをためこん

だ弾性変形によるものなのか、熱応力による塑性変形によるものなのか、あるいは両

者の混合状態が原因なのかは現在のところ明らかではない。 

しかしながら、Ｘ線トポグラフの観察による界面転位密度から求められる塑性変形

量と、実際に観察されている変形量とは対応がつきにくく、また界面転位密度から求

められる塑性変形の量は、観察されている変形量よりも小さく見積もられるため、エ

ピ膜成長に伴うウエハの変形の主成分は、弾性的変形によるものではないかと現在の

ところ推察される。今後さらなる解析を必要とする。 

本研究では、2 インチウエハ、１０μm 程度のエピ膜を対象にしたが、今後 SiC デバ

イスの普及に伴い、ウエハの口径拡大の方向に進む。また、高耐圧化に向けてエピ膜

の厚みも増すので、反り等のデバイスプロセスに影響する様々な問題を事前に予測し、

その対処について考察しておくことは重要である。2 インチウエハのエピ膜成長に伴

う形状変化の原因についてこのような系統的な研究成果が歩留りや性能、信頼性向上

に貢献すると考えられる。さらに本研究の手法を、切断や加工研磨による形状変化に

ついての系統的調査に適用すれば有効な知見がさらに得られる。ウエハの形状につい

ての測定データの蓄積は、ウエハの形状に関する標準化の議論に資する情報になると

考えられ、ウエハの口径拡大が今後進めば本研究が生かされる。 
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(b) 転位密度の自動計測法の開発 

転位密度の識別計数するために貫通らせん転位、貫通刃状転位、基底面転位のエッ

チピットを同定して個数を計数するソフトを開発した。Windows XP 上での本ソフトの

動作では画像 200 枚の処理に約 10 分の時間を必要とした。本ソフトにより解析された

一例を図Ⅲ.2.3.1.3-2 に示す。観察された各エッチピット像に対して、本ソフトが貫通

らせん転位、貫通刃状転位、基底面転位の判定を行い、各転位のエッチピットにタグ

をつけ個数を数えている。撮影画像の目視計数は合計 2910 本であったが、本自動計測

ソフトでの計数は 2575 本で、とりこぼし率は 11.1％で転位密度 12875 本/cm2が求ま

った。取りこぼしの理由は、各画像のふちでピット像が切れ、完全な形を保っていな

いもの、多数の貫通刃状転位のピットが連続的に繋がり亞粒界を形成するようなケー

スなどが計数出来なかった。今後、取りこぼし率を下げる計数手法を工夫したソフト

開発が必要である。 

現在まで、転位によるエッチピットの計数は光学顕微鏡像を使った目視により計数

している。この作業は煩雑で人的な誤差も含まれるうえ非能率である。自動で転位種

を判別し計数することが可能になり、デバイス作製研究グループがソフトの導入によ

りウエハとの相関を解明したデータが今後発表されれば、デバイスの信頼性、歩留り

に貢献する意義が有る。ソフトの改良を加えて商業的に販売することも考えられる。

今後、転位密度の計数が自動的に能率良く行われる。 

 

 

図Ⅲ.2.3.1.3-2 開発されたソフトによりタグづけされたピット像。 

それぞれのエッチピットを、ソフトにより貫通らせん転位(S)、

貫通刃状転位(E1)、基底面転位(B)の判別を行い個数を求めた。 
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 (c) 光学的ウエハ表面観察装置による エピ膜欠陥の分類法の開発と、マクロ欠陥の

分類の統計的解析、およびマクロ欠陥の構造解析 

 

光学的ウエハ表面観察装置による エピ膜欠陥の分類法の開発と、マクロ欠陥の分類

の統計的解析では、4 度オフウエハでのエピ膜成長に伴うマクロ欠陥の分類、計数、

比率を求めた。図Ⅲ.2.3.1.3-3 に各社のエピ膜欠陥種類の比率の調査結果をまとめた。 

黒い線より下は L 三角形欠陥（鈍角形の形状の三角欠陥）を含む欠陥の割合を示して

いる。L 三角形欠陥は 8 度オフウエハのエピ膜では観察されず、4 度オフウエハで新た

に出現した三角形状の欠陥である。図Ⅲ.2.3.1.3-4 に観察された L 三角形欠陥を示す。 

 

図Ⅲ.2.3.1.3-3  エピ膜つきウエハの各社のエピ膜欠陥の比率 
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図Ⅲ.2.3.1.3-4 ４度オフウエハで新たに検出された鈍角三角形欠陥（L 三角形欠陥）の 

      カンデラ像。  

(a)発生原因不明のもの、(b)ダウンフォールに起因したもの、(c)コメットの発生に起因した

もの、(d)通常の三角形欠陥の発生に起因したもの。 

 

マクロ欠陥の分布はウエハベンダに大きく依存し、図Ⅲ.2.3.1.3-5 で示すように光学

顕微鏡観察(a)では同一に見えても、透過型電子顕微鏡(b)の断面観察像で差異が出るも

のもあり、観察技術のさらなる高度化が必要である。まだ系統的な解析は出来ないが、

ダウンフォールと三角欠陥は MOS キャパシタなどに対して重要なキラー欠陥であり、

三角欠陥や L 三角欠陥のうち発生原因不明のものが多数存在していることが明らかに

なった。 
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図Ⅲ.2.3.1.3-5 （a）SiC エピタキシー膜表面で観察される光学顕微鏡で観察される三角形欠

陥。(b)三角形欠陥の透過型電子顕微鏡による断面の観察結果。2μm 程度の膜厚の 3Ｃ型

結晶構造の SiC 層が 4H 型結晶構造の SiC エピ膜中に生成している。 

 

光学的ウエハ表面観察装置による エピ膜欠陥の分類法の開発と、マクロ欠陥の分類

の統計的解析、およびマクロ欠陥の構造解析では、4 度オフエピウエハに移行して初

めて現れた鈍角三角形欠陥の解析がおこなわれ、鈍角三角形欠陥の実態が理解された。

MOS キャパシタの破壊原因の一つになること、また発生原因の一部が明確になったこ

とはデバイス開発の上で重要である。鈍角三角形欠陥は 4 度オフウエハのエピ膜表面

に頻繁に現れている。その発生を抑えることが望まれている。 
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2.3.2 高温動作電力変換器設計試作技術 

2.3.2.1 高温高信頼化基盤技術 

本項では SiC パワーデバイスの半導体最大接合温度 Tjmax を 200～250℃の温度領域

まで拡張して動作させることを可能とする高温高信頼パワーモジュール実装技術の開

発の成果を報告する。企業出身者で構成される FUPET 研究センターが本開発を担当し

た。開発する高温高信頼パワーモジュール実装技術形態は地球上で記録される一般的

な最低大気温度 Ta（= -40℃）にも当然、耐えなくてはならないから、「高温高信頼実

装技術」をより正確に定義すれば、「温度が変動する場合も含めてパワーデバイスが

最大 Tj = -40℃～250℃の温度領域で動作することを可能とする高信頼実装技術」と表

現することができる。 

パワーモジュールの内部で最も高温になり、かつ、温度変動が激しいのは、言うま

でもなく、発熱体としての SiC パワーデバイスである。よって、SiC パワーデバイス

に直接接して接合を形成している「接合構造体」が最も高温高信頼化すべき実装対象

要素である。それらは４つあり、(1)ダイアタッチメント系と、(2)ワイヤボンド系と、

(3)封止樹脂系と、(4)導体板貼り絶縁基板系とである（後述するパワーモジュール構造

参照）。本プロジェクトサブ課題ではこれら実装対象要素の高温高信頼化を推進した。

なお、開発するのは材料ではなく「系」である。ダイアタッチメント材としての高温

はんだや封止材としての耐熱樹脂の開発はもちろん重要であるが、パワーモジュール

開発で最も重要なのはそれらを使用して構成される系、すなわち、構造体の信頼性で

ある。 

本プロジェクトサブ課題の達成度と得られた成果の産業的価値を（本報告を閲読す

る）誰もが確認できるようにするために以下のように共通の数値目標、コミットメント

とターゲットを定め開発を実行した。ターゲット目標は温度設定においても、寿命に

おいても、コミットメント目標に比べて格段にストレッチな目標になっている。 

 

 コミットメント： 

① 高温放置耐性 200℃、1000 時間 

② 冷熱サイクル耐性 -40℃⇔200℃、1000 サイクル 

 

 ターゲット： 

① 高温放置耐性 250℃、3000 時間 

② 冷熱サイクル耐性 -40℃⇔250℃、3000 サイクル 

 

ここで 1000 時間、1000 サイクルは家電製品や産業システムなどで広く認知されてい

る信頼性基準である。一方、3000 時間、3000 サイクルは屋外や酷環境での使用が想定
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されている製品のデファクト基準で、たとえば、車両などがこれに該当する。 

以下、各実装対象要素毎に本プロジェクトの結果を報告する。 

(1)高温高信頼 Au-Ge ダイアタッチメント 

ダイアタッチはダイボンドとも言われる。パワーモジュールの中で最も重要な部

分である。最大 250℃での使用を想定すると、300℃以上の耐熱性（あるいは融点）が

あり、かつ、接合プロセス温度がパワーチップの耐熱温度（約 420℃）より低い接合

材料を選ぶ必要がある。SiC ダイアタッチの方式は、はんだ付けのほか導電性接着

剤、ナノ粒子接合、拡散接合などの方式が提案されているが、今日に至るまで、そ

れを用いて形成したダイアタッチ系の報告は非常に少なく、特に高温放置や高温度

サイクルの信頼性データはなきに等しいか、あっても、短時間に劣化が進む結果し

か報告されていない。 

融点が上記ダイアタッチの温度要件を満たしていること、短時間の高温使用であ

るが多くの研究者に利用されていること、そして何よりも、簡単なはんだで接合で

きること、などの理由により、共晶 Au-Ge はんだ（融点 356℃）を接合材の第一候補

に据え、ダイアタッチ系の開発を行った。絶縁基板は後述するCu両面貼りSiN基板、

SiC チップは、寸法 2×2 mm2であって、裏面には Ni シリサイドオーミックコンタ

クトにメタライズしたチップを使用した。 

Au-Ge はんだのリフロー条件は勿論、材料となる Au-Ge 材（メーカ、表面処理、

材料形態）や SiN 基板（メーカ、めっき処理、表面処理、Cu 電極パターンや厚み）、

SiC チップ（蒸着条件、メタライゼーションの構成、表面処理）の適正化を効率的に

進めたところ、上記ターゲット目標を超える寿命の接合信頼性を達成することに成

功した（コミットメント目標も達成）。以下これを立証する信頼性試験結果を説明す

る。寿命の判定はダイアタッ

チの接合信頼性国際規格

IEC60749-19(= 6.2 MPa)であ

る。 

図Ⅲ .2.3.2.1-1 は開発した

Au-Ge ダイアタッチ系の

200℃（左図）、250℃（右図）放

置試験の結果である。それぞ

れの温度でサンプル 50 個を

3000 時間経過させた後のダ

イシェア強度の分布を示し

ている。200℃では事実上、

ダイシェア強度の劣化は起

きない。一方、250℃では接
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図Ⅲ.2.3.2.1-1 SiC/Au-Ge/Cu-SiNダイアタッチメント系の

3000 時間放置試験後のダイシェア強度分布。(a)200℃放

置、(b)250℃放置 
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合強度の若干の低下が認められたが、

IEC 規格 6.2 MPa を参照すれば、依然十

分すぎる値である。 

図Ⅲ.2.3.2.1-2 は-40℃⇔200℃、-40℃

⇔250℃冷熱サイクル試験の結果を、シ

ェア強度とサイクル数の関数として、

示している。図から明らかなように、

本開発 Au-Ge ダイアタッチ系は-40℃

⇔200℃試験でも-40℃⇔250℃試験で

も 3000 サイクル後において、IEC 規格

を満足するダイシェア強度を保持して

いることが分かる。 

この高温高信頼 Au-Ge ダイアタッチ

メントの完成で後述する SiC インバー

タ１次試作(モデル TOPPA)の製作に目

途がつき、設計が開始された。 

 

(2)冷熱サイクル耐性超強化技術 

上記 Au-Ge ダイアタッチ系の冷熱サイクル信頼性に関する成果（図Ⅲ.2.3.2.1-2）を

学術講演会で公表したときに、賛辞に混じって、-40℃⇔250℃試験のダイシェア強

度低下の速度を抑制する技術の開発を求める声が聞かれた。要望はその後の講演の

機会などでも止まらなかった。理由を確認したところ、「もっと長寿命が必要なア

プリケーションがある」、「現結果は規格に対しマージンが少なく 3000 サイクル保

証できるか微妙である」などの意見があった。こうして、冷熱サイクル耐性をさら

に向上させる開発をオプションとして実行した。 

Au-Ge ダイアタッチ系に限らず、高温ダイアタッチの劣化を促進する要因は SiC

チップの熱膨張率（CTE: coefficient of thermal expansion = 6.6 ppm/℃）と絶縁基板

貼付け導体の熱膨張率（本例では Cu で CTE = 16.8 ppm/℃）との大きなミスマッチに

起因する熱応力である。⊿Tj が大きい冷熱サイクルを繰り返すうちに大きな変位運

動によってダイアタッチ（はんだ）層が疲労してクラックが進展し、それが、ダイシ

ェア強度を劣化させる。 

この問題を解決するために、絶縁基板貼付け導体を延性の高い純 Al とし、繰り返

し変位の歪を貼付け Al 導体の変形で吸収させる方法が提案されているが、この方法

を実施してみると、-40℃⇔250℃冷熱サイクルストレスでは、Al の加工硬化で亀裂

が進展してダイシェア強度が低下する、Al 表面が激しく粗面化する、表面のめっき

層（Ni めっきなど）が瓦解する、など問題が起こり、この対策が容易でないことが分
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図Ⅲ.2.3.2.1-2 SiC/Au-Ge/Cu-SiN ダイアタッチ

メント系の冷熱サイクル試験結果。平均ダイシ

ェア強度の変化。 
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かった。 

図Ⅲ.2.3.2.1-3 は本プロジェクトで考案した新しい方法を図示した模式図である。

本方法では SiC の CTE に、近い CTE を呈する導体板（たとえば CIC（Cu/Invar/Cu）ク

ラッド材や Mo など）を貼り付けた絶縁基板（たとえば SiN）とし、これに SiC パワー

チップを接合させる。CTE がほぼ同じなので、Au-Ge ダイアタッチ層の熱歪は軽減

され、結果として冷熱サイクル耐性が向上するであろう、という目論見のもと、面

方向の有効 CTE が 5.1 ppm/℃である CIC 導体板（Cu/Invar/Cu=1/8/1）を貼り付けた

CIC-SiN 基板を国内セラミック基板メーカの協力を得て試作し Au-Ge ダイアタッチ

系を構成して、-40℃⇔250℃試験及び-40℃⇔300℃試験を実施した。その結果を図

Ⅲ.2.3.2.1-4 に示す。-40℃⇔250℃試験の結果においては、サイクルの進行に伴うダ

イシェア強度の低下は大幅に緩和され、3000 サイクルでは 92 MPa もの高強度を示

した。この値は IEC 規格の約 15 倍の高さである。強度が IEC 規格まで下降するサイ

クル寿命(推定値)は8800サイクルであった。また、Tjmaxをさらに 50℃拡張した-40℃

⇔300℃試験でもサイクル寿命 > 3000 サイクルが初めて実現された。 

産業界から改善の要望があった冷熱サイクル耐性超強化はこうして達成された。

なお、原理を考慮すれば自明のとおり、この冷熱サイクル耐性超強化技術は Au-Ge

はんだに限らずに全てのダイアタッチ（次項のZn-Alダイアタッチやその他はんだ以

外のダイアタッチ）の冷熱サイクル延命に有効である。 

 

(3)ベースメタル Zn-Al ダイアタッチ 
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図Ⅲ.2.3.2.1-4 Au-Ge ダイアタッチメン系の冷

熱サイクル試験結果：(a), (b)CIC-SiN 基板、(c) 

Cu-SiN 基板。 

Ni2Si /Ti/Ni/Ag

Invar

Cu

SiN ceramic substrate

SiC die

Au-Ge solder

Cu

Invar

Cu

Cu

Ni-P/Au

Ni-P/Au  

図Ⅲ .2.3.2.1-3 CIC電極材基板を用い

たAu-Geダイアタッチメント系 
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SiC ダイアタッチ系に対する産業界からのもう 1 つの強い要望は「ベースメタル

を使った安価なダイアタッチを開発してほしい」というものである。その点は、企

業出身者で構成される本プロジェクトサブ課題実施者（FUPET 研究センター）らも全

く同感であり、プロジェクトの初期からオプションとして開発を進める計画であっ

た。しかし、つぎに述べる理由により大きな困難が予想されていた。 

産業での利用を考える場合、ROHS 対応の観点から鉛およびこれを含有するはん

だを利用できない。また金 Au などの貴金属を含む材料はコスト面が高いため、産業

界での利用が限られる。これらを除くと、周期律材料物性表を参照すればすぐ分か

るように、300℃～400℃付近に融点を有するベースメタルは存在せず、この温度域

に融点（共融点）を有する二元ベースメタル合金も状態図集などを開いて調べる限り

存在しない。共融点 382℃の共晶 Zn-Al が唯一の例外である。金属種と融点を見る限

り、この合金系は期待のダイアタッチ材である。しかしながら、Zn も Al も極めて酸

化しやすい元素であることから、良好な濡れがえられないという致命的な問題があ

り、世界で僅か１グループが細々とダイアタッチ開発をしているだけであった。 

そこで、国内金属材料メーカ

とタイアップし、良質な共晶

Zn-Al 合金を入手して SiC でダ

イアッチを形成し、ベンチマー

クである前記先行開発グルー

プの結果と自分達の実験結果

とを分析的に比較検討しなが

ら我々独自の製作法を探求し

たところ、図Ⅲ.2.3.2.1-5 に示す

ような良好な濡れ拡がりが起

こる Zn-Alダイアタッチ法を確

立することに成功した。この新

しいダイアタッチ形成法のポ

イント[1][2]は以下の４つであ

る。 

 

① 絶縁基板導体板の Ni めっき表面を Cu 膜で仕上げる 

② SiC ダイに微弱な荷重(> 5g/mm2)を掛ける 

③ ダイより小さな面積の Zn-Al プリフォームを使用する 

④ 減圧(< 100 Pa)下でリフローする 

 

 

SiC die
(2×2×0.3 mm)

Zn-Al spillage

Cu foil

図Ⅲ.2.3.2.1-5 SiC/Zn-Al/Cu-SiN ダイアタッチ

メント系 
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図Ⅲ.2.3.2.1-6は上記新方法で作製した SiCダイアタッチの 200℃と 250℃の放置試

験の結果である。絶縁基板は Ni めっきした Cu-SiN 基板である。Ni めっき表面に、

さらに Cu めっきを施す。グラフから明らかなように、200℃放置試験も 250℃放置

試験も 3000 時間の時間レンジにおいてダイシェア強度はほぼ一定であり、強度低下

に結びつく劣化は起こらないといえる。図Ⅲ.2.3.2.1-7 は冷熱サイクル試験の結果で

ある。-40℃⇔200℃試験も-40℃⇔250℃試験も IEC 規格を満足したまま 3000 サイク

ルを終了している。こうして、ベースメタル Zn-Al ダイアタッチ系においても 2.3.2.1

項記載のコミットメント目標のみならずターゲット目標をも達成することに成功し

た。 

なお、図Ⅲ.2.3.2.1-7 の-40℃⇔250℃試験で観察されたダイシェア強度の急速な劣

化は前項(2)記載の冷熱サイクル耐性超強化技術の適用で改善できると期待される。 

参考文献 

[1] S. Tanimoto et al., Mater. Sci. Forum, 717-720 (2012), pp. 853-856 

[2] S. Tanimoto et al., Proceedings, IMAPS HiTEC 2012, (2012), pp. 110-116 

 

(4)耐熱 Al ワイヤボンド 

-40～250℃での実装高信頼性の要求に対し、Al ワイヤーボンディングは悲観的な

見解が大勢で、その実、使用が不可能であることを立証した実験的証拠はなかった。

本開発サブ課題ではこの見解の妥当性を検証するとともに、ワイヤーボンディング

の高温高信頼化に取り組む。250℃放置試験と-40～250℃冷熱サイクル試験に加えて、

ΔTj=165℃パワーサイクル試験（MAX200℃）を行い信頼度の評価を行った。Al ワイヤ

図Ⅲ.2.3.2.1-6 Zn-Al ダイアタッチメント系の 

200°C 及び 250°C 放置試験結果。 ダイシェ

ア強度の変化。 

図 Ⅲ.2.3.2.1-7 Zn-Al ダイアタッチメント系

の冷熱サイクル試験結果。ダイシェア強度

の変化。 
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ーボンディングの高温信頼性の確保が十分可能である事を示す。 

図Ⅲ.2.3.2.1-8 に示すように、1st ボンドが SiC 半導体 Al 電極、2nd ボンドが Si3N4

基板上の銅配線（NiP, Au めっき）になる様 Al ワイヤーボンディングサンプルを作製

した。最適化の結果、ワイヤー材はアルミ製φ200μm（市販品）に決定した。このサ

ンプルを図Ⅲ.2.3.2.1-9 に示すツイーザーブル試験法にて強度測定と破断モードの評

価を行った。冷熱試験サンプルでは Al ワイヤー断面の平均粒径も測定した。ワイヤ

ー抵抗測定用サンプルは、プル強度測定用サンプルと同様の部材であるが、チップ

搭載部と 2nd ボンディング部の銅配線が分かれているものを使用し、ボンディング

接合界面も含めた抵抗値変動を測定した。 

図Ⅲ.2.3.2.1-10 にあるように 3000 サイクルまで冷熱試験を行ってもプル強度は

IEC60749-22 の規格(図中の点線)に対し 1.8 倍の余裕度を示した。破壊モードは主に

Wire break と Heel break で、発生確率はほぼ半々であり、Interface peeling は 3000

サイクル試験しても主たる故障モードになることはなかった。平均粒径は初期成長

が速いが、後半は緩やかな成長となっており、この傾向はプル強度にもみられた。

これは、ホールペッチ式(1)に示される様に、粒径増加による降伏応力低下の関係が

あるため、それに伴い破断強度も低下したと考えられる。 

σy=σ0 +ky×d-1/2               ･･･(1) 

σy：plastic flow stress   σ0：friction stress 

ky：defines          ｄ：grain size 

 Heel break

Tweezers

Interface peelingＷｉｒｅ ｂｒｅａｋ  

図Ⅲ.2.3.2.1-8 冷熱試験イメージ      図Ⅲ.2.3.2.1-9 ツイーザーブル試験法 
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図Ⅲ.2.3.2.1-10 プル強度とワイヤー断面粒径  図Ⅲ.2.3.2.1-11 ワイヤー抵抗値変動 

 

本実験で得られたプル強度と平均粒径-1/2 の相関係数は、1st で 0.93、2nd で 0.98
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と強い相関がみられ、プル強度は粒径増大の影響である事が示唆された。 

図Ⅲ.2.3.2.1-11 に試験前 Al ワイヤーの抵抗値を 100 とした場合の冷熱試験による

抵抗値変動を示す。3000 サイクルを行っても抵抗値は 11％増に収まっており、実用

上問題になるレベルではない。一般的に冷熱試験において最も懸念されるのはボン

ディング接合界面のクラック進展であり、それに伴う Interface peeling や抵抗値上昇

などであるが、本実験結果からその点については特に問題なく、むしろ 250℃まで

の信頼性を考える場合、Al ワイヤー自身のプル強度の低下を考慮すべきである事が

示唆される。 

次に、上記冷熱試験 3000 サイクル行ったサンプルと初期サンプルの高温時のプル

強度を図Ⅲ.2.3.2.1-12 に示す。 
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図Ⅲ.2.3.2.1-12 高温でのワイヤープル強度  図Ⅲ.2.3.2.1-13 高温放置でのプル強度 

 

高温になるにつれて、初期サンプルと冷熱 3000 サイクルサンプルとのプル強度

差は収束して行くことがわかった。また、250℃においてはどちらも IEC60749-22 の

規格を満足している。 

次に、高温放置試験結果を示す。図Ⅲ.2.3.2.1-13 は 250℃で高温放置した時間とそ

のサンプルのプル強度と初期品の抵抗値を 100 とした場合の抵抗値変動である。プ

ル強度は 100 時間の熱処理まで急激に下がるが、その後強度低下がほぼなくなる。

これは前記冷熱試験の結果(図Ⅲ.2.3.2.1-10)と同じ様に、ワイヤー粒径の増大および

安定化が進んだと考えられる。1000 時間で IEC 規格に対して 2.1 倍の余裕度を示し

ている。一方抵抗値は 1000 時間で 96.5％程度までの低下で安定している。この試験

では主として 100 時間以内に起こる劣化を詳細に観察したため、サンプル数が早期

に枯渇し、1000 時間で終了を余儀なくされた。そこで、3000 時間連続放置試験を新

規に実施した。この試験では 250℃とともに更に 50℃高い 300℃の試験も実施した。

表Ⅲ.2.3.2.1-1 はその結果で、3000 時間放置後の平均プル強度と平均プル強度／IEC

規格比を示している。なお、ここで実施したプル試験法は図Ⅲ.2.3.2.1-9 のツイーザ

ーブル試験法ではなく、フックを使用した標準ワイヤープル試験法である。 
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はじめに 250℃の結果を

参照すると、3000 時間後の

ワイヤープル強度は初期の

75%まで低下するが、その値

は IEC 規格のまだ 2.6 倍と

十分な値であることが分か

る。即ち、本開発 Al ワイヤ

ーボンド技術は 250℃、3000 時間に耐える信頼度を有している。また、300℃、3000

時間の結果も試験後、2.3 倍の強度で IEC 規格を満たしていることが理解される。 

以上の様に、本開発課題で開発した Al ワイヤーボンディングは 250℃放置試験な

らびに-40℃⇔250℃冷熱サイクル試験のコミットメント目標はもちろんのこと、ダ

ーゲット目標も達成していると言うことができる。 

最後に、パワーサイクル試験を行った。図Ⅲ.2.3.2.1-14 のように SiC-SBD を 8 個

直列になる様 Al ワイヤーボンディングサンプルを作製した。パワーサイクル条件は

6.2A を 2 秒通電とした。このときのジャンクション温度のスイングは 35～200℃、

ΔTj=165℃である。ワイブルプロットを図Ⅲ.2.3.2.1-15 に示す。同図からわかるよう

に、故障はすべて摩耗故障領域であった。また、最低故障サイクル数は 22,346 回で

あり、本実験では産業用 Si-IGBT 製品などに求められるパワーサイクル試験Δ

Tj=100℃, 15,000 回の規格を上回っていることがわかった。 

     

y = 5.691x ‐ 59.366
R² = 0.978
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図Ⅲ.2.3.2.1-14           図Ⅲ.2.3.2.1-15 

パワーサイクル試験サンプル    パワーサイクル試験結果ワイブルプロット 

表Ⅲ.2.3.2.1-1 連続 3000 時間放置試験結果 

250℃ 300℃

Pull strength (gF) 241 180 164

Reative strength 100 75 68

IEC ratio 3.4 2.6 2.3

3000 hours
0 hourStrage test
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(5)冷熱サイクル高耐性金属貼り絶縁基板 

最大温度 250℃の長期使用（> 3000 時間）に耐えられる安価な絶縁基板は、今日、

セラミック基板以外ない。Cu 板または Al 板をセラミック板 SiN や AlN、Al2O3 に接

合させた各種絶縁基板（以下「Cu-SiN」などと略記）が実用に供されている。しかし

ながら、温度差の大きい冷熱サイクルに晒されると、「バイメタル」ストレス効果

によって生じる繰り返し変位によって、Cu 貼りセラミック基板では Cu 板がすぐ剥

離する（図Ⅲ.2.3.2.1-16(a)参照）、Al 貼りセラミック基板では Al 板が激しく粗面化（亀

裂と隆起の発生）するという深刻な問題が起きて、これを抜本的に解決する技術の開

発が必要であった。 

本サブ課題実施の初頭、冷熱サイクルベンチマーク試験を実施したところ、Cu-SiN

基板が他と比べて一桁以上高信頼であったことから、これを第１候補に据えて、国内

の有力セラミックメーカ数社と協業して導体板（Cu）の剥離対策を推進した。 

冷熱サイクル試験で Cu が剥離した Cu-SiN 基板の剥離面を解析したところ、Cu

板は Cu/SiN 界面（=活性金属接合層）ではなく SiN 基板内で破断していること、した

がって、Cu と SiN の接着性の問題ではないことが判明した。この観察に基づいて、

絶縁基板の材質の改良、Cu 板の純度や熱処理条件の改良、Cu 板の対称両面貼り化、

Cu板の厚みの削減、Cu板パターンのコーナー部の丸めなどに取り組んだ結果、-40℃

⇔250℃冷熱サイクル試験において、ターゲット目標を 3 倍以上過達する 1 万サイク

ル超（図Ⅲ.2.3.2.1-16(b)参照）を達成することに成功した。 

この絶縁基板高信頼化の成功が契機となって上述のダイアタッチの高信頼化とオ

ール SiC インバータ 1 次試作（TOPPA、後述）が急加速した。またこの基板技術はイ

ンバータ２次試作(NIJI)以降で使用する多層セラミック基板にも適用され、高信頼が

確認された。 

 

(6)高信頼 2 層構造絶縁（セラミック）基板 

高出力パワー密度を実

現させるため、モジュール

主回路の線路で生じる寄

生インダクタンス L を大

幅に低減させる技術開発

が必要である。電磁界シミ

ュレーション（Q3D）と技

術調査の結果、セラミック

基板を 2 層構造（導体板は

3 層）とすることで所期の

目的が達っせられる見通

(b)(a)

図Ⅲ.2.3.2.1-16 -40ºC⇔250ºC冷熱サイクル試験に

掛けたSiN基板の外観: (a) Cu-SiN (100サイクル後) 

and (b) CIC-SiN (1万サイクル後) 



Ⅲ- 76 

しを得たことから（詳細は 2.3.2.2 (1)低インダクタンス化 で報告）、SiC インバータ 2

次試作（モデル NIJI）搭載を狙って、モジュールの抜本的低インダクタンス化を図る

ために高温高信頼低インダクタンス 2 層セラミック基板の開発を進めた。多層セラ

ミック基板をパワーモジュールに適用した例は、調査した限りにおいて過去に報告

がなく、それだけに通常の売買契約に依拠した試作では、技術的にも時間的にも、

多難な前途が予想された。このため、2 層基板製造技術を保有する国内有力セラミ

ック基板メーカと緊密にコラ

ボレーションする道を選んだ。 

はじめに、前項(5)で述べた冷

熱サイクル高耐性絶縁基板

Cu-SiN を活性金属接合法で 2

層張り合わせた構成のインバ

ータ NIJI 用設計基板（スルーホ

ールあり）を試作し、250℃放置

試験と-40℃⇔250℃冷熱サイ

クル試験を実施したところ、250℃放置試験はターゲット目標 3000 時間を難なくク

リアできることができた。しかしながら、-40℃⇔250℃冷熱サイクル試験では 1000

サイクルは達成できたものの、3000 サイクル到達前に最上面、最下面の Cu 板が剥

離する故障が発生し、ターゲット目標達成が困難であることが判った。ターゲット

目標が達成できなければ、本技術のアプリケーションの適用の範囲が限定されるこ

とになる。このため、ターゲット目標の達成を期して 2 層構造セラミック基板の更

なるの高信頼化に取り組むこと

にした。 

図Ⅲ.2.3.2.1-17 は本開発課題実

施者が最終的に提案した高温高

信頼 2 層構造セラミック基板の

構造模式図である。熱膨張係数

CTE を 5.1 ppm/℃に調整した CIC

導体板（Cu/Invar/Cu=1/8/1）を貼

り付けたCIC-SiN基板 2枚を活性

金属接合法で接合させた。CIC 導

体板の CTE は SiN 基板と差がな

く、このまま限界試験に移行する

と試験の長期化が予想されたの

で、試験条件を-40℃⇔300℃と厳

しくして寿命の短縮を狙い、新規

図Ⅲ.2.3.2.1-17 CIC(Cu/Invar/Cu)電極に換えた 

改良 2 層 SiN 基板 

図Ⅲ.2.3.2.1-18 -40ºC⇔300ºC 冷熱サイクル

試験 5000 サイクル後の CIC-SiN 基板端部の

断面 SEM 写真。 
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に限界試験を実施した。本プロジェクト終了の間際まで試験を実施したが、5000 サ

イクルに達したところで試験を打ち切らざるを得なかった。 

図Ⅲ.2.3.2.1-18 は-40℃⇔300℃冷熱試験で 5000 サイクルを経過したサンプルの断

面電子顕微鏡写真である。観察位置は熱応力が最大となる導体板最外縁コーナー部

分（導体板も最も剥離しやすい部位）である。写真を一瞥して明白なとおり、上部導

体接合面でも下部導体接合面でも中間導体接合面（2 面あり）でも導体板の剥離は観

察されない。こうして、冷熱サイクル耐性のターゲット目標をサイクル数でも最大

温度でも大幅に超える高信頼 2 層構造基板を完成させた。 

 

(7)封止樹脂 

パワーモジュールにおいて、樹脂封止は高電圧絶縁性を維持しながら線間の不用

意な接触を防ぐとともに環境汚損などから SiC チップを保護する重責を担っている。

SiC チップに直接触れる樹脂剤には、ダイアタッチ材や絶縁基板、ボンディングワ

イヤなどと同様に長期に温度 Tjmax に耐える耐熱性が要求される。しかしながら、

本課題実施者の知る限り、パワーモジュール実装形態で十分な長期信頼性（たとえば

250℃放置で寿命 > 3000 時間）を達成したとする報告はなく、スペックに適合した

樹脂封止技術の不在が冒頭に述べた高性能 SiC 変換器早期実現を妨げる一因になっ

ていた。 

封止樹脂の高温高信頼化は本プロジェクトのメインストリームから大きく逸脱し

ているし、オプションとして遂行するにはあまりにも重すぎる課題であった。しか

し、幸いなことに、プロジェクト中期あたりから、樹脂製造メーカ各社から 200℃

超の耐熱性を狙った新封止樹脂の開発情報がメディアを通じて発信されるようにな

り好機が訪れた。本プロジェクトでは耐熱シリコーン樹脂開発主要メーカ 4 社とコ

ラボレーションを実施し、開発品を入手し、各社同意のもとでベンチマーク試験を

持続的に実施し、各社に試験結果（寿命や故障モード、サンプル）をオンタイムで返

す作業を繰り返すことにより、高温高信頼化を達成する道を選んだ。 
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各社にフィードバックするたびに、各社の改良の手が加えられ、耐熱性が向上さ

せた樹脂が送られてくる。以下、本プロジェクト終了間際で打ち切ったベンチマー

ク試験の結果を報告するが、その前に断っておきたいことは、ベンチマークは各社

製品の品評を意図したものではないこと、現段階での到達度を示していること、耐

熱性の改良は各社で持続しており、もっとよい結果が早晩現れることである。表

Ⅲ.2.3.2.1-2は 200℃放置試験と 250℃放置試験、-40℃⇔250℃冷熱サイクル試験の結

果である。MTTF(Median Time To Failure)は寿命分布の中央値である。”>”が付い

た数字は試験が終了して生存であることを示している。サンプルは SiC ショットキ

ーバリアダイオード(SBD)を実装した TO-254セラミックパッケージをシリコーン樹

脂で封止したサンプルである。故障の判定は外観不良と SBD の電気特性異常であっ

た。 

はじめに、200℃放置試験の結果に注目すると、試験した全品種が高温放置耐性の

コミットメント目標 200℃、1000 時間を達成した。内、2 社 2 品種が 3000 時間を超

えた。次に 250℃放置試験を見ると、1 社１品種が高温放置耐性のターゲット目標

250℃、3000 時間に到達した。そして、-40℃⇔250℃冷熱サイクル試験の結果に着

目すると 1 社１品種がターゲット目標、3000 サイクルを達成した。 

こうして、250℃放置試験及び-40℃⇔250℃冷熱サイクル試験の両ターゲット目標

達成することに成功した。 

(8)モジュールアセンブリ設計 

上記開発した高温高信頼モジュール構成要素を実際のパワーモジュールに組み立

てるアセンブリプロセスを構築した。 

プロセス設計を行う上で考慮すべき要点は以下のとおりである。 

表Ⅲ.2.3.2.1-2 シリコーン樹脂封止モジュールのベンチマーク試験結果 

Supplier ID of Material
200℃ storage

MTTF(Hr)
250℃ storage

MTTF(Hr)
-40<->250℃ TCT

MCTF(cycles)

A社 BYG-001G 1500 100 200

BYG-002G 2500 100 500
RX-157A >3000 500 500

B社 B1 2000 24 -
B2 1500 24 -

X-32-3318-A/B - 200 1000
X-32-3318-2A/B - 500 1500

C社 920 LT A/B 1000 24 -
D社 D1 2000 24 -

DCT-BG001-NT >3000 >3000 500
DCT-BG002-1-NT - >1500 >3000
DCT-BG002-2-NT - >1500 2500
DCT-WR001-NT - >3000 200
DCT-WR002-NT - >1500 500
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① 加工温度が高い工程を先行させる 

② 耐熱性が高い材料から先にとりつける 

③ 先行取りつけ部品と加工装置のツールの干渉を防ぐ 

④ 先行加工の影響（表面の変質、汚染、酸化、滲み出し）を考慮する 

図Ⅲ.2.3.2.1-19 は上記要点を踏まえながら、組み立てた SiC インバータ「2-in-1」

モジュールアセンブリプロセスである。このプロセスは１次試作～3 次試作のモジュ

ール組立てに共通して使用された。 

プロセスを工程順にしたがって説明すると、初めに、セラミック（SiN）絶縁基板の

表面に SiC パワーデバイス（FET と SBD）と誤点弧防止セラミックコンデンサ（3.2.2.2

で説明）を Au-Ge はんだを用いて接合させる。つづいて Al ワイヤーボンドでパワー

デバイス表面の電極と周辺回路を結線する。次に Al ワイヤーまで張ったセラミック

絶縁基板をCu製（Ni/Auめっき）の冷却フィンに接合させると同時にセラミック絶縁

基板の表面に端子電極（N 極、P 極、出力、ゲート信号、Cu 製 Ni/Au めっき）を接合

させる。ここで接合には共晶 Au-Sn 高温はんだ（融点 280℃）を用いる。最後に耐熱

樹脂 PPS（または PEEK）ケースを耐熱接着剤で取りつけ、ケースの内部に耐熱シリコ

ーン樹脂を充填して、PPS（または PEEK）製の蓋をすれば 2-in-1 モジュールが完成す

る。 

なお、本プロジェクトサブ課題では共晶 Au-Sn 高温はんだ接合の開発も本格的に

実施したが、関連技術であるため報告は省略した（論文発表で公表している）。 
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(9) まとめ 

1) 目標の達成度 

コミットメント目標とターゲット目標を定めて、超高出力パワー密度パワーモジ

ュールの中で最も高温、高温度サイクルに晒されるダイアタッチメント系とワイヤ

ボンド系と封止樹脂系と導体板貼り絶縁基板系の高温高信頼化を推進した。この内、

上位のターゲット目標は、「250℃放置試験 3000 時間」「-40℃⇔250℃冷熱サイ

クル試験 3000 サイクル」であった。 

開発の結果、すべてのモジュール要素系において、ターゲット目標を達成、もし

くは、過達することに成功した。また、上記高温高信頼を達成した系（とその製作工

程）をすべて組みこんだ高温高信頼 2-in-1 パワーモジュールのアセンブリプロセス

を構築して、高温高信頼パワーモジュールを完成させた。後述の 2.3.2.2 で使用した

モジュールがこのモジュールである。 

2) 成果の意義 

上記モジュール実装の各系において、各開発成果は、ターゲット目標の達成の時

期とレベルの両者おいて世界に抜きん出ており、日本の次世代 SiC 変換器技術の国

際的優位性を担保する極めて大きな意義がある。 

本高温高信頼実装技術のそれぞれは企業出身技術者がいずれ製品化することを念

Soldering
for chip and capacitor

using Au-Ge 

Wire bonding 

Soldering
for terminal and heatsink

using Au-Sn

Case bonding
and

gel sealing
 

図Ⅲ.2.3.2.1-19   2 イン 1 SiC パワーモジュールの組立て工程 
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頭において開発した極めて実用的な技術である。近い将来、SiC パワーデバイスの

価格が下がって、SiC 変換器の商品化の時期が訪れたときに軽微な手直しでその商

品に適用できると信じている。 

3) 知的財産権の取得 

本プロジェクトサブ課題関係で、平成 25 年 2 月末までに 6 件の国内出願、3 件の

外国出願を行った。 

4) 成果の普及 

本サブ課題で得られた成果は、成果がでた時期にほぼオンタイムで学術講演会や

論文等で公表され、そのときどきに比較的高い評価を獲得することに成功した。そ

れがその後、沢山の講演会や論文誌に招かれるきっかけとなり、本開発技術の認知

と普及が一段と増した。論文発表の 1 件が優秀論文賞に、3 件が Selected Papers（内

一件は英論文）に輝いた。 

CEATEC やナノテク展（NEDO ブース）などに実機を添えて出展するとともに、プ

レスリリースを通してマスメディアや業界外の潜在アプリケーションユーザに向け

て技術を積極的にアピールした。その甲斐あって、20 件を越える記事が新聞、雑誌、

Web サイトで報道された、また、インターネプコンやセミコンジャパンなどの国際

展示会専門セミナーや大学から招かれ、最新成果を盛り込んだ講義で好評を博した。

商業雑誌 2 誌でも成果を報告した。 
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2.3.2.2 高パワー密度インバータの設計製造技術 

(1)低インダクタンス化 

インバータのようなスイッチング装置において、設計上は不本意な「配線インダ

クタンス」は小さいに越したことはない。配線インダクタンスの弊害は３つ挙げるこ

とができる。第１は、トランジスタがスイッチングする際、とくに電流 I をターンオ

フする際にトランジスタの主端子間に ΔV＝L(dI/dt)なるサージ電圧が重畳し、ピー

ク電圧が素子耐圧を超えるとトラ

ン ジ ス タ が 壊 れ て し ま う 。

SiC-MOSFET や SiC-JFET は従来の

Si 製トランジスタよりスイッチン

グが速いので、とくに注意しなけれ

ばならない。では、具体的にインバ

ータ回路のどこのインダクタンス

を低減すればよいのか？ それを

理解するためにインバータ回路に

おける電流の挙動をみてみよう。図

Ⅲ.2.3.2.2-1 は、インバータ回路を簡

素化し、チャージタンクとしてのキ

ャパシタと、１相分のレグに誘導負

荷が接続された構成で示したもの

である。３相インバータの中の電流

の挙動も、ある瞬間にはこの回路で

説明できる。まず、(a)では、下（ア

ーム）のトランジスタがオン状態で、

電流が青い実線のように流れてい

るとする。下トランジスタがオフ状

態になった暁には(c)のようになる。

このタイミングでは上トランジス

タはオンしていても電流は逆流状

態であり、電流はもっぱら並列した

還流ダイオードを流れる。問題はこ

の過渡時である。(b)は下アームのト

ランジスタがターンオフしている

最中の状態を示したものである。下

アームのトランジスタを通って「ド

レインからソースへ向かう電流が

(a)下トランジスタ：オン 

(b)下トランジスタ：ターンオフ中 

(c)下トランジスタ：オフ 

図Ⅲ.2.3.2.2-1 スイッチング時の電流変化
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減少」してゆき、同時に上アームの還流ダイオードを通って「ダイオードの陽極か

ら陰極に向かう電流が増加」してゆく。すると、全体としては「破線向きの循環電

流が増加してゆく」ということになる。これが前述した ΔV を生む(dI/dt)である。

従って ΔV を抑制するためには、この破線に沿ったループの配線インダクタンスを

考えなければならない。つまり、具体的に着目すべき部分は、パワーモジュールの

内部ならびに図中の、実際にはインバータの入力端子間に挿入しているリプル電圧

低減用キャパシタからパワーモジュールに至るまでの配線である。 

その他、配線インダクタンスの第２の弊害は、素子自身その他浮遊キャパシタンス

との共振でスイッチング時に伝導ノイズならびに電磁放射が発生し、インバータ自

身ならびに周辺の電気回路に誤動作を起こすことがある。一般に、このキャパシタ

ンス成分は半導体チップの面積やセラミック基板の構造に起因しており、低減する

ことは難しい。よって、これら課題を回避するためには、やはり配線インダクタン

スを重点に考える。そして第３の弊害としては、トランジスタチップが並列構成され

ている場合、両者につながる配線長にアンバランスがあると、スイッチングの際に

電流が一方のチップに多く流れてしまい、過熱その他の不具合をもたらす、という

ことである。本プロジェクトにおけるバスバーならびにモジュールのセラミック基

板上のパターンレイアウトは、こうした点に留意して設計した。 

ところで、電流が流れる電線は 1cm につき 10nH 弱のインダクタンスを原理的に

持っている。このことから、スイッチング装置の低インダクタンス化には、内部構

造以前にまず装置がある程度小型であることが必須であるといえる。そこで、設計

にあたっては、まずインバータ全体の「小型化」を目指した。その上で、インダク

タンス低減策として、(ⅰ)対抗電流が流れる配線を平行し近接させる、(ⅱ)その配線

を薄板状にしてさらに近接させる、それが叶わない場合には(ⅲ)対抗電流の流れる配

線に、薄板状の絶縁体を挟んで導体板を近接させ、電流変化に伴って誘導される渦

電流によってインダクタンスを低減する、などの工夫をした。 

本プロジェクトではまず最初にオーソドックスな構造のモジュールを使ったイン

    

     (a)TOPPA の外観             (b)内部構造 

図Ⅲ.2.3.2.2-2 インバータ「TOPPA」に搭載した SiC パワーモジュール 
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バータをつくり（TOPPA, MAINA）、さらに改良を重ねて超低インダクタンスモジュ

ールを搭載したインバータ（NIJI、SIRD）をつくった。これらのインダクタンス低減

に関する工夫点について順次、説明をする。 

①初期インバータ（TOPPA）とそのモジュールのインダクタンス設計 

まず、図Ⅲ.2.3.2.2-2 は(a)初期に製作したインバータ「TOPPA」の外観ならびに(b)

その内部構造を説明する分解図である。３つの SiC モジュールにはそれぞれ１相分に

対応するトランジスタと還流ダイオードが搭載されている。(b)の左上にはキャパシ

タスタックが見えるが、このように 2 枚のバスバーが絶縁板を挟む形にし、バスバ

ーもなるべく幅広にしてビアホールを駆使してキャパシタ周辺のインダクタンスを

低減している。 

図Ⅲ.2.3.2.2-3 は、上記の装置に搭載した SiC パワーモジュールの外観、(b)フタを

開けて内部の配線構造を示した写真、(c)等価回路である。モジュールサイズは 41mm

角、内部のセラミック基板は 35mm 角である。構造は従来のパワーモジュール同様、

配線パターンをもつセラミック基板上に半導体チップと端子を半田付けした形であ

る。このモジュールでは低 Ron の SiC-JFET チップを 2 個並列で使うこととしたた

め、インダクタンス低減のほか、とくに並列チップにつながる配線のインダクタン

スの対称性に配慮した。部位として着眼したのは、(A)主電流と(B)ゲート電流の経路

である。 

 

(A)主電流経路 

従来の Si 製トランジスタたとえば IGBT を搭載したモジュールでは、チップはも

っと整然と配置されている。反面、並列チップ同士の間で主電流経路長のバランス

は良いとはいえないのだが、それでも IGBT の場合はオン抵抗がその配線抵抗の差異

より遥かに大きいのと、素子自身がスイッチングの過渡期間には MOSFET 同様、オ

ン抵抗が温度に対して正の相関特性をもつので、たとえゲートや主電流経路のイン

ダクタンスに多少のアンバランスがあっても問題ない。ゲートを順バイアスする

D1

G1
S1

G2
S2

S1D2

S2

D1S2

S1D2

G1

S1G2

S2

G1
S1

S2

G2

D1S1D2
S2

下アームJFET

下アームSBD

上アームSBD

上アームJFET

44

43

37

  (a)モジュールの外観     (b)モジュールの内部     (c)等価回路 

図Ⅲ.2.3.2.2-3 インバータ「TOPPA」に搭載した SiC パワーモジュール 
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SiC-JFET について当初、そ

の辺のデータが乏しかった

ので、並列チップ間の配線

長がなるべく均等になるよ

うに配慮した。ダイオード

チップについては、2.5V 以

上の順バイアスシフトがあ

るので、さほど神経質には

ならなかった。 

なお、(b)を見るように、

このモジュールを搭載した

インバータが負荷に交流電

力を出力しているとき、負荷につながる S1D2 端子へ電流が流入してくるモードに

おいては、基板の上側だけに電流が流れ、PWM 制御で電流が切り替わるときには、

パターンの上半分のダイオードとトランジスタの間で電流の変化が見られる。この

電流の変化はセラミック基板裏面にある導体に渦電流を発生させ、おもて側の配線

インダクタンスを低減するために一役買っている。S1D2 端子から電流が流出するモ

ードにおいても基板の下側を使って同様のことが起こる。図Ⅲ.2.3.2.2-4 は電流のバ

ランスを検証するために行ったシミュレーションである。2 つのトランジスタには

ほぼ均等な電流が流れている。なお、同時に計算した主端子間のインダクタンスは

15.3nH であった。 

さらに、チップレイアウトにあたっては、使用したワイヤボンダーの治具が、基

板上に端子を立てた後でも干渉しないように配慮してある。また、熱的にも分散す

るようにチップを配置したつもりだったが、図Ⅲ.2.3.2.2-3 (a)に示す方向にフィンを

切ったため、同図(b)を見ればわかるように中央部の１つのフィンが 2 つの JFET チッ

プの発熱を受け持つ形になってしまった。このことにより、並列している JFET チ

ップ同士に温度差が生じ、電気特性の差につながりかねないため、この点は次期型

モジュールの設計に向けてチェックポイントの１つとした。 

 

(B)ゲート電流経路 

今回使った SiC-JFET はノーマリ・オフ型で、導通状態にするためにはゲート電

位を pn 接合の順電流が流れるところまで印加し、実際に導通状態ではゲート電流が

流れる。Si 製 JFET でゲートをここまで順バイアス状態にすると素子内部は高注入

水準状態になり、ターンオフ時には内部に溜まった過剰少数キャリアをすっかり引

き抜き終わるまでターンオフしない。そのアナロジーから、設計当初はターンオフ

時の電荷引き抜き時間を気にして、とくにゲート配線のインダクタンスを極力小さ

SiC-JFET

S2

D1
S1D2

 

図Ⅲ.2.3.2.2-4 インバータ「TOPPA」に搭載した

SiC パワーモジュールの電流分布シミュレーショ

ン
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くしようとした。しかし、

実際に SiC素子を駆動し

てみると、使用した

SiC-JFET 中のキャリア

ライフタイムが Si に比

べて格段に短かったの

で、結果的にその心配は

ほとんどなかった。それ

でも、並列するチップに

張るゲートワイヤの長

さが著しく違えば、スイ

ッチング速度の速い SiC

の場合は明らかに影響

する。その点からもこの

対称性は軽視できない。

ゲ ー ト 配 線 は 図

Ⅲ .2.3.2.2-.3(b)に示すよ

うに対称に張られてい

る。 

② 後 期 イ ン バ ー タ

（NIJI）とそのモジュー

ルのインダクタンス設

計 

図Ⅲ .2.3.2.2-5 は、 (a)

インバータ「NIJI」の外

観ならびに(b)内部構造を示す分解図である。別章で説明しているように、本構造で

は、まずキャパシタが板状になったバスバーと一体化しており（プリント基板の裏側

に接続されている）、この部分のインダクタンスが大幅に低減している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 (a)インバータの外観 

 

 (b)内部構造 

図Ⅲ.2.3.2.2-5 インバータ「NIJI」に搭載した SiC パワ

ーモジュール 
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(A)主電流経路 

図Ⅲ.2.3.2.2-6 は(a)「NIJI」に搭載した SiC モジュールの外観ならびに(b)その内部

のセラミック基板に SiC チップ（JFET と SBD）を半田付けした写真である。ワイヤボ

ンディングと端子を取り付ける前の姿である。このモジュールでも、2 チップ並列

構成をとっている。今回は左右対称な構成となっているので電流バランスならびに

放熱性は理想的である。 

なお、このセラミック基板はインダクタンス低減のため、今回は２枚構成とした。

そのしくみを説明したのが図Ⅲ.2.3.2.2-7 である。外部端子 D1 が高電位 DC 線に接続

され、そこから供給される電流は JFET-1 を通る。出力端子が S1D2 であり、下アー

      

      (a)モジュールの外観        (b)セラミック基板とチップ   

図Ⅲ.2.3.2.2-6 インバータ「NIJI」に搭載した SiC パワーモジュール 

    

      (a)基板中の電流の流れ           (b)等価回路   

図Ⅲ.2.3.2.2-7 インバータ「NIJI」に搭載した SiC パワーモジュール 
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ム側トランジスタ JFET-2 を通った電流は基板の端部にて、セラミック基板にあけ

られたビアホールを伝って２枚のセラミック基板の間の層に入り、端子 D1 の近くで

再びビアホールを通って外部端子 S２に接続している。従来、配線を１枚のセラミッ

ク基板上でレイアウトする場合、配線が半導体チップを迂回しなければならず、そ

の事によりインダクタンスはどうしても一定以下には低減できなかった。しかし、

このような構成にすると、おもて面配線と中間層配線の距離はセラミック基板の厚

みになるため、大幅なインダクタンス低減が可能になった。シミュレーションによ

る寄生インダクタンスの値は 4.5nH であった。本モジュールのインダクタンスにつ

いては次節で説明する。 

また、モジュールへの入力端子となる D1 と S2 は、途中まで近接させているが、

どうしても沿面距離を稼がなければならないため、このように離さざるを得なかっ

た。さらに、発熱源たる半導体チップから冷却フィンまでの間にセラミック基板を１

枚増やすことによる熱抵抗増加は、本プロジェクトで目指した高温空冷構造の場合、

ほとんど無視できる（水冷の場合は 10～15%増加してしまう）。 
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図Ⅲ.2.3.2.2-8 後期モジュール構造の決定経緯 
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ちなみに、この構造に至るまでには、FUPET 研究センター主要メンバーで案を出

し合い、多角的に検討を重ねた結果、最終的に初期モジュールのセラミック基板の

半分以下の面積を達成したものである。本構造決定に至るまでの経緯を、図

Ⅲ.2.3.2.2-8 に示す。 

 

・主電流経路のインダクタンス

評価 

 

通常は電流センサを回路の配

線に装着して電流波形を測定し、

電圧波形と共に 

  
dt

dI
LV   

の関係を使ってインダクタン

ス L を割り出す。ところが本モジ

ュールの場合、図Ⅲ.2.3.2.2-9 に示

すようにその方法では破線で示すような激しいリンギングが発生してしまい、割り

出されたインダクタンスは 50nH となった。これは明らかに大きすぎる値である。原

因は電流センサを装着する余地をこしらえるために、本来はない余分な配線を延長

したためであった。そこで、試しに電流計測をあきらめ、余分な配線をなくして電

圧波形だけを計測すると、実線のように殆どリンギングが起こらなくなる。こちら

がこのモジュール本来の特性である。このように、低いインダクタンスを計測しよ

うとすると、測定すること自体が外乱になって正しい値が得られない、という事態

に陥った。数 nH とはそういう世界である。 

そこで我々は電圧波形のみからインダクタンスを読み取る試みを行った。上記の

式を積分すると、 

    DD LIdILVdt  

 ∴ 
DI

Vdt
L   

となり、図Ⅲ.2.3.2.2-10(b)に示すように適切な区間で電圧波形を積分すれば、インダ

図Ⅲ.2.3.2.2-9 電流センサの有無によるスイッ

チング波形の違い 
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クタンスが推定できる。同図(c)

には電流波形も示してあるが、実

際には計測できない。頼りは電圧

波形と電源電圧のみである。SiC

トランジスタの場合、CDS が大き

いので実際の主電流は(c)に描い

たとおり、ターンオフ時に自身の

寄生キャパシタンスを充電する

ためにかなりの量の電流（電荷）

が奪われてしまう。また、電圧波

形がオーバーシュートを終えて

電源電圧に戻る瞬間は電流にと

っては共振電流が逆流のピーク

になっているところであり、積分

して ID になるタイミングを正確

に決めることは困難である。しか

し、SiC トランジスタのスイッチ

ングが速く、上述の誤差を含めて

「近い値である」として算出した

インダクタンスは 9.3nH となった

（図中(b)）。ここからスナバキャパ

シタのカタログに記載されてい

る寄生インダクタンス 3.7nH を差

し引くと、正味のモジュールのイ

ンダクタンスは 5.5nH と算出でき

る。これと回路定数シミュレータ

(Q3D)の答え 4.5nH とを比較する

と、どうやらこのモジュールのイ

ンダクタンスは有効数字 1 桁で

5nH であると言える。 

(B)ゲート電流経路 

図Ⅲ.2.3.2.2-7 に示すとおり、

G/S 配線も立体配線により近接

させ、低インダクタンス化をはか

った。近接したまま垂直に立ち上がった G/S 配線はプリント基板側のパターンに接

続し、低インダクタンスを保ったままゲートドライブ回路へと接続している。 

(a)各手法による主電流経路のインダクタンス

 

(b)電圧波形のみからインダクタンスを割り出

す手法 

(c)スイッチング波形からインダクタンスを割

り出す試み 

 

図Ⅲ.2.3.2.2-10 主端子間インダクタンスを計

測する試み 
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(2)ゲート誤動作対策技術 

従来からパワーデバイスに用いられている Si と比較して SiC は電界強度が高い。

SiC パワーデバイスはこの特性を利用してデバイスの耐圧層を薄くする。これは優

れた低オン抵抗特性を得る反面、寄生キャパシタ容量を増加させる。 

 

図Ⅲ.2.3.2.2-11 は Si パワーデバイスと SiC パワーデバイスの断面模式図である。

SiC パワーデバイスは Si パワーデバイスと比較してドレインとソースの距離が短く

なるため、出力容量 Cos と帰還容量 Crs が大きくなる。 

図Ⅲ.2.3.2.2-12 は同程度の耐圧・電流容量を持つ Si-IGBT と SiC-JFET の入力容量

Cis と帰還容量 Crs をデータシートを基にプロットしたものである。Si パワーデバイ

スの帰還容量は入力容量の 1/100 であるのに対して、SiC パワーデバイスでは 1/10

となっている。すなわち、SiC パワーデバイスは Si パワーデバイスと比較して帰還

容量が 10 倍大きい。 

帰還容量が大きいときの問題点を図Ⅲ.2.3.2.2-13 を使って説明する。同図(a)はダ

ブルパルス試験と呼ばれる基本回路でインバータの１アーム分を構成する。上側

SiC-JFET に接続されたゲート駆動回路からパルス電圧を出力することで上側

SiC-JFET のターンオン，ターンオフ特性および下側 SBD のリカバリ特性を評価す

る。このとき、 

 

 

図Ⅲ.2.3.2.2-11 パワーデバイスの断面模式図 

(a) Si – IGBT                                      (b) SiC - JFET 

図Ⅲ.2.3.2.2-12 パワーデバイスの入力容量と帰還容量 
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下側 SiC-JFET が誤点弧しないように下側のゲート駆動回路からはゲート-ソース間

に対して負電圧を出力している。 

同図(b)は上側 SiC-JFET がターンオンしたときの実験波形である。上側 SiC-JFET

ターンオンで、下側 SiC-JFET のドレイン電位が上昇する。このとき、下側 SiC-JFET

の帰還容量に電流が流れ、下側 SiC-JFET のゲート電位が上昇する。この上昇が

SiC-JFET のゲートしきい値電圧を超えると誤動作して、下側 SiC-JFET がオン状態

になる。すなわち、上下の SiC-JFET が同時にオンになるため、直流電源から過大

な電流が SiC-JFET に流れることになり、最悪の場合、SiC-JFET が破損する。 

この誤動作は、従来の Si パワーデバイスでも発生するが、帰還容量の大きい SiC

パワーデバイスのほうが顕著である。対策技術として、SiC パワーデバイスのゲー

ト-ソース間に、帰還容量の 100 倍程度の容量を持つセラミックキャパシタを接続す

る方法が用いられる。今回のインバータにおいても、図Ⅲ.2.3.2.2-14 に示すように

パワーモジュール内のゲート-ソース間に 100nF のセラミックキャパシタを挿入し

ている。 

N

AC

Q11   Q12

Q21   Q22
D21   D22

D11   D12

P

C1

C2
s1
g1

s2
g2

S2

S1S2

Q11   Q12

Q21   Q22
D21   D22

D11   D12

D1

C1

C2
s1
g1

s2
g2

セラミックキャパシタセラミックキャパシタ

 

(a)MAINA パワーモジュール内部       (b)NIJI パワーモジュール内部 

図Ⅲ.2.3.2.2-14 パワーモジュール内部とゲート-ソース間キャパシタ 

(a)回路図                  (b)実験波形 

図Ⅲ.2.3.2.2-13  SiC パワーデバイスのダブルパルス試験 

iL

vDS

vGS

vGS2

vGS=6.0V

Vgs rises up

If this voltage exceeds Vth, 
the lower SiC-JFET will turn on in error.

100ns/div
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このキャパシタの挿入はキャパシタ充放電電流分のゲート駆動回路電流の増加に

伴うゲート駆動回路ストレスの増加だけでなく、ゲート波形変化が鈍くなることに

よるスイッチング速度の低下がある。スイッチング速度を低下させることなく誤動

作を防止する技術が求められる。 

図Ⅲ.2.3.2.2-15(a) は上述の課題を解決するゲート駆動回路[1]である。ゲート-ソ

ース間に PNP トランジスタとキャパシタ(100nF)の直列回路を接続している。同図(b)

はその実験波形である。ゲート負バイアス中に誤ってゲート電位が上昇したときに

PNP トランジスタがオンし、等価的にゲート-ソース間の容量が増加する。100nF の

キャパシタは定電圧で充電されているためゲート駆動波形を鈍くする原因にならず、

誤動作防止と高速スイッチングの両立が達成できる。 

誤動作は本プロジェクトで使用した SiC パワーデバイスの問題であり、IGBT など

Si デバイスでは大きな問題にならない。この課題に対して、上述の方式を提案し、

室温の実験で検証した。なお、本プロジェクトでは高温で動作するパワーモジュー

ルを開発する。これに内蔵可能な PNP トランジスタがないため、提案の方式は使わ

ずに図Ⅲ.2.3.2.2-14 に示すように従来方式（セラミックキャパシタの挿入のみ）にし

ている。 

 

参考文献 

[1]図子祐輔、佐藤 伸二、松井康平、村上善則、谷本 智、SiC JFET 安定動作の

ための駆動回路の検討 平成 23 年電気学会全国大会 

 

 

 

 

(a)回路図                  (b)実験波形 

図Ⅲ.2.3.2.2-15 誤点弧防止回路を用いたダブルパルス試験 
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(3)高速動作ゲート駆動回路技術 

パワーモジュールには、主スイッチングデバイスにノーマリオフ SiC-JFET（ゲー

トしきい値は約 1.5V）を採用している。JFET 構造であるため、パワーデバイスのゲ

ート-ソース間に PN 接合が形成されており、ここに接合電位電圧（SiC の場合、約

+2.5V）以上を印加すると電流が流れる。この電流はゲート駆動回路の負担を増やす

だけでなく、SiC-JFET の損失も増やす。2.5V 以下の電圧でゲート駆動回路を構成す

ると、充分なゲート駆動電圧の立ち上がりが得られないため、SiC デバイスのスイ

ッチング（特にターンオン）が遅くなる。 

SiC-JFET を高速にスイッチングする方法として、ゲートに対して 100ns～200ns

の短時間だけ高パワーのパルス電流をながし、ターンオンが完了したらゲート駆動

回路の電流出力を抑える方式が用いられる。しかし、従来の Si パワーデバイスのゲ

ート駆動回路と比較して、回路が複雑かつ大型になる欠点があった。 

図Ⅲ.2.3.2.2-16 は、新たに提案した高速動作ゲート駆動回路[1]である。回路が簡

単であり、一般的な SiC-JFET の駆動回路と比較して基板面積を約 4 分の 1 にでき

る。ターンオン時は C4 から Q1～Q3 を介してゲートにパルス電流を流す。このとき

図Ⅲ.2.3.2.2-16 提案する高速動作ゲート駆動回路 

 

 

 

図Ⅲ.2.3.2.2-17 高速動作ゲート駆動回路を組み込んだ３相インバータ 
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のパルス幅は、C3 と R2 の定数で調整する。ターンオンが完了すると、高抵抗 R3

によりゲート電流を抑える。図Ⅲ.2.3.2.2-17 はゲート駆動回路を６回路分組み込んだ

３相インバータの写真である。制御マイコンを含めて、インバータに内蔵可能である。 

図Ⅲ.2.3.2.2-18 にターンオン実験波形を示す。(b)汎用ゲート駆動回路では最大ゲ

ート電流が 1A 程度までしか流せず、非常に遅いスイッチングとなっている。これに

対して(a)高速動作ゲート駆動回路では、最大 13A のゲート駆動電流を流すことで、

高速なスイッチングを実現している。 

以上から、高速かつ小型のゲート駆動回路が実現している。 
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(a)高速動作ゲート駆動回路      (b)汎用ゲート駆動回路 

図Ⅲ.2.3.2.2-18 ターンオンスイッチング波形 
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(4)高温駆動における限界熱抵抗設計手法 

SiCパワーデバイスはその優れた材料特性から、1kV程度の耐圧範囲において IGBT

と同等以下のオン損失を達成できるユニポーラデバイスが作製できる。このため、

電力変換機においてはスイッチング損失の低減も期待できる。加えて Si デバイス以

上の高温動作が見込め、変換器の小型化も期待できる。 

一方、一般にユニポーラデバイスは、接合温度の上昇に伴いオン抵抗が指数関数

的に増加する。このため、熱設計如何によっては、自己発熱による接合温度上昇・

損失増大を繰返し、最悪の場合にはデバイスの破損を招く可能性がある。本現象は

熱暴走と呼ばれるが、これを抑止しつつ、高温動作を実現するための熱設計手法に

ついて理論的考察を行い、その妥当性を実験的に検証した。 

熱暴走の発生限界条件はデバイス温度と損失、および抜熱量との相関から導出で

き る 。 図 Ⅲ .2.3.2.2-19 に Infineon 製 Si-MOS(IPW65R037C6) 、 Semisouth 製

SiC-JFET(SJEC120R025)を、各々2 並列とし、これに直流 30A を通電した場合のデ

バイス温度と損失の相関を示す。また、外気温度を 25℃とし、上記通電条件で熱暴

走を生じないための限界熱抵抗で冷却した場合の、デバイス温度と抜熱量との相関

も合わせて示す。抜熱限界特性の違いによって、Si-MOS の冷却器は SiC にくらべて、

少なくとも 1.3 倍の冷却能力が必要である。仮に実際の熱抵抗、または通電電流が

これを上回る場合、すべてのデバイス温度において発熱量が抜熱量を上回るため、

熱暴走を生じる。実際にはデバイス損失はスイッチング損も含まれることから、こ

の限界熱抵抗値は、デバイス損失

曲線と抜熱量直線が交点を持つ条

件、として繰返し計算などから導

出することができる。なお図

Ⅲ.2.3.2.2-19 から、Si デバイスを駆

動温度 150℃以下で設計する場合

には、本現象は問題とならない一

方、Si 以上の高温動作を目指す SiC

デバイスでは、本現象を考慮した

熱設計が必要であることも合わせ

て見て取れる。 

 

 

上記を踏まえ、Semisouth 製 SiC-JFET(SJEC120R025)を用いて、スイッチング周

波数 20kHz、出力 18kW のインバータを試作した場合に見込める、デバイス温度と出

力密度の相関を図Ⅲ.2.3.2.2-20 に示す。雰囲気温度は 25℃とした。なお、ここで示

す出力密度は、出力を冷却器容積で除した値とし、平滑コンデンサ、ドライバ等、

 

 図Ⅲ.2.3.2.2-19  

温度とデバイス損失・抜熱量の相関 
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その他インバータ構成部品は含まな

い。また、冷却器体積はグローバル

電子（株）が公表している、強制空冷

風速 3m/s における強制空冷での、冷

却器包絡体積と熱抵抗の相関から算

出した。同図より、出力密度はデバ

イス温度 250℃近傍で最大値を取る

ことが分かる。この出力密度最大と

なる条件が、上述の限界熱抵抗値と

なるよう冷却器熱抵抗を設計した場

合に当る。なお、250℃以上において

図Ⅲ.2.3.2.2-20 の曲線を点線とした

理由を下記に述べる。 

250℃以上となる条件で駆動させるための熱設計は、上述の通り 250℃以上におい

て図Ⅲ.2.3.2.2-19 のデバイス損失と抜熱量曲線の交点を有する様熱抵抗を設計する

ことである。一方、この場合 250℃以下においても必然的に交点を有することにな

るため、実際の駆動温度は 250℃以下に有する交点の温度となり、結果として 250℃

以上の温度では駆動できない。 

 

図Ⅲ.2.3.2.2-20 

 デバイス温度と出力密度の相関 
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(5)統合設計（冷却・電気特性・生産性） 

近年の計算機の進歩は目覚しいものがあり、ほんの 10 数年前は専用のパソコンで

しか行えなかった 3D 設計や、さらに大規模な計算機を必要とした CAE 解析(熱流体

解析など)もデスクトップパソコンで容易に行えるようになった。これらの手法を有

効に取り入れて電気、熱、構造の統合的な設計を行った。 

パワーモジュール、インバータの設計はまず、3D-CAD を用いて行う。3D-CAD

で設計することにより、組立時の干渉などを事前に解析でき確実な試作が可能にな

る。また、容易に電磁界解析、熱流体解析が行えて、統合的な設計が可能となる。

この概念図を図Ⅲ.2.3.2.2-21 に示す。 

二層セラミック基板による低インダクタンス化は電磁界解析(Q3D)にて事前に

5nH 以下にできることを確認したうえで試作に取り掛かった。また、二層セラミッ

ク基板を採用するに当たり追加セラミック分の熱抵抗の増大が懸念されるが、こち

らも熱流体解析(Icepack)を活用して Tj=200℃以上での高温駆動では追加セラミック

分の熱抵抗増大は考慮しなくてよいレベルであることを事前に明らかにしていた。

図Ⅲ.2.3.2.2-22 に冷却フィンからデバイスまでの温度分布を計算した結果を示す。図

からわかるように冷却フィンが大半の温度を受け持つので、追加したセラミックに

よる温度上昇分はほぼ無視できる。 

図Ⅲ.2.3.2.2-23 にインバータでの熱流体解析結果を示す。CAE 解析を有効に活用し

てモジュール単体だけでなくインバータレベルで熱、電気、構造の統合設計を行い、

高パワー密度化を達成した。 

 

3D-CAD設計

組み立てシミュレーション
電磁界シミュレーション

(インダクタンス)
熱シミュレーション

(放熱)

図Ⅲ.2.3.2.2-21 3D-CAD を利用した CAE 解析結果 
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図Ⅲ.2.3.2.2-23 インバータでの熱流体解析結果 



Ⅲ- 101 

 

(6)インバータ１次試作（TOPPA, MAINA） 

本プロジェクトで最初に製作した３相インバータの仕様を表Ⅲ.2.3.2.2-1 に、外形

と回路図を図Ⅲ.2.3.2.2-24 にそれぞれ示す。３個の冷却フィンが取り付けられた

2-in-1 パワーモジュールと、フィルタキャパシタ、冷却ファンを主な構成要素とし

ている。MAINA は TOPPA に対してゲート-ソース間へのセラミックキャパシタの内

蔵と SiC-JFET 面積の増大がなされているが外形は同一である。 

最も大きい発熱源であるパワーモジュールと冷却ファンを隣接配置することによ

り、冷却能力の向上を図る。フィルタキャパシタには 200℃以上で動作可能な高温

対応のセラミックキャパシタを採用し、パワーモジュールの風下に配置した。フィ

ルタキャパシタ容量は、定格出力時の電圧リップルを 2%以下とする 10μF とした。 

 

表Ⅲ.2.3.2.2-1 インバータ仕様（TOPPA／MAINA） 

Size 151mmWx91mmDx37mmH 

Volume 500cc

Capacity 3-phase 10kW

Input voltage 600 VDC

Output voltage 50Hz 400Vrms

Switching frequency 50kHz

 

 

 

(a)外観写真           (b)構成 

(c) 回路構成（破線内が SiC インバータ） 

図Ⅲ.2.3.2.2-24  All-SiC インバータ（TOPPA／MAINA） 

 

Gate drive & control unit

D
C

 s
ou

rc
e

3-phase
Motor

SJEC120R050
x2

SDC30S120
x2

3phase inverter unit

Cooling Fan

SiC module



Ⅲ- 102 

 

図Ⅲ.2.3.2.2-25 は 3 相誘導モータ負荷を駆動したときの動作波形とパワーメータ

の読みである。スイッチング周波数 50kHz の条件で 10kW の出力を確認している。

定格 10kW 出力を約 500cc の容積で実現し、20kW/ℓを達成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)インバータ出力線間電圧と相電流   (b)パワーメータの表示 

図Ⅲ.2.3.2.2-25 モータ実負荷実験波形（10kW） 

Vuv（350V/div) 

Iu（20A/div) 
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(7)インバータ２次試作（NIJI） 

1 次試作の評価結果を基に、これを改良した 2 次試作の仕様を表Ⅲ.2.3.2.2-2 に、

外形を図Ⅲ.2.3.2.2-26 に示す。主回路を１枚のプリント基板に集約するなど小型化を

実施し、1 次試作とおなじ 10kW 出力ながら、容積を半分にして倍の電力密度を達成

している。フィルタキャパシタをパワーモジュールの風上に配置してキャパシタの

温度上昇を抑えた。これにより、容量密度（容量／容積）の大きい汎用キャパシタ利

用が可能になった。直流側電圧リップルの低減を狙って、フィルタキャパシタの容

量を TOPPA/MAINA の 2 倍の 20μF にした。 

 

表Ⅲ.2.3.2.2-2 インバータ仕様（NIJI） 

Size 107mmWx80mmDx33mmH 

Volume 250cc

Capacity 3-phase 10kW

Input voltage 600 VDC

Output voltage 50Hz 400Vrms

Switching Frequency 50kHz

 

 

 

 

(a) 外形              (b) 分解図 

図Ⅲ.2.3.2.2-26  All-SiC インバータ 2 次試作（NIJI） 
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図Ⅲ.2.3.2.2-27 は 3 相誘導モータ負荷を駆動したときの動作波形とパワーメータ

の読みである。スイッチング周波数 50kHz の条件で 10kW の出力を確認している。

定格 10kW 出力を約 250cc の容積で実現し、40kW/ℓを達成した。 

(8)インバータ３次試作 

三次試作インバータでは、二次試作インバータで得られた課題を解決してさらに

パワー密度を高める工夫を行った。二次試作インバータから主に改良した点を下記

に示す。 

 端子冷却構造の開発によりゲート駆動回路のインバータ内への実装。 

 ゲート駆動回路の直近配置によるスイッチング損失の 40%低減。 

 高出力冷却ファンの採用とフィンピッチの最適化による熱抵抗 40%低減。 

図Ⅲ.2.3.2.2-28 に三次試作インバータの写真、分解イラストを示す。開発したイ

ンバータは SiC パワーモジュール(三相分)、DC コンデンサ(40μF)、ゲート駆動回路、

強制空冷用ファン、筐体からなり体積は 0.34L である。H ブリッジでの評価で出力

25kW 相当、70kW/ℓ を達成した。 

事前評価として三相インバータの二相分を使用し、H ブリッジでの連続通電試験

によりパワー密度を評価した結果を説明する。H ブリッジでの通電電流と三相駆動

の電流実効値が同じ場合、導通損失とスイッチング損失は等価とみなせる。また、

冷却フィンはパワーモジュール毎に独立しているので、デバイス損失に対するモジ

ュールの温度上昇も三相駆動と等価とみなすことがきる。図Ⅲ.2.3.2.2-29 に 43A 通

電時の負荷電流と JFET の D-S 電圧波形を示す。また、冷却フィンに埋め込んだ熱

伝対によって測定した駆動開始からの温度履歴を図Ⅲ .2.3.2.2-29 に示す。図

Ⅲ.2.3.2.2-29、Ⅲ.2.3.2.2-30 からわかるように 600V, 43A を駆動周波数 50kHz でスイ

ッチングしており、そのときのフィン定常温度は約 180℃である。事前に行った冷

10kW 実負荷試験

3
0

A

6
0

0
V

10kW 実負荷試験

3
0

A

6
0

0
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入力電圧

入力電力

入力電流

出力電圧 出力電流

出力電力
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変換効率

周波数

無効電力

負荷力率

(a)インバータ出力線間電圧と相電流      (b)パワーメータの表示 

図Ⅲ.2.3.2.2-27 モータ実負荷実験波形（10kW） 
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却能力評価からフィンの熱抵抗 Rth(f-a)=1.4℃/W、モジュール全熱抵抗 Rth(j-a)=1.6℃

/W がわかっており、デバイス接合温度(Tj)は 200℃と推定している。以上の結果によ

り本インバータを三相 400V、43A 出力で力率 cos=0.85 とした場合、出力 25kW に相

当し、Tj=200℃にてパワー密度 70kW/ℓを達成したと判断した。 

実際にインバータをサンケン電気の試験場に持ち込んで 22kW 誘導モータでの試

験を行った。図Ⅲ.2.3.2.2-31 にその際の三相波形を示す。モータは回転したが、想

定以上の高温になり試験を中断した。SiC 高速スイッチング時の高 dV/dt によって

モータの静電容量を通してゼロ相電流が流れ、それによって発熱していることが原

因として考えられる。また、ゼロ相電流によるゲート回路の誤動作によってアーム

短絡が発生し、それが発熱の原因になっている可能性もある。SiC デバイスを低損

失で駆動させるためには高 dV/dt 化は必須であるが、それに伴う誤動作対策が今後

の課題である。 

 
図Ⅲ.2.3.2.2-28 三次試作インバータ写真と分解イラスト 
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図Ⅲ.2.3.2.2-29 通電電流と JFET D-S 電圧波形 図Ⅲ.2.3.2.2-30 冷却フィン温度履歴 

図Ⅲ.2.3.2.2-31 三相交流波形 
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(9)高周波 SiC チョッパ回路の開発 

SiC パワーデバイス（JFET、SiC-MOSFET）は、現状の Si-IGBT に対して低スイッチ

ング損失という特長から、スイッチング周波数の高周波化による電力変換装置の高

パワー密度化が期待できる。ここでは SiC パワーデバイスを用いて、高周波化によ

る昇圧チョッパの平滑リアクトルのインダクタンスおよび、サイズ低減について検

証した。 

まず、All SiC 化により従来の Si-IGBT に対してスイッチング周波数の高周波化が

可能であることを確認するために、1200V 50A 2in1 タイプの All SiC モジュール

（SiC-JFET+SiC-SBD で構成）と Si-IGBT+SiC-SBD で構成したハイブリッドペアモジ

ュールを試作し、それぞれの動作周波数の限界を実験で評価した。評価結果から、

All SiC モジュールおよび、ハイブリッドペアモジュールの動作周波数限界はそれぞ

れ、100 kHz、22 kHz であることが分かり、SiC パワーデバイスは現状の Si-IGBT に

対して 4.5 倍の高周波化が可能であることが判明した。この結果は、平滑リアクト

ルのインダクタンスを 1/4.5 に小型化できることを示す。 

次に、SiC-JFET+SiC-SBD で構成した 1200V 150A 2in1 タイプの All SiC パワーユ

ニットを試作し（図Ⅲ.2.3.2.2-32）、これを用いて、スイッチング周波数: 100 kHz、

入力電圧: 300 V、出力電圧: 600 V の昇圧チョッパを試作した。All SiC パワーユ

ニット部の体積は 360 cm3 (12cm x 6cm x 5cm)である。図Ⅲ.2.3.2.2-33 は、昇圧チ

ョッパの等価回路を示す。平滑リアクトルのリプル電流は、±10 A とし、スイッチ

ング周波数が 100 kHz であることから、インダクタンスの設計値は 75μH とした。

ここで、All SiC パワーユニットの冷却能力で制限される許容損失は 300 W であり(1)、

この回路条件における昇圧チョッパの最大出力電力は 14 kW である。今回、フェラ

イトコアを用いた定格電流 60A の平滑リアクトルを試作した。このリアクトルの体

積は 668 cm3(10.6 cm x 9 cm x 7 cm)であり、All SiC パワーユニットの体積と組み

合わせた昇圧チョッパの体積は約 1 L となる。したがって、最大出力時のパワー密

度は 14 kW/ℓ である。図Ⅲ.2.3.2.2-34 は、スイッチング周波数: 100 kHz、出力電力: 

3 kW の条件での昇圧チョッパの各部の連続動作波形を示す。この時の All SiC パワ

ーユニットの損失は 135 W であり、試算結果と一致した。今回の結果から、All SiC

モジュールを用いることによりスイッチング周波数は従来Si-IGBTに対して4.5倍の

100 kHz まで上昇できることが実証し、変換器の小型化に成功した。しかし、未だ

昇圧チョッパの全体体積に対して平滑リアクトルの体積が約 2/3 と大部分を占めて

おり、磁性体材料を含めたリアクトルの小型化が高パワー密度化のために今後の重

要課題であることが明らかとなった。 
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図Ⅲ.2.3.2.2-32 1200V 150A 2in1 タイプ    図Ⅲ.2.3.2.2-33 昇圧チョッパの等価回路 

All SiC パワーユニット 

 

 

 

図Ⅲ.2.3.2.2-34 昇圧チョッパの各部の動作波形 

スイッチング周波数: 100 kHz、出力電力:3 kW 
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（10）ソフトスイッチング All-SiC 高周波絶縁 DC-DC コンバータ 

インバータの評価において、ALL-SiC インバータが高周波スイッチングで安定し

て動作することが確認できた。この高周波スイッチングは、直流リアクトルを持つ

チョッパ、交流フィルタを持つ力率改善回路（PFC）や高周波トランスを持つ DC/DC

コンバータの小型化に有効である。 

インバータ 2 次試作(NIJI)に用いたパワーモジュールを利用して、DC/DC コンバー

タを製作する。変換器の回路図および外形を図Ⅲ.2.3.2.2-35 に示す。変換器は①直

流-高周波変換器、②高周波-直流変換器と、図示しない高周波トランスから構成さ

れる。高周波でも安定に動作させるため、各変換器はハーフブリッジ構成とした。

変換器はひとつのパワーモジュールと２個の平滑キャパシタで構成される。同図の各

パワーデバイスに並列に接続されているキャパシタはロスレススナバであり、パワ

ーデバイスを零電圧ターンオフさせる作用をする。同キャパシタはデバイスの寄生

出力容量を利用するため、この部品の追加はない。 

各パワーモジュールは上下アームを DUTY50%で交互にオンオフさせる。二つの変

換器の位相を調整することによって、出力電力を調整する。また、本変換器はトラ

ンスの漏れインダクタンスとパワーデバイスの寄生容量の共振を利用した共振型変

換器であり、無負荷も含めて全領域でソフトスイッチングを実現する。これにより、

スイッチング損失が軽減される。 

(a) 回路図

Q1

Q2

iQ2

vQ2

VIN

2H 2H

L
O

A
D

Q3

Q4

iQ4
vQ4

L2
L 3

L1

1  :  1

C6 C8

C5 C7

(b)外形         (c)主回路部分 

図Ⅲ.2.3.2.2-35  All-SiC 高周波 DC/DC コンバータ 
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パワーモジュールに使う SiC デバイス（JFET および SBD）には、インバータ 2 次試作

で用いた Semisouth 製のほかに、図Ⅲ.2.3.2.2-36 に示す日立製作所製 SiC デバイスも

用いている。 

図Ⅲ.2.3.2.2-37 は DC/DC コンバータの動作波形である。200kHz 動作であり、最

大 40A の電流を流している。平均 5kW での動作を達成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

インバータ 2 次試作(NIJI＝40kW/ℓ)は３個のパワーデバイスで構成された。すなわ

ち、１パワーモジュールあたり 3.3kW の変換容量である。本 DC/DC コンバータを構

成している①直流-高周波変換器、②高周波-直流変換器は、それぞれ１パワーモジュ

ールで構成されており、5kW の動作を達成している。すなわち、1.5 倍の出力容量に

なる。本結果より、NIJI の 1.5 倍の 60kW/ℓ の見通しが得られた。 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.3.2.2-36 

日立製 SiC デバイスチップを 

 使った All-SiC パワーモジュール

SiC-JFET と SiC-SBD を 

 各 4 個内蔵する 

図Ⅲ.2.3.2.2-37 

 DC/DC コンバータの 

 実験波形例 

 緑：トランスの 1 次電圧 

 青：トランスの１次電流 

 黄：トランスの２次電流 

 赤：トランスの１次電力 

   赤＝緑×青 

 平均電力：約 5kW 
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(11)EMI 対策 

LC フィルタの小型軽量化につながるインバータの高周波スイッチングは、電力変

換器の高出力電力密度化に有効である。しかしながら、有害な EMI ノイズが非常に

大きくなる。 

図Ⅲ.2.3.2.2-38 は EMI ノイズ発生の概念図である。EMI ノイズは電源から負荷に流

れるコモンモード電流であり、インバータのスイッチング毎に発生する。高周波ス

イッチングにあってはコモンモード電流の流れる回数が増え、さらに SiC インバー

タは高速にスイッチングによるスイッチング毎のコモンモード電流が大きいため、

従来の Si-IGBT インバータよりも非常に大きな EMI ノイズになる。 

図Ⅲ.2.3.2.2-39 は 50kHz でスイッチングする SiC インバータで誘導電動機負荷を

動作させたときの、直流系統に発生するコモンモード電流の測定結果である。IEC

規格よりも 40dB＝100 倍大きな EMI ノイズを測定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.3.2.2-38 EMI ノイズ(コモンモード電流）の発生概念図 

(a) コモンモード電流の経路 

 

 

(b)従来の Si インバータが 

発生するノイズ 

(例：5kHz スイッチング) 

 

(c)SiC インバータが 

発生するノイズ 

(例：50kHz スイッチング) 

図Ⅲ.2.3.2.2-39 インバータ 2 次試作から発生する EMI ノイズ測定結果 
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SiC インバータを高周波スイッチングで動作させるには、EMI ノイズの低減が必須

である。そこで、SiC インバータの特性に合わせた EMI フィルタを開発が必要にな

る。 

図Ⅲ.2.3.2.2-40 EMI フィルタ＋インバータの写真 

 

図Ⅲ.2.3.2.2-40 は開発した EMI フィルタの 3 次試作の写真である。 

図Ⅲ.2.3.2.2-41は EMIフィルタを組み込んだ SiCインバータの EMIノイズ測定結果

である。EMI ノイズの大幅な低減を実現し、IEC 規格内にいれることができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

EMI filter

Inverter

Fan

図Ⅲ.2.3.2.2-41 EMI フィルタ付き SiC インバータの EMI ノイズ測定結果 
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(12)まとめ 

1) 目標の達成度 

高パワー密度インバータの設計製造技術にたいし、3 回の加速費による目標修正

(引き上げ)を実施している。 

平成 22 年度、出力電力密度の最終目標を 25kW/ℓから 40kW/ℓに引き上げるととも

に、Tj＞200℃での実負荷動作を目標に加えた。 

平成 23 年度、高速・高周波スイッチングによる EMI ノイズ増加への対策を目標に

加えた。平成 24 年度、最終目標を 60kW/ℓに引き上げた。 

高出力電力密度を達成するために、SiC パワーデバイスの高温動作技術を開発し

た。200℃以上における信頼性の開発は 2.3.2.1 節で述べたとおりである。モジュール

とインバータの構造設計、冷却設計、電気設計などの統合設計を構築した。40kW/ℓ

の高出力電力密度条件下で自己発熱と強制風冷却が 200℃以上でバランスするよう

に限界設計を行い、疑似負荷試験によってこれを確認した。さらに誘導電動機を用

いた実負荷試験も実施した。 これらにより、200℃以上での動作と 40kW/ℓでの実

負荷動作の目標を達成した。 

高電力密度化を実現するために高周波スイッチングが必須になるが、この高周波

スイッチングによって新たな問題として発生する EMI ノイズについて解析を行い、

EMI フィルタを開発した。高周波スイッチングにおいても IEC 規格をクリアするレ

ベルまでノイズを抑制している。 

さらなる出力電力密度の向上を目指し、ソフトスイッチング技術を用いた変換器

の基礎実験を実施した。スイッチング損失の低減により同一のパワーモジュールで

1.5 倍の電力密度動作を実験により確認し、60kW/ℓの実負荷動作が実現した。また、

40kW/ℓを実現した 2 次試作の三相インバータを改善した 3 次試作では、70kW/ℓでの

疑似負荷動作を達成した。 

2) 成果の意義 

高温動作にあたっては、高温デバイス特性収集とパワーモジュールの冷却設計技

術を構築した。出力電力／変換器容積となる高電力密度にあたっては、出力電力の

限界値の設計と変換器の小型化設計を実施した。すなわち成果は、高温・電力密度

のポイントだけに留まらず、様々なニーズに対応する拡張性を持っている。 

ほぼすべての成果について、電力変換器の試作を実施し、実機動作で検証して設

計の正しさを確認した。 

なお、SiC インバータの設計・評価・実証にあたり、共同実施となる４大学と協議

を重ねて、様々な助言をいただいた。特に、(5)統合設計技術、(6)インバータ１次試

作、(7)インバータ２次試作の部分では、千葉大の佐藤教授よりスイッチング周波数

と直流リンクコンデンサの容量選定に対する助言をいただき、設計に反映させた。

(10)All-SiC 高周波絶縁 DC-DC コンバータでは、東工大の赤木教授より回路方式の選
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定と回路定数の設計に対して、島根大学の山本准教授より高周波化と絶縁トランス

の設計に対して、それぞれ助言をいただいた。(11)EMI 対策では、ノイズの評価方法

と対策に対して首都大の清水教授より助言をいただいた。 

 

3) 知的財産権の取得 

高温信頼性技術開発を含め、平成 25 年 2 月末までに 6 件の国内出願、1 件の外国

出願を行った。 

4) 成果の普及 

本サブ課題で得られた成果は、成果がでた時期にほぼオンタイムで学術講演会や

論文等で広報され、そのときどきに高い評価を獲得した。CEATEC やナノテク展

（NEDO ブース）などに実機を添えて出展するとともに、プレスリリースを通してマ

スメディアや業界外の潜在アプリケーションユーザに向けて技術を積極的にアピー

ルした。また、インターネプコンやセミコンジャパンなどの国際展示会専門セミナ

ーや大学から招かれ、最新成果を盛り込んだ講義で好評を博した。商業雑誌 2 誌で

も成果を報告した。 
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2.3.2.3 高温実装基盤技術 

電力変換器の高密度化は、これまでの Si デバイスの場合大きな体積を占めていた冷

却器の高温動作による小型化、高周波動作による受動素子の小型化、使用部品の高密

度実装などが考えられる。ただし、これらを実現するには受動素子の高温特性・耐高

温性、高温・大電流密度となるデバイス接合信頼性、高周波動作のための回路設計な

どにも注意を払う必要がある。 

従来の Si パワーデバイスを用いたモジュールでは、電気的な接合を形成するため、

デバイスの片面をダイボンディングし、反対側をワイヤーボンドの構造が一般的であ

る。SiC パワーデバイスを用いる場合、SiC パワーデバイスの高温動作により冷却器を

小型化できるが、冷却が片面であるため、廃熱の熱フラックスが制限される。また、

ワイヤーボンドは、高温・大電流環境での使用に問題を生じる可能性があるため、将

来の SiC パワーデバイスの大電流密度化を見据えた対策が必要である。 

 

 

図Ⅲ.2.3.2.3-1 従来モジュール、および、両面接合モジュールの模式図 

 

これら冷却、大電流密度化の課題を解決するため、SiC パワーデバイスの両面に対

し電極接合を形成する、両面接合パワーモジュールが有る（図Ⅲ.2.3.2.3-1）。両面接合

パワーモジュールの場合、パワーデバイスの両面に冷却器を設置することができるた

め、パワーデバイスからより大きな熱フラックスを抜くことができる。さらに、高温

接合信頼性・ハンドリングできる電流密度等で問題が起こりうるワイヤーボンディン

グを排することが可能であり、更に、受動部品の近接高密度配置・還流電流を意識し

た回路設計等にも対応でき、将来のパワーモジュールには不可欠の技術と考えている。 

研究は、主に設計技術と接合技術に分けて行なった。設計では、高温動作電力変換

器を前提とした両面接合モジュールを実現するため、３次元 CAD によるモデル作製を

取り入れ、繰り返し熱応力が小さくなるように寸法の小さなモジュールにおいて、発

熱による相互干渉を抑えるためのデバイス配置に注力した。更に、このモデルを元に、

高周波動作の際問題となる、低インダクタンス化に取り組んだ。接合技術では、まず

基盤となるダイボンド技術に取り組み、信頼性／問題点を明らかにするとともに、将

来より高温動作を目指す際に必要となる拡散バリアについて研究を進めた。次に、両

面接合モジュール実現のための技術として、２種類の焼結接合、デバイスチップの非



Ⅲ- 116 

 

Al 電極化、作製プロセス中の Ni 拡散を抑える２種類の下地作製技術について技術開発

を行い、ダイボンド技術と組み合わせることにより、両面接合パワーモジュール構造

作製技術を構築し、-40〜250℃冷熱サイクル試験により熱的な信頼性を、DC 特性評価

により電気的な接合を確認した。 

研究の実施にあたり、当初計画にはなかった両面モジュール作製実証を達成するた

め、加速予算を活用した。 

 

(1)高温動作モジュール設計技術の検討 

(1)-1 3 次元 CAD によるモデル作製／設計技術 

SiC パワーデバイスを用いた高温実装技術の検証モジュール回路設計を行った。

モジュールは 2 in 1 のハーフブリッジ回路で構成されており、SiC パワーデバイス

を両側から回路基板で挟み込むサンドイッチ型の 3 次元構造を有する両面接合モジ

ュールである。高温実装に必要な技術課題の抽出を行うため、一つのモジュールの

中にシンター材料を使用したフリップチップボンディング、高温はんだを使用した

リフローダイボンディングを行う工程を想定した設計とした。モジュールの設計に

は従来用いていた 2 次元 CAD ではなく、3 次元対応回路 CAD（図Ⅲ.2.3.2.3-2、図

Ⅲ.2.3.2.3-3）を用いた。3 次元対応回路 CAD では、回路パラメーターシミュレーショ

ン、熱構造解析シミュレーション、基板レイアウト作製などのシミュレーションソ

フトウェアにて取り扱える形式で出力が可能であるため、設計プロセスの効率化が

はかれる。 

 

 

図Ⅲ.2.3.2.3-2 回路レイアウト 2 次元表示 

 

単位：mm 
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図Ⅲ.2.3.2.3-3 3 次元表示 

 

(1)-2 回路パラメータ抽出 

SiC パワーデバイスを用いたモジュールにおいて、高出力パワー密度化動作を行

なうため、設計モジュール内のループインダクタンを、事前検討により評価し、小

さく抑えることが重要である。そのため、3 次元 CAD で設計したモジュール構造デ

ータを、電子部品向け寄生パラメータ抽出ソフトウェア ANSYS Q3D Extractor に入

力し、設計したモジュールの回路の DC 電流分布評価（図Ⅲ.2.3.2.3-4）を経て、寄生イ

ンダクタンスを評価した。目標とする In-Out 間のインダクタンスは、SiC パワーデ

バイスのスイッチング速度を 40V/ns と仮定しサージ電圧が電源電圧の 1.5 倍程度と

なる 10nH とした。両面接合構造では、ワイヤーボンディングに比べ配線長を短く抑

えることができるだけでなく、組み立て装置精度（本プロジェクト中の現状値では±

5µm）にて、配線（電流パス）の位置を制御できる。これにより、設計したモジュール

では、両面接合という構造のため、目標値に比べ 1/4 以下となる、

2.4nH@DC/1.6nH@10MHz を達成できる見込み出ることがわかった。 

 

 

図Ⅲ.2.3.2.3-4 パラメーター抽出例：DC 電流密度分布 

  

(2) 高温接合技術の検討 

(2)-1 ダイボンド（高温はんだ接合）技術 

SiC パワーデバイスを用いた電力変換器の小型化の最も重要なポイントは、高温
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動作による冷却機構の簡略化・小型化である。パワーデバイスは、最も温度の上昇

する部品で、これを他の部品に接続することなしに、パワーモジュールを構成する

ことはできない。このため、SiC パワーデバイスを想定した 200〜250℃で利用可能

な接合材料は重要である。250℃以上に使用可能なはんだは主に Au-Si と Au-Ge 共

晶はんだである。Au-Ge はんだは Au-Si はんだより濡れ性が良いので、高温はんだ

として有利である。真空リフロー炉を用い、2.2ｍｍ角の SiC-SBD デバイスを

Si3N4(320μmt)／Cu(300μmt)／Ni(P)(5μmt)/Au(0.05μmt)構造の AMC (Active Metal 

Brazed Copper)配線基板に Au-Ge 共晶はんだで接合した（図Ⅲ.2.3.2.3-5）。デバイス

裏面電極表面は Ni/Ag でメタライズされている。リフローピーク温度は 410℃であ

った。Au-Ge 共晶はんだ/AMC 基板の界面に生成した金属間化合物は接合の信頼性

を決める。Au-Ge 共晶はんだによる接合の寿命を予測するために、各温度における

はんだ/AMC 基板の界面に生成した金属間化合物の成長を観察した。接合した試料

は 200℃、250℃、300℃、330℃の温度下で、高温保持試験を行った。微小部 X 線回

折(μXRD)で 330℃、100 h 放置後の試料の断面分析を行った。また、エネルギー分

散型X線分光法（EDX）により界面に生じた各層の元素も分析した。元素分析とμXRD

分析結果によると、はんだ側から Cu 配線基板までの順番で各層はそれぞれ Au-Ge

はんだ、Ni-Ge, Ni5Ge3, Ni3P, Ni(P)、Cu 配線基板であることが分かった。金属間化

合物の成長は主に Ni5Ge3 の成長によって決められ、Ni-Ge 金属間化合物の成長に伴

い、Ni(P)酸化保護層が消耗される。Ni(P)が消耗してしまうと、その下にある Cu 配

線の酸化が始まり、接合強度に深刻な影響を及ぼすため、これを接合の寿命と考え

ることができる。表Ⅲ.2.3.2.3-1 に、Ni5Ge3の成長によって Ni(P)保護膜が無くなるま

で時間を、200℃〜330℃の範囲でまとめた。表に示す通り、330℃では 400 時間程度

で Cu の酸化が始まるが、温度を 250℃とすることにより、約 24 倍遅くすることが

でき、9600 時間となることが明らかになった。 

 

 

図Ⅲ.2.3.2.3-5 SiC チップ／AMC 配線基板の断面模式図 
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表Ⅲ.2.3.2.3-1 200〜330℃における Cu 配線層の酸化が始まるまでの時間。 

 

(2)-2 高温はんだ拡散バリア 

従来の Ni(P)層は Pb フリ-はんだと Cu 配線の酸化保護層としては効果があるが、

上記の研究では、Au-Ge 等の高温はんだについては、Ge と Ni の反応が問題となる

ことが示された。このため、将来の 250℃を超える温度領域で接合の寿命を担保す

るためには、Ni と Ge の反応を抑制する、高温はんだ拡散バリアの開発が必要であ

る。パワーエレクトロニクス素子の電極と接合する拡散バリアは低い電気抵抗と高

い熱伝導率が必要な上、高温においては Au-Ge はんだと Ni(P)とは安定に共存する性

質が必要となる。即ち、この拡散バリアは Au、Ge、Ni、P との固溶度が低く、でき

るだけ金属間化合物が生成しなく、または、金属間化合物が生成しても、拡散バリ

アとしての効能があることが必要となる。状態図及び拡散データを調べた上で、第１

の候補として、タングステン（Ｗ）は各要求に満たす金属であると分かった。また、

第２の候補として、TaN は良好な導電性を有し、Ge、Au、Ni と長い時間でも共存で

きることが分かった。従って、TaN は Au-Ge はんだと Ni(P)の拡散バリアとして有望

と予測される。一方、TaN とはんだ及び Ni(P)層の接合強度を向上させるため、

Ta/TaN/Ta 拡散バリア構造とすることにした。W 及び Ta/TaN/Ta 拡散バリア効果を

検討するために、スパッタリングにより AMC 基板の Ni(P)層に、それぞれ 0.2μm 厚

みのＷ層と Ta/TaN/Ta 層構造を持つ 2 種類の試料を作製した。そこに、2.2 ｍｍ角

の SiC-SBD チップを Au-Ge はんだで接合した。接合した試料を 330℃、空気中にお

いて高温放置し、接合の信頼性についてシェア強度を評価した。図Ⅲ.2.3.2.3-6 はデ

バイスの接合強度の高温保持時間依存性を示す。比較のため、従来の Ni(P)層を設け

た AMC 基板の上に接合したデバイスの接合強度も同じ図にプロットした。  Ni(P)

拡散バリアを有する試料は、高温放置の初期段階では、そのダイシェア強度が高温

放置時間の増加に伴い Ni-Ge 金属間化合物は早く成長し、接合強度は低くなった。

これに対して、Ｗ拡散バリアを設けた AMC 基板に接合したデバイスの接合強度が

40 時間まで高い値を維持したままほぼ変化しなかった。その後、接合強度が若干低

減したが、その変化は緩やかで、1000 時間以降の接合強度も、通常の AMC 基板に

接合したサンプルに比べ、2 倍以上の値を示した。一方、Ta/TaN/Ta 拡散バリアを

設けた AMC 基板に接合したデバイスの接合強度が実験範囲の 1000 時間を経過して

も、高い値を維持したままほぼ変化せず、W 拡散バリアに比較しても良い結果を示

した。SEM/EDX 分析の結果によると、W 拡散バリアでは、300℃、1000 時間経過後、

W 層の欠陥あるところで Cu と Au-Ge はんだとの相互拡散が観察されたが、ほとん

どの部分では W 層により、相互拡散が抑制されていた。Ta/TaN/Ta 拡散バリアにつ
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いては、SEM/EDX 及び TEM/EDX 分析を行なったが、W 拡散バリアに見られた欠陥

は観察されなかった。また、電気抵抗については、W 拡散バリアと Ta/TaN/Ta 拡散

バリアを作製したサンプルモジュールに対して、実験開始前と各測定時間において

評価を行なったが、実験時間内（1800h）の変化は観察されなかった。以上より、W 拡

散バリア、Ta/TaN/Ta 拡散バリアについて、Au-Ge はんだと Ni(P)層との相互拡散防

止のため、比較実験を行い、特に Ta/TaN/Ta拡散バリアを導入することにより、330℃

を超える温度領域においても、高温接合信頼性を著しく改善することができ、これ

は 200〜250℃の温度領域においても、大きな改善が期待できることを示した。 

 

 

図Ⅲ.2.3.2.3-6 Ni(P)/W、Ni(P)/Ta/TaN/Ta 拡散を用いた接合の、ダイシェア強度の

330℃放置時間依存性。比較のため、Ni(P)酸化防止層のみの結果をあわせ示す。 

 

(2)-3 フリップチップ接合技術 

両面モジュールの組み立てプロセスでは、SiC チップの両面への接合が必要とな

る。３端子デバイスである、FET への接合形成においては、第１の面はドレイン電極

のみで、現在においてもダイボンディングによる接合が実用されているが、第２の面

については、ゲート・ソース電極が存在し、それぞれに接合を形成する技術が必要

となる。 

SiC パワーデバイスは、ゲート電極が小さくゲートとソース間の距離が狭いため、

ぬれ広がりの接合材料を用いて、位置精度良くデバイスを基板に接合することが求

められる。はんだでは融点以上で溶解した時に必ずぬれ広がりが存在し、このぬれ

広がりがゲート／ソース間のショートの原因となる可能性がある。このため、接合

材料としてはんだではなく、後述のシンタ材料を用いることを想定し、プロセスを

設計した。また、ゲート／ソースを正確にアライメントするため、フリップチップ

ボンダを用いた接合技術を開発した。 
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図Ⅲ.2.3.2.3-7 フリップチップボンダ 

 

図Ⅲ.2.3.2.3-8 に、フリップチップ接合技術／シンター接合材料を用いたソース／

ゲート電極の位置合わせ接合プロセスを示す。図に示す通り、基板、チップの両方、

もしくは、どちらかにシンター材料のペーストを、スクリーン印刷により、塗布を

行なえるよう、組み立てプロセスを設計した。組み立てには、フリップチップボン

ダ（図Ⅲ.2.3.2.3-7）を用いた。フリップチップボンダには、上部／下部ステージが装

備されており、それぞれに基板／SiC チップを搭載し、位置精度±5µm で、x,y,θの

アライメントが可能である。また、各ステージにはパルスヒーターが装備されてお

り、どちらも 400℃まで加熱可能である。更に、上部ステージには、最大 100N の荷

重を印加できる。これら要素技術を組み合わせ、チップを必要な回数、逐次フリッ

プ接続することにより、複雑な両面接合モジュールの組み立てプロセスを設計した。 

 

 

図Ⅲ.2.3.2.3-8 ソース／ゲート電極の位置合わせ接合プロセス 
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(2)-4 Cu/Sn 粉末ペーストを用いた遷移的液相焼結による接合 

Au-Ge 等の高温はんだでは、200〜250℃の動作温度において、電極接合の高い信

頼制を既に達成しているが、FET のゲート／ソース等、近接した複数の電極接合を

形成は、はんだであるが故、ぬれ広がりが問題となり、短絡の危険がある。また、

モジュールを作製するプロセスを考えると、接合プロセスを複数に分けると作製プ

ロセスが容易となるが、はんだで全てのプロセスを構成する場合は、各プロセスご

とに Au-Ge のように高い信頼を有する高温はんだが必要となるが、高温環境下で使

用可能なはんだの種類が少ないため難しい。これらを解決する接合材料として、焼

結接合が考えられるが、プロセスや高温信頼性の点で十分でなく、これらの開発が

重要である。両面モジュールのゲート／ソース電極接合を行うため、CuSn 粉末ペー

スト、および、サブミクロン金ペーストについて検討を行った。 

遷移的液相焼結法(TLPS:Transient Liquid Phase Sintering)は低いプロセス温度で焼

成すると、化学反応により融点が高い化合物となるため、焼成温度で再溶融する可

能性はなく、高温で動作する SiC パワーモジュールの組み立て、特に両面実装プロ

セスに都合が良い。Cu-Sn の TLPS による接合は、260〜300℃の焼結温度に対して、

融点 415℃の Cu6Sn5、そして、融点 670℃の Cu3Sn による接合が形成可能である。

Cu と Sn の金属粉末を混合ペーストを出発ペーストとして、これを AMC 基板上にポ

ッティング、260℃、N2雰囲気において SiC パワー素子を Si3N4/Cu/Ni(P)/Ag 基板に

ダイボンディングした。SEM/EDX、EPMA 等分析によると、Cu と Sn の液体―固体

の遷移的拡散反応により高融点の（Cu6Sn5＋Cu3Sn+Cu）金属組織が得られ、接合を

300℃に高温保持すると、Cu6Sn5が Cu と反応し、Cu3Sn 相になることがわかった。

また、TEM/EDX 分析により、Cu-Sn と AMC 接合界面には、Ni3P 層が生成すること

が確認されたが、その成長速度は大変遅く、300℃、1800h を経過しても、Ni(P)層が

約１μm 消耗する程度で、Au-Ge はんだと AMC 基板の場合と比較すると 1/5 程度で

あり、すなわち、Ni(P)が残存していることが寿命であるとすれば,５倍以上の寿命を

持つ可能性があることがわかった。-40～250℃の冷熱サイクル 500 サイクル後、

SiC-SBD の接合強度（シェア強度）は冷熱サイクルによらず、約 50MPa の値を維持

していた。 

 

(2)-5 サブミクロン金ペースト 

ぬれ広がりのない単純な焼結材料として、Au ナノペーストを用いた接合作製技術

を開発し、評価した。Au ナノペーストは、焼結温度が比較的低温の 250℃で行なえ

るだけでなく、材料の性質上、酸素濃度制御も不要で、接合構造の実証には適した

材料である。 

開発したプロセスは、回路基板電極上に金ペーストをスクリーン印刷で塗布し、

フリップチップボンダ装置を用いて加熱して接合するものである。接合条件は 250℃
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で 2 分間の加熱のみ行い、加圧は行わない。基板電極表面に SiC-SBD を 4 チップ逐

次接合行った基板およびチップの外観写真を図Ⅲ.2.3.2.3-9 に示す。はんだ材で接合

した場合と異なり、チップの周りに金ペーストがはみ出していないことが分かる。

パワーデバイスの使用環境を想定して-40〜250°C の冷熱サイクル試験を行い、接

合強度をシェア試験によって確認した。各試験チップ数は 3 個である。接合直後の

シェア強度は 55MPa 程度の接合強度であった。さらに 500 回までの-40℃～250℃の

冷熱サイクル試験でも接合強度の低下は見られなかった(図Ⅲ.2.3.2.3-10)。 

 

 

図Ⅲ.2.3.2.3-9 基板に接合した SiC-SBD チップ接合 

 

 

図Ⅲ.2.3.2.3-10 シェア試験結果 

 

(2)-6 ソース／ゲート Al 電極置換技術 

現在の SiC パワーデバイスの高温接合技術では、主に高温はんだを用いている。

SiC パワーデバイスの電極は両面に有り、はんだ接合を想定した Ag 電極と、Al ワイ

ヤーボンディングを前提とした Al 電極となっている。Al 電極は、表面に酸化アルミ

が存在し、はんだやシンタ—材料で接合することが難しい。両面接合を作製するため

には、この Al 電極を Au 電極等に置換することが必要である。この目的のため、SiC

パワーデバイス向けに、Al 電極を Au 電極に置換する技術を開発した。具体的には、

チップの酸化層を含むアルミ電極に対し、ジンケート処理により Zn を析出させ、そ

の後ニッケルメッキおよび金めっきによる金表面被膜を形成した。 

この処理の信頼性評価のために-40°C～250°C の冷熱サイクル試験を行った。

500 回の冷熱サイクル試験を行なった試料を観察したところ、表面被膜にクラック

が観察された。クラックは、実験で用いたデバイスの 1.7mm□電極に対し、４〜５本

程度であった。デバイス特性への影響を調べるため、その断面を SEM で観察したと
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ころ、クラックはアルミ内部で止まっていたことから、デバイスへの影響は無いも

のと考えられる（図Ⅲ.2.3.2.3-11）。クラック発生の原因については、新規のプロセス

であるため詳細な調査が必要であるが、ジンケート処理の際の欠陥が原因で、そこ

が弱点となり冷熱サイクル試験においてクラックが発生すると推察している。 

 

  

図Ⅲ.2.3.2.3-11 表面の Al 電極を Ni/Au 置換した SiC デバイスに乗じたクラックの

観察結果。クラックは Al 内部にとどまっている。 

 

(2)-7 Ni 拡散抑制技術①−下地厚 Au メッキ 

パワーデバイス用放熱基板は、セラミクスの母材に対し、回路配線層として Cu

層が接合されている。上記の通り、Cu 回路配線層には、高温環境下で酸化するのを

防ぐため Ni(P)メッキが、更に、接合材料との濡れ性を確保／酸化防止のため、薄い

Au のメッキ膜を用いる場合が多い（図Ⅲ.2.3.2.3-5）。しかし、この Au 膜は薄く、被

覆性も完璧ではないため、また、高温環境下で Ni が Au 表面に拡散してくる。接合

プロセにおいて、経過時間が短い範囲では、はんだやシンター材料による接合が可

能であるが、時間が経過してくると Ni の酸化により、接合が難しくなる。特に、フ

リップチップボンダによる接合では、逐次接合プロセスとなるため、複数チップを

逐次接続する場合、後に接合を実施するチップの部位ほど、Ni の拡散／酸化が進行

するため、接合が難しくなる。ここでは、この原因を表面 Au メッキ層（膜厚〜50nm）

が薄いことが原因と考え、Au メッキ層の厚さを 0.9〜2.0µm 程度と増加させる方向で

変化させ、検証を行った。 

実験は、通常の AMC 基板（Si-N 基板/Cu〜300µm/Ni(P)〜5µm/Au〜50nm）に対し厚

付け金メッキ（図Ⅲ.2.3.2.3-12）を行い、これに対する接合特性を実験的に検討した。

試料には、厚付け金めっきをそれぞれ 0.9μm、1.2μm、2.0μm 行った基板を用意し、

300°C の温度で所定の時間アニールを行った。アニール後の基板に金ペーストをデ

ィスペンサでポイント塗布して焼結し、接合不良となる時間を調査した (表

Ⅲ.2.3.2.3-2)。その結果、2μm 厚の金めっき処理を行うと、300°C で 2 時間以上の

加熱でもシンタ接合が可能であり、フリップチップボンダでは、20 式以上のチップ

1μm

Au

クラック 
(包埋樹脂) 

Ni

Al
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を逐次接合可能な十分な時間であることがわかった。  

 

    

図Ⅲ.2.3.2.3-12 厚付け金処理前(左)、後(右) 

 

表Ⅲ.2.3.2.3-2 アニール時間と接合可否 

 

表面処理 0 2 60 90 120

フラッシュ金 ○ ×
厚付け金 0.9um ○ ○ ○ ×
厚付け金 1.2um ○ ○ ○ ○ ×
厚付け金 2.0um ○ ○ ○ ○ ○

○：接合良　×：接合不良

アニール時間(分)

 

 

 

(2)-8 Ni 拡散抑制技術②−下地 Au ペースト 

上記厚付けのメッキでは、回路基板材料や回路パターンによっては、Au 異常偏析

によるめっき不良が発生するという問題があった。また、ウェットプロセスである

ので、本質的に基板の絶縁部分への金属コンタミの発生や、処理時間が長いなどの

問題も考慮しなければならない。そこで、厚付けのメッキの代替プロセスとして、

事前に回路基板側に金ペーストを印刷塗布／仮焼結するプロセスを開発した。この

プロセスにより、回路基板の厚付け金めっき処理が不要で、かつ接合時の金ペース

トの広がりも抑制可能な方法を開発した。 
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図Ⅲ.2.3.2.3-13 下地 Au ペーストを用いた接合プロセス 

 

 

図Ⅲ.2.3.2.3-14 レベリングプロセス。(a)（c）レベリングプロセス前のレーザー顕微

鏡観察結果、及び、粗さプロファイル。(b)(d) レベリングプロセス後のレーザー顕

微鏡観察結果、及び、粗さプロファイル。 
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図Ⅲ.2.3.2.3-13 に開発したプロセスを示す。まず、基板に Au ペーストパターンを

スクリーン印刷により形成する。基板電極に高粘度・高密度の金ペーストをスクリ

ーン印刷すると、印刷されたペーストにスクリーンマスクに起因する突起が形成さ

れる(図Ⅲ.2.3.2.3-14(a)(c))突起は、高さがまちまちで、最終的な接合材料の不均一を

もたらす可能性があるため、治具を用いて高さを揃えた状態（図Ⅲ.2.3.2.3-14(b)(d)）

で仮焼結を行い、金ペーストを硬化させる。フリップチップ接合の際にはこの下地

Au ペーストに対してチップを重ね合わせて接合を行う（図Ⅲ.2.3.2.3-15(a)）。これに

より、自動的にチップと基板のギャップ調整が可能となり、プロセスが簡便となる。

図Ⅲ.2.3.2.3-15(b)背面高さばらつきを示す。8個のサンプルの平均高さ 439µmに対し、

最高 449µm、最低 432µm と 20µm 以下の高低差を達成できた。 

 

 

図Ⅲ.2.3.2.3-15 (a)接合中のテスト基板、(b)背面高さばらつき 

 

(2)-9 両面パワーモジュール化技術 

両面パワーモジュールの実現のためには、デバイスのアライメント接合に加え、

第二の電極接合をどのようなプロセスで組み立てるかが次の課題となる。 

図Ⅲ.2.3.2.3-16 に両面パワーモジュール作製プロセスを示す。寄生インダクタンス

が最小になる配線構成とするため、上下それぞれ SiC-JFET、及び、SiC-SBD を Au

サブミクロンペーストで接合した基板を、AuGe はんだを用いて一括してモジュール

化する技術を開発した。AuGe シートはんだの厚さは 50µm とし、真空リフロー装置

で接合した。これは、AuGe シートはんだ溶融時に表面張力で液滴となり高さが増え

ることを用いて、SiC デバイスの背面ばらつき〜20µm を許容しつつ、各接合箇所で

基板と接合するためである。 
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図Ⅲ.2.3.2.3-16 両面パワーモジュール作製プロセス（Face-Down 接合技術） 

 

図Ⅲ.2.3.2.3-17 に作製した両面接合モジュールを示す。光学顕微鏡、X-ray、電気

性能等を検討した結果として、はんだはチップへの両側へ流動しなかったことが分

かった。X-ray 透過写真によると、接合部のボイド率が５％以下であり、問題がなか

った。In-Out 間のインダクタンスを LCR メーターで評価したところ、およそ 3nH で

あり、ほぼ設計値どおりであることがわかった。 

 

 

図Ⅲ.2.3.2.3-17 作製した両面パワーモジュール 

 

作製したサンドイッチ型パワーモジュールは、SiC パワーデバイスの高温動作を

想定して、-40℃～250℃間の冷熱サイクル試験を行った。温度差 290℃の熱サイク

ルを行うと、熱変形によりモジュールが破壊されることが想定されるが、冷熱サイ
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クル試験 500 回後、目視によりモジュールを検査したが、剥離などは見られなかっ

た。より詳細に、モジュール外部から接合部分の破壊を確認するため，モジュール

中の SiC-JFET、SiC-SBD の静特性評価を行った。 

基板電極にフリップチップ接合した SiC-JFET、SiC-SBD に対し、プローバでコン

タクトをとり、カーブトレーサを用いて SiC-JFET の電流—電圧特性（ID-VDS）、

SiC-SBD 順方向特性（IF-VF）を評価した（図Ⅲ.2.3.2.3-18）。SiC-JFET に対して、与え

た各ゲート電圧に対して、ID-VDS特性が取得できたこと、更に、SiC-SBD に対し IF-VF

が取得できたことから、開発したプロセスにおいて、ゲート-ソース間のショートが

無い事、基板と SiC パワーデバイスが AuGe の表面張力によって接合できることが

確認できた。また、各ゲート電圧の ID-VDSカーブ、IF-VF カーブは、それぞれ接合前

のベアダイ時とボンディング後でほぼ変化がなく、開発した作製プロセスがデバイ

ス特性に及ぼす影響が小さいことが確認された。更に、-40℃〜250℃冷熱サイクル

試験 500 回後の特性が、冷熱サイクル試験前の特性とほぼ代わらないことから、作

製した構造が冷熱サイクルに対して高い信頼性を有することが明らかになった。 
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図Ⅲ.2.3.2.3-18 作製した両面モジュールに組み込まれている SiC-JFET のドレイン電流

(ID)-ドレイン電圧(VDS)特性のゲート電圧（VG）依存性、及び、SiC-SBD の順方向特性。(a)(b)

モジュール作製直後、(c)(d)-40℃〜250℃冷熱サイクル 500 回後。 
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(3) まとめ 

1) 目標の達成度 

（高温接合）W、TaN などの拡散バリアを用いることで、高温における電極接合の信

頼性を向上させることができることを確認した。放熱基板の Ni 酸化保護膜が失われ

る時間を寿命と想定した場合、200℃〜330℃に対して、それぞれ寿命を求めること

ができた。 

（両面モジュール）高温動作を目指した両面実装モジュールでは、最終の評価におい

て、大電力を用いた評価を行うことはできなかったが、-40℃〜+250℃冷熱サイクル

500 回の後、用いた JFET、SBD の電気特使が評価可能で、電気的な接続がとれてい

ることが確認でき、目的を達成した。 

 

2) 成果の意義 

高温での接合信頼性について検証を行い、200℃を超える高温における、未だ見い

だされていない問題点について、検討を行なった。たとえば、Cu 配線の寿命＝Ni

めっき層の拡散に拡散による消失であると考え、Ni めっき層の温度依存拡散係数か

らの寿命予測技術を提案した。さらに、300℃を超える温度における、Ni めっき層の

拡散を抑制する拡散バリアについて開発を行った。また、将来の大電流密度化の課

題を見据えて、SiC パワーデバイスの表面に対し電極接合を形成する技術に注目し、

技術開発を行った。これらの技術は、将来における、高温環境下、もしくは、大電

流密度用途での実用化開発において、重要な要素技術となると考えている。 

3) 知的財産権の取得 

高温接合に関する研究で３件、両面モジュールに関する研究で２件の特許を出願し

ている。 

4) 成果の普及 

成果の普及のため、積極的に学会等での報告を行なった（16 件）。また、上記の通

り、合計 5 件の特許を出願している。更に、開発した評価技術／両面モジュール技

術を発展させる形で、後継プロジェクトへの提案の一端とし、新材料プロジェクト、

課題９の高耐熱部品統合パワーモジュール化技術開発が、2012 年 9 月より開始され

ている。 
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2.3.2.4  統合設計技術 

素子の高温動作を利用する変換器においては、その設計パラメータが多い点と、設

計パラメータ間でのトレードオフ関係がある点から、設計点を何処に選ぶかが大きな

問題となる。（例えば、素子の温度を上げる設計は、ヒートシンクからの抜熱性能の向

上による小形化の側面と、素子損失の増大によるヒートシンクの大形化の側面があり、

設計点の選択は重要な課題である。） 

また、高温動作パワーモジュールは、数多くの部品の高温特性の擦り合わせで実現

されるため、実際に組み合わせた際、どのような問題が起きるか正確に把握すること

が重要である。室温に近い単純なモジュールであれば、有限要素解析による熱・構造

連成シミュレーションで予測することも可能であるが、熱物性パラメータの不足等も

指摘されており、十分なシミュレーションができていない。そのため、シミュレーシ

ョン精度を高める点でも、材料科学的な研究は重要となる。 

こうした観点から、高温動作変換器の設計点を見つけるための設計法の検討、実装

シミュレーションの精度向上を通じた実装設計技術の高度化につながる基板の熱変形

評価、スイッチング動作時に素子に大きな過渡電圧を発生し、素子耐圧の選択に深刻

なダメージを与えるサージ電圧の発生機構解明とその抑制指針の検討を実施した。 

研究の実施にあたり、加速予算で当初計画にはなかった熱変形評価システムを整備

し、残留応力や物性パラメータの温度変化の影響などを、前倒し評価することができ

た。 

 

(1) 統合設計技術の検討 

変換器の設計点探索の手法としては、前プロジェクトである「パワーエレクトロ

ニクスインバータ基盤技術開発」（2006～2008年度）で利用した統合設計法を用いた。

この手法は、部品特性等を設計データベースとして持ち、各設計パラメータ間のト

レードオフ関係を考慮に入れた設計点の選択を支援するツールである。この設計ツ

ールでは、高温に対する設計データベースが不足していた事から、本検討では、設

計データベースの拡充による検討範囲の拡大を行い、出力パワー密度性能の観点か

ら、高温動作変換器の設計点の探索を行った。 

三相インバータ（AC400V-20A 出力）のモジュール損失の接合温度とスイッチング

周波数に対する依存性の例を図Ⅲ.2.3.2.4-1 に示す。なお、素子は 1200V-40A で、オ

ン抵抗 36mΩ（Tj=100℃）を想定し、ハードスイッチング条件で計算を行った。この

例では、接合温度の上昇に伴うオン抵抗増加の影響が支配的である。 

このモジュールに対するヒートシンクの体積は、損失、素子の接合温度、モジュ

ールとヒートシンクの熱抵抗、外気温、冷却風速から求められる。なお、ヒートシ

ンクの体積と熱抵抗の関係、ヒートシンクの熱抵抗と冷却風速の関係は、それぞれ、

市販品の特性をデータベース化して得た近似特性を利用している。 
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図Ⅲ.2.3.2.4-1 三相インバータのモジュール損失 

 

外気温 25℃、冷却風速 3m/S の際のヒートシンク体積を求めると、図Ⅲ.2.3.2.4-2

が得られる。同じスイッチング周波数で見た場合、接合温度の上昇に伴って、ある

程度の温度まではヒートシンクの冷却効果の改善効果が支配的となるために、体積

が減少する。しかし、接合温度が上がりすぎると素子の損失増加の影響が支配的と

なる事から、体積は徐々に増加に転じる。本例の場合、ヒートシンク体積を最小と

する接合温度は、図Ⅲ.2.3.2.4-3 のように読み取ることができた。本例の場合、スイ

ッチング周波数によって素子温度の選び方が若干変わるが、スイッチング周波数 20

～60kHz の範囲では、接合温度 200～250℃を選択すれば、ヒートシンク体積が最小

化される事がわかる。 

なお、ここで示した結果はあくまでも一例であり、素子の損失特性やスイッチン

グ方式によっては、損失特性が異なるので、結果も異なってくることに注意が必要

である。ただし、図Ⅲ.2.3.2.4-1 に対応する損失特性を得ておけば、その後の手順そ

のものは共通である。 
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図Ⅲ.2.3.2.4-2 三相インバータのヒートシンク体積 
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図Ⅲ.2.3.2.4-3 ヒートシンク体積を最小化する接合温度 

 

(2) 放熱基板の熱変形評価の検討 

我々のグループでは、SiC パワー素子を用いたモジュールの作製に、Cu 電極を接

合した SiN 基板を用いている。ここでは、最終的に SiC パワー素子実装したモジュ

ールの変形評価を目標に、このモジュールの要素として、以下の４種類のサンプルに

ついて用意した。 
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 ・サンプル① Cu 板 20mm×20mm×0.3mmt 

 ・サンプル② SiN 基板 18mm×20mm×0.32mmt 

 ・サンプル③ 片面 Cu 電極接合 SiN 基板 

  （Cu 電極寸法 17mm×8.5mm×0.3mmt×２、SiN 基板寸法 18mm×20mm×

0.32mmt） 

 ・サンプル④ 両面 Cu 電極接合 SiN 基板 

  （Cu 電極寸法 17mm×8.5mm×0.3mmt×２、SiN 基板寸法 18mm×20mm×

0.32mmt） 

 

 

サンプル④については、我々のグループで汎用的に用いている、両面に Cu 電極を

有する SiN 基板を用いた。サンプル③は、片面にのみ、サンプル④と同様の Cu 電極

を有する構造とした。 

これまで、材料の変形計測には、モアレ干渉法やレーザー法が、用いられてきた。

モアレ干渉法は、平坦な材料の変位を計測・評価する方法としては実績が有るが、３

次元の複雑な形状の計測は難しい。また、レーザー法は、計測のためレーザーをス

キャンするため、１回の測定を短時間で終わらせることが難しく、スキャンの間に温

度変化が有る測定については、不向きである。 

一方、デジタル画像相関法(DIC:Digital Image Correlation)は２台の CCD カメラによ

って撮影された画像を解析することにより、サンプル表面の構造、及び、変形を評

価する方法である。 

そのため、①焦点が合う範囲であれば、表面に３次元的な形状を有するサンプルに

ついても評価可能、②データの取り込みは写真撮影時間となり短時間に行なうこと

ができる、など優れた特徴を有する。 

本実験では、市販のデジタル画像相関法装置を用いて行なった。装置の概要を図

Ⅲ.2.3.2.4-4 に示す。画像を取り込む CCD カメラの他、サンプルの温度制御を行なう

恒温チャンバー、画像の解析・変形量を評価する PC から構成される。恒温チャン

バー内にサンプルをセットし、温度を室温から 250℃まで変化させ、その間、デジ

タル画像相関法にて、変形データを取得／評価した。 
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図Ⅲ.2.3.2.4-4 熱変形評価装置のセットアップ 

 

サンプル① Cu 板 20mm×20mm×0.3mmt 

サンプル② SiN 基板 18mm×20mm×0.32mmt 

サンプル③ 片面 Cu 電極接合 SiN 基板 

（Cu 電極寸法 17mm×8.5mm×0.3mmt×２、SiN 基板寸法 18mm×20mm×

0.32mmt） 

サンプル④ 両面 Cu 電極接合 SiN 基板 

（Cu 電極寸法 17mm×8.5mm×0.3mmt×２、SiN 基板寸法 18mm×20mm×

0.32mmt） 

 

サンプル③、④から得られた変形データは、有限要素法を用いた材料変形シミュ

レーションと比較を行った。表Ⅲ.2.3.2.4-1 に、計算に用いた、Cu および Si の、ヤ

ング率、ポアソン比、熱膨張係数、密度、熱伝導率を示す。熱膨張係数に着目する

と、Cu は SiN に比べて、およそ６倍大きい。そのため、SiN 基板の両面に Cu 電極が

有するサンプル④では、基板の両面に等しい熱応力が発生し、変形は発生しづらい

が、サンプル③では、Cu 電極が片面のみであるため、反りが発生すると予測される。 

デジタル画像相関法の、測定精度を検証するため、熱膨張係数を５０℃〜２５０℃の

範囲で測定した。図Ⅲ.2.3.2.4-5 (a)にサンプル①の Cu、図Ⅲ.2.3.2.4-5 (b)にサンプル

②の SiN の結果を示す。図から明らかなように、Cu では、データのばらつきが少な

く直線上に並んでいるが、SiN では、ばらつきが大きくなっている。これは熱膨張

係数の差により、SiN では、Cu より変形量が小さく、測定精度が厳しくなるためと

考えている。デジタル画像相関法にて得られた Cu、SiN の熱膨張係数は、それぞれ、

17.5×10-6／℃、2.14×10-6／℃であった。それぞれ、Table 1 の値と比較すると、変

形量が小さな SiN では Cu にくらべ精度が劣るが、評価可能であることがわかった。 

サンプル③、サンプル④について、温度を室温から２５０℃まで変化させ、サンプ

ルの変形評価を行った。 

図Ⅲ.2.3.2.4-6 に、サンプル法線方向のコンタ図を示す。観察は、Cu 電極のある

側から行っており、コンタ図中の正の値は、試料が Cu 電極の有る側に凸にそってい
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る事に対応する。 

サンプル③では温度変化に伴い、室温では四隅の部分が正の変形量を示している

のに対し、７５℃ではほぼ一様となり、さらに１５０℃、２５０℃と温度を上昇させるに

つれ、サンプル中央部が正の値を示すように変化していることがわかる。これは、

Cu 電極側から見たとき、室温では中央付近が窪んでいたのに対し、温度上昇に伴い、

中央付近がせり上がってくることを示している。一方、サンプル④では、各温度で

ほぼ同じ分布を示しており、顕著な材料の変形は発生していない。これは、サンプ

ル④の場合、SiN 基板の両側に Cu 電極が対象に配置されているため、熱変化に伴い

発生する応力が釣り合い、変形をもたらさないとためである。一方、サンプル③で

は、Cu 電極が片側にしかないため、温度変化に伴う応力の釣り合いが取れず、明瞭

な変形が観察されている。 

表Ⅲ.2.3.2.4-1 Cu と Si3N4の物性値 

 Young’s 

Modulus 

(GPa) 

Poisson Ratio Coefficient of 

Thermal 

Expansion 

(106/℃) 

Density 

(kg/m3) 

Theｒmal 

Conductivity 

(W/mK) 

Cu 130 0.34 16.6 8300 390 

Si3N4 320 0.29 2.8 3240 60 

 

(a) 

 

 

(b) 

 

 

図Ⅲ.2.3.2.4-5 温度変化による (a) Cu, (b) Si3N4の変形 
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図Ⅲ.2.3.2.4-6 サンプル３、４に対する温度依存変形コンタ図 

 

サンプル③について、基板中央付近を通る水平な線にそった法線方向の変化量を、

図Ⅲ.2.3.2.4-7 に示す。変化を明瞭にするため、サンプル両端での値を０になるよう

に表示した。図より明らかなように、中央部の値は、室温では負であったのに対し、

温度を上昇にともない正の値に変化している。これは、室温でサンプルは決して平

坦ではなく、残留応力による変形が発生している事を示しており、このサンプルで

は、SiN 基板の Cu 電極が無い側が凸に変形している。温度上昇に伴い、７５℃でほ

ぼ平坦になる事から、残留応力が解放されると考えられる。さらに、温度上昇に伴

い、Cu 電極が有る側が凸に変形することがわかった。 

 

  

図Ⅲ.2.3.2.4-7 サンプル３に対する変形量-温度依存生 

 

以上より、高温での動作を前提とする電力変換器に用いる基板においては、室温

で残留応力による変形があることがわかった。また、残留応力がゼロとなる温度を

制御することができれば、パワー素子動作温度にて、基板に発生する応力を低く制

御できる可能性があり、信頼性向上につながると考えられる。 

上記の材料変形は、SiN と Cu の材料物性に起因し発生しているため、有限要素法
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を用いた計算機シミュレーションを弾性領域で行ない比較した。計算には、Table 1

のパラメータを用い、また、サンプル③に対する変形観察の結果から、残留応力ゼ

ロとなる温度を７５℃として計算を行なった。この条件のもと、25℃、および、250℃

について計算した結果を、それぞれ図Ⅲ.2.3.2.4-8 (a)、(b)に示す。図Ⅲ.2.3.2.4-8 (a)

に示す通り、シミュレーションから予測される２５℃基板法線方向の最大変位は約

55µmで、これは、図Ⅲ.2.3.2.4-7(b)の 25℃の時の最大変位 55µmと良く一致している。

一方、図Ⅲ.2.3.2.4-8 (b)に示す、250℃の時の最大変位は、約 210µm で、これは図

Ⅲ.2.3.2.4-7(b)の 250℃の時の 155µm より，大きな値となっている。25℃の時のシミ

ュレーション結果が良く合っていることから、計算方法に誤りはないと考えている

が、実験結果において変形量が少なかったことから、弾性領域を仮定しシミュレー

ションを行なったことに誤りがあり、Cu 電極における塑性変形 3)など、シミュレー

ション条件を再検討する必要があると考えている。今後、電力変換器の動作温度お

ける応力分散技術、複合材料構造物における冷熱サイクルでの疲労蓄積効果などの

評価・対応が必要になると予測され、３次元変形観察がその一助となることを期待し

ている。 
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(a) 

 

(b)  

 

図Ⅲ.2.3.2.4-8 サンプル３に対する変形シミュレーション(a) 25℃, (b) 250℃. 

 

Cu の塑性変形効果ヒントを得るため、圧延無酸素銅の試験サンプルに対し、ヤン

グ率の温度変化を、室温から 400℃の範囲で調べた。図Ⅲ.2.3.2.4-9 より明らかなよ

うに、200℃付近を界に、ヤング率は低温側ではほぼ一定、高温側では温度の上昇に

応じて単調に減少して行くことが明らかになった。これより、室温〜200℃では、モ

ジュール全体を１つの剛体として扱うことができるが、200℃を超えると Cu のヤン

グ率が急速に低下するため、SiN の熱膨張係数がモジュールの変形を支配すること

が予想される。 

200℃超えた温度領域では、これまであまり Cu を構造材に用いる適用例ががなく、

情報が少ない。そのため、必要な物性情報については実測等で取得して行くと同時

に、有限要素法による熱変形シミュレーションや、３次元変形観察装置を連携・活用

し、シミュレーション技術の精度向上を行い、実際の変換器のような、材質の異な

る部品を組み合わた構造物の熱的な弱点の抽出を行うことが重要と考えている。 



Ⅲ- 140 

 

   

0

20

40

60

80

100

120

140

160

0 100 200 300 400 500

ヤ
ン

グ
率

 (
G

P
a
)

温度（ ℃）
 

図Ⅲ.2.3.2.4-9 圧延無酸素銅に対するヤング率の温度変化 

 

(3) SiC-SBD のターンオフサージ電圧の検討 

SiC パワーデバイスを用いたパワーモジュールでは、SiC パワーデバイスの高速性、

扱う電流が大きいこと等から、大きなターンオフサージ電圧が問題となる。これは

使用する部品の耐電圧を高める必要があり、回路設計の制約となる。そのため、サ

ージ電圧が発生するメカニズムの解明と、これに基づいた設計可能範囲の明確化は、

実回路設計の目安となるため、重要である。 

回路シミュレーションに使用できる、適用条件の明確化された、SiC デバイスの

モデルについて開発すること目的に、SiC ショットキーバリアダイオード(SBD)につ

いて検討した。 

図Ⅲ.2.3.2.4-10 に検討した、SiC-SBD のモデルを示す。このモデルでは、逆方向印

可電圧によって変化する接合容量が組み込まれている。このモデルと、固定の接合

容量を持つモデルについてシミュレーションを行ない、実験と比較した所、接合容

量が逆方向印可電圧によって変化するモデルの方が、よりよく実験を説明できるこ

とがわかり、モデルの有効性を確認した。 

このモデルを用いて、トランジスタ駆動を想定した、ターンオフサージ電圧を調

べるため、図Ⅲ.2.3.2.4-11 の回路について検討した。ターンオフサージ電圧は、一般

的に、トランジスタのスイッチング速度が早くなるにつれて大きくなるが、この現

象は、トランジスタのスイッチング速度、回路電流のフォールタイム、および、サ

ージ電圧の振動周期が重要であり。これにより３つの事象に分類することができるこ

とを見い出した（図Ⅲ.2.3.2.4-12）。サージ電圧の発生を、所定の電圧比以内に抑える

ためには、ta+tb≤f となる領域に回路パラメ-—タを調整することが重要であることを
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明らかにした。 
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図Ⅲ.2.3.2.4-10 SiC-SBD モデル 

 

 

図Ⅲ.2.3.2.4-11 解析に用いた回路 
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図Ⅲ.2.3.2.4-12 (a)(b)(c)RegionⅠ〜Ⅲにおけるスイッチング波形の模式図、(d) 寄

生インダクタンスとスイッチング波形の関係、及び、RegionⅠ〜Ⅲの占める領域 

 

(4) まとめ 

1) 目標の達成度 

基板変形観察 加速資金で取得した、変形観察装置を用いて、放熱基板の要素モ

デル検討を行い、200〜250℃領域を含む基板の熱変形観察を行った。シミュレーシ

ョン結果との比較より、約 200℃という、Cu の融点から十分低い温度領域であって

も、Cu の非弾性的な効果が現れることを明らかにし、シミュレーション精度の高度

化に貢献した。 

SiC-SBD のターンオフサージ電圧の検討 トランジスタのスイッチング速度と 

回路インダクタンスについて、モジュールの要求に応た回路パラメータの選択範囲

を示すことに成功した。 
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2) 成果の意義 

SiC パワー半導体の能力を生かした電力変換器開発では、温度・電圧・スイッチ

ング速度など、これらを組み合わせた対応が必要で、これらは現在の Si パワー半導

体技術と技術領域が異なるため、多数の問題を解決する必要がある。SiC パワー半

導体の普及に向けて、これら問題の解決を、電力変換器開発と平行して実施してお

くことは重要である。たとえば、現在のシミュレーション技術では、物性データや、

実験とシミュレーションとの検証不足により、シミュレーションの精度が十分でな

い。DIC 変形観察では、対象物の変形をサブミクロンの精度で評価することができ

るため、シミュレーションとの比較が容易で、物性データの評価はもちろん、実際

のモジュール変形評価により、シミュレーション精度向上に資すると考えている。

さらに、故障につながる変形・破壊の早期発見による信頼性試験の時間短縮、時間

やコンピュータ資源の制限により実施が難しい大規模なシミュレーションの代替な

どが可能と考えている。 

SiC-SBD サージ電圧の検討では、高いサージ電圧の発生を避けデバイス破壊を防

ぐばかりでなく、回路の要求に応じて、スイッチング速度、回路インダクタンスの

目安が得られるため、設計指針をたてるこが容易となる。 

3) 知的財産権の取得 

知的財産権の取得には至っていない。 

4) 成果の普及 

成果の普及のため、積極的に学会等での報告を行なった（3 件）。 
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Ⅳ．実用化・事業化についての見通し及び取り組みについて 

1. 実用化・事業化についての見通し及び取り組みについて 

1.1 SiC 電力変換器応用システム及び SiC パワーデバイスの実用化見通し 

1.1.1 SiC 接合 FET 及び SiC 接合 FET を適用したサーバ電源の実用化見通し 

本項では本プロジェクトで開発したSiC接合FET及びこれを用いたサーバ電源の実用

化、事業化の見通し、すなわち残された課題について示す。要約すると下記の通りであ

る。 

 

・SiC 接合 FET 

  －チップコスト削減のための大口径ウェハプロセス技術の開発 

  －簡易な駆動回路方式の開発 

・SiC 接合 FET を用いたサーバ電源 

  －接合 FET の高周波動作による電源小型化技術の開発 

 

接合 FET の最も大きな課題はチップコスト削減である。サーバ電源では、システムユ

ーザからのパワーデバイスに対する価格低減要求が非常に強い。このため本プロジェク

トのスコープになかった SiC 素子の低コスト技術の確立が重要となる。特にチップ歩留

まりの向上や SiC ウェハ大口径化によるコスト削減が効果的である。また大口径ウェハ

に対応したプロセス基盤技術や接合 FET の工程簡略化も重要である。接合 FET のコス

ト削減という意味では、電源以外の適用アプリケーションを積極的に開拓することも重

要である。例えばハイブリッド自動車用のインバータや、太陽光発電用のパワーコンデ

ィショナといった今後市場規模の拡大が見込めるアプリケーションへの適用を検討す

る必要がある。このため、接合 FET の駆動方法や実装方式を簡素化し、各アプリケーシ

ョンにおいて接合 FET が採用されやすい回路実装方式の開発が重要課題となる。 

次に SiC 接合 FET を適用したサーバ電源の実用化、事業化について述べる。実用化の

判断材料となる最大のポイントは、SiC 電源を用いたデータセンタ事業の成立性である。

具体的に言えば、SiC 化に伴うサーバ電源コスト増加の試算及び将来コストの予測と、

データセンタシステムからみた SiC 電源のメリットの検討が必要である。前者の電源コ

ストの試算については、SiC 素子を適用するためパワーデバイスコストの上昇は避けら

れない。したがって、スイッチング周波数を高めて電源回路の主変圧器等の受動部品を

小型化(低コスト化)することが重要である。一方安易な高周波化はスイッチング損失の

増加やスイッチングノイズの増加を招く。したがって、高周波動作時におけるスイッチ

ング損失低減やノイズ低減方法を検討する必要がある。 

また後者のデータセンタシステムからみた SiC 電源メリットの検討という意味では、

データセンタ市場（サーバ市場）規模・状況を鑑みることが重要である。特に昨今の世界
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サーバ市場はサーバベンダの上位 3 社で市場の 75%が占有される。このため、データセ

ンタシステムの大きな潮流、即ち、省エネ化、堅牢性（災害に対するディザスタリカバ

リ、データ分散管理）、データセンタ大規模化による集中管理（クラウド化）等のニーズ

を先取りし、サーバ電源としての優位化技術・必要とされる要素技術と、本プロジェク

トで開発した技術が合致するかの検証を継続して実施する必要がある。今回のプロジェ

クトで開発した高効率電源回路技術をベースに、高周波化による電源小型化がデータセ

ンタ事業に与えるインパクトを検討し、事業化を推進していく予定である。 
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1.1.2 太陽光発電用パワーコンディショナ及び MOS-FET の実用化見通し 

(1) 成果の実用化可能性 

① 研究開発成果が産業へ及ぼす波及効果 

パワーエレクトロニクスの市場規模は約 6 兆円で、産業、家電、分散電源、自動車、

電鉄、IT 機器等広い分野に適用されている。これらの市場では、パワーエレクトロニ

クスの特長である低損失化、小型化、高速化、高温環境対応への期待が大きい。その

市場規模は増加すると予想され、2050 年には本研究開発成果が貢献できる耐圧が数百

V 以上のデバイス市場で約 10 兆円と、現在の約 10 倍に増加するとの推定がなされて

いる。 

SiC パワーデバイスのパワーエレクトロニクス機器への適用を想定した性能実証が

活発化してきている。SiC パワーデバイスを適用することによって、今後増大するこ

とが予想される IT 関係の消費電力の低減や、低損失化、高温動作化による冷却関係ユ

ニットの小型化や冷却に要するエネルギーの削減による製品価値の向上が期待され

る。 

今後の電力化率の増大と電力エネルギー利用の高効率化と相まって、新規製品の普

及を促進する。2008 年には「Cool Earth-エネルギー革新技術計画」が発表され、パワ

ーエレクトロニクスはその中で部門横断の重要技術と位置づけられ、次世代デバイス

として SiC デバイスの実用化の必要性があげられている。これまでパワーエレクトロ

ニクスでは長く Si デバイスを用いてきた。SiC パワーデバイスは数十年に一度の変革

をパワーエレクトロニクスにもたらすものと期待されている。SiC パワーデバイスを

用いた高性能かつ高効率なパワーエレクトロニクス機器の普及が省エネルギー、CO2

削減に貢献するとともに、国内パワーエレクトロニクス産業の競争力拡大に寄与する

ものと考える。 

太陽光発電システムは地球温暖化問題を背景として市場が拡大しており、2008 年度

には全世界で 6.9GW が生産され、2010 年には 10GW、2015 年には 25GW に到達すると

の予想がある。また太陽光発電システムの需要拡大に対応して太陽光発電システムに

不可欠なパワーコンディショナ市場も増加し、2008 年には 2006 年に比べ 2 倍の規模

となり、2010 年には全世界で 20 億ドルを超えるとの予想がなされている。現在太陽

光パワーコンディショナ市場において、高効率化が競争軸となっており、本委託事業

における SiC パワーデバイス適用による高効率化に関する研究成果により、世界市場

において製品競争力強化に寄与できると考えられる。 

また、SiC デバイスが広く普及した際の省エネルギー効果は、2030 年には原油換算

で約 5,４00 万 kℓ、と予測されており（2007 年度 NEDO 調査「次世代省エネデバイス」

における（財）新機能素子研究開発協調査による）、大きな省エネルギー効果が期待さ

れる。 
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(2) 事業化までのシナリオ 

本プロジェクトでは太陽光発電用パワーコンディショナの効率向上に向けて変換器

の最適駆動方式の検討、キャリア周波数、フィルタの最適化を行うことで、効率の改

善に向けた研究開発を行い、Si デバイスでは実現できなかった高効率を達成した。ま

たその実現に必要な SiC-MOSFET、ショットキーダイオードの高性能化技術も開発し

た。 

本研究開発の成果を実用化につなげていくためには、製品に適用していく上で必要と

なる以下のような製品化技術を開発していく必要がある。 

① SiC デバイスは従来の Si IGBT や Si pin ダイオードと比べてスイッチング速

度が速いなど、異なる過渡特性を示すため、これに適合した駆動回路、保護回

路が必要となる。 

② 高速応答性に起因して EMI が課題となるため、EMI を抑制するための駆動技術

開発や低インダクタンスとなるモジュール設計などを実施する必要がある。 

2012 年度に本研究開発を完遂した後、上記課題を克服するべく実用化開発を実施し、

事業化の見極めを行った後に製品化を行う予定である。また、製品化後も機種展開を

実施することで事業の拡大を目指す。また、チップの高性能化により更なる低損失、

小型・軽量化を進めていく予定である。 
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1.1.3 電力変換器基盤技術の実用化見通し 

第 3 拠点では、SiC パワー半導体素子が持つ優れた素子特性を活用することで、従来

の Si パワー半導体素子では実現できない水準の電力変換器の小形・軽量化の達成を目

指した研究開発を集中研方式で実施した。具体的には、SiC パワー半導体素子が持つ高

速スイッチング性能の活用による周辺受動素子削減技術、耐高温性性能を活用するため

の高温（200～250℃級）実装技術、高温動作電力変換器の設計・製作技術、の開発を進め

るとともに、試作電力変換器による性能検証を行った。 

ここで取り上げた電力変換器の小形・軽量化という課題は、特定用途の電力変換器に

対してのみ利用される技術ではなく、集中研に参加する各機関それぞれが想定している

応用機器に共通する基盤的技術である。したがって、集中研に参加する各機関は、本事

業で開発された技術を基にして、それぞれが想定する応用機器に即した追加的な技術開

発や評価試験を進め、その後に実用化するという手順が想定されている。（これは、応

用機器に近い作業ほど各機関のノウハウ等が入り込む割合が高くなるため、集中研にお

ける技術開発課題として扱う事が難しくなるためである。このため、集中研方式で実施

する共通基盤技術の開発と、この共通基盤技術に基づいて各機関が独自に進める応用機

器向け（実用化向け）開発の 2 段階の開発を経た実用化が、事業開始当初より想定されて

いる。） 

集中研究拠点に参加する機関の中で、産総研だけは製造を実施することができる機関

ではない。このため、集中研究拠点での開発技術の実用化にあたっては、他の参加機関

とは対応方針が異なる。具体的には、産総研は、今回の開発成果を必要とする製造者に

対する積極的な技術移転を通じて開発技術の実用化に貢献する。また、当該技術のより

一層の高度化や実用化に向けた追加的な開発や評価（応用機器が要求する条件に対応し

た追加的な開発や評価試験）等を、製造者とともに共同研究等によって進めるといった

対応も行う。 

こうした技術移転や共同研究を進めるための枠組みの代表的なものとして、経済産業

省や文部科学省の支援の下で発足した「つくばイノベーションアリーナ（TIA-nano）」が

あり、そのコア技術領域の一つとして「パワーエレクトロニクス」が位置づけられてい

る。ここでは、本技術開発事業の集中研究拠点が置かれていた産総研の各種リソースを

活用した産学官連携のハブ機能（人材育成も含む）を果たす体制が構築されている。特に、

パワーエレクトロニクス領域においては、関連企業の共同研究連合体として、「つくば

パワーエレクトロニクスコンステレーション（TPEC）」というオープンイノベーション

拠点も発足している。TPEC では SiC パワー半導体素子のための専用試作ラインをコア

インフラとしており、各種の材料を扱う素材関係、パワー半導体素子製造関係、パワー

半導体のユーザである応用機器関係といった幅広い業種・業態の企業が多数集まった研

究開発コンソーシアムを形成している。（平成 25 年度 9 月時点で、参加機関数は 30 を

超えている。）TPEC 参加機関にとっては、最終の応用機器イメージを共有しながら、ア
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ライアンスを組もうとする他業界の参加者と共に必要な素子技術や応用技術を公平な

コストシェアで開発出来る仕組みとなっている。（参加機関は基本的に TPEC で創出さ

れた成果を全て使うことが出来る仕組みなので、最終的な投資に至るビジネス判断がで

きる段階まで、コスト削減と同時に単独で行う以上の開発成果を得られるのが、参加者

の最大のメリットである。） 

こうした活動の過去の例としては、TPEC の前身となった産総研「産業変革イニシア

ティブ（2009～2011 年）」の活動がある。この活動では、NEDO の研究開発事業の成果で

ある SiC の IEMOS（当時、世界最高性能を有する素子として認知されていた産総研独自

構造のパワー素子）が有する優れた性能に着目した 2 社（素子製造企業と装置企業）と産

総研が共同研究体制を構築し、約 3 年をかけて信頼性／安定性を確保した量産レベルの

デバイス製造技術を確立した。その結果、NEDO の研究開発事業の成果であるパワー素

子の技術を利用した応用機器（汎用インバータや太陽光発電用パワーコンディショナ）

のプロトタイプを企業側が完成するに至った。 

産総研では、こうした枠組みを中心に、今回の集中研究拠点成果である基盤技術であ

る（200～250℃級対応の高温実装技術や高速スイッチング技術など）の企業への技術移

転や、特定の応用機器に特化した追加開発・評価等を進める。この追加開発・評価等に

は、2～3 年を要すると予想されるが、集中研究拠点での開発成果を活用した電力変換器

の小形・軽量化の効果を早期に製品に適用出来るよう、関係機関とは事業終了後も継続

的に協力を行う所存である。 
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添付資料 

1 SiC パワーデバイスを用いたデータセンタ用サーバ電源技術開発 

  

表 2.1 データセンタ用サーバ電源技術に係る特許、論文、外部発表等の件数（内訳） 

 区分 

 

年度 

特許出願 論文 発表 その他外部発表 

(プレス発表等) 

国内 外国 

(PCT 含) 

査読

付き

その他 

(招待論文)

査読

付き

その他 

(招待講演) 

 

H21FY      1 件  

H22FY 1 件 1 件   1 件 1 件  

H23FY 1 件 1 件 2 件     

H24FY 1 件 1 件 1 件  2 件 2 件  

 

表 2.2 データセンタ用サーバ電源技術に係る特許リスト 

番号 出願

者 

出願番号 国内/外

国/PCT

出願日 状態 名称 発明者 

1 日立 PCT/JP2011/ 

072529 

 

PCT 2011/9/30 出願 半導体駆動

回路および

それを用い

た電力変換

装置 

畑中歩 

2 日立 P2011-224553 国内/国

外 

2011/10/12 出願 半導体スイ

ッチング回

路 

小川貴史 

3 日立 PCT/JP2013/ 

068039 

国内/国

外 

2013/7/1 出願 パワー半導

体の駆動回

路およびイ

ンバータ装

置 

加藤かおる 
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表 2.3 データセンタ用サーバ電源技術に係る学会発表・投稿論文リスト 

番号 発表者

投稿者 

所属 タイトル 発表誌名 査読 発表年月

日 

1 望月和

浩, 横山

夏樹 

日立 4H-SiC への Al イ

オン注入の二次

元モデリング 

応用物理学会 2010 年春

季第 57 回応用物理学関

係連合講演会 

無 

(発表) 

2010/03/17

2 望 月 和

浩, 横山

夏樹 

日立 Two-dimensional 

modeling of 

aluminum-ion 

implantation into 

4H-SiC 

The 8th European 

Conference on Silicon 

Carbide and Related 

Materials, 2010 

有 

(発表) 

2010/08/27

3 望 月 和

浩, 横山

夏樹 

日立 4H-SiC へのイオ

ン注入二次元モ

デリングの適用

性評価 

応用物理学会 2010 年秋

季応用物理学会学術講

演会 

無 

(発表) 

2010/09/14

4 望 月 和

浩, 横山

夏樹 

日立 Two-dimensional 

modeling of 

aluminum-ion 

implantation into 

4H-SiC 

Material Science Forum 

2011 

有 

(論文) 

2011/09/02

5 望 月 和

浩, 横山

夏樹 

日立 Two-Dimensional 

Analytical Model 

for Concentration 

Profiles Implanted 

Into 4H-SiC(0001) 

IEEE Transactions on 

Electron Devices 

有 

(論文) 

2011/02/01

6 石 川 勝

美, 加藤

かおる , 

畑中歩 , 

小 川 和

俊, 清水

悠佳, 横

山夏樹 

日立 High speed drive 

circuit with a 

separated source 

terminal for 600V / 

40A normally-off 

SiC JFET 

The 9th European 

Conference on Silicon 

Carbide and Related 

Materials, 2012 

有 

(発表) 

2012/09/02

7 石 川 勝

美, 加藤

かおる , 

日立 High speed drive 

circuit with a 

separated source 

Material Science Forum 

2013 

(論文) 2013/02/13
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畑中歩 , 

小 川 和

俊, 清水

悠佳, 横

山夏樹 

terminal for 600V / 

40A normally-off 

SiC JFET 

8 横 山 夏

樹, 石川

勝美 

日立 R&D of power 

supply in data 

center using SiC 

power devices 

SiC パワー半導体関連プ

ロジェクト合同シンポ

ジウム 

 無

(発表) 

2012/11/11

9 横 山 夏

樹, 清水

悠佳, 秋

山 悟 

日立 高性能 SiC-JFET

の開発 

応用物理学会 2013 年春

季応用物理学会学術講

演会 

無 

(発表) 

2013/03/27

10 清 水 悠

佳, 沖野

泰之, 秋

山悟, 加

藤 か お

る, 横山

夏樹, 石

川勝美 

日立 600-V 27m Ω 

Normally-off SiC 

JFET for High 

Efficiency Power 

Supply 

2012 International 

Conference on Solid State 

Devices and Materials 

有 

(発表) 

2012/09/25

 

2 SiC パワーデバイスを用いた太陽光発電用パワーコンディショナ技術開発 

 

表 2.4 SiC パワーデバイスを用いた太陽光発電用パワーコンディショナ技術開発に係る

特許・論文・外部発表等の件数（内訳） 

 区分 

 

年度 

特許出願 論文 発表 その他外部発表

(プレス発表等)

国内 外国 

(PCT 含) 

査読

付き

その他 

(招待論文)

査読

付き

その他 

(招待講演) 

 

H21FY 0 件 0 件 0 件 0 件() 0 件 0 件() 0 件 

H22FY 0 件 0 件 0 件 0 件() 1 件 0 件(0) 0 件 

H23FY 3 件 0 件 0 件 0 件() 3 件 1 件(1) 0 件 

H24FY 0 件 0 件 0 件 0 件() 0 件 0 件() 0 件 
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表 2.5 SiC パワーデバイスを用いた太陽光発電用パワーコンディショナ技術開発に係る

特許リスト 

番号 出願

者 

受付番号  国内/外

国/PCT

出願日 状態 名称 発明者 

1 三菱 615712JP01 国内 2011年05

月06日 

出願 半導体装置

およびその

製造方法 

三浦成久、

渡邊寛 

2 三菱 615713JP01 国内 2011年05

月06日 

出願 半導体装置

およびその

製造方法 

三浦成久、

渡邊寛 

3 三菱 619507JP01 国内 2011年12

月01日 

出願 電力変換装

置 

地道 拓志 

 

表 2.6 SiC パワーデバイスを用いた太陽光発電用パワーコンディショナ技術開発に係る

研究発表・講演 

番号 発表者投稿者 所属 タイトル 発表誌名 査読 発表年月日

1 中田修平、北村

達也、木ノ内伸

一、炭谷博昭、

今泉昌之、大井

健史、大森達夫 

三菱 SiC-MOSFET

の高速スイッ

チング特性 

平成２２年 電気学

会全国大会 

無 2010/3/19 

2 中田修平 三菱 SiCインバー

ター 

第１回 技術フォー

ラム 「SiC パワー

デバイスを活かす

」 

無 2010/7/5 

3 三浦 成久、日

野 史郎、藤平 

景子、中尾 之

泰、海老池 勇

史、中田 修平、

今泉 昌之、炭

谷 博明 

三菱 SiC MOSFET

低抵抗化のた

めのセル構造

設計 

第19回 シリコン

カーバイド(SiC)及

び関連ワイドギャ

ップ半導体研究会 

無 2010/10/22
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4 中田修平、三浦

成久、中木義行

、今泉昌之、黒

岩丈晴、豊田吉

彦、高見哲也、

炭谷博昭、木ノ

内伸一、大井健

史、大森達夫 

三菱 SiCデバイス

と応用技術開

発 

第19回 シリコン

カーバイド(SiC)及

び関連ワイドギャ

ップ半導体研究会 

無 2010/10/22

 

 

3 次世代 SiC パワーデバイス・電力変換器基盤技術開発 

 

表 2.7 次世代 SiC パワーデバイス・電力変換器基盤技術開発に係る特許、論文、外部発表

等の件数 

 区分 特許出願 論文 発表 その他外

部発表 

(プレス発

表等) 

国内 外国 

(PCT

含) 

査読付

き 

その他 (招待

論文)

査読付

き 

その他 (招待

講演) 

H21FY 0 0 1 1 0 2 6 2 0 

H22FY 0 0 5 3 1 5 12 5 2 

H23FY 6 2 4 6 1 8 21 12 7 

H24FY 8 0 6 5 1 5 27 19 0 

 

表 2.8 次世代 SiC パワーデバイス・電力変換器基盤技術開発に係る特許リスト 

 

番

号 
出願者 出願番号 

国内/外

国/PCT
出願日 状態 名称 発明者 

1 

日産自動

車㈱サン

ケン電気

㈱富士電

機㈱ 

特願 2011 

-107171 
国内 2011/5/12 出願

ス イ ッ チ

ン グ 回 路

及 び 半 導

体 モ ジ ュ

ール 

図子祐輔､

谷本智､村

上善典､佐

藤伸二､松

井康平 

2 

日産自動

車㈱住友

金属鉱山

特願 2011 

-165508 
国内 2011/7/28 出願

半 導 体 装

置 /ZnAl/金

属 基 板 接

谷本智、図

子祐輔、村

上善則、井
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㈱サンケ

ン電気㈱

富士電機

㈱ 

合 体 の 構

造 お よ び

そ の 製 造

方法 

関隆士、高

森雅人、佐

藤伸二、松

井康平 

3 

富士電機

㈱サンケ

ン電気㈱

日産自動

車㈱ 

特願 2011 

-168469 
国内 2011/8/1 出願

パ ワ ー 半

導 体 モ ジ

ュール 

松井康平､

図子祐輔､

谷本智､村

上善典､佐

藤伸二 

4 

日産自動

車㈱サン

ケン電気

㈱富士電

機㈱ 

特願 2011 

-184019 
国内 2011/8/25 出願

半 導 体 モ

ジュール 

図子祐輔､

村上善典､

谷本智､佐

藤伸二､松

井康平 

5 

サンケン

電気㈱富

士電機㈱

日産自動

車㈱ 

特願 2011 

-200308 
国内 2011/9/14 出願

半 導 体 モ

ジュール 

佐藤伸二､

松井康平､

図子祐輔､

谷本智､村

上善典 

6 産総研 
特願 2011 

-289925 
国内 2011/12/28 出願

半 導 体 チ

ップ、半導

体 モ ジ ュ

ール、及び

半 導 体 チ

ッ プ 実 装

方法 

佐藤 弘、

仲川 博、

郎 豊群、

山口 浩 

7 

日産自動

車㈱住友

金属鉱山

㈱サンケ

ン電気㈱

富士電機

㈱ 

特願 2012 

-102954 
国内 2012/4/27 出願

半 導 体 チ

ップ、半導

体 モ ジ ュ

ール、及び

半 導 体 チ

ッ プ 実 装

方法 

谷本智､図

子祐輔､村

上善典､松

井康平､佐

藤伸二 

8 

日産自動

車㈱サン

ケン電気

PCT 

-JP2012 

-62129 

外国 2012/5/11 出願

ス イ ッ チ

ン グ 回 路

及 び 半 導

図子祐輔､

谷本智､村

上善典､佐
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㈱富士電

機㈱ 

体 モ ジ ュ

ール 

藤伸二､松

井康平 

9 

富士電機

㈱サンケ

ン電気㈱

日産自動

車㈱ 

PCT 

-JP2012 

-69512 

外国 2012/7/31 出願

パ ワ ー 半

導 体 モ ジ

ュール 

松井康平､

図子祐輔､

谷本智､村

上善典､佐

藤伸二 

10 

日産自動

車株式会

社京セラ

株式会社

サンケン

電気株式

会社富士

電機株式

会社 

特願 2012 

-184460 
国内 2012/8/23 出願

絶縁基板、

多 層 セ ラ

ミ ッ ク 絶

縁基板、パ

ワ ー 半 導

体 装 置 と

絶 縁 基 板

の 接 合 構

造体、及び

パ ワ ー 半

導 体 モ ジ

ュール 

谷本智､谷

澤秀和､佐

藤伸二､松

井康平､早

川浩二 

11 

富士電機

株式会社

日産自動

車株式会

社サンケ

ン電気株

式会社 

特願 2012 

-213620 
国内 2012/9/27 出願

パ ワ ー 半

導 体 モ ジ

ュール 

松井康平､

佐 々 木 健

介 ､ 谷 本

智､村上善

則､佐藤伸

二､谷澤秀

和 

12 

日産自動

車株式会

社清川メ

ッキ工業

株式会社

サンケン

電気株式

会社富士

電機株式

会社 

特願 2012 

-235304 
国内 2012/10/25 出願

Au 系はん

だ ダ イ ア

タ ッ チ メ

ン ト 半 導

体 装 置 お

よ び そ の

製造方法 

谷本智､佐

藤伸二､松

井康平､福

島悠 
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13 

日産自動

車株式会

社サンケ

ン電気株

式会社富

士電機株

式会社 

特願 2012 

-250852 
国内 2012/11/15 出願

Au 系はん

だ ダ イ ア

タ ッ チ メ

ン ト 半 導

体 装 置 お

よ び そ の

製造方法 

谷本智､谷

澤秀和､佐

藤伸二､松

井康平 

14 産総研 
特願 2012 

-261438 
国内 2012/11/29 出願

半 導 体 モ

ジュール 

佐藤 弘、

仲川 博、

郎 豊群、

山口 浩 

15 

産総研、

田中貴金

属工業 

特願 2013 

-027968 
国内 2013/2/15 出願

接 合 方 法

及 び 半 導

体 モ ジ ュ

ー ル の 製

造方法 

加 藤  史

樹 、 仲 川

博、郎 豊

群 、 佐 藤

弘 、 山 口

浩 、 小 柏

俊典 

16 産総研 
特願 2013 

-074080 
国内 2013/3/29 出願

回 路 基 板

の 接 合 方

法 及 び 半

導 体 モ ジ

ュ ー ル の

製造方法 

加 藤  史

樹 、 仲 川

博、郎 豊

群 、 佐 藤

弘 、 山 口

浩 

17 産総研 
特願 2013 

-074087 
国内 2013/3/29 出願

接 合 方 法

及 び 半 導

体 モ ジ ュ

ー ル の 製

造方法 

郎 豊群、

仲川 博、

加 藤  史

樹 、 佐 藤

弘 、 山 口

浩 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 
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表 2.9 次世代 SiC パワーデバイス・電力変換器基盤技術開発に係る投稿論文リスト 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名、 

ページ番号 

査

読 

発表年月

日 

1 郎 豊群、     

仲川 博、     

青柳 昌宏、   

大橋 弘通、   

山口 浩 

産総研 パワーデバイスの 3

次元実装に向けた微

小金属保護層付き半

導体 Al 電極 

第 19 回マイクロ

エレクトロニク

スシンポジウム

論 文 集

(MES2009) ， 

pp.57-60 

無 2009/9/1 

2 S. Tanimoto, 

N. Nishio,  T. 

Suzuki,  Y. 

Murakami, H. 

Ohashi,  H. 

Yamaguchi, H. 

Okumura 

FUPET， 

日 産 自

動車，産

総研 

Electromigration 

Reliability of the

Contact Hole in SiC

Power Devices

Operated at Higher

Junction 

Temperatures 

Materials Science 

Forum 

有 2010/3/1 

3 F. Lang,    H.

Nakagawa, M. 

Aoyagi,  H. 

Oohashi, H. 

Yamaguchi 

産総研 Impact of joint

materials on the

reliability of

double-side packaged

SiC power devices

during high

temperature aging 

J. OF MATERIALS 

SCIENCE-MATER

IALS IN 

ELECTRONICS ，

Vol.21, No.9 ，

pp.917-925 

有 2010/7/1 

4 郎 豊群、     

山口 浩、     

佐藤 弘 

産総研 実装基板の表面処理

によるパワーデバイ

スの高温接合信頼性

の向上 

MES2010 エレク

トロニクス実装

学会秋季大会第

20 回マイクロエ

レクトロニクス

シンポジウム論

文集，pp.27-30 

有 2010/9/1 
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5 F. Lang,    H.

Oohashi,    

H. Yamaguchi 

産総研 Effect of Solder

Diffusion Barriers on

the Joint Reliability of

SiC Power Devices

Operated above

300℃ 

Proc. of 2010 

Electronics 

System 

Integration 

Technology 

Conference ，

pp.P0224-1-P022

4-5 

無 2010/9/1 

6 谷本 智 FUPET， 

日 産 自

動車 

7 章 SiC のプロセ

ス技術における「オ

ーミック電極」 

専門書「半導体

SiC 技術と応用」 

 2010/10/1 

7 S. Sato,    K.

Matsui,  Y. 

Zushi,   Y. 

Murakami, S. 

Tanimoto, H. 

Sato,    H. 

Yamaguchi 

FUPET， 

サ ン ケ

ン電気，

富 士 電

機 HD，

日 産 自

動車，産

総研 

Forced-Air-Cooled 

10 kW Three-Phase

SiC Inverter with

Output Power

Density of More than

20 kW/L 

Silicon Carbide 

and Related 

Materials 2011 

Part2，pp.853-856 

有 2011/3/1 

8 S. Tanimoto, 

M. Miyabe,  T.

Shiiyama, T. 

Suzuki,  H. 

Yamaguchi, S. 

Nakashima and

H. Okumura 

FUPET， 

日 産 自

動車，産

総研 

Toward a better

understanding of

Ni-based ohmic

contacts on SiC 

Mater. Sci. 

Forum, 

Vol.579-680 

(2011) pp. 

465-468. 

有 2011/3/1 

9 K. Matsui,  Y. 

Zushi,   Y. 

Murakami, S. 

Tanimoto and 

S. Sato 

FUPET， 

富 士 電

機 HD，

日 産 自

動車，サ

ン ケ ン

電気 

A compact 5-nH

one-phase-leg SiC

power module for a

600V-40W/cc 

inverter 

Silicon Carbide 

and Related 

Materials 2011 

Part2 ，

pp.1233-1236 

有 2011/3/1 
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10 R. Simanjorang, 

H. Yamaguchi, 

H. Oohashi, K.

Nakao,   T. 

Ninomiya, S. 

Abe,     M. 

Kaga,    A. 

Fukui 

産総研 High-Efficiency 

High-Power dc-dc

Converter for Energy

and Space Saving of

Power-Supply 

System in a Data

Center 

Twenty-Sixth 

Annual IEEE 

Applied Power 

Electronics 

Conference and 

Exposition 

無 2011/3/1 

11 R. Simanjorang,  

H. Nakagawa, 

H. Yamaguchi, 

H. Sato 

産総研 Turn-off Surge

Voltage Analysis of

1200V SiC Schottky

Barrier Diode 

The 2011 Annual 

Meeting Record 

IEEE Japan 

無 2011/3/1 

12 F. Lang,    H.

Yamaguchi, H. 

Oohashi, H. 

Sato 

産総研 Improvement in Joint

Reliability of SiC

Power Devices by a

Diffusion Barrier

between Au-Ge

Solder and Cu/Ni(P)

Metalized Ceramic

Substrates 

J. OF 

ELECTRONIC 

MATERIALS ，

Vol.40, No.7 ，

pp.1563-1571 

有 2011/7/1 

13 F. Lang,    H.

Yamaguchi, H. 

Sato 

産総研 Package Reliability of

the SiC Power

Modules in Harsh

Environments 

Proc. International 

Conference and 

Exhibition on High 

TemperatureElect

ronics Network 

(HiTEN 2011), 

pp.139-144 

有 2011/7/1 

14 R. 

Simanjorang, 

H. Nakagawa, 

H. Yamaguchi, 

H. Sato 

産総研 Turn-off Surge

Voltage Behavior of

SiC Schottky Barrier

Diode 

Japan Industry 

Application 

Society 

Conference 2011 

無 2011/9/1 
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15 郎 豊群、     

山口 浩、     

佐藤 弘 

産総研 Au-Ge はんだ/Ni(P)

接合界面の微細構造

第二十一回マイ

クロエレクトロ

ニクスシンポジ

ウ ム 論 文 集 ，

pp.265-268 

無 2011/9/1 

16 郎 豊群、     

山口 浩、     

佐藤 弘 

産総研 高温はんだ拡散バリ

ア 

日本溶接学会マ

イクロ接合研究

委員会第５２回マ

イクロ接合研究

委員会ソルダリ

ング分科会資料，

pp.53-6 

無 2011/10/1 

17 佐藤 伸二、  

松井康平、    

図子祐輔、    

谷本 智、    

村上善則 

FUPET， 

サ ン ケ

ン電気，

富 士 電

機 HD，

日 産 自

動車 

SiC を用いた高電力

密度 3 相インバータ

の開発 

サンケン技報  2011/12/1 

18 谷本 智 FUPET， 

日 産 自

動車 

新技術搭載 出力密

度40kW/LオールSiC

インバータの開発 

月刊誌 OHM  2012/1/1 

19 佐藤 弘、     

仲川 博、     

劉 小軍、     

郎 豊群、     

山口 浩 

産総研 高パワー密度電力変

換器用実装基板の熱

変形評価 

Mate2012 ，

pp.239-242 

無 2012/1/1 

20 B. Chen, 

H. Matsuhata,

T. Sekiguchi, 

K.IchinosekiH. 

Okumura 

産総研 Surface defects and

accompanying 

imperfections in

4H-SiC: Optical, 

structual and

electrical 

characterization 

ACTA 

MATERIALIA 60 

(2012) pp51 

有 2012/1 
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21 谷本 智、    

松井康平、    

図子祐輔、    

佐藤 伸二、  

村上善則、    

山田朋幸 

FUPET， 

日 産 自

動車，サ

ン ケ ン

電気，新

機 能 素

子 研 究

開 発 協

会 

小型高出力 SiC パワ

ーモジュールの高温

鉛フリーはんだ接合

信頼性 

第 18 回「エレク

トロニクスにお

けるマイクロ接

合・実装技術」シ

ン ポ ジ ウ ム ， 

Mate 2012 論文

集 pp.107-112 

有 2012/1/31 

22 B. Chen, 

H. Matsuhata,

K. Kumagai, 

T. Sekiguchi, 

K.IchinosekiH. 

Okumura 

産総研 Direct imaging and

optical activities of

stacking faults in

4H-SiC homoepitaxial

films 

Journal of Applied 

PhySiCs, 111 

(2012) pp.053513 

有 2012/3 

23 B. Chen, 

H. Matsuhata,

T. Sekiguchi, 

K.IchinosekiH. 

Okumura 

産総研 Tuning minority

carrier lifetime

through stacking

fault, the case of

polytype SiC 

Applied PhySiCs 

Letter 100 (2012) 

pp.132108 

有 2012/4 

24 S. Tanimoto, 

K. Matsui,  Y. 

Zushi,   S. 

Sato,         

Y. Murakami, 

M. Takamori, 

T. Iseki 

FUPET， 

富 士 電

機，日産

自動車，

住 友 金

属鉱山 

Common Metal Die

Attachment for SiC

Power Devices

Operated in an

Extended Junction

Temperature Range 

Material Science 

Forum, 

Vol.717-720 

(2012) pp. 

853-856 

有 2012/3/1 

25 郎 豊群、    

山口 浩、     

仲川 博、     

佐藤 弘 

産総研 遷移的液相焼結法

（TLPS）によるSiCパ

ワーデバイスの高温

接合技術 

第 26 回 エレク

トロニクス実装

学会講演大会講

演 論 文 集 , 

pp.295-296 

無 2012/3/1 
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26 F. Lang,    H.

Nakagawa, H. 

Yamaguchi, H. 

Sato 

産総研 Integration 

Technologies to

Realize the

Next-Generation High

Temperature and

High Power Density

SiC Inverters 

Proc. of 

2012International 

Conference in 

Advanced 

Manufacturing for 

Multifunctional 

Miniaturised 

Devices，pp.37-38 

無 2012/5/1 

27 S. Tanimoto, 

K. Matsui,  Y. 

Zushi,   S. 

Sato,    Y. 

Murakami, M. 

Takamori, T. 

Iseki 

FUPET， 

富 士 電

機，日産

自動車，

サ ン ケ

ン電気，

住 友 金

属鉱山 

Eutectic Zn-Al Die

Attachment for

Higher Tj SiC Power

Applications: 

Fabrication Method

and Die Shear

Strength Reliability 

IMAPS 

International 

Conference on 

High Temperature 

Electronics(HiTEC 

2012), 

Proceedings, 

pp.110-116 

有 2012/5/8 

28 郎 豊群、     

山口 浩、     

仲川 博、     

佐藤 弘 

産総研 Ni(P)/Ta/TaN/Ta 拡

散バリアを用いた新

しい高温はんだ接合

技術 

エレクトロニク

ス実装学会誌，

Vol.15,  No.4 ，

pp.271-278 

有 2012/7/1 

29 F. Lang,    H.

Yamaguchi, H. 

Nakagawa, H. 

Sato 

産総研 High Temperature

Resistant Joint

Technology for SiC

Power Devices Using

Transient Liquid

Phase Sintering

Process 

Proc. of The 13th 

International 

Conference on 

Electronic 

Packaging 

Technology & High 

Density 

Packaging, ，

pp.157-161 

有 2012/8/1 
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30 S. Sato,    K.

Matsui,   Y. 

Zushi,   Y. 

Murakami, S. 

Tanimoto 

FUPET， 

サ ン ケ

ン電気，

富 士 電

機，日産

自動車 

Development of High

Power Density

All-SiC Three-Phase

Inverter 

ECS 

Transactions ，

Volume 50，No.3，

Gallium Niｔride and 

Silicon Carbide 

Power 

Technologies 2，

pp.15-24 (2012) 

有 2012/9/1 

31 図子祐輔、    

佐藤 伸二、  

松井康平、    

村上善則、    

谷本 智 

FUPET， 

日 産 自

動車，サ

ン ケ ン

電気，富

士電機，

日 産 自

動車 

Collaborative 

Reserch on a high

Power Density

Air-cooled SiC

Inverter 

Nissan Technical 

Review, Special 

Issue 

 2012/9/1 

32 郎 豊群、     

山口 浩、     

仲川 博、     

佐藤 弘 

産総研 Ni(P)/Ta/TaN/Ta 拡

散バリアを用いた新

しい高温はんだ接合

技術 

表面実装技術，

Vol.13, No.10 ，

pp.56-63 

有 2012/10/1 

33 松井康平、    

佐藤伸二、    

佐々木健介、  

谷本智、      

谷澤秀和、    

村上善則 

FUPET， 

富 士 電

機，サン

ケ ン 電

気，日産

自動車 

低インダクタンスモ

ジュール 

日 刊 工 業 新 聞 

工業材料 12 月

号 

 2012/11/15

34 K. Sasaki,  S. 

Sato,    K. 

Matsui,  Y. 

Murakami, S. 

Tanimoto, H. 

Tanisawa 

FUPET， 

日 産 自

動車，サ

ン ケ ン

電気，富

士電機 

40kW/L High

switching frequency

Three-Phase 

AC400V All-SiC

Inverter 

Materials Science 

Forum, Vol. 

740-742, 1081 

有 2013/1/25 
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35 谷本智、      

谷澤秀和、    

渡辺衣世、    

松井康平、    

佐藤伸二 

FUPET， 

日 産 自

動車，サ

ン ケ ン

電気，富

士電機 

SiC ダイアタッチメ

ントの高温高信頼化

法 

19th Symposium 

on "Microjoining 

and Assembly 

Technology in 

Electronics" 

(mate 2013)，論文

集, pp.121-126 

有 2013/1/29 

36 S. Tanimoto, 

H. Tanisawa, 

K. Watanabe, 

K. Matsui,  S. 

Sato 

FUPET， 

日 産 自

動車，サ

ン ケ ン

電気，富

士電機 

Power module

package structure

capable of surviving

greater △Tj thermal

cycles 

Materials Science 

Forum, Vol. 

740-742 (2013) 

pp.1040-1043. 

有 2013/2/28 

 

表 2.10 次世代 SiC パワーデバイス・電力変換器基盤技術開発に係る外部発表リスト 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表先 

発表年月

日 

1 郎 豊群、        

仲川 博、        

青柳 昌宏、      

大橋 弘通、      

山口 浩 

産総研 

パワーデバイスの 3

次元実装に向けた微

小金属保護層付き半

導体 Al 電極 

エレクトロニクス実

装学会秋季大会第

19 回マイロエレク

トロニクスシンポジ

ウム(MES2009) 

2009/9/10

2 S. Tanimoto ,  N. 

Nishio ,    T. 

Suzuki,    Y. 

Murakami,  H. 

Ohashi,    H. 

Yamaguchi,  H. 

Okumura 

FUPET

， 

日産自

動車，

産総研 

Electromigration 

Reliability of the

Contact Hole in SiC

Power Devices

Operated at Higher

Junction 

Temperatures 

ICSCRM 2009 2009/10/13

3 

S. Harada 産総研 

Isotropic channel

mobility in

UMOSFETs on

4H-SiC C-face with

vicinal off-angle 

ICSCRM 2009 2009/10/13
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4 

高尾和人、       

原田信介、       

福田憲司、       

四戸孝、         

大橋弘通 

FUPET

， 

東芝，

産総研 

Evaluation of a SiC

Power Module Using

Low-on-Resistance 

IEMOSFET and JBS

for High Power

Density Power

Converter 

APEC2010 2010/2/25

5 谷本 智、       

宮部正徳、       

椎山貴光、       

鈴木達弘、       

山口浩、         

中島信一、       

奥村元 

FUPET

， 

日産自

動車，

産総研 

4H-SiC 低抵抗 Ni 熱

処理コンタクトの構

造解析 

第 57 回応用物理学

関係連合講演会 
2010/3/17

6 

谷本 智、       

松井康平、       

高尾和人、       

佐藤 伸二、     

村上善則、       

山口浩 

FUPET

， 

日産自

動車，

富士電

機，東

芝，サ

ンケン

電気，

産総研 

Au-Ge 共晶はんだ接

合 SiC チップの高温

シェア強度 

第 57 回応用物理学

関係連合講演会 
2010/3/17

7 

松井康平、       

佐藤 伸二、     

高尾和人、       

谷本 智、       

村上善則、       

山口浩 

FUPET

， 

富士電

機，サ

ンケン

電気，

東芝，

日産自

動車，

産総研 

電力変換器の出力パ

ワー密度が最大とな

る Ti 

平成 22 年電気学会

全国大会 4-134，第 4

分冊 p.226 

2010/3/17
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8 
S. Tanimoto,  K. 

Matsui,    Y. 

Murakami,  H. 

Yamaguchi,  H. 

Okumura 

FUPET

， 

日産自

動車，

産総研 

Assessment of

Au-Ge Die

Attachment for an

Extended Junction

Temperature Range

in Power Applications

HiTEC 2010 

Proceedings 
2010/5/11

9 陳 斌 

松畑 洋文 

関口 隆史 

一ノ関 共一 

奥村 元 

産総研 

Identification of

defects on 4H-SiC

epitaxial layers by

scanning electron

microscope. 

日本顕微鏡学会㈹66

回学術講演会 ポス

ター発表 

2010/5/24

10 陳 斌 

松畑 洋文 

関口 隆史 

一ノ関 共一 

奥村 元 

産総研 

Crystallographic 

analysis of the

3C-particles in

4H-SiC epitaxial

films. 

日本顕微鏡学会㈹66

回学術講演会 口頭

発表 

2010/5/24

11 
高尾和人、       

原田信介、       

四戸孝、         

大橋弘通 

FUPET

， 

東芝，

産総研 

Performance 

evaluation of all SiC

power converters for

realizing high power

density of 50W/cm3 

IPEC-Sapporo2010 2010/6/24

12 S. Tanimoto,  M. 

Miyabe,    T. 

Shiiyama,  T. 

Suzuki,    H. 

Yamaguchi,  S. 

Nakashima,  H. 

Okumura 

FUPET

，日産

自 動

車，産

総研 

Toward a better

understanding of

Ni2Si-based contact

on SiC 

ECSCRM 2010/8/29
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13 

S. Sato,      K. 

Matsui,     Y. 

Zushi,     Y. 

Murakami,   S. 

Tanimoto,  H. 

Sato,      H. 

Yamaguchi 

FUPET

， 

サンケ

ン 電

気，富

士 電

機，日

産自動

車，産

総研 

Forced-Air-Cooled 

10kW Three-Phase

SiC Inverter with an

Output Power

Density of more than

20kW/L 

ECSCRM 2010/8/29

14 

松井康平、       

佐藤 伸二、     

図子祐輔、     

谷本 智、       

村上善則、山口浩 

FUPET

， 

富士電

機，サ

ンケン

電気，

日産自

動車，

産総研 

SiC パワーデバイス

を適用した高パワー

密度変換器-高温接

合技術の現状と課題

- 

「富士電機パワーデ

バイス・スマート接

合」共同研究部門設

立記念講演会 

2010/9/2

15 
郎 豊群、        

山口 浩、        

佐藤 弘 

産総研 

実装基板の表面処理

によるパワーデバイ

スの高温接合信頼性

の向上 

MES2010 エレクト

ロニクス実装学会秋

季大会 

2010/9/9

16 

谷本 智、       

松井康平、       

高尾和人、       

佐藤 伸二、     

村上善則、       

佐藤弘、山口浩 

FUPET

， 

日産自

動車，

富士電

機，東

芝，サ

ンケン

電気，

産総研 

SiC 素子 Au-Ge 共晶

はんだ接合系の高温

放置信頼性 

第 71 回応用物理学

会学術講演会 
2010/9/14
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17 

郎 豊群、        

大橋 弘通、      

山口 浩 

産総研 

Effect of Solder

Diffusion Barriers on

the Joint Reliability of

SiC Power Devices

Operated above

300℃ 

2010 Electronics 

SystemIntegration 

Technology 

Conference (ESTC 

2010) 

2010/9/16

18 

谷本 智 

FUPET

， 

日産自

動車 

Ni コンタクトをめぐ

る最新トピックス 

SiC 及び関連ワイド

ギャップ半導体研究

会 第 19 回講演会 

予稿集，V-1，pp.8-9 

2010/10/21

19 

谷本 智、       

松井康平、       

図子祐輔、       

高尾和人、       

佐藤伸二、       

村上善則、       

佐藤弘、山口浩 

FUPET

， 

日産自

動車，

富士電

機，東

芝，サ

ンケン

電気，

産総研 

SiC/Au-Ge/SiN 接合

系の冷熱サイクル試

験 

SiC 及び関連ワイド

ギャップ半導体研究

会 第 19 回講演会 

予 稿 集 ， P-72 ，

pp.173-174 

2010/10/21

20 

松井康平、       

佐藤伸二、       

図子祐輔、       

高尾和人、       

谷本 智、       

村上善則、       

佐藤弘、山口浩 

FUPET

， 

富士電

機，サ

ンケン

電気，

日産自

動車，

東芝，

産総研 

Tj=200℃対応 All-SiC

10kW 三相インバー

タ 

SiC 及び関連ワイド

ギャップ半導体研究

会 第 19 回講演会 

予 稿 集 ， IX-1 ，

pp.30-31 

2010/10/22

21 

谷本 智 

FUPET

， 

日産自

動車 

CO2 削減の切り札に

-SiC パワーエレク

トロニクス 

「 Green Device 

2010」フォーラム 
2010/11/10
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22 

松井康平、       

佐藤伸二、       

村上善則、       

谷本 智 

FUPET

， 

富士電

機，サ

ンケン

電気，

日産自

動車 

小型高効率電力変換

器設計技術 

低炭素フロンティア

を目指して「ENEX 

2011」 

2011/2/8

23 

谷本 智、       

松井康平、       

図子祐輔、       

佐藤伸二、       

村上善則、       

山田朋幸 

FUPET

， 

日産自

動車，

富士電

機，サ

ンケン

電気，

新機能

素子研

究開発

協会 

SiC 用高温 Au-Ge ダ

イボンドとその信頼

性評価 

高温エレクトロニク

ス研究会 
2011/3/2

24 チェ スンチョル、 

郎 豊群、        

劉 小軍、        

仲川 博、山口浩、 

佐藤 弘 

産総研 

SiC パワー半導体素

子の高温動作におけ

る熱応力 

第 25 回エレクトロ

ニクス実装学会講演

大会 

2011/3/9

25 

図子祐輔、       

佐藤 伸二、     

松井康平、       

村上善則、       

谷本 智 

FUPET

， 

日産自

動車，

サンケ

ン 電

気，富

士電機 

SiC JFET 安定動作

のための駆動回路の

検討 

平成 23 年電気学会

全国大会 
2011/3/16
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26 

谷本 智、       

松井康平、       

佐藤 伸二、     

図子祐輔、       

村上善則、       

山田朋幸 

FUPET

，日産

自 動

車，富

士 電

機，サ

ンケン

電気，

新機能

素子研

究開発

協会 

SiC/Au-Sn/Cu-SiN

接合体の高温ダイシ

ェア強度特性 

第 58 回応用物理学

関係連合講演会 
2011/3/24

27 

谷本 智、       

宮部正徳、       

椎山貴光、       

鈴木達広、      

中島信一、       

山田朋幸 

FUPET

， 

日産自

動車，

新機能

素子研

究開発

協会 

 

4H-SiC Ni コンタク

トの低抵抗化モデル

の検証 

第 58 回応用物理学

関係連合講演会 
2011/3/24

28 

谷本 智、       

松井康平、       

図子祐輔、       

佐藤 伸二、     

村上善則、       

山田朋幸、       

高尾和人 

FUPET

， 

日産自

動車，

富士電

機，新

機能素

子研究

開発協

会，東

芝 

300 ℃ 耐 熱 高 信 頼

SiC パワーデバイス 

応電分科会研究例会

「ワイドギャップ半

導体パワーデバイス

～Si、SiC、 GaN の

すみ分けと展開～」 

2011/6/23

29 

谷本 智 

FUPET

， 

日産自

動車 

SiC デバイスの高温

動作に向けた信頼性

課題 

学振 154 委員会 7 月

研究会 
2011/7/8
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30 

郎 豊群、        

山口 浩、        

佐藤 弘 

産総研 

Package Reliability of

the SiC Power

Modules in Harsh

Environments 

International 

Conference and 

Exhibition on High 

Temperature 

Electronics Network 

(HiTEN2011) 

2011/7/19

31 

谷本 智、       

松井康平、       

図子祐輔、       

村上善則、       

山田朋幸 

FUPET

， 

日産自

動車，

新機能

素子研

究開発

協会 

SiC 用高温 Au-Ge ダ

イボンドとその信頼

性評価 

第 11 回熱設計・対策

技術シンポジウム 
2011/7/21

32 

S. Tanimoto 

FUPET

， 

日産自

動車 

Toward Development

of Ohmic Contacts

Capable of Operating

Reliably on SiC Power

Devices in an

Extended 

Temperature Range 

The 7th International 

Conference on Silicon 

Epitaxy and 

Heterostructures(ICS

I-7) 

2011/8/28

33 

高尾和人、       

四戸孝 

FUPET

， 

東芝 

Demonstration of

25W/cm3 class All

SiC Three Phase

Inverter 

EPE2011 2011/8/30

34 

高尾和人、       

四戸孝 

FUPET

， 

東芝 

Demonstration of

High Power Density

Converters using SiC

Devices 

ECPE SiC & GaN 

User Forum 
2011/9/1

35 R. Simanjorang, H. 

Nakagawa,  H. 

Yamaguchi,  H. 

Sato 

産総研 

Turn-off Surge

Voltage Behavior of

SiC Schottky Barrier

Diode 

Japan Industry 

Applications Society 

Conference 2011 

2011/9/8

36 郎 豊群、        

山口 浩、        

佐藤 弘 

産総研 
Au-Ge はんだ/Ni(P)

接合界面の微細構造
MES2011 2011/9/9
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37 
S. Tanimoto,  K. 

Matsui,    Y. 

Zushi,     S. 

Sato,      Y. 

Murakami,  M. 

Takamori,  T. 

Iseki 

FUPET

， 

日産自

動車，

富士電

機，住

友金属

鉱山 

Common Metal Die

Attachment for SiC

Power Devices

Operated in an

Extended Junction

Temperature Range 

ICSCRM2011 2011/9/11

38 

K. Matsui,    Y. 

Zushi,     Y. 

Murakami,   S. 

Tanimoto,  S. 

Sato 

FUPET

， 

富士電

機，日

産自動

車，サ

ンケン

電気 

A compact 5-nH

one-phase-leg SiC

power module for a

600V-60A-40W/cc 

inverter 

ICSCRM 2011/9/11

39 

S. Sato,      Y. 

Zushi,      K. 

Matsui,    Y. 

Murakami,   S. 

Tanimoto 

FUPET

， 

サンケ

ン 電

気，日

産自動

車，富

士電機 

30 kW/L

Three-Phase AC 400

V All-SiC Inverter 

ICSCRM 2011/9/11

40 

松井康平 

FUPET

， 

富士電

機 

SiC パワーデバイス

を適用した高パワー

密度変換器-高温接

合技術の現状と課題

- 

はんだ・微細接合部

会シンポジウム パ

ワーデバイス／パワ

ーモジュールにおけ

る微細接合技術 

2011/9/27
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41 

谷本 智、       

山田 朋幸、      

佐藤 伸二、      

図子 祐輔、      

村上 善則、      

松井 康平 

FUPET

， 

日産自

動車，

新機能

素子研

究開発

協会 

，サン

ケン電

気，富

士電機 

SiC デバイス高温動

作に向けた信頼性課

題と SiC インバータ

の開発 

EAG・ナノサイエン

スセミナー 
2011/10/7

42 

高尾和人、       

四戸孝 

FUPET

， 

東芝 

パワー密度 25W/cm3

級All SiC三相インバ

ータの設計と試作評

価 

電気学会 電子デバ

イス 半導体電力変

換 合同研究会 

2011/10/27

43 郎 豊群、        

山口 浩、        

佐藤 弘 

産総研 
高温はんだ拡散バリ

ア 
（社）日本溶接学会 2011/10/28

44 

谷本 智、       

松井康平、       

図子祐輔、       

佐藤 伸二、     

村上善則、       

山田朋幸 

FUPET

， 

日産自

動車，

富士電

機，サ

ンケン

電気，

新機能

素子研

究開発

協会 

ここまできた SiC イ

ンバータ  ―高パ

ワ密度化と応用展開

― 

第 4 回 SiC パワーデ

バイス技術フォーラ

ム（主催：文科省京都

環境ナノクラスタ

ー） 

2011/11/7
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45 

佐藤 伸二、     

松井康平、       

谷本 智、       

図子祐輔、       

村上善則 

FUPET

， 

サンケ

ン 電

気，富

士 電

機，日

産自動

車 

省エネ社会の切り札

超小型高出力の交流

電源 

福井大学主催「地域

イノベーション事

業」キックオフセミ

ナー 

2011/11/9

46 

松井康平、       

佐藤 伸二、     

図子祐輔、       

谷本 智、       

村上善則 

FUPET

， 

富士電

機，サ

ンケン

電気，

日産自

動車 

5nH 低インダクタン

ス SiC パワーモジュ

ールと 40W/cc イン

バータの開発 

SiC 及び関連ワイド

バンドギャップ半導

体研究会 第 20 回講

演会 予稿集 VI-2，

pp.28-29 

2011/12/8

47 

佐藤 伸二、     

松井康平、       

図子祐輔、       

谷本 智、       

村上善則 

FUPET

， 

サンケ

ン 電

気，富

士 電

機，日

産自動

車 

30 kW/L

Three-Phase AC 400

V All-SiC Inverter 

SiC 及び関連ワイド

バンドギャップ半導

体研究会 第 20 回講

演 会  予 稿 集 

P-114，pp.241-242 

2011/12/8

48 

図子祐輔、       

佐藤 伸二、     

松井康平、       

村上善則、       

谷本 智 

FUPET

， 

日産自

動車，

サンケ

ン 電

気，富

士電機 

All-SiC3 相インバー

タの伝導性 EMI 評価

SiC 及び関連ワイド

バンドギャップ半導

体研究会 第 20 回講

演 会  予 稿 集 

P-113，pp.239-240 

2011/12/8
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49 郎 豊群、        

谷本 智、       

大橋 弘通、     

山口 浩、        

仲川 博、        

佐藤 弘， 

産総研 

直接はんだ付けられ

るAl電極及び高温接

合信頼性 

第 20 回シリコンカ

ーバイド(SiC)及び関

連ワイドギャップ半

導体研究会 

2011/12/8

50 

谷本 智、       

松井康平、       

図子祐輔、       

佐藤 伸二、     

村上善則、       

高森雅人、       

井関隆士 

FUPET

， 

日産自

動車，

富士電

機，サ

ンケン

電気，

住友金

属鉱山 

高温・広温度域動作

SiC パワーデバイス

の た め の 卑 金 属

Zn-Al ダイ・アタッ

チメント 

SiC 及び関連ワイド

バンドギャップ半導

体研究会 第 20 回講

演会 予稿集 III-3，

pp.12-13 

2011/12/9

51 

佐藤 伸二 

FUPET

， 

サンケ

ン電気 

SiC デバイスを用い

た高電力密度インバ

ータの開発 

電子情報通信学会第

2 種研究会 
2011/12/9

52 

村上善則 

FUPET

， 

日産自

動車 

高温高パワー密度

SiC 半導体実装技術

の実際 

第 42 回インターネ

プコンジャパン専門

技術セミナー 

2012/1/19

53 佐藤弘、仲川博、 

劉 小軍、郎 豊群、 

山口 浩 

産総研 

高パワー密度電力変

換器用実装基板の熱

変形評価 

Mate2012 2012/2/1

54 

図子祐輔、       

佐藤 伸二、     

松井康平、       

村上善則、       

谷本 智 

FUPET

， 

日産自

動車，

サンケ

ン 電

気，富

士電機 

A novel gate assist

circuit for quick and

stable driving of

SiC-JFETs in a 3

phase inverter 

APEC 2012/2/5
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55 

松井康平、       

図子祐輔、       

高尾和人、       

佐藤 伸二、     

村上善則、       

谷本 智、       

山田朋幸 

FUPET

， 

富士電

機，日

産自動

車，東

芝，サ

ンケン

電気， 

新機能

素子研

究開発

協会 

低炭素社会を実現す

る小型高パワ密度

SiC 変換器 

nano tech 2012 2012/2/15

56 

佐藤 伸二、     

図子祐輔、       

松井康平、       

谷本 智、       

村上善則 

FUPET

， 

サンケ

ン 電

気，日

産自動

車，富

士電機 

ノーマリオフ SiC-Ｊ

ＦＥＴ用高速スイッチ

ングゲート駆動回路

電気学会研究会資

料，SPC-12-071 
2012/3/5

57 郎 豊群、        

山口 浩、        

仲川 博、        

佐藤 弘 

産総研 

遷移的液相焼結法

（TLPS）によるSiCパ

ワーデバイスの高温

接合技術 

第 26 回 エレクトロ

ニクス実装学会春季

講演大会 

2012/3/9
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58 

谷本 智、       

松井康平、       

図子祐輔、       

佐藤 伸二、     

村上善則、       

山田朋幸 

FUPET

， 

日産自

動車，

富士電

機，サ

ンケン

電気，

新機能

素子研

究開発

協会 

p 型 SiC 領域 Ti/Al

コンタクトの形成パ

ラメータと接触抵抗

率の関係 

2012 年春季第 59 回

応用物理学関係連合

講演会 

2012/3/15

59 

F. Lang,      H. 

Nakagawa,    H. 

Yamaguchi,   H. 

Sato 

産総研 

Integration 

Technologies to

Realize the

Next-Generation High

Temperature and

High Power Density

SiC Inverters 

2012  International 

Conference in 

Advanced 

Manufacturing for 

Multifunctional 

Miniaturised Device 

2012/05/22

招待講演 

60 

谷本 智 

FUPET

， 

日産自

動車 

電気自動車パワーエ

レクトロニクス～モ

ータ・インバータの

高性能化を目指して

～ 

東工大大学院総合理

工学研究科「物理電

子システム特論」 

2012/6/1

61 

松井康平、       

佐藤 伸二、     

図子祐輔、       

谷本 智、       

谷澤秀和、       

村上善則 

FUPET

， 

富士電

機，サ

ンケン

電気，

日産自

動車 

超低インダクタンス

SiC モジュール ～

5nHSiC モジュール

と 40W/cc インバー

タ～ 

SEMI Forum Japan 2012/6/14

62 

清水肇 

FUPET

， 

産総研 

次世代パワーエレク

トロニクス技術開発

（グリーン IT プロジ

ェクト）」成果報告 

SiC アライアンス公

開シンポジウム 
2012/6/28
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63 

佐藤 伸二 

FUPET

， 

サンケ

ン電気 

SiC パワーデバイス

を用いた高電力密度

インバータ 

第 27 回 2012 スイ

ッチング電源技術シ

ンポジウム，D6-2 

2012/7/11

64 

佐藤伸二、       

松井康平、       

佐々木健介、     

谷本智、         

村上善則、       

谷澤秀和 

FUPET

， 

サンケ

ン 電

気，富

士 電

機，日

産自動

車 

高スイッチング周波

数高出力密度 SiC 電

力変換器の開発 

SiC 研究会 個別討

論会 
2012/7/27

65 谷本 智、       

佐々木健介、     

平間宣恵、       

渡辺衣世、       

谷澤秀和、       

松井康平、       

佐藤 伸二、     

村上善則、       

和田敏美 

FUPET

， 

日産自

動車，

サンケ

ン 電

気，富

士電機 

電動車 SiC パワーモ

ジュール用途 ZnAl

耐熱ダイアタッチの

開発 

応用物理学会 SiC

及び関連ワイドギャ

ップ半導体研究会 

第 7 回個別討論会 

2012/7/27

66 

谷澤秀和、       

谷本 智、       

渡辺衣世、       

佐藤 伸二、     

松井康平 

FUPET

， 

サンケ

ン 電

気，日

産自動

車，富

士電機 

SiC 実装における Al

ワイヤーボンディン

グの高温信頼性評価

応用物理学会 SiC

及び関連ワイドギャ

ップ半導体研究会 

第 7 回個別討論会 

2012/7/27

67 

谷本 智 

FUPET

， 

日産自

動車 

～内燃機関車から電

動車の時代へ～SiC

パワーエレクトロニ

クスの現状と課題 

応用物理学会第 40

回薄膜・表面物理セ

ミナー 

2012/8/3



添付資料- 31 

 

68 

F. Lang,      H. 

Yamaguchi,   H. 

Nakagawa,  H. 

Sato 

産総研 

High Temperature

Resistant Joint

Technology for SiC

Power Devices Using

Transient Liquid

Phase Sintering

Process 

The 13th  Inter- 

national Confer- ence 

on Electronic 

Packaging 

Technology. & High 

Density Packaging 

(ICEPT-HDP 2012) 

2012/8/15

69 

S. Tanimoto,  H. 

Tanizawa,  K. 

Watanabe,  K. 

Matsui,    S. 

Sato 

FUPET

， 

日産自

動車，

サンケ

ン 電

気，富

士電機 

Package structure

capable of surving

greater Tj thermal

cycles 

ECSCRM 2012 2012/9/2

70 

K. Sasaki,    S. 

Sato,      K. 

Matsui,    Y. 

Murakami,  S. 

Tanimoto,  H. 

Tanisawa 

FUPET

， 

日産自

動車，

サンケ

ン 電

気，富

士電機 

40kW/L High

switching frequency

Three-Phase 

AC400V All-SiC

Inverter 

9 European 

Conference on Silicon 

Carbide & Related 

Materials (ECSCRM 

2012) 

2012/9/2

71 

谷本 智、       

平間宣恵、       

渡辺衣世、       

谷澤秀和、       

松井康平、       

佐藤 伸二 

FUPET

， 

日産自

動車，

サンケ

ン 電

気，富

士電機 

SiC パワーモジュー

ル向け Pb フリー高

温 BiAgSn ダイアタ

ッチメント 

応用物理学会 2012

年秋季第 73 回応用

物理学会学術講演会 

2012/9/11

72 

村上善則 

FUPET

， 

日産自

動車 

高温・高パワー密度

SiC 半導体実装技術 

自動車技術会 車載

用パワーエレクトロ

ニクス技術委員会

（依頼講演） 

2012/9/25
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73 

谷本智 

FUPET

，日産

自動車 

高速スイッチング高

出力パワ密度 SiC イ

ンバータの開発 

横浜高度実装技術コ

ンソーシアム（YJC）

第 6 回シンポジウム

（招待講演） 

2012/9/25

74 

S. Sato,      K. 

Matsui,    Y. 

Zushi,     Y. 

Murakami,  S. 

Tanimoto 

FUPET

， 

サンケ

ン 電

気，富

士 電

機，日

産自動

車 

Development of High

Power Density

Three-Phase Inverter

Electrochemical 

Society Meeting 

"GaN and SiC Power 

Technologies" 

2012/10/7

75 

村上善則 

FUPET

，日産

自動車 

SiC デバイスの実用

技術について（依頼

講演） 

平成 24 年度冬学期、

東京大学大学院・工

学系研究科 融合情

報学特別講義Ⅲ（依

頼講演） 

2012/10/17

76 

佐藤伸二、      

松井康平、       

佐々木健介、     

谷本智、         

村上善則、       

谷澤秀和 

FUPET

， 

サンケ

ン 電

気，富

士 電

機，日

産自動

車 

ワイドギャップ半導

体デバイスの特徴と

All-SiC インバータ

の開発 

E.E.研究所報告(崇城

大学 E.E.研究所 )，

Vol.18，No.1，2012，

pp/11-17 

2012/10/25

77 

谷本智、         

谷澤秀和、       

渡辺衣世、       

松井康平、       

佐藤伸二 

FUPET

， 

日産自

動車，

サンケ

ン 電

気，富

士電機 

小型高出力 SiC パワ

ーモジュール用途高

温高信頼ダイアタッ

チメント 

第 54 回ソルダリン

グ分科会（溶接学会

マイクロ接合研究委

員） 

2012/10/26
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78 加藤 史樹、      

仲川 博、        

郎 豊群、        

佐藤 弘、        

山口 浩 

産総研 

両面実装パワーモジ

ュ ー ル に 向 け た

SiC-SBD のサブミク

ロン金ペーストによ

る接合 

SiC 及び関連ワイド

ギャップ半導体研究

会 

2012/11/19

79 郎 豊群、        

山口 浩、        

仲川 博、        

佐藤 弘 

産総研 

SiC デ バ イ ス の

Cu-Sn 遷移的液相焼

結（TLPS）接合にお

ける高温保持挙動 

SiC 及び関連ワイド

ギャップ半導体研究

会 

2012/11/19

80 

R. Simanjorang, H. 

Nakagawa,   H. 

Yamaguchi,   H. 

Sato 

産総研 

Influence of Switching

Speed and Parasitic

Inductance on

Turn-Off Surge

Voltage of SiC

Schottky Barrier

Diode 

SiC 及び関連ワイド

ギャップ半導体研究

会 

2012/11/19

81 

谷本智、         

谷澤秀和、       

渡辺衣世、       

松井康平、       

佐藤伸二 

FUPET

， 

日産自

動車，

サンケ

ン 電

気，富

士電機 

SiC 高 Tj ドライブ実

現に向けた実装課題

とその現状 

第 21回SiC及び関連

ワイドギャップ半導

体研究会 

2012/11/20

82 

松井康平 

FUPET

， 

富士電

機 

200℃駆動 All-SiC イ

ンバータの冷却構造

解析と実測評価 

サイバネットシステ

ム（株）主催 コント

ロールユニットの熱

対策セミナー 

2012/12/5

83 

松井康平 

FUPET

， 

富士電

機 

SiC High output

power density

inverter 

SEMICON Japan 

2012 
2012/12/7

84 

松井康平 

FUPET

， 

富士電

機 

200℃駆動 All-SiC イ

ンバータの冷却構造

解析と実測評価 

サイバネットシステ

ム（株）主催 コント

ロールユニットの熱

対策セミナー 

2012/12/14
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85 

谷本智、         

谷澤秀和、       

松井康平、       

佐藤伸二 

FUPET

， 

日産自

動車，

サンケ

ン 電

気，富

士電機 

SiC 時代の実装技術 

第 42 回インターネ

プコンジャパン専門

技術セミナー 

2013/1/16

86 

谷本智、         

谷澤秀和、       

渡辺衣世、       

松井康平、       

佐藤伸二 

FUPET

，日産

自 動

車，サ

ンケン

電気，

富士電

機 

SiC ダイアタッチメ

ントの高温高信頼化

法 

19th Symposium on 

"Microjoining and 

Assembly Technology 

in Electronics" (mate 

2013) ， 論 文 集 , 

pp.121-126 

2013/1/29

87 
谷澤秀和、       

谷本智、         

渡辺衣世、       

佐藤伸二、       

松井康平、       

村上善則、       

佐々木健介 

FUPET

， 

サンケ

ン 電

気，日

産自動

車，富

士電機 

SiC 実装における AL

ワイヤーボンディン

グの長期高温信頼性

評価 

19th Symposium on 

"Microjoining and 

Assembly Technology 

in Electronics" (mate 

2013)，pp.105-110 

2013/1/29

88 

谷本智、         

渡辺衣世、       

谷澤秀和、       

松井康平、       

佐藤伸二 

FUPET

， 

日産自

動車，

サンケ

ン 電

気，富

士電機 

-高 Tj ドライブと高

速スイッチング実現

-コンパクト SiC パ

ワーモジュール 

第 22 回長野実装フ

ォーラム「次世代

SiC パワーモジュー

ル実用化のカギを握

る実装技術の最前

線」 

2013/2/15
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89 
谷澤秀和、       

谷本智、         

渡辺衣世、       

佐藤伸二、       

松井康平、       

村上善則、       

佐々木健介 

FUPET

， 

サンケ

ン 電

気，日

産自動

車，富

士電機 

200℃超え Al ワイヤ

の信頼性 

第 22 回長野実装フ

ォーラム「次世代

SiC パワーモジュー

ル実用化のカギを握

る実装技術の最前

線」 

2013/2/15

90 

谷本智、         

谷澤秀和、       

渡辺衣世、       

松井康平、       

佐藤伸二 

FUPET

，日産

自 動

車，サ

ンケン

電気，

富士電

機 

SiC パワーモジュー

ルのための耐熱樹脂

ベンチマーク試験 

第 27 回エレクトロ

ニクス実装学会講演

大会論文集 (2013) 

pp.316-319 

2013/3/13

91 

谷本智 

FUPET

，日産

自動車 

-電動車時代に寵児

になれるか-SiC・

GaN パワ-エレクト

ロニクスの現状と今

後(基調講演) 

第 3 回パワーデバイ

ス用シリコンおよび

関連半導体材料に関

する研究会 

2013/3/14

92 
松井康平、       

佐々木健介、     

谷本智、         

村上善則、       

谷澤秀和、       

佐藤伸二 

FUPET

，富士

電機，

日産自

動車，

サンケ

ン電気 

70kW/L All-SiC イン

バータの開発 
電気学会全国大会 2013/3/20

93 

松井康平、       

佐々木健介、     

谷本智、         

村上善則、       

谷澤秀和、       

佐藤伸二 

FUPET

， 

富士電

機，日

産自動

車，サ

ンケン

電気 

高パワー密度 SiC イ

ンバータ開発 

応用物理学会春季講

演会 
2013/3/27
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94 

谷本智、         

渡辺衣世、       

谷澤秀和、       

佐藤伸二、       

松井康平 

FUPET

， 

日産自

動車，

サンケ

ン 電

気，富

士電機 

SiC パワーモジュー

ルの△Tj＝165℃パ

ワーサイクル試験 

2013 年 第 60 回応

用物理学会春季学術

講演会 

2013/3/27

95 

谷本智、         

渡辺衣世、       

谷澤秀和、       

佐藤伸二、       

松井康平 

FUPET

，日産

自 動

車，サ

ンケン

電気，

富士電

機 

SiC パワーモジュー

ル高温 BiAgX ダイア

タッチメントの信頼

性 

2013 年 第 60 回応

用物理学会春季学術

講演会 

2013/3/27

 

  



Ｐ０９００４ 
Ｐ１００２２ 

 
（ナノテク・部材イノベーションプログラム、ＩＴイノベーションプログラム、エネルギ

ーイノベーションプログラム） 
「低炭素社会を実現する次世代パワーエレクトロニクスプロジェクト」 

基本計画 
 

電子・材料・ナノテクノロジー部 
 
１．研究開発の目的・目標・内容 
（１）研究開発の目的 

エネルギー生成方法の多様化は、資源枯渇および地球温暖化の解決に向けた重要な検討

課題であるが、中でも、電気エネルギーへの移行は、課題解決の有力な手段のひとつであ

る。電力の生成から消費に至るフローにおいて、電力利用効率向上の手段として、パワー

半導体デバイスによる電力変換・制御（直流・交流変換、周波数制御等）は、すでに多く

のフェーズで行われている。さらに、これまでパワー半導体が適用されていなかった機器

への展開や、新たな応用分野が急激に広がることによって、パワー半導体デバイスが利用

される局面は大幅に増加すると見込まれる。たとえば、ハイブリッド自動車の普及など電

化の進む社会への転換がその起動力の一つである。また、高度に情報化が進む今日の社会

では、ブロードバンドの普及、ＩＴ機器の高度化・設置台数の急激な増加に伴い、機器が

消費する電力の急激な増大が見込まれており、情報関連機器の省エネルギー化が重要な課

題となっている。このためにも、パワー半導体デバイスが電力利用効率向上に大きく役立

つと考えられる。このように、パワー半導体デバイスによる電力損失の低減は低炭素社会

の実現に向けて極めて重要である。 
現在は、パワー半導体デバイスの材料として主にＳｉ（シリコン）が使用されているが、

電力損失がＳｉの１／１００以下、数ｋＶの高耐圧性など、パワー半導体として極めて優

れた性能を有した新材料ＳｉＣ（炭化珪素）の実用化が期待されている。ＳｉＣパワー半

導体デバイスを用いることにより、従来のＳｉデバイスを用いた電力変換モジュールと比

べ、電力損失が格段に低い、また小型で大電力を扱える電力変換機器を実現することが期

待される。インバータ等の電力変換装置の適用範囲が鉄道や次世代自動車などの環境産業

をはじめとして極めて広いことから、社会全体への波及効果が極めて大きく、さまざまな

産業において、その成長の鍵となるものである。したがって、パワー半導体デバイスおよ

び電力変換機器における技術力は我が国産業の国際競争力を左右するものである。 
我が国における関連技術開発としては、主として産業用モータ駆動用を想定して、Ｓｉ

Ｃウエハ品質と関連づけたＳｉＣデバイスの大容量化／高信頼化の技術開発、或いはイン

バータコア技術開発がＮＥＤＯプロジェクト（「パワーエレクトロニクスインバータ基盤技
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術開発」２００６年～２００８年など）において行われてきている。同プロジェクトにて

開発されたＳｉＣウエハ品質向上および評価技術・デバイスプロセス技術・回路技術・熱

設計技術等、全体的な技術の高度化の結果として、Ｓｉデバイスに比べ大幅な損失低減（同

定格インバータユニットにおいて、現在主流のＳｉ－ＩＧＢＴを適用した場合に比べ、７

０％損失を低減）が実証されるに至っている。 
ＩＴ産業の電力消費低減に寄与するため、データセンタやその電力源に用いる交流・直

流変換等の高効率化を実現したり、電気自動車のように新たに拡大しつつある応用製品に

適した電力変換機器を実現したりするためには、具体的な適用製品を想定して、高電流密

度化（大容量化）や、デバイス・機器の信頼性向上といったＳｉＣデバイス性能の高度化

を進めることが重要である。同時に、ＳｉＣデバイスとの組み合わせにおいて力を発揮す

る材料・部品・回路設計・ノイズ対策や熱設計などの課題を解決していく必要がある。 
一方、ＳｉＣパワー半導体デバイスの効率向上・適用範囲拡大を支え、普及の鍵となる

のは、ＳｉＣ半導体材料の高品質化と供給安定化であるが、現在のＳｉＣウエハ市場は、

４インチウエハが限定された規模で生産されている状況であって、かつ海外企業による寡

占状況と言わざるを得ない。このことから生じる供給安定性への不安及び高価格が開発・

普及への足かせになっている。それだけでなく、諸外国においてはごく最近になって６イ

ンチウエハ実現がアナウンスされ、かつ、高耐圧領域でのＳｉＣ電力変換器の実証が進み

つつある。 
このような背景のもと、６インチ級ＳｉＣウエハ量産化技術の構築と対応するデバイス

化プロセス装置開発、並びにＳｉＣパワー半導体デバイスを用いた電力変換器の効能実証

を早期に実現することが緊急の課題となった。ＳｉＣパワー半導体デバイスの応用製品と

しては、急激に増大しつつあるＩＴ産業の電力消費量増加の対策となるデータセンタ用電

源や、その電力源として意味がある分散型太陽光発電システムなどに用いる電力制御機器

が有望であり、その高効率化・小型化・高信頼化に貢献するデバイス技術開発・設計技術

開発等を前記したウエハやプロセス装置開発と並行して行うことは極めて重要である。 
以上のように、これらの課題に対して積極的な取り組みを行うことは、電力分野におけ

る省エネルギー技術の国際的牽引、及び我が国の産業競争力強化にとって極めて重要な意

味を持つものである。 
そこで上記を目的として、本研究開発プロジェクトをナノテク・部材イノベーションプ

ログラム、ＩＴイノベーションプログラム、およびエネルギーイノベーションプログラム

の一環として、実施する。 
 
（２）研究開発の目標 
本研究開発の目標は、高品質・低コストな大口径ＳｉＣウエハ製造技術、ＳｉＣ高耐圧

スイッチングデバイス製造技術、応用に即した電力変換器の設計技術開発、システムシス

テムにおけるＳｉＣスイッチングデバイスの効果実証、さらに高温実装技術をはじめとす

る要素技術の確立である。 
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研究開発項目①においては、別紙の研究開発計画に基づき、平成２４年度までに基盤技

術を確立し、平成２６年度までに①高品質・大口径結晶成長、ウエハ加工、エピタキシャ

ル膜形成まで一貫した製造技術の確立、②高耐圧スイッチングデバイス製造技術を確立し、

これを用いた低損失電力変換器の試作・実証等を行う。 
また、ＳｉＣ大口径ウエハ化に関して、現状の昇華法結晶成長技術を６インチ対応とし、

ウエハ加工プロセスと併せ６インチ４Ｈ－ＳｉＣウエハを実現する。また、ウエハ加工要

素プロセスの能力検証を加速し、ＳｉＣデバイス化のための高温プロセス装置等に関して

６インチ対応装置を開発すると共に、３ｋＶ以上の高耐圧領域でのＳｉＣダイオードを用

いた低損失パワーモジュールの性能検証を行う。 
さらに、ＳｉＣの特長である高い接合温度において動作するＳｉＣパワー素子の近傍に

配置できる高耐熱受動部品を開発するとともに、それらを配置したパワーモジュールを試

作して各実装部品間の相互の影響を検証し、それによって各開発部品の優位性を明らかに

する。 
研究開発項目②においては、別紙の研究開発計画に基づき、データセンタやその電力源

としての分散型太陽光発電システムにおいて交流・直流変換等、電力制御に用いられてい

るパワーデバイスを、従来のシリコンに代わりより低損失かつ高耐電圧であるＳｉＣを用

いたものとする技術開発を行うとともにシステムレベルでの実証を行う。これにより、電

源で発生するエネルギー損失を飛躍的に削減する技術を確立するため、平成２４年度末ま

でに次の最終目標を達成する。 
・電力容量が２ｋＷ級のサーバ電源のプロトタイプを試作し、その電力変換効率が負荷

５０％で９４％以上であることを実証する。 
・電力容量が３０ｋＷ級の太陽光発電用パワーコンディショナのプロトタイプを試作し、

これが定格出力時に９８％以上のシステム効率をもつことを実証する。 
・デバイス温度２００～２５０℃で動作させることを可能とする高温実装技術を開発し、

６０Ｗ／ｃｍ３級の出力パワー密度を持つ革新的電力変換器の動作検証が可能なレベ

ルの要素技術を確立する。 
 
（３）研究開発の内容 

上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙の研究開発計画に基づ

き研究開発を実施するとともに、国内外の関連情報の収集及び調査等を行う。研究開発項

目は以下の通り設定する。 
 
研究開発項目① 低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト 

（１） 高品質・大口径ＳｉＣ結晶成長技術開発／革新的ＳｉＣ結晶成長技術開発 
   ［委託事業・共同研究事業（ＮＥＤＯ負担率：１／２）］ 

（２） 大口径ＳｉＣウエハ加工技術開発 ［委託事業］ 
（３） ＳｉＣエピタキシャル膜成長技術（大口径対応技術／高速・厚膜成長技術） 
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   ［委託事業］ 
（４） ＳｉＣ高耐圧スイッチングデバイス製造技術 ［委託事業］ 
（５） ＳｉＣウエハ量産化技術開発 ［助成事業（助成率：２／３）］ 
（６） 大口径ＳｉＣウエハ加工要素プロセス検証 ［委託事業］ 
（７） ＳｉＣ高耐圧大容量パワーモジュール検証 ［委託事業］ 
（８） 大口径対応デバイスプロセス装置開発 ［助成事業（助成率：２／３）］ 
（９） 高耐熱部品統合パワーモジュール化技術開発［委託事業、共同研究事業（ＮＥＤ

Ｏ負担率：２／３）］ 
研究開発項目（９）は、実用化まで長期間を要するハイリスクな「基盤的技術」

に対して、産学官の複数事業者が互いのノウハウ等を持ちより協調して実施する

事業であり、原則、委託事業として実施する。ただし、上記以外のもの（※１）

は、共同研究事業（ＮＥＤＯ負担率：２／３）として実施する。 
※１ 民間企業単独、民間企業のみでの連携、大学等の単独等、産学官連携と

ならないもの。 
研究開発項目② 次世代パワーエレクトロニクス技術開発（グリーンＩＴプロジェクト） 
（１） ＳｉＣパワーデバイスを用いたデータセンタ用サーバ電源技術開発 
   ［共同研究事業（ＮＥＤＯ 負担率：１／２）］ 

（２） ＳｉＣパワーデバイスを用いた太陽光発電用パワーコンディショナ技術開発 
   ［共同研究事業（ＮＥＤＯ 負担率：１／２）］ 

（３） 次世代ＳｉＣ電力変換器基盤技術開発 ［委託事業］ 
  
２．研究開発の実施方式 
 
（１）研究開発の実施体制 
 
本研究開発は、研究開発項目①のうち（１）から（４）まで、（６）および（７）は経済

産業省が、企業、大学等の研究機関（委託先から再委託された研究開発実施者を含む）か

ら公募によって研究開発実施者を選定し、共同研究契約等を締結する研究体を構築して開

始したものであり、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下「ＮＥＤＯ」

という。）が本研究開発の運営・管理を承継するに当たっては、その時点までの進捗状況を

踏まえた研究開発内容・計画及び実施体制の妥当性について、外部有識者による審議を含

めた評価を行った上で最適な研究開発体制を構築し、業務委託契約を締結して実施する。 
上記以外の研究開発項目は、ＮＥＤＯが、単独ないし複数の原則本邦の企業、大学等の

研究機関（原則、本邦の企業等で日本国内に研究開発拠点を有していること。なお、国外

の企業等（大学、研究機関を含む）の特別の研究開発能力、研究施設等の活用または国際

標準獲得の観点から国外企業等との連携が必要な部分を、国外企業等との連携により実施

することができる。）から公募によって研究開発実施者を選定し実施する。 
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本研究開発において、ＮＥＤＯが主体となって行うべき基礎的・基盤的研究開発である

研究開発項目①のうち（１）から（４）、（６）、（７）および（９）並びに研究開発項目②

の各事業は委託または共同研究により実施し、市場化に向けた産業界の具体的な取り組み

が示されるべき実用化研究開発である研究開発項目①のうち（５）および（８）の事業は

助成（助成率２／３）により実施する。 
また、研究開発に参加する各研究開発グループの有する研究開発ポテンシャルの最大限

の活用により効率的な研究開発の推進を図る観点から、研究体にはＮＥＤＯが委嘱する研

究開発責任者（プロジェクトリーダー）として、研究開発項目①及び②については独立行

政法人産業技術総合研究所 先進パワーエレクトロニクス研究センター長 奥村 元氏を、

さらに研究開発項目②に関してはサブプロジェクトリーダーとして、独立行政法人産業技

術総合研究所 先進パワーエレクトロニクス研究センター 清水 肇氏を置き、その下に

研究者を可能な限り結集して効果的な研究開発を実施する。 
 
（２）研究開発の運営管理 
 
研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯは、経済産業省及びプロジェクトリ

ーダーと密接な関係を維持しつつ、事業の目的及び目標、並びに本研究開発の目的及び目

標に照らして適切な運営管理を実施する。具体的には、必要に応じて、外部有識者の意見

を運営管理に反映させる技術検討委員会等における外部有識者の意見を運営管理に反映さ

せる他、四半期に一回程度プロジェクトリーダーとともに事業の進捗について報告を受け

ること等により進捗の確認及び管理を行うものとする。 
 
３．研究開発の実施期間 
 
本研究開発の期間は、平成２１年度から平成２６年度までの６年間とする。ただし、こ

の期間内において、研究開発項目毎に研究開発期間を設定する。研究開発項目①のうち（１）

から（４）については、平成２２年度から平成２６年度までの５年間とし、（５）から（８）

については、平成２３年３月から平成２４年２月までとし、（９）については、平成２４年

度から平成２６度までの３年間とする。 
また、研究開発項目②については、平成２１年度から平成２４年度までの４年間とする。 
 

４．評価に関する事項 
 
ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的

意義及び将来産業への波及効果等について、研究開発項目①については、外部有識者によ

る研究開発の中間評価を平成２４年度、事後評価を平成２７年度に実施し、研究開発項目

②については、事後評価を平成２５年度に実施する。中間評価結果を踏まえ、事業の加速・
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縮小など必要な体制の再構築を含め、後年度の研究開発に反映することとする。なお、評

価の時期については、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況

等に応じて、前倒しする等、適宜見直すものとする。 
 
５．その他の重要事項 
 
（１）研究開発成果の取扱い 
①共通基盤技術の形成に資する成果の普及 
得られた研究開発成果のうち、共通基盤技術に係るものについては、プロジェクト内で

速やかに共有した後、ＮＥＤＯおよび実施者が協力して普及に努めるものとする。 
②知的基盤整備事業又は標準化等との連携 
得られた研究開発の成果については、知的基盤整備事業又は標準化等との連携を図るた

め、データベースへのデータの提供、海外展開を行う上で、性能評価指標やインターフェ

ース等に関する標準案の検討及び提案等を積極的に行う。 
③知的所有権の帰属 

委託研究開発の成果に関わる知的所有権については、「独立行政法人新エネルギー・産

業技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２６条の規定等に基づき、原

則として、すべて委託先及び共同研究先に帰属させることとする。 
なお、国際展開を見据えた、パワー半導体デバイスおよび電力変換機器に係る技術に係

る知財管理を適切に行うこととする。 
 
（２）基本計画の変更 
 
ＮＥＤＯは、研究開発内容の妥当性を確保するために、社会・経済的状況、国内外の研

究開発動向、政策動向、プログラム基本計画の変更、第三者の視点からの評価結果、研究

開発費の確保状況、当該研究開発の進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、

研究開発体制等、基本計画の見直しを弾力的に行うものとする。 
 
（３）根拠法 

 
本プロジェクトは、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１

項第１号ニに基づき実施する。 
 
（４）その他 
 
受託者は、本研究開発から得られる成果の産業面での着実な活用を図るため、事業化へ

の計画を立案する。事業の進捗等を考慮して計画の必要な見直しを行うとともに、研究開
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発期間中であっても、実用化が可能な成果については、迅速な事業化に務めるものとする。

具体的には、高品質・低コストな大口径ＳｉＣウエハ及びＳｉＣ高耐圧スイッチングデバ

イスの実用化・事業化に加え、最終製品であるオールＳｉＣ電力変換器搭載ハイブリッド

／電気自動車・鉄道等の実用化についても具体的な計画の立案に務めるものとする。 
 
６．基本計画の改訂履歴 
（１）平成２１年３月、「次世代パワーエレクトロニクス技術開発（グリーンＩＴプロジェ

クト）」制定。 
（２）平成２３年１月、「低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト」制定。 
（３）平成２３年３月、「低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト」および

「次世代パワーエレクトロニクス技術開発（グリーンＩＴプロジェクト）」の基本計

画の統合に伴う改定。 
（４）平成２３年７月、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法の改正に伴

う改訂。 

（５）平成２４年３月、研究開発項目①（９）の追加による改定。 

（６）平成２５年３月、事業項目「低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェク 
ト」根拠法変更に伴う改訂。 
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（別紙）研究開発計画 
 
研究開発項目①「低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト」 

（１）「高品質・大口径ＳｉＣ結晶成長技術開発／革新的ＳｉＣ結晶成長技術開発」 
 
１．研究開発の必要性 
次世代パワー半導体として期待されるＳｉＣの開発・普及にあたっては、ウエハの品質

及び供給の不安定性、高コストが最大のボトルネックとなっている。高品質・低コストな

大口径ＳｉＣ結晶成長技術の確立により、ＳｉＣウエハを安定的に供給することによって、

多量のウエハを必要とするデバイス及びインバータ等のモジュール開発を加速し、早期の

実用化につなげることが可能となる。 
 
２．研究開発の具体的内容 
現在のＳｉＣ結晶成長法である昇華法は、生産性、品質、コストともに課題がある。こ

れらを解決するため、昇華法の抜本的な高度化のほか、飛躍的な品質や生産性の向上が期

待される革新的な結晶成長技術（ガス法、液相法等）の開発を行う。また、大口径・高品

質ＳｉＣ結晶の評価技術を開発する。 
 
３．達成目標 
昇華法において、以下の項目を満たす製造技術を確立する。なお、平成２４年度までに

基盤技術を確立し、平成２５年度以降、大口径ウエハ加工技術、大口径エピタキシャル膜

成長技術の成果を合わせ、結晶成長から加工、エピタキシャル膜成長に至るまでの一貫し

た６インチエピウエハ製造技術として確立する。また、革新的結晶成長法についても、平

成２４年度までにそのための要素技術を確立し、平成２６年度までに将来的に昇華法を凌

駕するポテンシャルを評価可能な大型結晶を実現してその可能性を検証する。さらに、大

口径・高品質ＳｉＣ結晶の評価技術を確立する。 
 
【中間目標】 
昇華法においては、口径６インチで、 
① １０３個／ｃｍ２台の転位密度を実現するのに必要な高品質化にかかわる基盤技術を

確立する。 
② ０．５ｍｍ／ｈ以上の結晶を実現するのに必要な成長速度向上にかかわる基盤技術

を確立する。 
革新的結晶成長法においては、高速性、高品質性、長尺化／口径拡大等の各課題に対す

る要素技術を確立し、口径２インチ、厚さ１ｍｍの４Ｈ－ＳｉＣ単結晶の成長を実現す

る。 
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【最終目標】 
昇華法においては、口径６インチ、長さ５０ｍｍ以上で、 
① 有効面積（端部３ｍｍを除く）全域において転位密度１×１０３個／ｃｍ２以下の結

晶を実現する。 
② 有効面積（端部３ｍｍを除く）全域において転位密度５×１０３個／ｃｍ２以下の結

晶を成長速度０．５ｍｍ／ｈ以上で実現する。 
 革新的結晶成長法においては、口径２インチ以上、長さ２０ｍｍ以上の４Ｈ－ＳｉＣ単

結晶を実現した上で、昇華法に対する優位性を検証する。 
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研究開発項目①「低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト」 
（２）「大口径ＳｉＣウエハ加工技術開発」 
 
１．研究開発の必要性 

ＳｉＣはダイヤモンドに次ぐ高硬度を有しているため精密加工が極めて困難であり、例

えば、現在の４インチウエハの切断に際しては、高価なダイヤモンドスラリーを多量に使

わなければならないうえ、その切断スピードは極めて遅く、数日を要している。結晶の大

口径化に伴い、既存の加工技術では、更に時間を要することになり、加工工程がボトルネ

ックになるおそれがある。また、加工コストはウエハのコストの約１／３を占めており、

低コスト化の観点からも技術の高度化が必要である。 
 
２．研究開発の具体的内容 
切断、研削、研磨の各技術について、６インチウエハに対応した高精度化、高速化及び

低コスト化に資する加工技術の開発を行う。具体的には、高速・高効率・低損傷な切断技

術の開発、研削精度向上のためのナノレベルでの砥石制御技術、耐薬品性の高いＳｉＣに

有効な化学的機械的研磨法（ＣＭＰ）の開発等を行う。 
なお、これらの各工程は前後の工程に大きな影響を与えるため、密接な連携を図りつつ

研究開発を実施することとする。 
 
３．達成目標 
６インチ結晶において、以下の項目を満たす実用的な加工（切断・研削・研磨）技術を

確立する。なお、平成２４年度までに基盤技術を確立し、２５年度以降、大口径結晶成長

技術、大口径エピタキシャル膜成長技術の成果を合わせ、結晶成長から加工、エピタキシ

ャル膜成長に至るまでの一貫した６インチエピウエハ製造技術として確立する。 
 
【中間目標】 
ウエハ切断技術に関して、３インチ結晶で切断速度１５０μｍ／分以上、同時切断枚数

１０枚以上、切り代３００μｍ以下を実現する。また、３〜４インチ結晶／ウエハを対象

にして、切断、研削、粗研磨、仕上げ研磨の各要素工程の最適化、及び連接最適化を行い、

６インチＳｉＣ結晶／ウエハ加工の高速・高品質な一貫プロセス最適化の方針を決定する。 
 
【最終目標】 
６インチ結晶／ウエハを対象に、以下の効率性を実現する。 
① 切断：速度３００μｍ／分以上、同時切断枚数１０枚以上、切り代２５０μｍ以下 
② インゴットから表面仕上げ精度Ｒｍｓ（表面荒さ）０．１ｎｍ＠２μｍ×２μｍの

ベアウエハを実現する統合加工プロセスとして、プロセス時間２４時間以内 
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研究開発項目①「低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト」 
（３）「ＳｉＣエピタキシャル膜成長技術（大口径対応技術／高速・厚膜成長技術）」 
 
１．研究開発の必要性 
エピタキシャル膜の品質はデバイスの性能・歩留まりに直接影響するため、その技術開

発は極めて重要である。ＳｉＣエピタキシャル膜の作製にあたっては、１，６００°Ｃから

１，８００°Ｃの高温環境下でシランガス（ＳｉＨ４）とプロパンガス（Ｃ３Ｈ８）からＳｉ

Ｃを合成するため、高温環境下での極めて精密な制御技術を要する。そのため、ＳｉＣデ

バイスの普及において、エピタキシャル膜成長プロセスの高コスト性がボトルネックにな

っており、低コスト化には大口径ウエハを同時に多数枚処理できるエピタキシャル膜成長

技術及びその品質評価技術の確立が必要である。 
一方、デバイスの高耐圧化に対応するためには、数１０μｍ以上の厚いエピタキシャル

膜が必要となる。そのため、プロセス時間の観点から、厚いエピタキシャル膜の作製には

成長速度が重要であり、高速エピタキシャル膜成長技術が必要となるが、現状デバイス品

質との両立は確認されていない。それゆえ、高耐圧デバイスの実現・普及には、量産に対

応できる高速成長での高品質・厚膜エピタキシャル膜成長技術及びその特性評価技術の確

立が必要となる。 
 
２．研究開発の具体的内容 
ＳｉＣウエハの大口径化に対応した、大面積で均一かつ低欠陥なエピタキシャル膜を高

スループットで成長できるエピタキシャル膜成長技術及び高耐圧デバイスの作製に対応で

きる厚膜を高均一・高純度かつ高速で成長できるエピタキシャル膜成長技術を開発する。

また、その両者に対応した大口径／厚膜ＳｉＣエピタキシャルウエハ評価技術を開発する。 
 
３．達成目標 
ＳｉＣエピタキシャル膜成長の大口径対応技術と高速・厚膜成長技術を確立する。大口

径対応技術については、平成２４年度までに基盤技術を確立し、平成２５年度以降、大口

径結晶成長技術、大口径ウエハ加工技術の成果を合わせ、結晶成長から加工、エピタキシ

ャル膜成長に至るまでの一貫した６インチエピウエハ製造技術として確立する。高速・厚

膜成長技術については、平成２４年度までにプロトタイプ炉によって要素技術開発を進め、

平成２５年度以降、高耐圧デバイス用厚膜エピタキシャル膜成長技術の確立を目指すとと

もに、高耐圧デバイス製造技術開発のために厚膜・高純度エピウエハを提供する体制を整

える。 
 
【中間目標】 
① 大口径対応技術 
 みなし６インチ径のエピタキシャル膜成長を行い、６インチ成長プロセスにおける問題
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点を把握すると共に、当該成長膜に対して以下の品質を実現する。 
・ 均一度：厚さ±１０％、ドーピング濃度±２０％ 
・ 品質 エピ成長起因の表面欠陥密度：２個／ｃｍ２以下 

② 高速・厚膜成長技術 
口径２インチ、膜厚５０μｍ以上のエピタキシャル膜に対して以下の品質を実現し、Ｓｉ

Ｃ厚膜形成技術を確立する。 
・ 純度 残留キャリア濃度：３×１０１４／ｃｍ３以下 
・ 品質 エピ成長起因の表面欠陥密度：５個／ｃｍ２以下 

 
【最終目標】 
①大口径対応技術 
口径：６インチ、処理枚数：３枚以上のエピタキシャル膜に対し、以下の品質を実現する。 
・ 均一度：厚さ±５％、ドーピング濃度±１０％ 
・ 品質 エピ成長起因の表面欠陥密度：０．５個／ｃｍ２以下 

②高速・厚膜成長技術 
成長速度１００μｍ／ｈ以上で作成した口径４インチ、膜厚５０μｍ以上のエピタキシャ

ル膜に対し、以下の品質を実現する。 
・ 純度 残留キャリア濃度：３×１０１４／ｃｍ３以下 
・ 均一度：厚さ±２％、ドーピング濃度±１０％ 
・ 品質 エピ成長起因の表面欠陥密度：１．０個／ｃｍ２以下 

添付資料-48



研究開発項目①「低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト」 
（４）「ＳｉＣ高耐圧スイッチングデバイス製造技術」 
 
１．研究開発の必要性 
３〜５ｋＶ領域の高耐圧スイッチングデバイスの実用化により、高速鉄道等のインバー

タの電力変換効率の向上や小型・軽量化による設計の自由度向上など、低炭素社会の構築、

産業競争力強化に極めて大きな効果が期待される。 
 
２．研究開発の具体的内容 
３〜５ｋＶ級の高耐圧かつ低損失なＳｉＣスイッチングデバイスを製造するための新規

耐圧構造の設計／作製技術、高耐圧デバイス酸化膜信頼性向上技術、限界性能向上技術、

高耐圧デバイス実装技術、高耐圧デバイス評価技術、大容量電力変換器設計技術の開発を

行う。 
 
３．達成目標 

以下の項目を満たすＳｉＣ高耐圧スイッチングデバイス製造技術を確立する。 
新規耐圧構造デバイスについて、平成２４年度までに、当該耐圧構造設計・作製プロセス

技術、高耐圧デバイス酸化膜信頼性向上、高耐圧デバイス実装技術、高耐圧デバイス評価

技術、高温実装技術などの要素技術を開発し、２５年度以降、エピタキシャル膜の成長技

術（高速・厚膜成長技術）の成果を活用して、新規耐圧構造を適用した低損失なＳｉＣ高

耐圧スイッチングデバイスを試作し、動作実証を行う。 
高耐圧大容量デバイスについて、平成２４年までに、高耐圧大容量デバイス設計・試作

技術、限界性能向上技術、電力変換器設計技術などの要素技術を開発する。２５年度以降、

エピタキシャル膜の成長技術（高速・厚膜成長技術）の成果を活用して、ＳｉＣ高耐圧大

容量スイッチングデバイスの製造技術の確立を進めるとともに、大容量電力変換器の試作

を行い、大容量・低損失動作の実証を行う。 
 
【中間目標】 
①新規耐圧構造デバイス 
より低損失化が可能な新規高耐圧デバイス構造とその作製要素プロセスを開発し、当該

構造で耐圧３ｋＶ以上の高耐圧ＳｉＣ－ＭＯＳＦＥＴを実現する。 
②高耐圧大容量デバイス 
耐圧３ｋＶ以上の高耐圧ＳｉＣ－ＭＯＳＦＥＴを実現すると共に、ＳｉＣ－ＭＯＳＦＥ

Ｔ、ＳｉＣ－ＳＢＤを適用した３ｋＶ以上の電力変換器モジュールを試作して、当該電圧

領域のスイッチング及び多並列接続に関する要素技術を確立する。 
 
【最終目標】 
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①新規耐圧構造デバイス 
必要な各種要素技術を高度化し、耐圧：３ｋＶ以上で特性オン抵抗：１５ｍΩｃｍ２以下

の高耐圧ＳｉＣ－ＭＯＳＦＥＴを実現する。 
②高耐圧大容量デバイス 
耐圧：３ｋＶ以上、オン抵抗８０ｍΩ以下（室温環境下）、定格出力電流密度１００Ａ／

ｃｍ２以上の高耐圧ＳｉＣ－ＭＯＳＦＥＴを開発し、当該デバイスを用いたＭＶＡ級電力変

換器を試作して、その動作時の電力損失が同耐圧のＳｉ電力変換器の５０％以下であるこ

とを実証する。 
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研究開発項目①「低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト」 
（５）「ＳｉＣウエハ量産化技術開発」 
 
１．研究開発の必要性 
平成２２年になり、海外ウエハメーカによるＳｉＣ６インチウエハ実用化の動きがより

活発化してきており、平成２３年から２４年には少量ながら、４インチウエハと同等品質

の６インチウエハ試供品が市場投入されると見込まれる。これにより本格展開に向けて大

口径ＳｉＣウエハの独占供給による価格吊り上げやそれに伴う日本国内関連産業の停滞が

懸念される。 
この状況を打破するためには、本体プロジェクトによる高品質・大口径化技術開発の完

了に先立って、既存技術を活用していち早く６インチウエハを実現することが急務である。

早期の６インチ実現を進めることにより、量産化に向けた技術課題の早出しが進むだけで

なく、ＳｉＣ基板供給の海外依存を脱却し、国内ＳｉＣ基板の安定供給による国内ＳｉＣ

市場の立ち上げ加速化につながる。また、本体プロジェクトで開発を進める高度化技術（高

品質・高生産性）の受け皿となるウエハ技術検証ライン構築にも資すると期待できる。 
 
２．研究開発の具体的内容 
昇華法をベースとした既存技術活用により、早期に６インチ４Ｈ－ＳｉＣウエハ実現に

むけた道筋を明確にする。そのために、バルク結晶成長やウエハ加工に関わる大口径対応

装置導入・立上げを進め、６インチ４Ｈ－ＳｉＣインゴットの実現と共に、その量産化に

向けた課題抽出を進める。その中では、必要な製造要素技術の工業レベルでの再現性、お

よび量産性の検証を含めた生産性向上技術、低コスト化技術（装置改善・工程改善）、検査

技術の開発を並行して進め、月産１，０００枚規模のＳｉＣウエハ生産技術へ展開可能な、

量産化製造に関する基盤技術を確立する。 
上記開発成果は、将来的には、６インチＳｉＣウエハを継続的に試作可能なプロトライン

構築に繋げる。そのラインを活用してデバイス・システム開発にウエハ供給を実施し、そ

の評価結果をフィードバックすることで量産化技術開発の加速化を図る。 
 
３．達成目標 
大口径４Ｈ－ＳｉＣウエハの量産化技術開発可能な環境整備（昇華法結晶成長炉、ウエ

ハ加工装置）を実施し、 
・ 有効面積（端部３ｍｍを除く）全域において転位密度１×１０４個／ｃｍ２以下の口径

６インチ４Ｈ－ＳｉＣインゴットを実現する基盤技術を確立する。 
または、 
・ 成長速度０．２５ｍｍ／ｈ以上で転位密度５×１０４個／ｃｍ２以下の口径６インチ４

Ｈ－ＳｉＣインゴットを実現する基盤技術を確立する。 
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研究開発項目①「低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト」 
（６）「大口径ＳｉＣウエハ加工要素プロセス検証」 
 
研究開発の必要性 

ＳｉＣウエハの加工技術に関して、産業的に見合ったウエハコストを実現するため、イ

ンゴット切断、研削、粗研磨（ラッピング）、仕上げ研磨（ＣＭＰ）の４工程を６インチ級

の大口径ウエハに対応させながら、従来技術を越える高能率、低ダメージ、超平坦化を一

貫プロセスとして達成することが、今後の高品質６インチウエハ早期実用化のためには必

須となる。しかしながら、高硬脆材料であるＳｉＣインゴットを能率良く、かつ加工変質

層の発生を最小限に抑えてウエハに加工する上記４工程における最適な要素プロセスは、

未成熟であると共に個々の能力限界が明確ではない。 
特に切断技術においては、ワイヤー速度、ワイヤー張力不足に起因する切断能率の低さ

が問題視されている。また、上記各工程においては、高能率化と低損傷化の二律背反性が

ＳｉＣウエハ加工にとって極めて解決が難しい課題となっており、本体プロジェクトにお

ける大口径ウエハ高速一貫加工プロセスの確立のためには、ＳｉＣ材料に対する各種加工

法の特徴、および加工ダメージ層形成過程の高精度な分析を通じて、個々の要素工程の能

力限界と最適加工条件を抽出しておくことが早期に求められる。 
 
２．研究開発の具体的内容 
本体プロジェクトにおける大口径ＳｉＣインゴットから高品質ウエハを実現する大口径

ウエハ一貫加工プロセス開発に資するため、インゴット切断、研削、粗研磨、仕上げ研磨

の各要素プロセスに関して、現状技術での試加工実験を通して、能力限界・個別課題の抽

出を進め、大口径ＳｉＣウエハ高速一貫加工プロセス加工への適用性を検証する。 
 
３．達成目標 
切断技術として、ダイヤモンドを使ったマルチワイヤーソーにおいて、ＳｉＣ６インチ

インゴットに対して１５０μｍ／分以上の高速切断が可能になる最大ワイヤー速度：約４，

０００ｍ／ｍｉｎ、最大張力：７０Ｎの高速高剛性切断技術を実現する。更に、切断、研

削、粗研磨、仕上げ研磨の各工程に関して、個々の要素工程の能力限界と最適加工条件（砥

石、砥粒、研磨定盤種、装置技術、加工動作管理、能率等）を抽出し、ＳｉＣウエハ加工

における高速一貫プロセス確立に資する統合的なデータ蓄積を行う。 
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研究開発項目①「低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト」 
（７）「ＳｉＣ高耐圧大容量パワーモジュール検証」 
 
１．研究開発の必要性 

３～５ｋＶ領域の高耐圧デバイスの実用化により、高速鉄道等のインバータの電力変換

効率の向上や小型・軽量化による設計の自由度向上など、低炭素社会の構築、産業競争力

強化に極めて大きな効果が期待される。この電圧領域では、社会インフラとしての応用分

野が広いにもかかわらず、ＳｉＣを用いたパワースイッチングデバイスやパワーモジュー

ルの開発が諸外国に比べて後手に回っている。しかしながら、パワーモジュール応用がよ

り簡易なダイオードを選択するだけでも、リカバリー損失及びターンオン時のスイッチン

グ損失を低減でき、従来のＳｉデバイスを用いたものに対して大幅な低損失化・小型化が

可能となり、早期実用化に大きな進展が期待できると共に、上記電圧領域におけるＡｌｌ 

ＳｉＣデバイスパワーモジュール実現に技術的指針を与えられることから、ＳｉＣダイオ

ードを用いた高耐圧パワーモジュール検証への早期の取り組みが求められている。 
 
２．研究開発の具体的内容 
高耐圧（３．３ｋＶ級）かつ低損失なＳｉＣショットキーバリアダイオードを実現する

ための新規耐圧構造設計・作製プロセス技術、高耐圧デバイス評価技術の開発を行う。ま

た、当該ＳｉＣショットキーバリアダイオードとスイッチング素子としてＳｉ絶縁ゲート

バイポーラトランジスタを選択（ハイブリッド構造）した大容量パワーモジュール設計技

術を開発し、ＳｉＣ大容量パワーモジュールの試作／動作実証を行うことで、ＳｉＣデバ

イスの活用が当該電圧領域におけるパワーモジュールでも有効であることを実証する。 
 
３．達成目標 
耐圧３．３ｋＶ定格電流７５ＡのＳｉＣショットキーバリアダイオードを開発し、Ｓｉ

絶縁ゲートバイポーラトランジスタと組み合わせて１，０００Ａ級大容量パワーモジュー

ルを試作してその動作を実証するとともに、ＡｌｌＳｉＣデバイスパワーモジュール実現

に必要とされるＳｉＣＦＥＴの仕様に対する技術的指針を得る。 
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研究開発項目①「低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト」 
（８）「大口径対応デバイスプロセス装置開発」 
 
１．研究開発の必要性 

ＳｉＣデバイス化プロセス技術において、先行しているＳｉデバイス技術と大きく異な

り、更なる開発の必要性があるのは、プロセス温度がより高いイオン注入、活性加熱処理、

高温酸化等の高温熱処理プロセス、並びにウエハが透明であることに起因した困難さが残

存する露光プロセスである。これらのデバイス化プロセスではＳｉデバイス用の装置技術

を転用することが本質的に困難であり、また、既存のＳｉＣ４インチプロセス装置技術の

延長では均一性等の生産レベルで必要とされる性能の達成も困難である。ＳｉＣの６イン

チウエハが実用化されても以後のデバイス化プロセスで対応できず、このままでは６イン

チウエハに立脚したデバイス開発に支障を来す。実用化のためには、ＳｉＣ６インチウエ

ハを想定した当該デバイス化プロセス装置の開発が不可欠である。 
 
２．研究開発の具体的内容 
ＳｉＣデバイス化プロセスの内、Ｓｉデバイスプロセスとは異なる高温プロセス技術、

或いは透明基板対応技術に関して、６インチウエハ対応装置を開発する。 
更に、当該装置を用いたデバイス試作によって最終性能を確認できるよう、研究計画終了

後に必要な措置をとる。 
 
３．達成目標 
６インチＳｉＣウエハを対象に、イオン注入、活性化熱処理、高温酸化等のデバイス化

のための高温プロセス装置、或いは透明ウエハ対応露光装置を開発し、所定の処理特性の

面内均一性を達成する。具体的には、 
イオン注入装置の場合、 
・ 室温から８００°Ｃまでの全領域でイオン注入が可能なこと 
・ 温度均一性：６インチ面内：±１５°Ｃ 
・ Ａｌ注入イオン電流：２００μＡ上 
活性化熱処理装置の場合、 
・ 熱処理温度：１，８００°Ｃ以上 
・ 温度均一性：６インチ面内：±３０°Ｃ 
・ 一度に２５枚以上処理可能なこと。 
高温酸化装置の場合 
・ １，２００°Ｃ以上の高温でパイロジェニック酸化、及びＨ２、ＮＨ３、Ｎ２Ｏガス処

理が可能なこと。 
・ 温度均一性：６インチ面内：±１５°Ｃ 
・ 一度に２５枚以上処理可能なこと。 
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・ １，１００°Ｃで処理したＳｉゲート絶縁膜に含まれる金属不純物が１×１０１１ｃｍ

－２未満であること。 
露光装置の場合、 
・ ６インチ４Ｈ－ＳｉＣウエハに対する重ね合わせ精度に関して、中心点及び４隅に

おいて、ばらつき（標準偏差の３倍以内）が６５ｎｍ以下であることであること。 
・ 解像度（市販のレジストをもちいた標準プロセス）に関して、３５０ｎｍのライン

＆スペースパターンを転写できること。 
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研究開発項目① 「低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト」 
（９）「高耐熱部品統合パワーモジュール化技術開発」 
 
１．研究開発の必要性 
Ｓｉパワー半導体素子で達成不可能なレベルの小型・軽量電力変換器の実現には、Ｓｉ

Ｃパワー半導体素子の採用と、その高温動作・高速スイッチングが有効である。例えば電

気自動車などの応用分野において、これに関連する技術開発に対する期待が大きい。中で

も、高耐熱の受動素子等の開発と、それらをパワー半導体素子近傍に配置する実装技術が

重要である。しかし、従来のＳｉパワー半導体素子の動作温度を超える環境に対応する実

装技術、並びに実用的高耐熱部品の開発は未着手であり、早期開発が望まれている。 
このため、ＳｉＣ高性能パワー半導体素子を対象にした高温実装技術の開発と、これに

適合する高耐熱部品の要素開発を連携して進める必要がある。 
 
２．研究開発の具体的内容 
 Ｓｉでは動作不可能な接合温度領域（２００〜２５０℃）においてＳｉＣパワー素子が

高速スイッチング性能を発揮できるよう、開発する耐熱部品をパワー素子近傍に配置する

ために必要な高信頼接合技術等の実装基盤技術を開発する。 
上記の実装技術に対応する高温領域において基本性能（耐電圧・周波数特性等）を有し、

かつ実装プロセスに対する耐性を有する受動部品（スナバコンデンサ・スナバ抵抗等）、お

よび過酷なヒートサイクルに耐えるメタライズ放熱基板・配線基板等の構造部材の要素技

術を開発する。 
部品レベルの耐熱性および電気特性、並びに部品を実装技術によって統合し単一パッケ

ージ化した際の耐熱性および電気特性を評価し、問題点を把握する。これにより、高耐熱

動部品と、それに対応した統合モジュール技術を効率的に開発する。 
 
３． 達成目標 

接合温度が２２５℃以上で動作するＳｉＣパワー素子の近傍に、新規開発の高耐熱受動

部品を配置したパワーモジュールを試作し、各実装部品間の相互の影響を検証する。また、

試作したパワーモジュールの耐熱性と電気特性の評価を通して、高温動作における課題を

抽出するとともに、その解決の見通しを示す。 
ここで、試作するパワーモジュールは耐電圧１２００Ｖ／５０Ａ級とし、開発・搭載す

る受動部品および部材の仕様は下記のとおりとする。 
 

（スナバコンデンサ）静電容量０．１μＦ級、耐電圧１ｋＶ級、共振周波数１０MHｚ級の

コンデンサにおいて、使用時の耐熱温度２５０℃であり、－４０〜２５０℃の温度領域

における静電容量の変動が±１０％以下、かつ、体積が４０ｍｍ３以下（例えば、５×４

×２ｍｍ）。 
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（スナバ抵抗）抵抗値１０Ω級、定格電力１W 級の抵抗体において、使用時の耐熱温度２

５０℃であり、－４０〜２５０℃の温度領域における抵抗値の変動が±１０％以下、か

つ、１０MHｚまでの周波数領域における抵抗値の変動が±１０％以下、かつ、体積２

０ｍｍ３以下（例えば、６．３×３．１×１ｍｍ）。 
（メタライズ放熱基板）熱伝導率１８０W／(mK)以上、曲げ強度６００ＭＰａ以上、破壊

靱性６ＭＰａ・m1/2以上の絶縁素材を用いた、サイズ５０００mm2以上、厚み１／８０

ｉｎｃｈ（０．３２ｍｍ）以下で両面に金属プレートが接合されたメタライズ放熱基板

において、耐電圧１２００Ｖ以上、－４０〜２５０℃の温度範囲での耐ヒートサイクル

が１０００回以上。 
（配線基板）使用時の耐熱温度２５０℃であり、当該温度において耐電圧１２００Ｖ、５

０Ａ級の電流が通電可能な内部配線を有し、かつ、実装されるパワー素子電極に対する

内部配線の位置精度±２０μm 以下。 
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研究開発項目②「次世代パワーエレクトロニクス技術開発（グリーンＩＴプロジェクト）」 
（１）「ＳｉＣパワーデバイスを用いたデータセンタ用サーバ電源技術開発」 
 
１．研究開発の必要性 
 近年のＩＴ技術の進展によりＩＴ機器が消費する電力も膨大な量が見込まれている。こ

うした背景の下、省エネルギー化・地球温暖化解消の観点から、データセンタ用サーバ電

源に代表される数ｋＷ級電源機器の電力損失の大幅低減と機器小型化の実現が必須課題と

なっており、その実現には電源機器へのＳｉＣパワーデバイスの適用が有効である。その

ためには、ＳｉＣパワーデバイスの高性能化とＳｉＣパワーデバイスを適用した電源機器

用電力変換器の高度化に関する技術開発が必要である。 
 
２．研究開発の具体的内容 
 電力容量が数ｋＷ級のデータセンタ用電源の省エネルギー化、小型化に向け、ＳｉＣパ

ワーデバイスの高性能化技術開発を行い、それらの開発により得られた高性能デバイスを

電源機器用電力変換器へ適用して電力変換技術の開発を行う。加えて、上記電源のプロト

タイプを試作し、その低損失、高効率特性を実証する。ＳｉＣパワーデバイス開発におい

ては、ＳｉＣダイオード、ＳｉＣスイッチングデバイスの高性能化、スイッチング特性改

善等の技術開発を実施する。サーバ電源開発においては、電源機器に適した駆動方式、高

効率化等に関わる技術開発を行う。 
 
３．達成目標 
 耐圧：６００Ｖ以上、電流容量：４０Ａ以上、オン抵抗率：２．５ｍΩｃｍ２以下（室

温環境下）のＳｉＣスイッチングデバイスを開発する。また、電力容量が２ｋＷ級のサー

バ電源のプロトタイプを試作し、その電力変換効率が５０％負荷で９４％以上であること

を実証する。 
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研究開発項目②「次世代パワーエレクトロニクス技術開発」 
（２）「ＳｉＣ パワーデバイスを用いた太陽光発電用パワーコンディショナ技術開発」 
 
１．研究開発の必要性 
 パワーエレクトロニクス応用としてモータ駆動と同様に重要な数１０ｋＷ級の太陽光発

電用パワーコンディショナに関して電力損失の大幅低減と機器の小型化を実現するために

は、ＳｉＣデバイスの適用が有効である。そのためには、ＳｉＣパワーデバイスの高性能

化と、ＳｉＣパワーデバイスを適用したパワーコンディショナの高度化に関する技術開発

が必要である。 
 
２．研究開発の具体的内容 
 太陽光発電システム用パワーコンディショナの省エネルギー化、小型化に向け、ＳｉＣ

パワーデバイスの高性能化技術開発を行うと共に、駆動回路方式に対応したＳｉＣデバイ

スのしきい値制御技術を行う。さらに、それらの開発により得られた高性能デバイスを用

いて、太陽光発電システム用パワーコンディショナへ適用する電力変換技術の開発を行う。

加えて、上記パワーコンディショナのプロトタイプを試作し、その低損失、高効率特性を

実証する。デバイス技術においては、ＳｉＣダイオード・ＳｉＣスイッチングデバイスの

低オン抵抗化技術、しきい値制御技術、変換器の駆動方式、スイッチング技術及び、フィ

ルタの最適化技術開発を実施する。 
 
３．達成目標 
 耐圧：１２００Ｖ以上、電流容量：７５Ａ以上、オン抵抗率：５ｍΩｃｍ２以下（室温環

境下）のＳｉＣスイッチングデバイスを開発する。このＳｉＣスイッチングデバイス技術

を用いて、太陽光発電用パワーコンディショナ技術を開発して、電力容量が３０ｋＷ級の

太陽光発電用パワーコンディショナのプロトタイプを試作し、これが定格出力時に９８％

以上のシステム効率をもつことを実証する。 
  

添付資料-59



研究開発項目②「次世代パワーエレクトロニクス技術開発」 
（３）「次世代ＳｉＣ電力変換器基盤技術開発」 
 
１．研究開発の必要性 
 
 高出力パワー密度を持つ革新的電力変換器を実現するためには、パワーデバイスを高速

かつ高温で動作させる必要があり、高温環境下での高信頼化技術や周辺回路デバイス等を

含めた設計技術と実装技術が不可欠となることから、これらの技術を開発・統合する電力

変換器の高出力パワー密度性能を検証する必要がある。 
 
２．研究開発の具体的内容 
次世代パワーデバイスを利用した革新的電力変換器設計技術と高温実装技術等を開発し、

それらを取り入れた電力変換器の高出力パワー密度性能の検証を行う。 
より具体的には、次世代パワーデバイスを、高温で反復動作させると共にその優れた高

温特性の活用を可能とする実装要素技術（配線、絶縁、冷却、回路レイアウト技術等）を

開発する。また、高温環境下でのデバイス特性試験を通じて高パワー密度変換器の統合設

計体系に高温条件を導入する。これらにより、次世代パワーデバイスを用いた電力変換器

の高出力パワー密度性能の向上を図る。 
 
３．達成目標 
次世代パワーデバイスをデバイス温度（注１）２００～２５０℃で動作させることを可能と

する高温実装技術を開発する。また、デバイス温度２５０℃という高温動作デバイス条件

を取り入れた高出力パワー密度変換器の統合設計技術の適用により、６０Ｗ／ｃｍ３級の出

力パワー密度（注２）を持つ革新的電力変換器の動作検証が可能なレベルの要素技術を確立す

る。 
 
（注１）外部環境温度にデバイス自己発熱による温度上昇分を加えた温度をデバイス温度

と定義する。以後に記載されるデバイス温度は全て同定義である。 
（注２）出力パワーをＳｉＣパワーデバイス・周辺回路素子・フィルタ・ヒートシンクか

ら成る構成体の総体積により除算したものを出力パワー密度と定義する。 
 
なお、平成２２年度計画策定にあたり、産業技術政策動向等および目標の必須性を勘案

して基本計画の見直しを行った結果、「研究開発項目③」の「（１）電力変換器用ＳｉＣパ

ワースイッチングデバイス基盤技術」については、当該研究開発は平成２１年度をもって

終了することとした。 
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２．分科会における説明資料 
次ページより、プロジェクト推進・実施者が、分科会においてプロジェクト

を説明する際に使用した資料を示す。 
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研究開発スケジュール
2．研究開発マネジメント

(2) 研究開発計画の妥当性
公開

開発項目 2009 2010 2011 2012

(1)SiCパワー

デバイスを用い
たデータセン
ター用サーバ
電源技術開発

SiCデバイス

サーバ電源

(2)SiCパワー

デバイスを用い
た太陽光発電
用パワーコン
ディショナ技術
開発

SiCデバイス

サーバ電源

(3)次世代SiC
電力変換器基
盤技術開発

実験・シミュレーション

環境整備
20kW/L、Tj>200℃
インバータ
2次試作設計

信頼性評価

25kW/L、Tj>200℃

実装・回路技術高度化

40kW/L、Tj>200℃

接合FETの0次試作・評価

改題抽出、0次試作

大電流通電試験

1次試作・評価

信頼性向上設計

1次試作・評価

大電流化

電源向け試作

サーバ向け電源回路

試作・評価

電源向け試作(最終)

サーバ向け電源

試作(最終)

プロセス、信頼性

評価基準の検討

高効率化に向けた

課題抽出

低オン抵抗化

設計の高度化

数kW級パワコン

試作・評価

パワコン向けMOSFET設計・試作・評価

30kW級パワコンプロトタイプ試作・評価

全ての項目において目標を達成した
(1)サーバ電源の電力変換効率95.1％を達成

(2)太陽光発電用パワーコンディショナの電力変換効率98.88％を達成

(3) パワー密度70kW/LのAll-SiC3相インバータを試作
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研究開発体制(2012年度)
2．研究開発マネジメント

(3) 事業体制の妥当性
公開

NEDO
プロジェクトリーダー

氏名：奥村 元
所属：産業技術総合研究所
役職：先進パワーエレクトロニクス研究センター長

研究開発項目(1)

SiCパワーデバイスを用
いたデータセンター用
サーバ電源技術開発

日立製作所

共同研究

研究開発項目(2)

SiCパワーデバイスを
用いた太陽光発電用
パワーコンディショナ
技術開発

三菱電機

研究開発項目(3)

次世代SiC電力変換
器基盤技術開発

(つくば集中研)

FUPET*

サブプロジェクトリーダー
氏名：清水 肇
所属：産業技術総合研究所
役職：先進パワーエレクトロニクス研究センター招

聘研究員

共同研究 委託

(独)産業技術総合研究所(独)産業技術総合研究所

首都大学東京首都大学東京

千葉大学千葉大学

東京工業大学東京工業大学

委嘱

共同実施

島根大学島根大学

FUPET(R&D Partnership for Future 
Power Electronics Technology)*：技術
研究組合 次世代パワーエレクトロニ
クス研究開発機構
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参考資料１ 評価の実施方法 
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本評価は、「技術評価実施規程」（平成 15 年 10 月制定）に基づいて研究評価

を実施する。 

 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）における研究

評価の手順は、以下のように被評価プロジェクトごとに分科会を設置し、同分

科会にて研究評価を行い、評価報告書（案）を策定の上、研究評価委員会にお

いて確定している。 
● 「NEDO 技術委員・技術委員会等規程」に基づき研究評価委員会を設置 
● 研究評価委員会はその下に分科会を設置 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）審議・確定

理事長

評価書報告

評価報告書（案）作成

実施者 プロジェクトの説明

評価結果公開

推進部署 

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ

事務局

研究評価部 

研究評価委員会

推進部署
評価結果の事業等への反映

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）確定

理事長

報告

評価報告書（案）作成

実施者 プロジェクトの説明

推進部署

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ
評価事務局 

研究評価委員会

推進部署 
評価結果の事業等への反映

国 民
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１．評価の目的 

 
評価の目的は「技術評価実施規程」において。 
● 業務の高度化等の自己改革を促進する 
● 社会に対する説明責任を履行するとともに、 

経済・社会ニーズを取り込む 
● 評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を 

促進する 
としている。 
本評価においては、この趣旨を踏まえ、本事業の意義、研究開発目標・計画

の妥当性、計画を比較した達成度、成果の意義、成果の実用化の可能性等につ

いて検討・評価した。 

 
２．評価者 

 
技術評価実施規程に基づき、事業の目的や態様に即した外部の専門家、有識

者からなる委員会方式により評価を行う。分科会委員選定に当たっては以下の

事項に配慮して行う。 
● 科学技術全般に知見のある専門家、有識者 
● 当該研究開発の分野の知見を有する専門家 
● 研究開発マネジメントの専門家、経済学、環境問題、国際標準、その他

社会的ニーズ関連の専門家、有識者 
● 産業界の専門家、有識者 
● ジャーナリスト 

また、評価に対する中立性確保の観点から事業の推進側関係者を選任対象か

ら除外し、また、事前評価の妥当性を判断するとの側面にかんがみ、事前評価

に関与していない者を主体とする。 
これらに基づき、分科会委員名簿にある 7 名を選任した。 
なお、本分科会の事務局については、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構評価部が担当した。 

 
３．評価対象 

 
平成２１年度に開始された「低炭素社会を実現する次世代パワーエレクトロ

ニクスプロジェクト／次世代パワーエレクトロニクス技術開発(グリーン IT プ

ロジェクト)」プロジェクトを評価対象とした。 
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なお、分科会においては、当該事業の推進部署から提出された事業原簿、プ

ロジェクトの内容、成果に関する資料をもって評価した。 

 
４．評価方法 

 
分科会においては、当該事業の推進部署及び研究実施者からのヒアリングと、

それを踏まえた分科会委員による評価コメント作成、評点法による評価及び実

施者側等との議論等により評価作業を進めた。 
なお、評価の透明性確保の観点から、知的財産保護の上で支障が生じると認

められる場合等を除き、原則として分科会は公開とし、研究実施者と意見を交

換する形で審議を行うこととした。 

 
５．評価項目・評価基準 

 
分科会においては、次に掲げる「評価項目・評価基準」で評価を行った。こ

れは、研究評価委員会による『各分科会における評価項目・評価基準は、被評

価プロジェクトの性格、中間・事後評価の別等に応じて、各分科会において判

断すべきものである。』との考え方に従い、第 1 回分科会において、事務局が、

研究評価委員会により示された「標準的評価項目・評価基準」（参考資料 1-7 頁

参照）をもとに改定案を提示し、承認されたものである。 
プロジェクト全体に係わる評価においては、主に事業の目的、計画、運営、

達成度、成果の意義や実用化への見通し等について評価した。各個別テーマに

係る評価については、主にその目標に対する達成度等について評価した。 

 



 

参考資料 1－4 
 

評価項目・評価基準 

 

１．事業の位置付け・必要性について 
(1) ＮＥＤＯの事業としての妥当性 

・ ＩＴイノベーションプログラムおよびエネルギーイノベーションプロ

グラムの目標達成のために寄与しているか。 
・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いこと

により、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 
・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比

較において十分であるか。 

 
(2) 事業目的の妥当性 

・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動

向、政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 

 
２．研究開発マネジメントについて 

(1) 研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されてい

るか。 
・ 目標達成度を測定・判断できる具体的かつ明確な開発目標を設定してい

るか。 

 
(2) 研究開発計画の妥当性 

・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマごとの

配分を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観

点から絞り込んだうえで活用が図られているか。 

 
(3) 研究開発実施の事業体制の妥当性 

・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 適切な研究開発実施体制になっており、指揮命令系統及び責任体制が明

確になっているか。 
・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携が十分に行わ
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れる体制となっているか。 
・ 知的財産取扱（実施者間の情報管理、秘密保持、出願・活用ルール含む）

に関する考え方は整備され、適切に運用されているか。  

 
(4) 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化・事業化につなげる戦略が明確になっているか。 
・ 成果の実用化・事業化シナリオに基づき、成果の活用・実用化の担い手、

ユーザーが関与する体制を構築しているか。 
・ 全体を統括するプロジェクトリーダーが選任されている場合、成果の実

用化・事業化シナリオに基づき、適切な研究開発のマネジメントが行わ

れているか。 
・ 成果の実用化・事業化につなげる知財戦略(オープン／クローズ戦略等) 

や標準化戦略が明確になっており、かつ妥当なものか。 

 
(5) 情勢変化への対応等 

・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向等

に機敏かつ適切に対応しているか。 

 
３．研究開発成果について 

(1) 目標の達成度と成果の意義 
・ 成果は目標を達成しているか。 
・ 成果は将来的に市場の拡大あるいは市場の創造につながることが期待

できるか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 
・ 目標未達成の場合、達成できなかった原因が明らかで、かつ目標達成ま

での課題を把握し、この課題解決の方針が明確になっているなど、成果

として評価できるか。 
・ 設定された目標以外に技術的成果があれば付加的に評価する。 
・ 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、又は汎用性のある成果

については、将来の産業につながる観点から特に顕著な成果が上がって

いる場合は、海外ベンチマークと比較の上で付加的に評価する。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 大学又は公的研究機関で企業の開発を支援する取り組みを行った場合

には、具体的に企業の取り組みに貢献しているか。 
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(2) 知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の

登録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、又は実用化計画

に沿って国内外に適切に行われているか。 

 
(3) 成果の普及 

・ 論文等の対外的な発表は、将来の産業につながる観点から戦略的に行わ

れているか。 
・ 成果の活用・実用化の担い手・ユーザー等に対して、適切に成果を普及

しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
４．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

 
 本項目における「実用化・事業化」の考え方 
当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始

されることであり、さらに、当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の販

売や利用により、企業活動(売り上げ等)に貢献することを言う。 

 
(1)成果の実用化・事業化の見通し 

・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 
・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確にな

っているか。 
・ 成果は市場やユーザーのニーズに合致しているか。 
・ 実用化に向けて、競合技術と比較し性能面、コスト面を含み優位性は確

保される見通しはあるか。 
・ 量産化技術が確立される見通しはあるか。 
・ 事業化した場合に対象となる市場規模や成長性等により経済効果等が

見込めるものとなっているか。 
・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経

済的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 

 
 (2)実用化・事業化に向けた具体的取り組み 

・ プロジェクト終了後において実用化・事業化に向けて取り組む者が明確

になっているか。また、取り組み計画、事業化までのマイルストーン、

事業化する製品・サービス等の具体的な見通し等は立っているか。 
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標準的評価項目・評価基準 

平成２５年５月１６日 

 NEDO 
 

 
 
本「標準的評価項目･評価基準」は、「技術評価実施規程」に定める技術評価

の目的※を踏まえ、NEDO として評価を行う上での標準的な評価項目及び評価基

準として用いる。 
本文中の「実用化・事業化」に係る考え方及び評価の視点に関しては、対象

となるプロジェクトの特性を踏まえ必要に応じ評価事務局がカスタマイズする。 

  
※「技術評価実施規程」第 5 条(技術評価の目的) ①業務の高度化等自己改革の

促進、②社会への説明責任、経済･社会ニーズの取り込み、③評価結果の資源配

分反映による、資源の重点化及び業務の効率化促進 

 
なお「評価項目」、「評価基準」、「評価の視点」は、以下のとおり。 

   ◆評価項目：「１．・・・」 
   ◆評価基準：上記、各項目中の「（１）・・・」 
     ◆評価の視点：上記、各基準中の 「・」 

 
 
 
 

１．事業の位置付け・必要性について 
(1) ＮＥＤＯの事業としての妥当性 
・ 特定の施策（プログラム）、制度の下で実施する事業の場合、当該施策・ 

制度の目標達成のために寄与しているか。 
・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いこと 
により、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 

・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比 
較において十分であるか。 

 
(2) 事業目的の妥当性 
・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動 
向、政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 

は じ め に 

評価項目・基準・視点 
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２．研究開発マネジメントについて 

(1) 研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されてい 
るか。 

・ 目標達成度を測定・判断できる具体的かつ明確な開発目標を設定してい 
るか。 

 
(2) 研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマごとの  

配分を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観 
点から絞り込んだうえで活用が図られているか。 

 
(3) 研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 適切な研究開発実施体制になっており、指揮命令系統及び責任体制が 
明確になっているか。 

・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担って 
いるか。 

・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争 
が十分に行われる体制となっているか。 

・知的財産取扱（実施者間の情報管理、秘密保持、出願・活用ルール含む）

に関する考え方は整備され、適切に運用されているか。  

 
(4) 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 

(基礎的・基盤的研究開発及び知的基盤・標準整備等研究開発の場合は、「事

業化」を除く) 
・ 成果の実用化・事業化につなげる戦略が明確になっているか。 
・ 成果の実用化・事業化シナリオに基づき、成果の活用・実用 
化の担い手、ユーザーが関与する体制を構築しているか。  

・ 全体を統括するプロジェクトリーダーが選任されている場合、成果の 
   実用化・事業化シナリオに基づき、適切な研究開発のマネジメントが行 
われているか。 
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・ 成果の実用化・事業化につなげる知財戦略(オープン／クローズ戦略等) や 
標準化戦略が明確になっており、かつ妥当なものか。 

 
(5) 情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向等 
に機敏かつ適切に対応しているか。 

 
３．研究開発成果について 

(1) 目標の達成度と成果の意義 
・ 成果は目標を達成しているか。 
・ 成果は将来的に市場の拡大あるいは市場の創造につながることが期待で 

きるか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 
・ 目標未達成の場合、達成できなかった原因が明らかで、かつ目標達成ま 

での課題を把握し、この課題解決の方針が明確になっているなど、成果 
として評価できるか。 

・ 設定された目標以外に技術的成果があれば付加的に評価する。 
・ 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、又は汎用性のある成 

果については、将来の産業につながる観点から特に顕著な成果が上がっ 
ている場合は、海外ベンチマークと比較の上で付加的に評価する。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 大学又は公的研究機関で企業の開発を支援する取り組みを行った場 
合には、具体的に企業の取り組みに貢献しているか。 

 
(2) 知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権 
の登録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、又は実用 
化計画に沿って国内外に適切に行われているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の 
成果に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 

 
(3) 成果の普及 
・ 論文等の対外的な発表は、将来の産業につながる観点から戦略的に行わ

れているか。 
・ 成果の活用・実用化の担い手・ユーザー等に対して、適切に成果を普及

しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
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 ・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
(4) 成果の最終目標の達成可能性(中間評価のみ設定) 

・ 最終目標を達成できる見込みか。 
・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なも 

のか。 

 
４．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

 
 本項目における「実用化・事業化」の考え方 

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開

始されることであり、さらに、当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の

販売や利用により、企業活動(売り上げ等)に貢献することを言う。 

 
 なお、評価の対象となるプロジェクトは、その意図する効果の範囲や時間軸

に多様性を有することから、上記「実用化・事業化」の考え方はこうした各プ

ロジェクトの性格を踏まえ必要に応じカスタマイズして用いる。 

 
(1)成果の実用化・事業化の見通し 

・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 
・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確に 
なっているか。 

・ 成果は市場やユーザーのニーズに合致しているか。 
・ 実用化に向けて、競合技術と比較し性能面、コスト面を含み優位性は 
確保される見通しはあるか。 

・ 量産化技術が確立される見通しはあるか。 
・ 事業化した場合に対象となる市場規模や成長性等により経済効果等が 
見込めるものとなっているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準 
整備に向けた見通しが得られているか。 

・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経

済的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 

 
 (2)実用化・事業化に向けた具体的取り組み 

・ プロジェクト終了後において実用化・事業化に向けて取り組む者が明確

になっているか。また、取り組み計画、事業化までのマイルストーン、
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事業化する製品・サービス等の具体的な見通し等は立っているか。 

 
 
◆プロジェクトの性格が「基礎的・基盤的研究開発」である場合は以下を 

適用 

４．実用化に向けての見通し及び取り組みについて 
(1)成果の実用化の見通し 
・ 実用化イメージに基づき、課題及びマイルストーンが明確になっているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 
・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経済

的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 

 
 (2) 実用化に向けた具体的取り組み 

・ 成果の実用化に向けて、誰がどのように引き続き研究開発を取り組むの

か明確になっているか。 

 
 
◆プロジェクトの性格が「知的基盤・標準整備等の研究開発」である場合は 
 以下を適用 

４．実用化に向けての見通し及び取り組みについて 
(1)成果の実用化の見通し 
・ 整備した知的基盤についての利用は実際にあるか、その見通しが得ら 
れているか。 

・ 公共財として知的基盤を供給、維持するための体制は整備されている 
か、その見込みはあるか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準 
整備に向けた見通しが得られているか。 

・ ＪＩＳ化、標準整備に向けた見通しが得られているか。注）国内標準に限る 
・ 一般向け広報は積極的になされているか。 
・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・ 

経済的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 

  
(2) 実用化に向けた具体的取り組み 
・ 成果の実用化に向けて、誰がどのように引き続き研究開発を取り組むの

か明確になっているか。 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料２ 評価に係る被評価者意見 
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研究評価委員会（分科会）は、評価結果を確定するにあたり、あらかじめ当

該実施者に対して評価結果を示し、その内容が、事実関係から正確性を欠くな

どの意見がある場合に、補足説明、反論などの意見を求めた。研究評価委員会

（分科会）では、意見があったものに対し、必要に応じて評価結果を修正の上、

最終的な評価結果を確定した。 
評価結果に対する被評価者意見は全て反映された。 

 
 



 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料３ 分科会議事録 

 



研究評価委員会 

第１回「低炭素社会を実現する次世代パワーエレクトロニクスプロジェクト 

／次世代パワーエレクトロニクス技術開発(グリーンITプロジェクト)」（事後評価）分科会 

議事録 

 

日 時：平成25年11月29日（金）10:00～18:00 

場 所：大手町サンスカイルーム(朝日生命大手町ビル27階) D室 

 

出席者（敬称略、順不同） 

＜分科会委員＞ 

分科会長   鈴木 彰  立命館大学 総合科学技術研究機構 客員教授 

分科会長代理 末光 眞希 東北大学 電気通信研究所 情報デバイス研究部門 教授 

委員     岡田 至崇 東京大学 先端科学技術研究センター 教授 

委員     岸根 桂路 滋賀県立大学 工学部電子システム工学科 准教授 

委員     長澤 弘幸 東北大学 電気通信研究所 情報デバイス研究部門 客員教授 

委員     新垣 実  浜松ホトニクス株式会社 中央研究所 研究主幹 

委員     廣瀬 圭一 株式会社NTTファシリティーズ エネルギー事業本部 技術部 担当部長 

 

＜推進者＞ 

岡田 武  NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部 部長 

関根 久  NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部 統括研究員 

金里 雅敏 NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部 主任研究員 

柚須圭一郎 NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部 主査 

井谷 司  NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部 主査 

  

＜実施者＞ 

奥村 元：PL  独立行政法人産業技術総合研究所 先進パワーエレクトロニクス研究センター センター長 

清水 肇：SPL  独立行政法人産業技術総合研究所 先進パワーエレクトロニクス研究センター 招聘研究員 

山口 浩   独立行政法人産業技術総合研究所 先進パワーエレクトロニクス研究センター 副研究センター長 

四戸 孝  株式会社東芝 研究開発センター 参事 

植野 利男 富士電機株式会社 技術開発本部 担当課長 

岩渕 昭夫 サンケン電気株式会社 部長 

横山 夏樹 　株式会社日立製作所 中央研究所 主任研究員 

中田 修平 三菱電機株式会社 先端技術総合研究所 グループマネージャー 

中野 正樹 日産自動車株式会社 総合研究所　　　 EVシステム研究所 担当部長 

 

＜企画調整＞ 

中谷 充良 NEDO 総務企画部 課長代理 

 

＜事務局＞ 

竹下 満  NEDO 評価部 部長 

保坂 尚子 NEDO 評価部 主幹
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柳川 裕彦 NEDO 評価部 主査 

 

議事次第 

（公開セッション） 

1．開会、分科会の設置、資料の確認 

2．分科会の公開について 

3．評価の実施方法と評価報告書の構成について 

4．プロジェクトの概要説明 

4-1 ｢事業の位置付け･必要性｣及び｢研究開発マネジメント｣について 

4-2 ｢研究開発成果｣及び｢実用化・事業化に向けてのの見通し及び取り組み｣について 

4-3 質疑応答 

■ 非公開資料取り扱いの説明 

 

（非公開セッション） 

5．プロジェクトの詳細説明 

5-1 ①SiCパワーデバイスを用いたデータセンター用サーバ電源技術開発 

5-2 ②SiCパワーデバイスを用いた太陽光発電用パワーコンディショナ技術開発 

5-3 ③次世代SiC電力変換器基盤技術開発 

6．全体を通しての質疑 

7．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組み 

7.1  株式会社日立製作所 

7.2 三菱電機株式会社 

7.3 サンケン電気株式会社 

7.4  株式会社東芝 

7.5 日産自動車株式会社

7.6 富士電機株式会社 

 

（公開セッション） 

8．まとめ・講評 

9．今後の予定、その他 

10．閉会 

 

議事内容 

（公開セッション） 

1．開会、分科会の設置、資料の確認 

・開会宣言（事務局） 

・研究評価委員会分科会の設置について、資料1-1、1-2に基づき事務局より説明 

・鈴木分科会長挨拶 

・出席者（委員、推進者、実施者、事務局）の紹介（事務局、推進者） 

・配布資料確認（事務局） 
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2．分科会の公開について 

事務局より資料2-1に基づき説明し、議題5.「プロジェクトの詳細説明」～議題7.「実用化・事業化に向

けての見通し及び取り組み」を非公開とすることが了承された。 

 

3．評価の実施方法と評価報告書の構成について 

評価の手順及び評価報告書の構成について、事務局より資料3-1～3-5及び資料4の要点をまとめたパワー

ポイント資料に基づき説明し、事務局案どおり了承された。 

 

4．プロジェクトの概要説明 

4-1 ｢事業の位置付け･必要性｣及び｢研究開発マネジメント｣について 

推進者（NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部 柚須主査）より資料5-2に基づき説明が行われた。 

4-2 ｢研究開発成果｣及び｢実用化等の見通し｣について 

実施者（奥村PL及び清水SPL）より資料5-3に基づき説明が行われた。 

4-3 質疑応答 

【鈴木分科会長】 ありがとうございました。これまでのご説明に対してご意見、ご質問などをいただきま

すが、技術の詳細につきましては、後ほど議題5で議論いたしますので、ここでは主に事業の位置付け・

必要性、あるいはマネジメントについてご意見をいただければと思います。委員の方、どなたからでも

結構ですが、いかがですか。 

【末光分科会長代理】 特許戦略についてお聞きしたい。最初のご説明で、積極的に出願される一方で戦略

的な不出願も選択すると、このへんの切り分けはどのような判断基準でなさっていますか。 

【柚須（推進者）】 たとえば、特許出願のとき侵害が容易発見である場合はもちろん権利化したいと思いま

す。ただし侵害発見が非常に難しい、つまりプロセスノウハウに及ぶものは、なるべく開示しない方向

を考えています。 

【岡田委員】 いくつか大型のプロジェクトが走っているというお話でしたけれども、FIRST（最先端研究開

発支援プログラム）で行われている研究プロジェクトと、こちらのプロジェクトでは、並行して走って

いるような図で書かれていましたが、ロードマップ上ではシームレスにつながっているように見えます。

これらのプロジェクトの間では、技術交流は行われていますか。参加プレーヤーは同じですか。 

【柚須（推進者）】 FIRSTプロジェクトは、主体は産総研で行っています。プロジェクトリーダーから補足

していただきます。 

【奥村PL（実施者）】 正確にお答えしますが、FIRSTプロジェクトは内閣府のプロジェクトです。プレーヤ

ーとして企業が一部重なっているところもあり、またNEDOの新材料パワー半導体プロジェクト、いわゆ

る第二世代と言われるものですが、それからこの次世代パワーエレクトロニクス、かぶっている企業と

一部でしか参画していない企業もあります。 

こういうプロジェクトが動いている中で、普通は相互間の技術交流、これは当然のことながら必要に

なりますが、いろいろなレギュレーションの関係で制約もかかっています。それを何とかしようとして、

たとえばNEDOの二つのプロジェクトなどは共通の技術委員会を設けて、技術的な交流を行っていますし、

FIRST のプロジェクトなども、逆にできるだけ実際の研究現場では技術的な流れも意識しながら壁をつ

くらないようなかたちを志向しています。 

ただし、第1世代、第2世代、第3世代とありますが、技術的には成熟度がかなり異なります。同じ

SiCと言っても第 1世代のものは、ほとんど最終物をつくり上げるようなフェーズになっていますし、

第2世代はデバイス技術、第 3世代はデバイスとしてはもっとプリミティブな話になります。まったく
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同じフィールドで議論するというフェーズではありません。必要なところ、共通になるような技術など

は、できるだけ間の壁を取り払って運営できるようなかたちをやっているところです。 

【鈴木分科会長】 同じSiC半導体を用いたデバイスを世の中に出していくということで、先ほどこのグリ

ーンITプロジェクトもお互いの技術成果は流用しながら、次の発展系に移行するというお話も少し出て

いましたし、切り離しては考えられないでしょう。 

【奥村 PL（実施者）】 現場としては切り離しては考えたくはありませんが、特許戦略なども少し絡んでく

るので、そうなると権利者はなにがしかの枠がはまります。その中で、出願するようなものは、確かに

権利者がはっきりするのですが、侵害してもわからないものはノウハウ（として開示しない）というお

話がありましたが、逆にある種の拠点にはそういうものを蓄積させたいとも考えています。 

いまやっている試みとしては、つくばでは一つのデバイスをつくるレシピのかたちでR&Dに限って皆

さんに公開できる。バックデータはないけれども、それなりにハウツーをレシピのかたちで登録をして、

それを継続していろいろな技術開発に使えるようなかたちにできないかということをやり始めています。 

【鈴木分科会長】 ほかの委員の方いかがでしょうか。 

【長澤委員】 市場についてお伺いします。資料 5－2の 12ページあたりを見ると、2020年には 20兆円を

超えるということで、この妥当性は非常によく説明されていると思いますが、この内訳を見るとインバ

ータ、デバイスあたりが2倍ぐらいに伸びることで、非常に上値の余地が大きい。それでトータルとし

ての市場も非常に大きく見えるのですが、基板などを見ると、ずっと100億円ぐらいであるとなると、

肝心のつくる側になかなかモチベーションが湧いてこないという印象を受けてしまいます。このあたり

について市場が大きくなったことの嬉しさを上流側に還流するようなやり方は、何かお考えでしょうか。 

【柚須（推進者）】 このプロジェクトでは基板材料系はあまり視野には入っていないので、このプロジェク

ト外の回答というかたちになります。あと、100億円とおっしゃいましたが、約1000億円です。 

【奥村PL（実施者）】 出所はYOLE社のデータかと思いますが、基本的に出口が広がれば、当然ウェハはそ

れだけたくさん使うことになると、暗黙の中では想定しています。その中で特に直結するデバイスメー

カが本当にビジネスのレベルに入っていけば、当然ウェハの調達に入りますので、必然的にウェハの業

界のビジネス規模も大きくなると考えています。 

【長澤委員】 ということは、YOLEの試算は、かなりアンダーエスティメートしていると理解でよろしいで

すか。 

【柚須（推進者）】 ちょっとだけ訂正させてください。いまの資料の12ページ、実はこれを円に換算する

ときに、左側の2012年は980ミリオンドルを0.1兆として四捨五入しました。一方2020年のほうは1.3

ビリオンドル、これを四捨五入すると0.1兆円になってしまうのですが、わずかながら市場も拡大して

いるということは、一応ご認識ください。 

【鈴木分科会長】 ほかにいかがでしょうか。 

【新垣委員】 今回のプロジェクトは事業化・産業化を強く意識されているというお話がありましたが、技

術的な話ばかりでコストターゲットみたいな話がいままで一切ないのですが、それは後から出てくるの

でしょうか。 

【柚須（推進者）】 コストターゲットですか。 

【新垣委員】 はい。やはり事業化・産業化ということを考えると、技術だけではなくて、どうしても既存

のデバイスに対してコストパフォーマンスでこれぐらいのターゲットプライスであれば置き換えが可能

であるとか、そういうエスティメーションができて、それを皆さんが共有されているのかどうかを知り

たいのですが。 

【柚須（推進者）】 このプロジェクトでは主にデバイスからシステム系ですが、コストを決める大きな要因

がウェハ、材料系にかかっています。並行して走っている新材料パワー半導体プロジェクトで、ウェハ
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の大口径化と高品質化をねらっていますので、こちらが一応低コスト化につながる。つまり、二つのプ

ロジェクトで連携しながら、コストも下げていくという方向に行きたいと思っています。 

【鈴木分科会長】 私もキーワードとして、コストが全然出てこなくて、性能、システムのご説明のみで、

ちょっと気になっていました。コストは必ずしも基板だけではなく、全体のモジュールにあっても部品

にあっても、すべてコストが絡んでくるので、それが第一優先ではないかもしれませんが、やはりキー

ワードというか項目として、それも明らかに願いたい。 

【奥村 PL（実施者）】 最後のところで、特に個別の事業展開のところでは、当然それを勘案した話になっ

ています。全体像、特に技術的な点からいまご説明したところですが、コストとなると、実は R&D、技

術ではない要素が入ってくるので、それは別途午後のご説明でお聞きいただければと思います。 

【新垣委員】 いまここで正確なコストを求めているわけではなくて、いまのSiの既存デバイスを置き換え

るには、たとえば2倍のコスト、あるいは3倍のコスト、あるいは10倍のコストなのか、同じぐらいで

なければだめなのか、大ざっぱなところで皆さんが共通の認識をされているのか。 

【奥村 PL（実施者）】 これはアプリケーションによって結構変わってくると思います。ざっくり言って数

倍、10倍は切ってくれないと困ると思いますが、その先のもう少し精度の高い話となると、どのアプリ

ケーションによって動く機械が可能か、チップとシステム化したところの違い、システム化によってど

れぐらいそれを吸収できるかはアプリケーションによってだいぶ違ってくるので、なかなか一概に包括

論としては言いにくい。特に企業からの4番目のところでお話があるかと思います。 

【清水SPL（実施者）】 一つだけ補足しますと、何kW何円の省エネメリットに対して、SiCデバイス（の導

入コスト）はペイするかというと、いまのところ正直言ってペイしないと思います。まだ高いです。だ

けど私が最後にお話ししました付加価値、例えば、コンディショナがとても小さくなる、メンテナンス

がどうだということが、そこをすぐにわれわれが価格として引き出せませんが、そういう可能性を議論

し、成果に結びつけたというところが価値と考えます。 

【廣瀬委員】 今回のプロジェクトで、具体的にアプリケーションとしてデータセンター用の電源と太陽光

発電用のパワーコンディショナと二つ挙げられていましたが、いろいろな成果があったと思いますが、

これらを今後展開するとしたら、どのようなアプリケーション、どういう応用が考えられるでしょうか。

何かアイディアがあったらお教えください。 

【柚須（推進者）】 太陽光とデータセンター以外の応用ですね。まさにいま清水SPLが言った小型化、パワ

ー密度を上げるというところで、清水SPLから何か新しい応用分野についてお答えをお願います。 

【清水SPL（実施者）】 このプロジェクトではあらわには言ってはいませんが、成果としては、たとえば車

両ですが、それが電気自動車なのか、ハイブリッドなのか、あるいは電車なのか、そこは考えていませ

んが、限られた空間に対して大きなパワーを扱う上で、W/ccは非常に大きな利点になると思っています。 

【岸根委員】 コストの話に戻るのですが、まだまだ高いが今後（は安くなることを）期待されていると思

いますが、たとえば弱電の分野では、量産してコストを下げるスキームがありますが、この分野ではそ

のスキームが通じないのか、それとも数量さえ出れば下がるのか、そのへんの感触はいかがでしょうか。 

【奥村 PL（実施者）】 ある程度の数が出れば、当然大量生産の観点から下がることは期待できます。ただ

し、情報通信系のデバイスなどに比べると、いわゆるコンシューマ向けという要素が若干減ってきます。

逆にインフラ向けがあって、相対的に言いますと大量生産の効果は、弱電よりは小さいと思います。た

だし、その分、SiC のデバイスなどを使いますと、よりシステムとしてのメリットをどれだけ出せるか

というところが入ってきます。これでチップの価格をどれだけカバーできて、最終的なシステム製品と

してこの先、より低コストに向かうだろうという感覚を持っています。 

【清水 SPL（実施者）】 一つ補足いたしますと、SBD（ショットキー・バリア・ダイオード）は、すでにい

ろいろなところで入り始めています。600V やわれわれが開発した 1200V 以下のところには Si の IGBT
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（Insulated Gate Bipolar Transistor）とハイブリッドで、あらわなかたちでは見えませんがずいぶん

使われ、ダイオードの生産が増えています。そういう意味ではどんどんコストが下がっています。スイ

ッチング素子は、まだあまり市販されていないのが現状です。しかしネットなどで見る価格は、以前に

比べるとだいぶ安くなっています。 

したがって、今後われわれが出したオールSiC（のデバイス）が、システムにとって（極めて大きな）

メリットがあるというようなインパクトがあると、導入でそういう循環になってくると思います。とに

かくこのプロジェクトを始めた段階では、スイッチングデバイスがほとんど入手すらできなかった。そ

ういう段階から、いまオールSiCにしたらこんなにメリットがあるということをアピールしました。 

【鈴木分科会長】 これまではデバイス開発にウエートがありましたから、デバイスのコスト、あるいはデ

バイスの効率の話が優先されてきましたが、システムとして考えたときに、どういうメリットやコスト

メリットがあるか、これからはそういう見方が非常に重要だと思います。たとえば最初のご説明のスラ

イドで、原油換算でいくら、CO2 換算でいくらという数字も、おそらくパワーデバイスだけでのエネル

ギー削減から出していると思いますが、実際にそれを使ったシステムは、冷却系が少なくなったり、小

型化、軽量化になったり、いろいろなところでエネルギー削減効果があると思います。 

だからこれからはそういうシステムとしてのSiCを使ったメリットを、なかなか難しいけれども、コ

ストも含めて数値で挙げていって、こういういいところがあって、これから世の中を考えていくにはこ

れだということを出していくことが大事だと思います。 

【末光分科会長代理】 実施体制の変遷で、2010年度まではFUPETへの一括、それが2011年、12年で各社

共同研究化と体制が変わったわけですが、その連携のあり方において、具体的にはどういうかたちで変

わってきたのでしょうか。 

【柚須（推進者）】 先ほど説明したように、最終的に共同研究というかたちで日立製作所、三菱電機を切り

出したのは、実用化に近いところでお互い同じ集中研方式で開発するのは支障があるので、分室化して

隔離されたところで開発を行うという体制にしました。 

【末光分科会長代理】 そうすると 11年度、12年度における共同研究のあり方は、どういうかたちでやっ

たのでしょうか。 

【奥村PL（実施者）】 ご質問の主旨は、連携をどう取っているかということかと思います。この23ページ

の資料は、どちらかというとNEDOからの契約形態の変遷とお考えください。実態上は、初年度から三菱

電機さんも日立さんも一緒の同じ場の技術委員会等のかたちで技術交流は行っています。2009年度は分

室と書いてあります。2010年度も分室、11・12年は独立したように見えていますが、これは物理的には

何も変わっていません。契約形態が変わっただけです。 

【関根（推進者）】 少し追加します。よく見ていただくと、2010年度は委託です。委託は100％補助です。

いま奥村PLが共同研究と申し上げましたが、共同研究は大企業ですので2分の1負担補助です。したが

って企業側も負担をします。企業側が負担をしますので、企業独自の研究に充てる。先ほど柚須が申し

上げた、より実用化に近いところに来ていてフェーズが変わっている。もともと分室でやっているのは、

国分寺と伊丹、すなわち日立製作所と三菱電機、これはやっていました。ところが FUPETの中でやって

いると、実用化に近づくとそれぞれ相反するところと守秘義務をかけなければいけないものがあるので、

契約形態を変えて2分の1負担、そして最後の2年間は、この2社については、実用化・事業化がより

近づいたので、契約形態を変えて研究開発を進めたということです。 

【鈴木分科会長】 つくばの FUPETを含めてやっている拠点の成果、いろいろな基盤技術、基礎技術が開発

されています。当然それをほかの三菱電機、日立製作所も使えるものは使いたい。そこの間の相互の技

術移転、技術流用はどういうかたちで進めているのでしょうか。 

【奥村 PL（実施者）】 個別の技術的アイテムに関しては、独立したあとも、分室であったときも、一緒に
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議論しながら進めています。実際につくばの集中研の成果を使っているかどうか。この形態は集中研と、

いわゆる独立したものがあると、いつもこの議論になるのですが、ある意味、仕上げるほうが早くでき

ていないと、それを受け取るのにタイムディレイがかかります。そういう意味で、いまこの同じプロジ

ェクトの中での集中研の成果を直に使っているかと言われると、技術的交流はあって、その検討はいた

だいていますが、実際に使うフェーズは、もう少しタイムディレイがかかると思います。 

【岡田（推進者）】 FUPETから三菱と日立が抜けたわけではありません。 

【鈴木分科会長】 FUPETの中にも入ったかたちで進めたということですね。 

【奥村 PL（実施者）】 それを全部包括したかたちの運営ガイドライン、あるいは知財規定は、スタート時

点からそんなに大きな変化はなく、同じ体制で、同じガイドラインでやっています。 

【鈴木分科会長】 あと大学は四つ挙がっていますが、それぞれどういう役割、どういう分担でしょうか。

千葉大、首都大、東工大、島根大、ごく簡単で結構です。 

【清水 SPL（実施者）】 私からお話しいたします。この 4大学は、すでに Si系の変換器に関しては大変実

績のある先生方です。赤木先生は変換器の電力系統への応用などをいろいろやっていらっしゃる。 

【鈴木分科会長】 東工大ですね。 

【清水SPL（実施者）】 東工大です。千葉大の佐藤先生は、回路のキャパシタの問題をいろいろやって議論

していただきました。首都大の清水先生は、EMI-(電磁干渉ノイズ)のフィルタの問題を、島根大の山本

先生は、主にキャリアー高周波化とリアクトルの最適設計とDC-DCコンバータの高周波化による小型化

などを議論しました。 

【岡田委員】 最終目標のことで伺いたい。太陽光発電用のパワーコンディショナとして、電力容量が30kW

級と設定しているようですが、これは結構な規模だと思います。これは、家庭用のパワーコンディショ

ナとしては考えず、相応の発電所で使うことに絞っているということでしょうか、それとも家庭用まで

応用するとなると、コストとしていまのものと比べるとかなり高くなるということでしょうか。 

【清水 SPL（実施者）】 （家庭用の応用に対しては、）技術としては、変換器の効率を上げることと、周波

数を上げることによって、騒音、可聴域の音を、SiC を使うことで避けられますので、メリットはあり

ます。また小型化することで、屋外だったものが屋内に入れられることで、今度はメンテフリー、信頼

性があります。ですから要素技術としては、そちらのほうでも全部使えます。現に小型の変換器をつく

っているメーカーも出始めていますので、メーカーの三菱電機がどうお考えかわかりませんが、技術と

しては30kW以上のものであるということではありません。 

【岡田委員】 そうしますと、最初に30kWを最終目標に決められた理由はどういうことでしょうか。 

【清水 SPL（実施者）】 それは家庭用ですと 3kW、4kWですが、デバイスがそのころまだ小さなチップであ

ったことや、ウェハの品質等の問題でカレントがたくさん取れませんでした。しかし今後のパワエレの

用途、あるいは太陽光発電を考えると、どうしても大きな出力が必要で、それに必要な技術開発を具体

的に考えました。 

【岡田委員】 最終目標が30kW級のということで、そこの用途があって、それに向けて技術開発を行ってこ

られたということですか。 

【清水SPL（実施者）】 そうです。家庭用よりは少し大きいビルのようなところの発電システムを具体的に

考えています。 

【岡田委員】 現状は、家庭用、あるいは小規模発電の市場のほうが大きいわけですけれども。 

【清水SPL（実施者）】 そちらが大きいはずですが、今後の動向としては、30kW、100kWとだんだん増えて

いきますので、それに対して目標を1桁の家庭用の3kWクラスより一桁大きな30kWに大きくし、技術の

スケールアップに伴う問題点を研究しました。 

【長澤委員】 研究開発スケジュールについて確認したいのですが、資料5－2の17ページです。もしお答
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えが各論になるようなら、そのときでも結構です。アイテムとして三つあります。（1）サーバ用電源、

（2）パワーコンディショナ、（3）電力変換器ですが、（1）と（2）は、実証はどちらもサーバ電源とい

うことになるのでしょうか。 

【清水SPL（実施者）】 （1）はサーバ電源です。（2）は太陽光発電です。 

【長澤委員】 （2）に書いてあるのはサーバ電源ではないということですね。 

【柚須（推進者）】 これは印刷ミスです。失礼しました。2項目はパワーコンディショナです。 

【長澤委員】 伺いたかったのは、もしも両方パワコンでもサーバ電源でも使えるのだったら、何も三つに

分けなくて二つでいいのではないかと。 

【柚須（推進者）】 すみません、大変失礼いたしました。 

【新垣委員】 知財の取扱いのことで伺いたい。先ほど2011年度から契約の体制が変わったというお話でし

たが、特許の出願も平成23年度、24年度で急増しています。このプロジェクトの中で知財の取扱いは、

これは各社で出されているとは思うのですが、プロジェクト内では無償で使えるのでしょうか。 

【奥村 PL（実施者）】 無償ではないですが、プロジェクトの参画者と、そうでない人はちょっと差をつけ

ようというぐらいのガイドラインを知財ガイドラインとして設けています。 

【廣瀬委員】 同じく特許も含めた成果について。特許の出願についてはあえて出さないという戦略もある

と思いますが、特許の件数、あとは論文や対外的な発表は、こちらの表のほうでは何年度に何件出した

とあります。類似する欧米の同様のプロジェクトと比較した場合、こういった成果の発表件数は、数的

にある程度妥当と言えるのでしょうか。もしご存じでしたら教えてください。 

【清水 SPL（実施者）】 なかなか難しいのですが、第一と第二（拠点）の具体的なシステム開発となると、

個別の学術的な成果はなかなかアピールしにくい。またトータルで、全体で完成することが目標になる

ので、どうしても発表件数は少なくなります。第三拠点の変換器の基盤技術は、これはむしろ多く使っ

てもらいたいということで、学会活動は相当行いました。 

特に実装に必要な材料、プロセス処理、回路技術等はほとんど公開しますので、その意味ではプロジ

ェクトの成果の波及のインパクトはあると思っています。妥当かどうかと言われると、研究費に対して

何件だという評価ではなくて、目標に対して世界のトップの成果を出したという点においては、この活

動が十分なアピールをしていると思っています。 

【奥村 PL（実施者）】 定量的ではないですが、特に第三拠点などはこの学会発表が主体になりますし、さ

すがに実用化を目指す第一、第二は、どちらかと言うと特許戦略が重要になります。ただ、最近このSiC、

パワー半導体の分野で行われた大きな会議で、結構FUPETの存在感はかなり出たと考えています。これ

は私が言うのも変ですが、私が組織委員長をやった会議で、海外と比べて特に日本のアクティビティは

引けを取らないどころか、一番目立っていたと思います。 

【鈴木分科会長】 奥村リーダーからSiのパワーデバイスとSiCのパワーデバイスとGaNのパワーデバイス

を比較したスライドがあり、非常にクリアに三者の半導体で切り分けられていますが、本当にこういう

ふうにクリアに切り分けてしまっていいのかと見ながら思いました。資料5－3の6ページ下の図ですが、

非常にクリアにSiの IGBTを SiCの MOSで、Siの MOSを GaNの HFETで（置き換えるように）切り分け

てあります。では、SiのいまのMOS、スーパージャンクションMOSなどをSiCで置き換えるようなアプ

リケーションはないのか。GaN はこれから発展していくでしょうから、こういうふうに言い切ってしま

っていいのか。これは非常にクリアな図になり過ぎているだけに、余計に（心配します）。 

【奥村 PL（実施者）】 すべてがこれで説明できるとは言いません。一番わかりやすく説明したいので、こ

の図をつくりました。たとえば、Siのスーパージャンクションなどはまだ入れていませんが、だいたい

600～1200Vの間ぐらいになります。これをもう少しよくするために、当然のことながら Siの技術をよ

り進める話もありますし、それよりもシステムメリットが出るような方向に持っていこうとしているの
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が、いまのSiCの下に向かった技術開発の方向性であると考えています。これで全部をクリアに説明す

るとは申し上げません。 

【鈴木分科会長】 これはSiCのプロジェクトですので、GaNの人からはまた言い分があるかもしれません。 

【奥村PL（実施者）】 GaNのほうは600Vあたりがどうかというところが一番のポイントになると思います。 

【鈴木分科会長】 よろしいでしょうか。そろそろ時間になりました。ありがとうございました。ほかにも

ご意見、ご質問があると思いますが、本プロジェクトの詳細内容につきましては、このあとにまた詳し

く説明していただきますので、その際、質問などをいただくことにいたします。 

■非公開資料取り扱いの説明 

事務局から、資料2－3、資料2－4にもとづき、非公開の資料の取り扱いに関して説明があった。 

 

（非公開セッション） 

5．プロジェクトの詳細説明 

省略 

6．全体を通しての質疑 

省略 

7．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組み 

省略 

 

（公開セッション） 

8．まとめ・講評 

【鈴木分科会長】 それでは審議も終了いたしましたので、各委員の皆様から講評をいただきたいと思いま

す。非公開のセッションの内容に関しては、この場では触れないでいただきますようお願いします。そ

れでは廣瀬委員から始めて、順次、最後に私が講評したいと思います。では廣瀬委員、お願いします。 

【廣瀬委員】 幅広い技術の分野と非常にレベルの高い成果を報告していただき、ありがとうございました。

ご報告の分野は、我が国の国際力競争のために非常に重要な分野であり、NEDO のような国プロとし

ていろいろな企業が参画するような場は、今後も非常に重要だろうと思いました。まだコストを含めた

課題が若干ありそうなので、特にコストダウンに関しては、新たなテーマとして継続する等が必要なの

ではないかと感じました。 

【新垣委員】 私も今日聞かせていただいて、成果をとても心強く感じました。当初設定した目標はすべて

クリアされ、さらにそれ以上の成果が得られていることもよく分かり、技術開発自体は非常に順調に進

捗したと思います。ただし、このプロジェクトの目的は、最初にサブプロジェクトリーダーからお話が

あったように実用化・事業化にあります。資料 3－3 に「実用化・事業化は、社会的利用が開始される

ことであり、企業活動に貢献することである」と記載されていますので、ぜひそこを目指してこれから

やっていただきたい。期待しております。 

【長澤委員】 私も今回参加するのを非常に楽しみにしてきましたが、予想以上に実証試験などが進んでい

て、正直驚きました。おそらくこれで事業化にどんどん拍車がかかっていくと思います。その反面、い

まもお話があったように、コストに関してまだ非常に大きな問題があります。それをたどっていくと、

まだウェハに問題があって、今日はあまりドロドロした話は出ませんでしたが、歩留まり等の問題にま

た直面せざるをえないと感じました。将来的には非常に明るい話がありますので、何とかここで出た実
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証結果を、ウェハが安くなるのを受け身で待つよりは、ポジティブにウェハの品質あるいはコスト低減

に、直に結びつける進め方ができれば、非常によいと思いました。 

【岸根委員】 デバイスから回路、実装、装置まで、本当に一貫してよく開発されてきたと思います。達成

度も十分であったと思います。おそらくここに出ていない苦労が現場の方にはたくさんあったと察せら

れます。並々ならぬご苦労をされ、本当にご苦労さまでした。成果は十分達成されたとは思いますが、

1点コメントですが、各組織固有の課題と、コスト削減のような共通課題があると思います。そこを整

理されて、ぜひ今後につなげていただきたい。 

【岡田委員】 この事業の成果の達成度という意味では、申し分のない、大変すばらしい成果が得られてい

ると感じました。成果を活かして、是非実用化に向けて各企業に頑張っていただきたい。量産やコスト

を下げるという意味では、各企業もいろいろと検討を進めておられるようですが、大きな市場が期待で

きる分野だと思いますので、是非頑張っていただきたい。 

【末光分科会長代理】 私もSiCをやっている者として、大変深い感銘を受けました。すばらしい成果が得

られ、そして非常に明確なロードマップを描いている企業もあって、大変心強く思いました。一方で、

明確なロードマップがあるところもあれば、いま一つ明確でないような印象を受けるところもありまし

た。大ざっぱに言えば、システムとしてSiCがどのように使われていくか、明確なシステムメリットを

持つところは、しっかりとしたビジネスが見えている。一方で単なる Si の置き換えというところは、

これからまだまだ苦戦するのではないかという印象を持ちました。そういう意味で、一つは基板が高い

という問題がありますが、新材料の国プロの成果をいち早くフィードバックして、ぜひ問題解決を加速

していただきたい。しかし基板のコスト全体に対する割合は、場合によっては意外と低いという感じも

しますから、その点、周辺技術をぜひ立ち上げて、繰り返しになりますが、SiCを使ったことによるシ

ステムメリットをアピールしていただきたい。デバイスよりはモジュール、モジュールよりはシステム

と、常に高いレイヤのほうに志向することによって、お金をもうけていただきたい。お金をもうけても

らわないと意味がないので、ぜひSiCを使っていただきたい。たくさん応用が考えられる中で、直近の

応用や、中期的・長期的ないろいろなロードマップがあると思いますが、明確に優先順位をつけて、言

い過ぎかもしれませんが、最初は採算を度外視してもSiCを使ってもらう。少しでも使ってもらうと基

板の流れが出てきますし、流れていくとまた安くなってきますから、そのあたりを少し戦略的に、NEDO

の力も借りながら、とにかくSiCを使ってもらう流れをつくってもらいたいというのが印象です。 

【鈴木分科会長】 各委員の方からそれぞれ高い評価の意見が出ました。私もまったく同感です。このプロ

ジェクトは、いくつかあるSiCのプロジェクトの中で、実際に社会に役立つものをつくっていく非常に

重要なプロジェクトで、そういう意味で今日は私も楽しみにして来ました。すでに各委員が述べました

が、それぞれの目標値はクリアされており、最終的に小型のインバータをつくり、パワーコンディショ

ナ用、データセンター用もつくられていますが、つくり上げるための、実装部品、材料、回路技術、シ

ミュレーション等、非常に基礎的なところや地味なところができあがって、初めて出てきたと思います。

そういう意味で、基礎をきちっと積み上げてやられてきたことは、敬意を表したい。その中でFUPETな

どは典型的ですが、横の連携がうまく行った。つまり、マネジメント面でもリーダーをはじめうまく運

営されてきたと評価したい。各企業の話をずっと聞きましたが、それぞれ社内で事業化計画を持ち、事

業にしていこうということははっきりしているので、そういう意味でもこのプロジェクトは成功したと

思います。ただ、各委員が述べたようにコストの問題があり、開発した技術がそのまま使えるかどうか
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など、これから各企業で再検討しなければならない課題もたくさんあるので、これをスタートにして、

各企業に努力をしてほしい。一部話が出ていましたが、NEDO が考えるのかもしれませんが、次の一

段上のステップの国プロをまた考えるとよいと思います。 

それでは推進部長、あるいは実施者代表から何か最後に一言あればお願いいたします。 

【奥村 PL（実施者）】 本日はいろいろなアドバイス・コメントをいただき、ありがとうございました。こ

のプロジェクトは、いま複数動いている中で、我々は第一世代と呼んでいますが、一番実用化に近い部

分を扱っています。デバイスが 1kV ぐらいのものでは、メーカーからのシッピングが始まっていると

ころもあります。それを受けてどう使っていくか、システム系として世の中に広めていくフェーズに来

ているところがあります。そういう意味で最終フェーズに来ているところで、今日お聞きいただいたよ

うなところまで、本当の最終物としての仕上がり具合に来ているところです。あとは企業のビジネス展

開を待つところです。一方、よくあることですが、「SiC がそこまで出来ましたね、ではもう完成した

のですか」と言われると、実は全然そういうことではありません。私は何回も言っていますが、端的に

言いますと、電圧領域が異なるときわめて成熟度に差があります。これはSiCだけではなくてパワーエ

レクトロニクスという全体像から考えて、よくスイッチング速度と変換容量のマップを書きますが、そ

の領域によってだいぶ差があります。これからパワーエレクトロニクスという技術は、いろいろな領域

で使われていく。その中でSiCに限らず、パワーエレクトロニクスの技術をさらに広めていくためには、

より成熟度の遅いところをこの先さらに注力しないといけないと思っています。そのときに個別の話以

上に、全体として共通の技術開発、統合設計、最終的にはウェハの問題で、これはコストにも効いてき

ますが、そういうところの存在もかなり留意しないといけないと考えています。今後とも皆様のご支援、

アドバイス等、よろしくお願い申し上げます。 

【岡田（推進者）】 本日は長時間にわたり評価をいただき、まず御礼を申し上げます。NEDOはいろいろ

なプロジェクトをやっていますが、本プロジェクトは材料のプロジェクトで、非常に足が長いテーマで

す。パワー半導体については、今回のプロジェクトはSiCですが、冒頭、柚須から説明しましたが、昔

からいろいろなプロジェクトがあって、今後もいくつか関連プロジェクトがあるような状態です。そう

いう中でこのプロジェクトは、たったの 4 年間を切り出したわけで、NEDO としては当然、先ほどの

ウェハのコストの問題も含めて、次の新材料パワー半導体プロジェクトの中でウェハまで遡りますし、

用途開発もさらに深掘りしようということで、国会で予算が通ればということになりますが、来年度以

降もSiCのプロジェクトは、奥村PLが申し上げた第二世代のプロジェクトの中で拡充して対応しよう

と思っています。当然、いろいろな期待の部分もあるかと思います。我々としては非常に長い目でこの

SiCはやっていますので、期待の部分も含めて、この評価のコメントの中で、引き続き先生方からご指

導いただくことが我々にとっても一番ありがたいですし、NEDOの今後の方向性としてSiC を支援し

ていくことにつながると思います。是非、こんなこともやるべきではないかといったご指導を、評価の

コメントの中でいただければ、大変ありがたいと思っていますので、よろしくお願い申し上げます。 

【鈴木分科会長】 よろしいでしょうか。ではこれで分科会を終わらせていただきますが、事務局から今後

の予定など連絡をお願いします。 

 

9．今後の予定、その他 

事務局より資料7により今後の予定が説明された。 
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10．閉会 

事務局 NEDO 評価部竹下部長から、評価委員への率直な評価のお願いと、実施者の今後の実用化への活動

に関するNEDO追跡調査への協力のお願い、とを旨とする挨拶があり、次いで分科会長が閉会を宣言した。 
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配布資料 

資料1-1 研究評価委員会分科会の設置について 

資料1-2 NEDO技術委員・技術委員会等規程 

資料2-1 研究評価委員会分科会の公開について（案） 

資料2-2 研究評価委員会関係の公開について 

資料2-3 研究評価委員会分科会における秘密情報の守秘について 

資料2-4 研究評価委員会分科会における非公開資料の取り扱いについて 

資料3-1 NEDOにおける研究評価について 

資料3-2 技術評価実施規程 

資料3-3 評価項目・評価基準 

資料3-4 評点法の実施について（案） 

資料3-5 評価コメント及び評点票（案） 

資料4 評価報告書の構成について（案） 

資料5-1 事業原簿（公開版） 

資料5-2 プロジェクトの概要説明資料(公開) 

事業の位置付け・必要性/研究開発マネジメント 

資料5-3 プロジェクトの概要説明資料(公開) 

研究開発成果/実用化・事業化に向けての見通し及び取り組み 

資料6-1 事業原簿（非公開） 

資料6-2-1～資料6-2-3 

プロジェクトの詳細説明資料（非公開資料） 

各研究開発テーマの詳細 

資料6-3-1～資料6-3-6 

プロジェクトの詳細説明資料（非公開資料） 

実用化・事業化に向けての見通し及び取り組み 

資料7 今後の予定 

 

以上 
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参考資料４ 

評価結果を受けた今後の取り組み方針について 



 

 

評価結果を受けた今後の取り組み方針について 

 

評価における主な今後の提言 今後の取り組み方針 

○本プロジェクトで得られたデータセンター用サーバー用電源、太陽

光発電用パワーコンディショナの各システムは、既存のシステムに比

較してのコストを含むシステムメリットを明確にして、市場拡大を図

って欲しい。 

 

○インバータ、コンバータを中心とする超小型電力変換装置の開発成

果は、その特徴を最大に生かせる応用商品分野の絞り込みと明確化を

行い、具体的な市場開発を進めてほしい。 

 

 

○モジュール化、システム化することによるシステムメリットを出す

ことが SiC の実用化にはきわめて肝要である。中長期的には上位のレ

イヤーでの参入が本命になるので、戦略的プロジェクト設計を願う。 

 

○今後は価格低減や国際競争力強化のため、継続した技術開発が必要

であるが、パワーエレクトロニクスは日本がリードすべき産業分野な

ので、並行して進められている大型のプロジェクトとの間で、技術交

流や意見交換をもっと積極的に行っていただきたい。 

 

 

○SiC の特徴である高耐熱性を利用した冷却システムの小型化・簡素

化でシステムメリットを見出す。 

 

 

 

○SiC の特徴である高耐熱性や高周波特性から派生する周辺部品の小

型化を利用して、高耐圧機器だけでなく民生機器向けの小型電源など

の市場も視野に入れ、プロジェクト参画企業において、具体的開発を

進める。 

 

○平成 26 年度より、自動車、産業機器、民生機器等出口を明確にして

上位レイヤーが参入するようなプロジェクトを開始する予定。 

 

 

○並行して進めている｢低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プ

ロジェクト｣では本プロジェクトを補完すべく、ウエハ技術からモジュ

ール技術にいたるプロセスを重点的に開発している。なお、両プロジ

ェクトの実施者の多くは重複しており、技術交流、意見交換等は十分

に実施され、必要な成果の引き継ぎは行われている。 
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評価における主な今後の提言 今後の取り組み方針 

○SiC パワーデバイスの潜在的なアプリケーションを掘り起こすこ

とも重要であり、そのためには SiC デバイスのメリットの積極的なプ

ロモーションが必要である。 本成果の公表に伴い、幅広いアプリケ

ーションに対するフィールドテストを公募するなど、潜在的な需要の

掘り起しを行っても良いのではないか。 

 

○コスト面での検討が全般的に不足している。既存システムに比較し

た場合の、応用システムとしてのパフォーマンスメリットとコストメ

リットをより具体的に示すべきである。 

 

○プロジェクト終了後、パワーエレクトロニクスを使った海外実証プ

ロジェクトを検討する等、潜在的な需要の掘り起こしを行っている。 

 

 

 

 

○今後はSiに比較したSiCデバイスの高耐圧特性や低抵抗化による低

損失特性だけでなく、高耐熱性や高周波特性に伴うシステムの小型化

が材料のコスト増を凌ぐ効果があることを示していく。 
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本研究評価委員会報告は、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構（NEDO）評価部が委員会の事務局として編集して

います。 
 

平成２６年３月 

 

 NEDO 評価部 

 部長 竹下  満 

 主幹 保坂 尚子 

 担当 柳川 裕彦 

 

＊研究評価委員会に関する情報は NEDO のホームページに掲載していま

す。 

（http://www.nedo.go.jp/introducing/iinkai/kenkyuu_index.html） 
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